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巻 頭 言 

 

戸沼幸市（(一財)日本開発構想研究所代表理事）

大学改革と地方創生 

－地方大学振興のあり方－ 

 

 

１．日本の大学を取り巻く時代状況の激変 

この5月25日、参議院本会議において、「地方

大学振興法」が可決成立しました。これには、今

後10年間（2028年3月末まで）東京23区において、

大学定員増を認めないとすることなどが盛り込

まれております。 

これは東京、大阪など大都市中心部への工場、

大学などの新設を禁止した昭和34年（1959年）の

工場等制限法以来のことです。 

この半世紀余、東京への人口集中要因は工業、

工場などではなく、急速なグローバル化と連動し

ている政治（首都機能）、経済（大企業、本社機

能）などの一極集中によるものです。この点から

いえば、今回の東京23区の大学定員増を認めない

とした地方大学振興法は東京への人口集中抑制

策としては極めて限定的なものといえるでしょ

う。 

21世紀初頭の現在、日本社会は未曾有の少子高

齢化に伴う人口急減に遭遇しております。 

特に地方では無人化地域の拡大、地域社会の消

滅の危機が広がっており、これが18歳人口の減少

と重なって、地方大学の存亡が問題となっている

のです。 

東京への一極集中対策として、国土の均衡ある

発展を求めて、国土計画としても、これまで、首

都機能移転、広域的地方自治体の再編、道州制案

などが論じられてきました。この点に関連してい

えば、近未来に起こると予想される首都直下、南

海トラフ地震への対応として、首都機能も企業本

社機能も早急に地方への分散移転を始めるべき

です。首都機能はともかく、企業本社が地方移転

をするならば、地方大学はおおいに活気づくこと

でしょう。 

21世紀、日本の大学を取り巻く人的、情報的環

境はグローバル化の波に晒されております。これ

は日本自体のグローバル化と一体のもので、グロ

ーバルなネットワークの中で、人、物、経済、情

報などが流動し、東京などはすでに国際都市の観

があります。 

地域と一体にある大学は、ローカルでありなが

らグローバルの波とどう向き合うかの課題に如

何に対応するか、地方大学の力量が問われる事態

です。 

 

２．地方創生と大学改革 

戦後、日本の国土（形成）計画は経済計画に重

ねて国土の均衡ある発展を求めるものでした。 

日本列島改造（1972年・田中内閣）、定住・田

園都市構想（1977-1980年・大平内閣）、東京一

極集中の是正、多極分散型国土の形成（1987年・

中曽根内閣）、そして国会等移転に関する決議が

平成2（1990年）年11月７日、衆参両院において

決議がなされました。地域の自立の促進と美しい

国土の創造（1998年・橋本内閣）、一極一軸型国

土の是正、新たな公を基軸とする地域づくり

（2008年・福田康夫内閣）、そして現安倍晋三内

閣は「一億総活躍社会と地方創生」を目標に掲げ

る「新たな国土形成計画」（2015年）を策定して

おります。ここでは日本海、太平洋２面活用型国

土形成（図１）、対流促進型国土の形成（図２）、

重層的かつ強靱な「コンパクト＋ネットワーク」

による国土・地域構造の実現（図３）をはかると

しています。なお、政府による国土計画の名称は

国主導の全国総合開発計画から平成20年（2008

年）の法改正により国土形成計画（全国計画＋広

域地方計画）に変わり、日本列島本州は、東北、

首都（関東）、北陸、中部、近畿、中国、四国そ

して九州の９ブロック毎に地方が自立的にそれ

ぞれの地方計画が策定されています。そして、こ

れに並べて北海道と沖縄県計画がつくられてお

ります。 

この点で地方創生も大学改革も広域圏の枠組

からの視点を入れて、グローバルな時代状況の中

で、ローカルに議論すべきと考えます。 

今年は明治150年の年に当たりますが、明治

政府は帝国大学として、北海道、東北、東京、
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名古屋、京都、大阪、九州大学を地方ブロック毎

に配置し、大学教育を地方振興に重ねて施策した

ことが思い出されます。 

 

３．安倍内閣の一億総活躍社会と地方創生 

「一億総活躍社会の最も根源的な課題は、人口

減少問題に立ち向かうこと、50年後も人口１億を

維持することであります。･････希望出生率1.8の

実現を目指します。」とは安倍総理の施政方針

（2016年正月国会演説談）です。 

現在の出生率1.4では50年後に8000万人台にな

ることが予測されております。東京などでは結婚

しない若者、結婚しても３人、４人と子供を産み

育てることのできない事情、社会環境があります。

これに関って「18歳の若者」の選択がどの様にな

るか？１億総活躍社会のジレンマです。 

地方創生については、安倍内閣として、先の「新

たな国土形成計画」があります。この地方創生イ

メージに対して、未来の担い手、若者が集まる大

学、とくに地方大学は地（知）の拠点として貢献

場面がいろいろに想定されます。 

例えば地域づくりとの連携、東京などの大学と

の連携、地域の複数の大学の相互連携、地元企業

との連携、社会人の学び直し人生100年時代の生

涯学習の場の提供、「地域学－土地の地理地形、

歴史と未来論を含む」の構築。 

ここでは例えば、日本海国土軸上にある大学が

南北朝鮮の融和に資する北東アジアの未来論を

大胆に展開してもらいたいものです。 

 

 

図１ グローバルな活躍の拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：『新たな国土形成計画（全国計画）』 

国土交通省 国土政策局 総合計画課 発行、 

平成27年10月 

明治150年、戦後70年、21世紀初頭の日本は文

明の転換期にあって、かつ、地方消滅の危機を伴

う少子高齢化時代、地（知）の拠点として日本の

大学、特に地方大学は地方創生に力強く立ち向か

ってほしいものです。 

先日成立した地方大学振興法が一つのきっか

けとなり、地方の国、公、私立ともどもに自体の

活性化に合わせて、地域づくりの拠点としての新

しい展開が期待されます。 

 

（2017.6.1） 

 

図２ 国土の基本構想「対流促進型国土」 

「対流」のイメージ：「個性」と「連携」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：『新たな国土形成計画（全国計画）』 

国土交通省 国土政策局 総合計画課 発行、 

平成27年10月 

図３ 国土構造、地域構造 

重層的かつ強靱な「コンパクトネットワーク」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：『新たな国土形成計画（全国計画）』 

国土交通省 国土政策局 総合計画課 発行、 

平成27年10月 
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１．開会・参加者紹介 

阿部 ただいまから座談会「大学改革と地方創生

－地方大学振興のあり方－」を開催させていただ

きます。 

最初に参加いただきました皆様をご紹介した

いと思います。 

まず天野郁夫先生です。天野先生はご紹介す

るまでもないのですが、1936年１月のお生まれで、

東京大学大学院教育学研究科博士課程をご卒業の

後、国立教育研究所、名古屋大学を経て、1979年

に東京大学教育学部に移られ、1996年3月まで18

年間、東京大学に奉職されました。東京大学の名

誉教授であります。 

ご専門は教育社会学で、「近代日本高等教育研

究」をはじめ、非常にたくさんの著書を公刊され

ております。 

2006年８月から当研究所の評議員を務めてい

ただいております。 

本座談会におきましては、大変ご無理を申し

上げまして、司会をお願いいたしました。 

次は合田隆史様です。合田様は1954年７月の

お生まれで、1978年３月東京大学法学部を卒業後、

文部省に入省されました。その後、1982年12月に

ミシガン大学のAnn Arbor校大学院を修了されて

おります。1978年４月文化庁次長、文部科学省科

学技術・学術政策局長、同生涯学習政策局長を歴

任され、2013年7月同省を退官されています。

2014年４月より宮城県名取市にある尚絅学院大学

学長に就任されて、現在に至っているということ

です。地方大学ということで言いますと、尚絅学

院大学は大変頑張っておられるのかなと思いま

す。 

次は梶田叡一先生です。梶田先生は1941年４

月のお生まれで、1964年京都大学文学部哲学科心

理学専攻をご卒業後、大学院文学研究科に進まれ、

文学博士でいらっしゃいます。ご専門は教育学・

心理学とお聞きしています。 

国立教育研究所主任研究官、日本女子大学助

教授、大阪大学教授、京都大学教授、京都ノート

ルダム女子大学学長、兵庫教育大学学長、環太平

洋大学学長、奈良学園大学学長等を歴任され、現

在は、大阪府堺市南区の泉北ニュータウンで、

2018年に新設された桃山学院教育大学の初代学長、

また聖ウルスラ学院理事長、松徳学院理事長、日

本語検定委員会理事長、日本人間教育学会会長を

されています。 

次は荒井克弘様です。荒井様は1947年９月の

お生まれで、1978年３月、東京工業大学理工学研

究科博士課程を修了された工学博士です。国立教

育研究所室長、広島大学・大学教育研究センター

教授、大学入試センター研究開発部教授、東北大

学教育学部教育学研究科教授、東北大学教育学

部・学部長・研究科長、東北大学副学長、東北大

学高等教育開発推進センター・センター長、独立

行政法人大学入試センター教授等、いろいろな役

職を歴任後、現在は大学入試センター客員教授と

いうことです。東北大学名誉教授、独立行政法人

大学入試センターの名誉教授であります。ご専門

は、工学系のご卒業ですが、高等教育研究、教育

計画論ということです。 

次は鎌田積さんです。鎌田さんは1948年11月

生まれで、1973年３月、専修大学経営学部経営学

科を卒業後、1973年10月、財団法人日本開発構想

研究所に入所されています。入所以来、ほぼ一貫

して高等教育関係の仕事に従事され、1993年７月

から研究第３部長、1999年８月から当研究所の理

事を務めております。その後、新設した高等教育

研究部の部長、それから研究本部長を務めており

ます。 

この間、学校法人東海学園評議員、国立大学

法人山口大学経営協議会委員、学校法人貞静学園

理事、日本体育大学・日本体育大学女子短期大学

部副学長、学校法人日本体育会学事顧問、学校法

人和洋学園評議員等を歴任しております。 

１．座談会「大学改革と地方創生－地方大学振興のあり方－」 

 
天野郁夫 梶田叡一 合田隆史 
荒井克弘 鎌田 積 戸沼幸市 
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最後は戸沼幸市先生です。戸沼先生は1933年

４月のお生まれで、1966年３月、早稲田大学大学

院博士課程を修了された工学博士です。1966年１

月に早稲田大学第一理工学部助手、1972年４月に

理工学部助教授、1977年４月に教授になられ、

2004年３月 

に定年退職され、早稲田大学名誉教授になられて

おります。その間、早稲田大学芸術学校長・評議

員も務められたりしております。 

東京都景観審議会会長、新宿区都市計画審議

会会長、国土庁の「地域づくり表彰」審査会委員、

都市計画学会長他、都市計画系のいろんな委員会

の座長・会長等を務められております。ご専門は、

他の５人の方は教育学研究ですが、戸沼先生は都

市計画、国土・地域計画ということです。 

当研究所では、1987年から理事、2005年から

理事長、2012年から代表理事を務めていただいて

おります。 

以上、６名で座談会を行っていただきます。

忌憚のない活発なご議論をお願いいたします。こ

の議事録は、UEDレポート2018年夏号の冒頭を

飾るものにしたいと考えています。 

お手元の封筒に入った資料は、私のほうで問

題意識としてお書きした「地方における若者の修

学・就業の促進に向けて－地方創生に資する大学

改革－（案）ポイント」、鎌田さんの追加資料「地

方大学・地域産業創生交付金等の創設について」、

天野先生からきょうの座談会のメモとしていただ

いたもの、鎌田さんの「大学改革と地方創生－地

方大学振興のあり方－（資料）」です。 

参考資料として、戸沼先生の「理事長の部屋」

の抜粋、早稲田大学・鎌田総長の「地方創生に資

する早稲田大学の取り組みについて」、当研究所

の事業概要「大学等高等教育関連調査」一覧、新

設公立大学の一覧です。さらに地方交付税に関わ

る単位費用の推移は、後ほど議論の材料にしてい

ただければと思います。 

開会の前置きが大変長くなりましたが、天野

先生、この後の座談会をよろしくお願いいたしま

す。 

 

２．官邸主導の大学改革と文部科学省の対応 

天野（司会） 「大学改革と地方創生」というタ

イトルは、開構研の阿部さんが決めて下さったも

のです。このテーマで私自身が最近はあまり勉強

していませんので、大慌てで調べたものをメモに

させていただきました。 

ネットで調べてみますと、この問題関連の情

報があふれているん

ですね。どう整理し

たらいいのか、呆然

とするくらいにたく

さんあります。不勉

強の至りですが、あ

れこれ読んでみます

と、「大体こういう

ことかな？」という

ことがわかってきま

したので、それを整理したものを用意させていた

だきました。 

既に開構研から幾つか資料が用意されていま

すが、それぞれ関心をお持ちのテーマが違ってお

られるでしょうし、現場をよくご存じの方もいら

っしゃるし、政策に関心のおありの方もいらっし

ゃる。そこで、とりあえずスタートラインとして

情報の共有をしていただいた上で、自由闊達に議

論していただければいいのではないかと思いま

す。 

まず何が起こっているのかについて、私なり

に整理したことをお話しさせていただきたいと思

います。 

 

＜「地（知）の拠点」としての大学論＞ 

ご承知のとおり、安倍政権のもとで、いろい

ろ重要な政策課題が掲げられていますが、このテ

ーマについて言えば、一つは「地方の大学の活性

化」というのが当面の非常に大きな問題になって

いる。同時に、より国家政策的に言えば、「大学

による地方の活性化」が大きなテーマになってい

るのではないか。地方の大学の問題が、文教政策

だけではなく国家政策として浮上している。これ

は非常に大きな変化だと思います。 

その背後にあるのは強い国家的な危機感です。

一つは日本経済の長期的な低迷と国際競争の激化

があり、もう一つ、少子化・高齢化の進展もあり

ます。 

その関連で教育問題について言えば、18歳人

口が減少して定員割れ大学が続出している。それ

から大学の研究機能や人材養成機能が劣化する一

方で、その強化への期待も高まっている、という

状況があるわけです。 

国土計画で言えば、人口と富が大都市に集中

して、地方が疲弊しているという認識がある。さ

らに言えば、日本という国家と日本列島の中央・

地方関係についても、明治以来の構造変革が必要

な時を迎えているのではないか。 
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そういう背景の中で、この数年、強調されて

いるのが、「地（知）の拠点」としての大学とい

う議論です。国家政策としても文教政策としても、

こういうことがいわれている。 

この「地（知）の拠点」としての大学論の背後

にある政治的な動きを整理してみますと、この問

題の発信源といいますか震源が官邸直属の、首相

が議長を務めるさまざまな「会議」の提言にある

ことがわかります。 

 

＜教育再生実行会議＞ 

その１つは、2013年に設置された「教育再生実

行会議」です。以前にあった教育実行会議の後身

ですが、現在10次までいろいろな提言を行なって

います。その中で重要なのは、３次、６次、７次、

８次の提言ですが、特に重要なのは2015年の第６

次答申だと思います。そこで「100年先を見据えた

新たな教育の在り方」、「教育がエンジンとなっ

て地方創生を」ということが言われています。 

提言を要約すれば、一つは「教育の力で地域を

動かす」ということを言っています。「現在、我

が国は地方の人口減少と地域経済縮小という課題

を抱えている。この２つが悪循環に陥り、地方の

弱体化が進めば、我が国全体が衰弱し、成長力を

損ねることになりかねない。国、地方公共団体、

民間の総力を結集して、これらの課題を克服し、

地方創生を成し遂げる必要があるが、その成否は

人材にかかっている。まさに「教育」の力は大き

く、地域を動かすエンジンの役割を担うと言え

る」、ということが書いてあります。 

もう一つは、より具体的に、「地域の産業、担

い手を育てる大学等をつくる」という見出しで、

「大学、専修学校等は、その知的資源や人的資源

を活用し、地域と連携して、そのニーズにこたえ

る教育研究、人材育成を展開することや、学生や

教職員が居住し、学園都市が形成されること等を

通じて、地域経済の活性化や地域課題の解決など

地方創生に大きな効果をもたらす。大学等による

地域連携は地方創生の鍵であり、地域の拠点とな

る大学等の一層の機能強化が図られ、地方におけ

る自県大学進学者の割合が高まることが期待され

る」と述べています。 

その具体策として２つ挙げられていて、１つ

は「地域を担う人材の育成」で、教育内容の改革

とか地域産業との連携をうたっている。もう１つ

は「学生等の地方への定着」で、奨学金の政策、

インターンシップ、大都市集中の是正とかという

テーマが語られている。 

大体この中に、安倍政権が考える大学改革の

基本構想が示されていると言ってもいいかと思い

ます。 

 

＜まち・ひと・しごと創生会議＞ 

２つ目は、2014年に設置されました「まち・ひ

と・しごと創生会議」です。これには本部も置か

れていて、かなり本格的な組織になっています。

安倍政権の目玉の一つになっているのですが、

「まち・ひと・しごと創生基本方針」を2015年・

2016年・2017年と出していまして、その中で大学

問題を取り上げています。 

2017年に閣議決定された基本方針の一部を挙

げておきましたが、「各分野の施策の推進、地方

への新しい人の流れをつくる」という見出しで、

こういうことが書かれています。 

１つは「地方創生に資する大学改革。地域に真

に必要な特色ある大学の取り組みが推進されるよ

う、産官学連携のもと、地域の中核的な産業の振

興とその専門人材育成等に向けた優れた地方大学

の取り組みについて重点的に支援する」。 

２つ目は、「18歳人口が大幅に減少する中、学

生が過度に東京へ集中している状況を踏まえ、東

京23区の大学の学部・学科の新増設を抑制するこ

ととし、そのための制度や仕組みについて具体的

な検討を行う」。 

３つ目、「東京圏の大学の地方へのサテライト

キャンパスの設置や、学生の地方圏と東京圏の交

流・還流を推進することにより、若者の流動性を

高め、地方とふれあう機会を拡充する」。 

４つ目、「地方における若者雇用の創出のため、

地元企業等に就職した者の奨学金返還支援制度の

全国的な展開や地方創生インターンシップの推進

などの取り組みをさらに進める」。極めて具体的

にいろいろなことを言っています。 

もう一つの大きな見出しは、「地方創生インタ

ーンシップの推進」というもので、「東京圏への

転入超過のうち、進学や就職を機に転入する若年

層が大半を占めているため、東京圏在住の地方出

身学生等の地方還流や、地方在住学生の地方定着

の促進を目的とし、地元企業でのインターンシッ

プの実施の全国的展開を産官学を挙げて支援する

「地方創生インターンシップ」に取り組み、地方

企業の魅力の再発見を通じた地方就職・地元就職

を支援し、東京一極集中の是正を図る」と述べて

います。 

再生会議が言っている問題を、さらに具体的

にふえんしているということです。 
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＜「人生100年時代構想会議」の中間報告＞ 

第３に、2017年に設置された「人生100年時代

構想会議」の中間報告も出ています。それを見ま

すと、これまたいろいろ具体的なことが言われて

います。１つは「高等教育の無償化」を図る。こ

れはいま大きな政策課題になっていますが、その

中で、低所得対象の授業料減免、給付型奨学金を

制度拡充するという提言があります。注目される

のは、どんな大学に進学してもいいというわけで

はない。「支援措置対象大学」を設定し、要件を

決めて、その要件を備えている大学に進学した学

生を対象に財政的な支援を図る、とされている点

です。 

要件は４つ挙げられていまして、①実務経験

のある教員による科目の配置、②外部人材の理事

への任命、③成績評価基準などを設けての厳格な

成績管理を行っている大学、④法令に則した財

務・経営情報を開示している大学ということです。

極めて具体的にこうした要件をみたした大学のみ

を支援対象とするという、大きな波紋を投げかけ

ている提言が入っています。 

２つ目は「リカレント教育の推進」。これは成

人対象に大学は生涯学習、「リカレント教育の視

点から、地域や産業界との連携を強化」し、「多

様な教育プログラムを開発・実施し、産業振興と

地域創生の核になることが求められる」というこ

とです。 

３つ目は「大学改革・大学教育の質の向上」、

大学改革については、社会の新たなニーズに柔軟

に対応できるカリキュラム編成が行われるよう、

大学の外部の人材がその編成に関わる方策を検討

する必要があるとしています。 

「人口減少による私立大学の定員割れの状況

を踏まえて、大学の組織再編等を促進するため、

大学の連携・統合を強化する枠組みの整備に向け

た検討が必要である大学教育の質の向上を図るた

めには、国立大学において機能分化の取り組みが

進められているように、各大学の役割や特色・強

みの明確化を一層進めることが必要である」。 

国立大学については第三期の中期目標から、

次の３類型のいずれかを大学に選択させるという

ことで、①研究・大学院中核型、②グローバル人

材育成学部教育型、③地域貢献・特定分野研究型、

この３つに類型を設定するということを言ってい

ます。 

教育問題に特化したものもありますが、以上

が首相直属のさまざまな会議が言っていることで

あります。 

＜地方大学の振興および若者雇用等に関する有識

者会議＞ 

これらの提言を受ける形で、2017年に総務省

に「地方大学の振興および若者雇用等に関する有

識者会議」が置かれています。これは開構研が用

意してくださった資料がありますが、報告書が

2017年に出ています。 

報告書にはいろいろなことが書いてあるので

すが、要約すれば３つの大きな問題を挙げていま

す。 

第１に「地方の特色ある地方創生のための地方

大学の振興」です。きらりと光る特色ある地方大

学がこれからは必要だ、総花主義から脱却しなけ

ればいけない。産官学による産業振興や専門人材

育成のための大学間のコンソーシアムを地方に設

ける。東京・地方の学生の対流・交流を図る必要

がある。地域貢献を目指す私立大学には特に支援

を強化する、ということが書かれています。 

第２に「東京の大学の定員抑制・地方移転」を

はかる。23区の大学定員増は禁止する。東京圏大

学の地方サテライトキャンパス設置を推進する、

ということを言っています。 

第３に「地方における若者の雇用の創出」です。

学生の職業意識の早期形成のために大学が努力す

べきだ、地方に戻る学生には奨学金の返還を免除

する、インターンシップの推進によって学生の地

方還流を図る、ということが言われている。 

以上が、政府のさまざまな会議が言っている

ことです。 

 

＜「グローバル化」だけではなく「ローカル化」

も、「国際化」と並んで、「地方振興」も＞ 

こうしたさまざまな会議による政策提言を見

ていくと、いま行われている大学改革の基本的な

構造が見えてくるわけですが、政府主導・官邸主

導の大学改革ということで大学改革の大きな目玉

として、これまでクローズアップされてきたのは

「グローバル化」ですが、いま強調されているの

は「ローカル化」です。「グローバル化」だけで

はなく、「ローカル化」も強調されているところ

に重要なポイントがある。「国際化」と並んで、

「地方振興」がキーワードになっている。 

しかもこれは国土交通省型というよりも経産

省型の政策ですね。長い間、文教政策と国土政策

は、関係があったわけですが、ここでは国土交通

省との関係は言われず、経産省型の政策になって

いる。国土計画や経済計画との関連でなく、総合

国策―というと戦時期を思い出しますが、実
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際に戦時期を思い出させるような総合的な国家政

策の一部として、地方の大学問題を位置づけよう

という意向が非常に強く見えるわけです。 

しかも、単に制度をどうしようということだ

けでなく、大学の管理・運営システムから教育内

容方法まで広範囲な目配りで政府主導の改革が構

想されている。もちろん、強制することはなかな

か難しいので、戦時期と違うのはそこですが、財

政的手段によって改革の誘導や推進を図ろうとい

う視点が強く出ています。 

これが政府の大枠の政策改革構想です。 

 

＜文部科学省の対応＞ 

これに対する文部科学省の対応は、鎌田さん

の用意してくださった資料によく整理されている

と思いますが、いろいろなことが起こっているん

ですね。ここで一つ一つ追いかけていると、藪の

中に迷い込んだというか、木を見て森を見ない状

態になることを痛感させられたわけですが、文部

科学省自体が、次々に出てくる官邸主導の政策課

題への対応に、後追い的な状況になっているので

はないかという気がします。 

中央教育審議会は教育政策を審議する場です

が、悪い言い方をすれば、政府の官邸主導の会議

の下請けになって、宿題のように出された課題を

こなすだけで精いっぱいのように見える。いま中

教審は「将来構想部会」を置いて議論しているよ

うですが、まだ論点整理の段階で、どの程度進ん

でいるのか―そういう状態になっている。 

「地域」とか「地方」をキーワードにしたさま

ざまな改革構想やプロジェクトが、文部科学省で

も動いているわけです。官邸主導の政策ですから、

従えば予算がつきやすいこともあるのだろうと思

います。 

もちろん大学側も対応を迫られているわけで、

個別の大学を超えて大学団体もいろいろな報告書

を出しています。2015年、私立大学団体連合会が

「地方創生に向けた私立大学の役割」を、ことし

2018年には、国大協が、あまり話題にはなってい

ませんが「高等教育における国立大学の将来像」

という報告書をまとめました。もう一つ最近、私

立大学連盟が「私立大学の将来像」という報告を

出しました。数日前の『日経新聞』に、田中優子

法政大学総長がこれについて書いておられまし

た。 

官邸主導の改革構想にどう対応するかを基軸

に、大学の間でも議論が進んでいる。同時に、そ

れに対応する努力が個別大学レベルで進行してい

る。それが、きょうの主なテーマになるかと思い

ますが、とりあえず文部省がそれに対応するため

に一体何をやっているのか、気がついた目ぼしい

ものを幾つか挙げておきました。文部科学省がや

っている関連の政策ですが、まず、2017年に「23

区の入学定員増の禁止」が決まりまして、文部科

学省の告示という形で、2018年度から一切認めな

いという政策が打ち出されています。 

２つ目、これが大きな議論を呼んでいるので

すが、「大学の類型化」論です。まず2015年に国

立大学の３類型が出てきました。各大学に第３期

の中期計画目標を立てるにあたって、①地域貢献

型、②専門分野型、③世界トップ型のどれかを選

べというわけです。 

選んだ大学の数は、地域貢献型は55、専門分

野型が15、世界トップ型が16ということで、地域

貢献型を選んだ地方国立大学が多いことがわかり

ます。運営費交付金について、それぞれの類型ご

とに重点配分をするという話です。 

2018年になり、これはまだ構想の段階ですが、

私立大学についても機能別分化・類型化を図ろう

という考え方が出てきて、これも大きな話題を呼

んでいます。先ほどの将来構想部会の論点整理の

中で出てきていますが、①世界的研究・教育拠点

（大学院中心）、②高度の教養と専門性を備えた

先端的人材養成（学部・修士・専門職大学院）、

③職業・スキルを意識した教育で実務能力を備え

た人材養成（学部段階）との３つです。これもま

た、それに応じて私学助成を重点化していこうと

いう発想になっているわけです。しばらく前の

『日経新聞』に、私大協の金沢工大の黒田理事長

がこれに対する批判論を書いていましたが、これ

もまた話題になっています。 

３つ目、先生方もご案内のとおり、地方の大

学を対象にしたCOC「地（知）の拠点整備事業」

が2013年から始まり、2015年、それを発展させた

COC＋「地（知）の拠点大学による地方創生推進

事業」ということで、地方の大学群と自治体・企

業・NPO／民間団体等の協働で、地域の人材育

成をするという構想です。 

４つ目、「大学等連携推進法人」もことしにな

って出てきた話で、まだ仮称になっていますが、

一般社団法人としてこういうものを認めると。先

ほどの「地方の大学群」という表現とも関係して

いると思いますが、地域の大学間や、同分野・異

分野の大学による連携推進法人をつくる。この法

人傘下の大学では必要な科目をフル装備しないで、

単位互換で完結させる。つまり、例えば教養課程
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の単位等の互換制度を利用して、フル装備しなく

てもいいようにする。一人の教員が複数大学で専

任になる名古屋大学と岐阜大学の例のように制度

も認める。 

国立大学についても、話がどこまで進んでい

るかはわかりませんが、アンブレラ方式を認める。

また私学の学部譲渡も可能にする。将来的には、

私学が経営破綻したときのセーフティネット機能

を持たせるという、これも相当突っ込んだ構想に

なっていますが、そうした動きが始まっている。 

５つ目、2017年に学校教育法が改正され、専

門職大学制度がスタートしました。地域貢献型の

人材育成を想定した、先ほどの「職業・スキルを

意識した教育で云々」というのと重なり合う制度

だろうと思います。 

６つ目、改革を進めるためには、これまでの

ようにボトムアップ型の意思決定ではやっていけ

ないので、トップダウン型の大学運営を強化する。

学長権限や副学長の役割の強化を定めた学校教育

法改正が2015年に行われています。 

同時に、私立大学に対する文部省の監督権限

強化も私立学校法の改正でうたわれるようになり

ました。 

このように、いまいろいろなことが進行して

いるわけです。 

ここには書いていませんが、他にもいろいろ

ある。奨学金政策も地方大学の振興策に使おうと

いう話は先ほどから出ているとおりで、これも検

討が進んでいます。 

入学定員の規制強化が行われ、1.1倍しか水増

しは認めないことになりました。これは私立大学

にとって大きな問題で、新聞でも大きく扱われて

いますが、そういう問題がある。 

私学助成も見直しが進んでいまして、3000億

円強の公益をメリハリをつけた配分にすべきだ、

という話になっている。 

また文系から理系への転換とか、教育学部の

統合問題とか、長くくすぶっている国立大学の再

編論は、いまは工学部の再編・統合に及びはじめ

ています。 

最後にもう一つ、行き詰まった私立大学の公

立移管が進行していて、これも今後さらに大きな

問題になるのではないかと思います。 

ということで、いまや大学は、国公私立を問

わず、官邸主導の改革への対応を迫られているわ

けです。 

財政手段を用いての改革誘導政策ですから、

大学はこれを無視できず、否応なくどっちにいく

かの選択を迫られる状況になってきています。 

明治から150年、戦後70年たって、大学と地方

の関係が大きな国家的な転換点に来ている、とい

うことを、改めて痛感させられているところで

す。 

そういうことで、大きな変化が進行するなか

でそれぞれの大学は一体どっちの方向に行くのか、

模索が始まっているところだと思います。問題の

広がりが大きいので、どこから議論を始めていい

のか。 

とりあえず、いまのような整理で正しいかど

うかを含めて、大学改革の動向、特に2015年頃か

らはっきりしてきた安倍政権下での改革の動きや

方向性について、どう感じておられるかというあ

たりから、お話を伺えるといいのではないかと思

います。 

合田さんは、文科省の官僚として長い間ご苦

労があり、いまは私立大学の学長をしておられて、

古巣の文科省政策動向についていろいろ思うとこ

ろもおありかと思いますが、いかがでしょうか。 

 

３．魅力ある地方大学づくりのための「地（知）

の拠点」づくり 

合田 地方にいて、はるか彼方で「地方大学振興

のあり方」ということで議論されているのを眺め

ていますと、率直に言って「ほとんど別世界の議

論だな」という感じがいたします。「地方大学の

振興」あるいは「活性化」というテーマになって

いるのですが、本気で地方大学を活性化しようと

しているようには見えない。 

大学による地方活性化という文脈で考えると、

地方大学は、きちんと真面目に仕事をしていない

のではないか。某新聞社の調査を見ても、「地方

の活性化のためには、地方にある大学よりも、都

市部の大規模な大学のほうが貢献している」とい

った調査結果が出ている。何となくそういう前提

で議論が進んでいるのではないかと思ってしまい

ます。 

例えば、いま日本に100人の若者がいるとする

と、40人が東京にいて、60人が地方にいる。その

100人が３割減って70人になったときは、東京圏

が40人で、地方が30人、つまり地方の60人が30人

になる、という姿を想定して、それでも、東京の

入学定員を放っておくよりはまだということで、

それ以上地方の大学を何とかしようという気はな

い。 

地方の大学としては、愚痴を言っていてもし

ようがないので地方の大学の問題は、自分の問題
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として地方の大学が

考えなければいけな

い。そのときの考え

方としては、言われ

ているように、東京

から地方への人の流

れをつくるというこ

とを本気で考えなけ

ればいけない。 

しかし、さっき言ったような絵柄を考えると、

東京圏の大学の規模を抑制するだけでは、東京か

ら地方への流れはできない。結局のところ、地方

大学の改革を促進して、魅力ある地方大学づくり

をしない限り、東京から地方への人の流れは生ま

れてこないと思います。 

つまり、東京は非常に強い誘引力があって若

者を引きつける一方、地方には若者を引きつける

魅力がないという構造になっていることが問題な

ので、そこを何とかしなければいけないというこ

とだろうと思います。 

そうは言っても、これは非常に難しいことで、

僕もいまの立場で、一体どうすればそういう流れ

がつくれるのかを必死で考えているわけですが、

基本的には、さっきのお話で言えば、「地（知）

の拠点」としての大学になることを本気で考えな

ければいけない、ということだと思っています。 

その「地（知）の拠点」としての大学というの

はどういう意味かというと、いままで大学は、基

本的に学術的な知的好奇心に基づく研究をやる場

であったわけですが、知識基盤社会になって、知

識が世の中のさまざまな活動を支えていく時代に

なり、社会の課題解決のための役割を果たしてい

くこと、つまり従来は求められていなかった新し

い役割をいま求められている、ということをきち

んととらえる。 

そうすると、教育も当然それに対応した新し

い知の形に対応する必要がある。そこで必要な教

育の形は、中央の会議でいろいろ言われているよ

うなキャリア教育、インターンシップとか、いま

すぐ現場に出て役に立つといった意味での人材養

成ではなく、もうちょっと本筋に戻った、もしこ

れから超スマート社会になっていく、4次産業革

命が進んでいくのであれば、そういう時代を生き

抜いていくために一体どういう力が必要なのか、

そのためのいわば実践的な教養教育とでも言うべ

きもの。いまどこにもない新しい仕事をつくり出

していくことができる教養教育をやっていかなけ

ればいけない、ということではないかと思ってい

ます。 

そういうことが地方の大学にできるかどうか

が勝負なのかなと思って、いま自分たちの置かれ

ている立ち位置として何ができるかということで、

改革の取り組みを進めている。現状そんなところ

です。 

天野 ありがとうございます。 

では、梶田先生も、いろいろご苦労がおあり

だと思いますが……。 

 

４．実務知と教養知、本質的な教育論を踏まえた

政策を 

梶田 私は地方の大学にずっと関わってきした。

一つは島根大学の運営協議会の委員を10年余りや

り、学長選考会議長として学長も３代生み出しま

した。その間、島根大学をどう生き残らせるかと

いうことを、幹部の方々とずっと議論させてもら

いました。 

同時に、関西中心ですが、私は５つ目の大学

の学長をやっています。１つは国立、４つは私立

ですが、みんな志願者が集まらなくなっていたと

ころです。いずれも大改革をして、多勢の志願者

が来るようになりました。ただし、残念ながら、

私が手を引いてからまた定員割れになっていると

ころもありますけど。 

現在の５つ目の大学は、この４月にスタート

しました。改組前の大学のときは、学部は同じで

すけど、定員は170ほどで、志願者が300人足らず、

入学者が130ちょっとだったんですね。新大学に

した今年は志願者が1,660人、入学者が185人でし

た。やり方しだいで、私立大学は大きく変えるこ

とができます。 

ついでに言いますと、私は仙台で15年、幼小

中高を持っている学校法人の理事長―これは

「なんちゃって理事長」ですけど（笑）―をや

らされています。15年前は仙台で最初に消える学

校ということだったのですが、今では『サンデー

毎日』が、東北で一番元気のいい学校の一つと書

いてくれています。 

こうした私の実感から言いますと、安倍政権の

言っている大学政策、地方創生と大学改革とを結

びつけて考えるのは悪くはないと思うけど、中の

組み立ては絵空事だな、というのが私の率直な意

見です。 

まず島根大学ですが、例えば学部構成が総花

的だから悪いのか……。松江や出雲に産業があろ

うが・なかろうが、松江や出雲の子どもたちに、

「これだけは学ばせてやりたい」という期待があ
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れば、世の中の役に

立たないことも、や

っていかないといけ

ないわけでしょ。 

つまり、大学とい

うのは「地（知）の

拠点」だけど、その

「知」には２つのも

のがあるわけです。

社会的な役割を果たす上での「知」、実務知とで

もいいましょうか。もう1つは、自分の人生を豊

かにやっていくための「知」、教養知とでもいい

ましょうか。 

この２つあるわけだけど、その地域と大学の

あり方の関わり方を、そこの地域に必要な社会的

な役割を担うとか、創り出すとか、そういうとこ

ろからだけ考えていてどうするの？という感じが

します。 

いま同年齢層の半分以上が大学に行く時代で

すが、別に近くの大学に行かなくても、各地にい

ろんな大学や仕事があるわけです。私が島根でも

関西でも仙台でも言ってきたのは、「そこでいい

教育をしてくれる」と思ったら、そこの学校に行

ったらいいということです。学校も仕事も、必要

なら生まれ育ったところを離れていいんです。 

例えば、島根大学を出ても、自分の専門を生

かせる仕事は、はっきり言うと島根県にはなかな

かありません。じゃあ、政府が言うように「島根

県に島根大学の力でそういう仕事を創ったらどう

か？」、そんな絵に描いた餅みたいなことを言っ

てもらっても困るんです。だれかが音頭をとった

ら一つ産業が興って、職場がいっぱいできてとい

う、そんなおいしい話は絶対にありません。 

だから、島根大学でいろんなプログラムを準

備して、相当遠くから来て島根大学で学んで、そ

れをいわば財産にして、「これから東京でも大阪

でもニューヨークでもロンドンでもやっていこう

じゃないか」という若者を集めたらいい。もちろ

ん島根に残りたいという人は残ったらいいし、そ

のための支援は最大限すればいいでしょうが。 

大阪も京都も同じで、卒業生が大阪や京都に

定着するという前提で大学はやっていません。大

阪大学でも京都大学でも、優秀なかなり多くは卒

業したら東京へ行きます。いま専門的に高度な職

場も東京に一極集中なんです。 

じゃあ、それを大学がどうかしたら、その構

造がなくなるか。これは逆立ちしたってできませ

んよ。例えば、大阪の住友系の会社はみんな大阪

がルーツなんですね。しかし、本社は形の上では

大阪に残っている場合もありますが、多くは東京

に変わりました。形だけ大阪に本社という名前を

残しているところでも、実質は東京に本社機能が

移っています。 

マスコミもそうで、朝日新聞も毎日新聞も大

阪なんです。だから、大阪本社といったら発祥の

地というけど、東京本社のほうがどれだけ大きい

ですか。そうでしょ。 

そういうことで、大学政策で社会構造を変え

ていくことを考えるのは悪くはないけど、そうい

う安易な発想では大学はやっていけない、と思っ

ています。 

ここで思い出しますと、私は京都大学に勤務

していた頃から30年くらい、いま京都市長をやっ

ている門川さんとつき合ってきました。あと私は

ノートルダムに学長で行きましたが、そのときは

京都市の教育長になっておられましたか、ノート

ルダムでも随分ご支援をいただきました。そうい

うことで、市長にられた今でも門川さんにときど

きお会いします。 

京都市は人口150万にしては大学がすごく多い

し、大学生も多いでしょ。門川さんは、大学を出

た人を京都に残留させようなんて露ほども思って

いません。 

京都市は高齢化が進んでいる街ですから、ま

ず大学がたくさんないと、若者人口が京都になく

なってしまう。でも、皆さん、河原町やら四条や

ら歩いてごらんなさい、東京の渋谷や新宿と同じ

か、あるいはそれ以上に若者が多いでしょ。みん

な外から来ているんです。 

だから、そういう街、文化教育都市をつくり

たいと。京都のすばらしい伝統文化に触れて、卒

業したら東京だろうと、大阪だろうと、海外であ

ろうと、どこでも仕事をすればいい。若いときに

京都で学生生活をして、京都の古い文化に触れた

ことが、必ずその人の一生にとって大事な財産に

なるはずだ、というわけです。 

これは非常に大事な大学の機能の見方だし、

同時にそれをやっていけば、京都市は、常に流動

はしているけれど、ある層として若者がいて、フ

ァッションだろうと何だろうと若者向けの店がい

っぱいできて、華やかな街になるわけです。 

こうした京都が典型的ですが、そういう実例

を見ていると、政府が言っているのは「ちょっと

…」という感じがします。 

もう一つだけ、安倍政権よりは文部科学省の

ほうがずっと本質的な意味での教育論をやってき
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ているな、という見方をあえて申し上げます。そ

れは10年前の学習指導要領も今回の学習指導要領

も、「教育によって社会でうまく働ける人、ある

いは時代の流れにうまく対応してやれる人を育成

するだけではないよ」ということを言っている点

と関わっています。 

この前の指導要領の言い方では、「社会できち

っとやっていけると同時に、自分自身の豊かな人

生を送れる人を育てたい」と。合田さんに叱られ

るかもしれませんが、お役所というのは、世の中

がグローバル化していく、あるいは知の爆発みた

いなことが起こってくる、それにどう対応するか

ということだけの議論になりがちなわけです。つ

まり、いまの世の中の動きをうまくキャッチして、

それに対応し、新たな事態にうまく処していける

人づくりという発想になります。もちろんそれは

大事です。 

でも、そのために一人一人の人間が生まれて

きたわけではないでしょ。例えば、教員養成の大

学で、教師になりたいから頑張る。でも、教師と

いう資格を持って教師に採用されたら、それでそ

の人の人生は万歳かというと違うでしょ。 

そういう浅はかなレベルで生きるやつは、ど

こか小中高で「そうじゃないよ」ということ、例

えば、古典を学ばせることによって、あるいはい

ろんな困難をかかえている国のことを学ばせる。

アジアの国の中にはまだ本当の意味でのスラムも

ありますが、これで人間としての最低限の尊厳を

守りながら生活ができているのだろうか、そうい

うことを体験させることによって、自分が生きて

いくということの一つの座標軸、あるいは手掛か

りを得てほしい。そういうものが発酵して発酵し

て、教壇に立ちながらも人間として成長し続ける

ことになるわけです。 

そうすると、指導要領にあることを上手に教

えられるだけではなくて、背中でも人づくりがで

きることになるわけです。つまり、「あの先生み

たいになりたいよな」という人格形成ができる。 

こういうことは、くどく言いますが、文科省

は10年前の指導要領改訂で、答申にも指導要領そ

のものの中にも入れました。そして、今回も入れ

ています。今回の言い方は「人生と社会をきちん

と生きていける力をつけていく」、「社会」だけ

でなく「人生」があるんです。 

先ほど天野先生がおっしゃったように、大学

はまさに「地（知）の拠点」なんです。もともと

大学というのは、小中高大と行って、自分の責任

で生きていく段階に近づいていく中で、自分なり

の座標軸・自分なりの志をきちんと持って、そし

て、ある一つの社会的な働きとしていろんな役割

も取得して、そこで有効適切に働けて、という成

長の道すじの仕上げの段階です。自分の「人生」

を考えた志も何もなしでやっていけば、とんでも

ない薄っぺらな専門職業人になってしまいます。 

例えば、いま医者の世界でも言われています

が、医師資格を持ってやっている人が、とんでも

ないことを起こしている。あるいは教師の世界で

も同じことですし、他の世界でも同じことです。 

ですから、くどく言いますけど、大学という

ものは、もともと何であったのか、そして何であ

るべきか、これからの大学はどうなければいけな

いのか、ということで考えていかなければいけな

い。 

国の政策としては、少なからぬ税金を私立大

学につぎ込むわけだから、本当の意味で日本の社

会が豊かになる―豊かというのは、経済的な

ものだけではなく、「日本の社会に生まれてよか

ったよね」と満足して生きていける、満足して死

んでいける、そういうものにしていかなければい

けないわけです。だから、精神的な豊かさとか深

さとうことをきちんと考えていかなくてはなりま

せん。 

先ほど合田先生が実践的教養・教育というこ

とをおっしゃったけど、まさに社会的な実践と教

養、自分の内面的な世界を豊かにし、深くして、

例えば、自分が自分自身の本当の意味での主人公

になっていく、そういうことが求められているの

ではないか。そういう議論に組み立て直さなけれ

ばいけないなと私は思っています。 

天野 ありがとうございました。 

「地（知）の拠点」というのがキャッチコピー

になっているのですが、大学は、「地域の拠点」

であるということと、「知識の拠点」であるとい

うことと必ずしも一致しないんですよね。知識と

いうのは、ローカルを超えていくわけですから、

グローバルの世界を必ず持っている。だけど、大

学の所在地は地域を越えることができない。これ

はなかなか難しい問題です。だから、知識の「知」

と地域の「地」を重ね合わせて議論していますが、

この２つは無条件に統合されているわけではない、

というご指摘がお二人からあったと思います。 

実際の経験を踏まえて厳しいご意見があった

のですが、荒井さん、この問題について何か…

…。 
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５．「地（知）の拠点化」のために、どういう学

術的科学技術の推進力を持てるか 

荒井 両先生と同様、自分も「絵に描いた餅」の

ような政策ビジョンだ、という印象を受けます。

職場として、広島大学や東北大学での経験を通し、

東京との違いや地域の特性にも、ある程度触れる

ことができました。その実感からすれば、提案さ

れている政策はいろいろな言葉に溢れていますが、

その実、何を言っているのかよくわからない。自

分の不勉強を棚に上げて失礼な話ですが、率直に

そう感じます。 

今日は「大学改革と地方創成」の座談会だとお

知らせをいただき、自分に何が語れるだろうかと、

正直悩みました。戦後史の本などを引っ張り出し

て、国土計画のあたりを見直してみたのですが、

我々の世代からすると、やはり「地方創成」より

は新全総（新全国総合開発計画）や三全総（第三

次全国総合開発計画）が分かり易い。高度経済成

長期の振りかえりのなかで、都市の過密や地方の

過疎とどう向き合うか、またその地域が定住圏と

なるにはどうしたら

よいのか、大学、高

等教育にはどんな貢

献が期待できるのか、

いまよりもリアルに

論じられていたとい

う感触があります。

国土開発計画につい

ては、当時でもいろ

いろ批判があったの

だろうと思いますが、議論の拠りどころといいま

すか、大きなフレームが提供されているという安

心感がありました。地域開発だけでなく、高等教

育、医療制度、道路交通・通信網、そのいずれも、

全国版を考えるベースになっていたと思います。 

ところが、いま謂われている「地方創生」は非

常に断片的にしか聞こえてこない。私の耳が悪い

のでしょうが、地方創生と災害復興とが同じトー

ンで聞こえてきたりします。そして限られた財源

でさえ、有効に使えていない。もはや自然環境と

しての日本の国土そのものが危機に晒されている

ように思いますが、そうした自覚にも乏しい。 

気候変動や地殻構造からみても、非常に厳し

い場所に日本が置かれているために、集中豪雨が

あれば、すぐに山崩れが起きる、地震がくれば津

波の心配があり、原発の不安もある。災害による

犠牲者の数も半端ではない。そもそも地域は守ら

れているのか、国土を保全する体制、計画はどう

なっているのかと不安になります。その観点から

すると、経産省的な発想は広いですが浅い、深み

がない。「地方創成」といったところで、安全に

対する根本的な目配りがない。それが心許ない感

じです。国土の保全と、地域開発、大学・高等教

育とがどのように結びつくのか。それがあっては

じめて成り立つ政策と思います。 

ここでは科学技術の問題をとりあげてみたい

と思います。現代の科学技術と日本の産業科学技

術のフェイズがずれてしまっている。大学の研究

が産業技術のインターフェイスになっていない印

象を受けます。1960～70年代に産学協同が批判さ

れていた時期のほうが、じつはもっと、両者の結

びつきが深く密接であったと思います。 

関係者もおられるので、言いにくいことです

が、大学院重点化という政策は大学にとっても科

学技術にとっても失敗だったと思います。重点化

といいながら、じつは大学院を希釈させ、研究大

学を大衆化させただけに終わった。達成されたの

は20万人という大学院の学生数の規模だけ。質的

にはむしろ低下した。「大学改革と地方創成」も

じつは延長線上の数合わせではないかと、疑心暗

鬼になるほどです。 

先ほどの「地（知）の拠点化」にしても、アカ

デミックなレベルといいますか、普遍的な知の問

題と、地域の拠点を担うという課題の２色がある、

という天野先生のご指摘がありました。この「地

（知）の拠点化」を進めるために、どういう学術

的。科学技術的な推進力を持てるのか、という観

点からしても、大学院重点化はカラ振り、安上が

りの大学院の拡張にすぎなかった。 

この20年ばかりの間、ノーベル賞を授与され

る日本の研究者が何人も出ました。でも、受賞者

はほとんどが1960～80年代に研究に専念していた

方々です。いまの大学院に、そうした濃密な研究

空間をあるのかどうか疑問です。余談ですが、大

学院が志願者全入化のようになって、研究大学の

大学院が学歴のロンダリングに使われているとい

う話があります。学部入試の選抜が厳しいが、大

学院なら東大でも京大でも入り易い、という噂が

拡がっています。 

このような次第ですから、大学院が重点化に

よって「地（知）の拠点」として充実したのかと

云えば、首を傾げざるを得ない。では、大学（学

部）教育はどうか、それも怪しい。そもそも、大

学を「地域の拠点」と考えること自体に、時代的

な錯誤はないのか、そんな疑問も湧いてきます。

時代が移り変わるなかで「地方創成」も「大学」

も新たに問い直されなければならない。 

大学をつくれば、そこに若者が集まるはずだ

という考えかたが「地（知）の拠点」の根底にあ

ります。大学には地元だけでなく、県外からも若

者が流入し、地域にとって若者にとってたいへん

貴重な出会いが生まれるのは大きなチャンスです。
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しかし大学を卒業すれば、若者たちは散っていく。

地元の若者も就職して県外に出て行く。そこに、

問題のネックがあります。 

名前を出して恐縮ですが、秋田に国際教養大

学という評判の大学があります。入学偏差値が高

くなって地元から入学するのは難しい、さらに卒

業生の就職はほとんどが県外だと云われます。

「きらりと光る」大学がようやく誕生したとして

も、地元に還元される分はさほど大きくはない。

ローカルな地域の創生と、地域の大学づくりとが

結びつくことはなかなか難しい、という現実が見

えてきます。 

若者の移動と定着は、大学と地域の双方にと

って重大な問題です。大学を卒業したあと、そこ

で就職できるのか、仕事を探せるのか、その環境

がなければ、若者たちを地域に留めることはむず

かしい。「地（知）の拠点」となるはずの大学は、

いわばアクセスポイントに過ぎない。その地域の

プラットフォームをどのように形成するのか、大

学を超えた、地域そのものの構想が試されること

になります。 

大学のガバナンスや教育のマネジメントの話

はしばしば語られますが、社会のなかでの大学の

位置（エクスターナル・ガバナンス）がどうであ

るのか、議論されることは多くありません。「学

問の自由」とか「大学の自立」を考えるには社会

のなかの大学の姿、大学の立ち位置を知ることが

重要な要素です。単なる「人づくり」、「働き方」

という小分けの話に終わらせずに、相互の関係を

構築することが大事だと思います。大学とモノづ

くり、大学の周辺にどのような生産拠点を配置し

ていくのか、地域開発と大学の間にはそういう具

体的なつながりが必要です。 

ところが、生産の拠点といっても、日本の工

場はどんどん海外へ移っていってしまう。海外の

途上国の工場でも品質が良く、安い製品をつくれ

るようになった。デジタル技術の進歩です。こう

した産業技術の進歩も大学と生産拠点との関係を

変える大きな要素です。デジタル的な技術のコピ

ーができれば、熟練工がいなくても品質の高い製

品をつくることができる。身近な事例ですが、大

学入試センターのリスニング・テストで使う60万

台のICプレーヤーも、国内ではなく、アジアの国

でつくられています。10-5レベルの品質管理が可

能になっているのです。コンピュータによって、

高度な生産技術を容易に移転できるようになると、

日本はどのような産業構造の下で、どのような製

品の生産に携わるのか、すでに産業構造のかなり

の部分が入れ替わったと思います。 

先ほど大学と産業技術の間にギャップができ

ていると言いました。それは大学が進んでいると

いうわけではなく、また産業技術が新しいイノベ

ーションに挑んでいるというわけでもない、いず

れもバブルの時代以降、長い停滞を続けているよ

うに見えます。この間に、アメリカではAppleの

ような先端技術やGoogleとかFacebookのような情

報通信の新しいプラットフォームが生まれました。

Ａmazoneのような流通のイノベーションも進ん

でいます。でも、世界を出し抜くようなイノベー

ションが日本から発信されている事例を聞くこと

はほとんどありません。両者の関係がチグハグな

まま、ふたつとも停滞している。同じ壁が「大学

改革と地方創成」の前にもあるのだと思います。 

日本は戦後、自動車や家電を基幹産業にして、

技術や経営の革新に努めてきました。家電の拠点

はアジアに移り、自動車はガソリン車から電気自

動車へ世界の潮流は変わろうとしています。モー

ターと電池、それに半導体のチップがあれば自動

車が走る時代です。高度な機械制御の技術は不要

になりつつある。企業は大学に沢山の注文を突き

つけていますが、日本の企業も世界的な潮流から

遅れをとった存在になっている。 

80年代後半に「基礎研究ただ乗り」という批判

が日本の産業界に浴びせられたことがあります。

あとで、アメリカのロビイストのデマだったと判

りましたが、この直後に、日本の科学技術政策は

大きな転換をしています。研究開発の拠点を大学

にシフトさせる政策です（科学技術基本計画）。

政府は大学の研究に巨額の投資を行うことを決め、

産業界もこれを支持した。その後、企業は自らの

研究開発投資を抑制するようになった。この政策

転換が産業界の主導だったのか、官界だったのか、

検証が必要ですが、現状をみると、その政策転換

が成功したとは思えません。 

安倍政権の異次元金融緩和のおかげで、企業

の実態が見えにくい状況にありますが、少なくと

も日本の製造業は技術面でも経営面でも、この30

年の間に著しくモラルが低下させました。製造業

そのものを切り売りする一方で、製品の品質管理

の面でもトラブルが続いています。産業構造に変

動が生じていることは確かですが、次世代技術が

見えてこない、という不安があります。産業構造

と大学の教育・研究活動とがうまくリンクできな

いまま、押し流されている。いくら言葉巧みに政

策を弁じても日々の報道を見るだけでも、その実

態が透けて見えてきます。科学技術の潮目が変わ

ろうとしている時期だからこそ、「地方創成と大

学改革」にも、まさにその次世代の構想が盛り込

まれなくてはならないと感じます。 

天野 ありがとうございました。 

国土計画のお話も出てましたが、グローバリ



14 

ズムがいわれていた時代は、グローバル、ナショ

ナルという軸でものを考えていたんですね。日本

対世界とう軸で考えて、グローバル型の大学は、

世界の大学に比肩し得る大学でなければいけな

い。 

ところが、一転して今度は「ローカルな大学が

重要だ」という話になった。これはローカル、ナ

ショナルの軸ですよね。日本全国を相手にする大

学か、地方だけを相手にする大学かという形で議

論が展開しはじめた。冨山和彦さんが言い出した

「グローバル型」と「ローカル型」に大学を分け

るべきだという発想が継続的な形で影響を及ぼし

ています。 

しかし大学自体は、機能的にそう簡単に分け

られない。研究面でグローバルな大学と、人材養

成においてグローバルな大学とは必ずしも一致し

ない。地方のローカルな大学がグローバルの人材

を育成する必要がない、という話にはならないわ

けですから。 

地方創生の話は、日本列島の中での人の移動

の問題ばかりになっていると思いますが、世界と

の関係を考えれば、もう少し違った視点で考えな

ければいけない。 

いずれにしても、荒井先生からご指摘があっ

た国土計画は、今回の地方創生的な考え方とどう

関係しているのか、いないのか。戸沼先生、どう

お考えですか。 

 

６．戦後日本の国土計画と大学立地 

戸沼 私は現在、大学の現場からはちょっと離

れてはいるのですが、いま孫たちがちょうど18歳

とか20歳なんですね。いま伺っていての感想です

が、この不透明な世界の中で、「18歳の選択」と

いうのはどういうふうになっていくのかな、その

「18歳人口」の選択が、今後の日本のいろんなこ

とを決定的に変えるのではないかという気がして

いて、先ほど天野先生に「お孫さんはどうしてい

ますか？」と聞いたら、結構とらえどころがない

ようなんですね。 

私は下手な碁を打つのですが、高校にも行か

ないで碁打ちになって、いま日本・世界の囲碁界

でナンバー１ナンバー２。また将棋でもすごい10

代が出ていますね。高校に行くかどうか、大学は

全然論外だという、そういう選択をする少年・少

女がトップランナーとして出てきた。 

スポーツ界も、むしろ大学に行っては力が落

ちてしまうとか、また芸能とか芸術とかという世

界は大学などの学歴はほとんど関係なくて、若者

たちが時代の最先端を走っている。学歴に左右さ

れない職能分野も又、多くありますね。 

また18歳から20歳になって、結婚するか・し

ないかという選択が未来社会にこれまた多く影響

し、それがしないんですね。しないということは、

子どもを産まないという選択です。年寄りがいろ

んなことを言っても、彼らの動向がどうなるのか。

いまお話を伺っていての私の感想です。 

また、最近の大学で教えるのを見ていると、

僕らの世代は先生は板書で、生徒は一々ノートに

それを写したけど、教師の側も映像情報を多用し、

かつてのあの教室風景はもはやないのですね。パ

ソコン、スマホが全盛ですね。 

この間、石井威望さんに聞いたことですが、

ブラインドで全部パソコンを打ってしまうような

学生たちは、手書きの字を書けないと言うんです

ね。この指の特化現象はある意味人間の劣化にも

つながるのではと思ったり、教育の現場も課題が

多いですね。 

さて、国土計画ですが、私どもの研究所で「下

河辺アーカイブス」、戦後の日本の国土計画を主

導した官僚プランナー下河辺淳さんの国土計画の

生のデータを預かって一般公開しています。 

彼が80歳を過ぎてからこの10年くらい、私と

も何度か顔をつき合わせていろいろ議論しました

が、国の現場の資料は、「これは10年先、20年先、

後世の人たちのために意味がある」と思います。

下河辺さんにそそのかされたこともあって、書き

出したのが、開構研の「理事長の部屋－21世紀の

日本のかたち－」ということですが、これは月に

一度、開構研のホームページに書いているのです

が、きょうの話題に関係ある国土計画のところだ

け抜粋してきましたので、これをちょっとご説明

します（参照）。 

佐藤栄作内閣の時代、これに明治100年を記念

して「21世紀の日本の国のかたちを提案すべし」

という政府主催の大きなコンペティションがあり

ました。東大とか京大とか、早稲田大学も入って、

学協会10チームくらいが国から研究費をもらって

国家像、国土像を画きました。 

それで、私も参加した早稲田チームが出した

「21世紀の国家・国土像」のキャッチコピーは、

「アニマルから人間へ」「ピラミッドから網の目

へ」でした。そのときから東京一極集中問題があ

りまして、「遷都論、首都移転したらどうだ」「一

番遅れている東北へ持ってゆくべし」という提案

をしました。 

もう一つは、そのときの日本列島の位置づけ
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として、日本海ループと環太平洋ベルトを想定し

ました。平和な日本海ループの構築の根っこは朝

鮮問題なんですね。南北が分かれているので、こ

れをどうにかしないとと問題提起をしました。そ

れが昨今、少し動きがある。 

そうしますと、日本の国土構造は、いままで

太平洋側に人口集中、経済活動が集まっていたも

のを、ひょっとすると日本海側にも光があたるこ

とになる。このコンペの成果がきっかけとなって、

私自身が政府との付き合いが始まり、下河辺さん

に呼ばれた首都改造計画で、東京一極集中改善策

についていろんな議論をしました。 

例えば、首都そのものの改造として、23区に

集まっているさまざまな首都機能を、核都市をつ

くってばらまく。核都市としては千葉、大宮・浦

和、立川・八王子、横浜・川崎ということで、そ

こへ23区にあった100くらいの政府機関を移した

んですね。 

各時代の国土計画は、全総から始まって、新

全総、三全総、四全総、そして五全総で国土計画

が終わってしまうんですね。それぞれの内閣すべ

てが東京一極集中を是正して、均衡ある国土の発

展とか、荒井先生が言われていたように、三全総

は定住圏構想で、全国のブロックを300くらいに

分けて、そのブロックごとに地域の組み立てをす

ればいいんじゃないか、というイメージを打ち出

しています。あるいはネットワーク構想などがあ

ります。 

国土のグランドデザインの後、国土計画のと

らえ方がちょっと変わりまして、国土形成計画に

なった。国土計画はつくるけど、各地方計画はブ

ロックごとにやってくださいという筋書きです。 

日本の国土を10ブロックに分けて、北海道や

沖縄は国土政策上はちょっと別体系ですが、東北、

北陸、首都圏、中部、近畿、中国、四国、九州、

このブロックごとに地域の像をつくる。大学の配

置、位置もこのブロックくらいのイメージで構想

する必要があるのではないか。ここに絡むのは道

州制の議論なんですね。 

50年前の早稲田21世紀の日本案では「首都機能

移転に合わせて道州制の議論をすべきだ」という

ことを政府に提案しました。道州制については、

やる・やらないでまだくすぶっていますが、その

くらいのことを思い切ってやらないと、権力の中

枢が23区の霞が関にドンとあるのでは全然話にな

らないというのが、私がずっとこの問題に付き合

っていての感じですね。せいぜい文化庁が一つ京

都に行ったくらいですよね。だから、安倍さんの

やっていることは、

正直言って見えませ

んね。 

直近の国土状態を

示す国交省の図面を

見ると、2050年に無

居住化する地域がい

っぱい出てくる。こ

のとき、大学はどう

なるのか。 

もう一つは、新たな国土形成計画で「スーパ

ー・メガリージョン」ということで、東京から名

古屋、大阪まで１時間通勤圏の図。私自身の整理

としては、日本海国土軸とか太平洋国土軸とか、

国土軸とその人間居住の将来イメージとしてのベ

ースマップをどの様に読むのか。 

地域の一単位「コンパクト＋ネットワーク」の

中での大学の位置づけをどうするのか。具体的な

地域の施策は大学のあり方とともに広域地方計画

の中で地域・地方を構想すべきだということにな

ります。 

先ほどの天野先生のお話では、大学ができて

150年くらいになりすが、日本の大学についてこ

れは私というよりも下河辺さんの言い方だったの

ですが、「結局、日本の大学は、欧米の横文字を

縦にする勉強をずっとやったんじゃないか」とい

う、それも一理あるなと思って聞いていました。

グローバル化のイメージとして、北東アジアとか

東アジアとか、そのエリアでの日本のフィールド

のイメージを持つべきだ、アジア、東洋の中の大

学の役割論もあると思います。世界の文明的なブ

ロック分けの中で、ハンチントン氏は日本を、独

特な日本文化のある一つの文明単位に位置づけて

います。日本という文明圏は非常に特殊だという

ことを踏まえながら、グローバルに対応するとい

う仕掛けが大学論としてあってもいいんじゃない

かと思います。 

いま時代はものすごく動いているという感じ

がしますね。日替わりのように変わっている。私

は日本海国土軸に非常に興味があるものですから、

南北朝鮮、朝鮮半島はどうなるか、北朝鮮の非核

化が進んで南北朝鮮が一緒になって、そして日本

海側の日本に対面し、新しいイメージとして日本

海経済・文化の環がつくられることが期待されま

す。 

もう一つ、非常に気になっているのが災害で

すね。首都直下地震と南海トラフ地震が来たら日

本はどうなるか※。日本は吹っ飛んじゃいますか
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らね。前の福田首相も盛んにそのことを言って、

「本社機能が太平洋とかにへばりついていてどう

なんだ。それをまず地方・日本海側に移して、危

機管理を考えるべきだ」と。それに引っかけて言

えば、大学も、東京とか太平洋から少し離れて地

方に行く、という大きな流れができないものか。 

ちょっと雑駁ですけど、私のイメージを国土

計画論的にお示ししました。 

※直近の日本土木学会の被害学の試算では首都直

下地震731兆円、南海トラフ地震1240兆円。 

参照：理事長の部屋「21世紀の日本のかたち」 

第81回～86回 戦後70年国土計画（１）～

（６） 

第94回 地球激動の時代（２）－地球文明

の行方 

天野 ありがとうございました。高等教育、大

学の配置と国土計画は無関係ではなくて、実は、

明治に「学制」という最初の教育法ができたとき、

全国に８つの大学区を置いて、各大学区に１校ず

つ大学を配置するという発想があったんですね。

絵空事と言えば絵空事だったのですが、その後の

７つの帝国大学の配置を見ると、大体それに合致

している。国土計画的な配置と言わないまでも、

地域的な構造を考えた配置をしていたわけです。 

敗戦後、昭和21～22年頃、もう一度この話が

出てきまして、全国を10の大学区に分ける。それ

ぞれ旧帝大を母体にして、７帝大の他にさらに大

学を、例えば広島に置くとか、金沢に置くとかし

て10にしようとした。ブロックごとに、研究型の

大学を置いて、その下にアンブレラ型、地方国立

大学に相当するものをぶら下げるという構想が、

田中耕太郎文部大臣のときにあったのですが、結

局実現しないで現在に至っているわけです。 

そういう話があって国土計画的配置は、あく

までも国がコントロールできる範囲内で考えられ

てきましたから、私学の問題が入っていない。日

本の高等教育の最大の問題は、大都市部に私立大

学が集中していることです。最初は東京だけだっ

たのが、だんだん集中地域が幾つもできていまに

至っている。 

国立大学だけを対象にした計画ではコントロ

ールできない。私立大学は経営の自由を持ってい

ますから、自分たちで選択的にいろいろな行動を

起こす。この辺の事情を一番ご存じなのは、私立

大学を含めてさまざまな大学から政界がらみの課

題解決に協力を求められている開構研の鎌田部長

でしょうから、その辺の話を少し聞かせていただ

けますか。 

７．大学等の設置の申請実務に携っている現場か

ら 

鎌田 先ほど梶田さんから「いまの政策は絵空事

のようだ」というご意見がありました。「地域大

学・地域産業創生交付金等の創設」という資料を

用意してきました。私学の立場で地方公共団体と

組んでこの事業を行うには、高いハードルがある

と考えます。事業認定が受けられれば、５年間く

らい交付金が措置されることとなっていますが、

条件をクリアするのが難しいのではないか。 

私は昭和48年に開発構想研究所に入りました。

本研究所は地域計画、都市計画をテーマにした研

究所だったのですが、昭和61年頃から大学等の設

置を中心にした調査研究に入り、今年で30年にな

ります。調査研究そのものは、まさしく三全総の

定住圏構想の推進であり、地方に大学を整備する

というのが大きな課題でした。 

学園計画地ライブラリーは昭和54年にできた

制度で、大学誘致を計画している地方自治体の計

画地を国に登録、そこに大学を整備するのが狙い

でした。 

昭和50年代の高等教育計画は、天野先生・天

城先生が委員で携わっておられましたが、この中

でブロック毎の整備計画が発表されています。ブ

ロックごとに大学の量的整備をしていこうという

計画でした。 

私どもの研究所は、天城先生、天野先生、喜

多村先生、黒羽先生など多くの高等教育の専門家

に入っていただいて、青森公立大学、会津大学、

宮崎公立大学の公立大学の創設のお手伝いを行っ

て来ました。 

大学の学部・学科の在学生の８割が私学が占

めています。私学をどうするかという政策が重要

だと思います。４割の私立大学はまだ定員割れを

起こして苦戦をしていることがあります。 

今回、私立大学連盟から出た「将来像」の答申

を拝見すると、23区の大学の抑制策は地震の災害

対策上の意義は認められるものの、私学の自由教

育を含めた都市と地方の交流を疎外しマイナスに

なるのではないかとか、いろんな課題が指摘がさ

れている。 

用意した資料は当研究所がお手伝いした、北

海道から沖縄まで、公立大学・私立大学の設置認

可申請に係る30年間の実績一覧です。これは見て

いただければと思います。 

先ほど私立大学から公立大学化するという話

がありましたが、それは後でまたお話しさせてい

ただきたいと思っています。 
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国の高等教育政策は、大学設置認可の申請書

の作成に大きな影響を与え、大学の申請担当者は

日々、苦労しています。 

私は桜美林大学大学院で大学職員対象の授業

を持っていますが、授業科目は「大学設置・転換

の実務」です。授業の開始時に履修動機を聞いて

いますが、大学設置の手続きや審査基準の変化が

複雑で早いことからこれらを体系的に理解したい

のが主な理由となっています。 

大学等の設置認可において制度的に一番影響

が大きかったのは、皆さんご承知のように、平成

4年の設置基準の大綱化す。大学制度上の革命と

言われました。設置認可のときにこの改正の趣旨

が必ずしも十分に生かされていないと感ています。 

次に、平成15年度以降の小泉内閣で推進され

た規制緩和により、大学の量的な抑制の撤廃を行

いました。設置基準の準則化ですが、これによっ

て18歳人口の減少の中、力が強い大学はより大き

くなり、弱いところは定員割れと、優勝劣敗が起

こりました。 

それと、梶田先生がご専門ですが、平成15年

までは教員免許は1学科1免許だったんですが、そ

れが規制緩和により認可要件さえ適合すれば、1

つの学科で複数の教職の免許を出すということが

起こりました。 

ですから、平成15年に規制緩和をやった以降

の流れは、平成24年以降「質の維持」ということ

で大きくブレーキを切りました。認可申請書類に

多くの書類を求める、こととなり、入学生確保と

卒業生の人材ニーズという入口・出口のデータを

求めるなど、いまその反動の時期になっていま

す。 

また、教職も一たん出した免許は取り上げる

ことができないため、教職の再課程認定で確認す

る手続きが行われています。 

もう一つ、決定的に大きな規制緩和がありま

す。大学をつくるにはお金がかかるのですが、そ

の設置財源をどうするか。平成15年までは設置財

源は寄付金とか金利、資産売却差額のような余裕

資金しか財源に入れられなかった。それが定員割

れで経営的に厳しくなってくると、減価償却で内

部留保した資金も財源に認めるという規制緩和を

行い平成15年以降、大学等の設置認可のハードル

を一気に下げてしまった。 

その結果、3,000近い専門学校が生き残りをか

け大学に参入してくることになりました。ですか

ら、減価償却費を財源とすることからより経営の

リスクを負う形で大学の設置認可が行われてきて

います。 

いまその象徴的な

のは専門職大学、短

期大学制度の発足で

す。これは大学制度

に位置づけられて制

度設計されています。

制度上の条件として、

都心に専門職大学等

を設置する場合は専門学校の定員をベースに校地

面積は設置基準上、「校地拡張が困難」な場合は、

弾力的に取り扱いを可能としている。校舎は、臨

地実習があることから基準校舎面積の85％とする

ことが可能としています。 

従って、大学制度に専門職大学が制度化され

る中、規制緩和のもと、いま非常にリスクを伴う

大学設置構想が動いていると思っています。 

先ほど天野先生から「定員超過の厳格化」とい

う話がありましたが、いま小規模大学は1.15倍以

上、入学生を採ると認可申請できないというとこ

ろまで来ています。大学は、収容定員で基準がで

きていますので、国が規制するのはわかるのです

が、基本的に退学者が多い大学はこれを想定して

入学者を採らないと、収容定員に欠員が生じ赤字

になってしまいます。大学は「入れたら教育に責

任を持って出す」ということが重要ですが、定員

超過率1.05倍、1.15倍のためは歩留まりの予想は

非常に難しい。国のいろんな法整備はわかるので

すが、入学定員は順守すべきという美しい標語私

学団体も、反対できなかったのではないかと思っ

ています。 

 

＜公立大学整備の審査基準を＞ 

公立大学については、昭和44年に旧自治省と

文部省との間で覚書ができていまして、基本的に

公立大学は都道府県あるいは指定都市以外は認め

ない、という方針でした。ただし、短大は地域密

着型であることから例外でした。大学は大学院ま

で設置することになり、財政力がなければいけな

いということで、そういう覚書があったんだと思

います。ところが、その覚書の中には、県立の医

科大とかは国に移管するとかも書かれています。 

平成に入り、地域振興が大きなテーマとなり、

大学を誘致したいけど私立大学を誘致しても来な

いということで、平成２年に公立大学整備の審査

基準が作成されています。その中に唯一、「基本

的に都道府県と指定都市しか認めないけど、市町

村が広域でつくる場合には例外的に認める」とい
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う審査基準ができました。その中に、都道府県も

公立大学は１校とか、いろいろな条件があります。

いずれにしろ平成2年以降、公立大学も一般市が

組合立などの場合は設置できるようになった。 

昭和63年度以降に開学した一般市における公

立大学の中に釧路公立大学が一部組合立で昭和63

年に設置されています。審査基準ができる前です。

北海道は広いので釧路から札幌まで行くのに３時

間や４時間かかるし、私立大学を誘致しようとし

ても来ない。広域でつくるのであればいいという

ことで、昭和63年に釧路公立大学ができたわけで

す。 

その後、平成2年に公立大学整備の審査基準が

できています。この中に、広域であれば例外的に

認めるということで、青森公立大学、宮崎公立大

学はこだて未来大学ができています。 

また、会津大学もできているのですが、これ

は県立です。 

さらに公立大学として前橋工科大学とかがで

きていますが、これは短大から四大になっていま

す。大学は「小さく生んで、大きく育てる」とい

うことが大事だといわれており、前橋工科大学は

短大から大学に発展している。 

公立はこだて未来大学は、広域連合ですから

組合立と同じような形でできたものです。 

青森公立、宮崎公立、公立はこだて未来は、

公立大学として新規に設置されています。ただ、

はこだて未来大学は、国立大学の北海道教育大の

はこだて分校の大学化の誘致をずっとしていまし

た。ところが「国立の設置は無理だ。じゃあ、公

立でつくろう」ということでつくったと。 

あと尾道市立大を含め、すべて短大を母体と

し、公立大学に昇格するという流れで設置されて

います。 

高知工科大学は公設民営です。高知県に理工

系の学部がない。高知女子大につくろうとしたの

ですが、女子大のためうまくいかないことから、

単独で公設民営の高知工科大学ができたときいて

います。ただ、私学ですので、学納金が150万円

くらいかかることもあり志願者が減り、平成21年、

私学から公立大学に切り替わってきます。 

平成22年に名桜大学も公立に変わりました。

平成6年に公設民営で設置されましたが、これも

志願者が減って、一気に公立に切り替わっていま

す。 

新規に設置される公立大学は新設加算と言い

まして、学生一人当たりの交付税を、初年度の学

生数の２倍、２年度は学生数の1.5倍、３年度は

学生数の1.25倍が措置される特例があります。名

桜大学は、公立大学に移行した時に広域圏で設置

されたことから、新設加算の適用を受けていま

す。 

福山市立も短大を母体に公立大学を設置して

います。長岡造形大学は公設民営の私立大学から

公立大学に設置者変更。また敦賀市立大学は看護

の専門学校から短大になり、短大から大学へと発

展。 

大学は、天城先生の教訓ですが、「教育機関は

小さく生んで大きく育てることが大事である。実

績のないところに一気につくっても、うまくいか

ない」ということを常々言われたことを覚えてい

ます。 

名桜大学とか高知工科大学は、公立大学に移

行しましたが、地元からの入学者がかなり減るん

ですね。地元進学者はその分、県内にある他の私

学に進学先を変える。ただ、高知県は、私立大学

は高知工科大学しかなかったので、いま私立大学

は一つもないんです。ですから、高知工科大に入

れない人は、県外の私学に行くか、進学を断念し

ていると思われます。 

かつて大変お世話になった慶伊富長先生の発

言で、「大学はもともと「鬼子」なんだ。「鬼子」

であることを覚悟して大学をつくるべき」という

ことを言われ、頭の中にそれがキーワードとして

ずっと残っているのです。大学誘致はいい大学を

設置して欲しいと要望するが、いい大学をつくる

と地元から入れないということなんですね。平成

５年度設置された青森公立大学は入学定員300人

の45％を県内の推薦枠として設定しています。で

すから、地元からの推薦入試制度などの工夫も必

要と思います。 

一般市における公立大学の設置をみると、公

立大学は地元の熱意により一気にできたのではな

くて、短大とか専門学校を母体にして大学化して

いく、というステップを踏んでいます。 

この公立大学の財政基盤はどうなっているか。

地方交付税制度の中に、分野毎に公立大学学生一

人当たりの単位費用が設定されており交付税を設

置自治体に交付する制度となっています。地方交

付税制度というのは、公立大学があると、この分、

上乗せされます。交付税はいろんな指標があり、

公立大学を設置している自治体は、「これは公立

大学だけ特別に措置される」という認識が薄いよ

うです。 

基本的に公立大学の、学納金は国立大学と同

じ50万円、それにこの交付が財源になる。例えば
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私立大学の理工系の学納金はだいたい150万円く

らいですが、公立大学では学生の一人当たり150

万円の交付税が措置されますので、学納金と合わ

せて200万円の歳入が見込める。教育コストは私

学の理工系は平均150万円くらいですので、公立

ははるかにプラスになっている。教育コストは大

学院の設置や定員規模の問題とかもありますが、

公立大学はこういう仕組みになっています。 

ですから、地方自治体が公立大学を設置する

場合、学生一人当たり交付税単価の低い、例えば

経済系の場合は学生納付金と交付税を超える経費

を地方自治体が支出することは難しいということ

になります。 

社会科学系は学生一人当たり交付税単価は約

20万円です。学納金50万円を入れても収入は70万

円です。学生1人当たり経営コストは最低100万円

はかかりますので、差額は自治体の持ち出しとな

り、一定程度の学生規模がなければ成り立たない

わけです。 

もう一つ、人文系というのがあります。これ

は平成25年に社会系から分離してつくられた単位

費用で、45万円くらいになっています。秋田の国

際教養大学は、かなりの教育コストをかけた評価

の高い教育をしているんですね。これを社会系の

単位費用を適用すると支出超過となることから設

定されたと言われています。この分野はグローバ

ル分野の人材育成を目的とした、国際系の学部・

学科に対してこの単位費用が適用されています。

学納金と合わせて100万円弱くらいの歳入が見込

めるということです。近年、公立大学の中に、グ

ローバル系、国際系の学部が設置されている背景

の１つに単位費用が大きいことも理由かもしれま

せん。我が国の大学教育に対する家計負担は

OECDの中でも下位にあるといわれていますが学

納金の家計負担が進学行動に大きな影響を与えて

いると思っています。 

平成に入って、地方に大学がたくさん設置さ

れましたが、その中に、うまくいった私立大学と

そうでない私立大学があります。 

うまくいかなかった私立大学の設置学部の一

つは国際系です。新設大学は実績がないため、グ

ローバル人材の教育をしても、学生は入ってこな

いというミスマッチが考えられ、近年でも私立の

国際系の学部は苦戦しています。 

もう一つは社会福祉系です。これは平成15年

までに、原則抑制の例外として大学につくらせた

んです。高齢化社会に対応した福祉分野の人材養

成の大学であれば認可するということで設置され

過当競争になり、人材需要はあるものの学生が確

保出来ず苦戦している。 

もう一つは経営情報学部です。私立短大の経

営情報学科を母体に大学化された例が多いようで

す。これはコンピュータ教育と経営学を統合した

教育課程で編成され、理系の教育を受けていない

とついていけないカリキュラムとなっていること

から、学生が入ってこない。経営情報系を設置し

ている地方の私学の多くは他の分野に切り替えて

いるようです。 

逆にうまくいっている大学もあります。１つ

は、平成15年までの政策で抑制の例外として入学

生の内、留学生等を３分の１占める場合は認める

という方策がとられました。平成15年度までに、

この留学生枠により設置された大学では、開設当

初から留学生が３分の１入ってきていますので、

大学そのものが国際化します。平成10年に開学し

た私立青森中央学院大学は、この留学生枠により

設置され、大学ランキングで上位9位になったこ

ともあり、地方で順調に発展している事例といえ

ます。 

私どもがお手伝した公立大学の事例をみると

基本的には学部増しにくいという宿命みたいなも

のがあるようで、設置後は大学院の設置と高度化

する方向です。 

一方、お手伝いした私立大学は、学部学科の

増設や大学院の設置など順調に発展している事例

もありますが、一方で定員を減らしていくとか、

他法人への設置者変更、学生募集停止等々さまざ

まです。地方で大学をきちんと運営するには様々

な難しい問題があります。 

私立学校共済事業団では、特色ある私立大学

の紹介がありますが、例えば青森中央学院大学、

松本大学、美作大学等々は定員が充足し特色ある

教育を展開し財政基盤もしっかりしています。基

本は地域との連携や、高校との信頼関係づくりの

ようです。私学ですので生き残りをかけて改革を

進めています。学長と理事長のリーダーシップが

重要で要するに私学は時代に応じて対応しなけれ

ばいけません。変えなければいけない部分と変え

てはいけない部分を明確にし、強いリーダーシッ

プを発揮していくことが大事だと思います。 

また、大学の８割が私学ですが、地方にある

大学でしっかりしているのは、例えば中高から始

まって短大、専門学校までしっかり積み上げでや

っているところです。そこに大学を積み上げで設

置することから、評議員会・理事会の管理運営が

極めて重要となります。 
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私立大学の公立大学化は、地域にとって大学

は普遍的な存在であること、また大学創設時公私

協力方式で市が一定程度の助成金を出しているこ

とも背景にあります。公立大学化は地元に競合す

る大学がないことや、オーナー系ではないことも

条件となります。 

私立大学の公立大学化は、学納金が私立に比

べ安く公平ではないということが指摘されていま

すが、大学が一たん設置されるとなくせない、そ

れだけ普遍的なものだ、ということだと思ってい

ます。 

いろいろ脈絡のない話になりましたが、設置

認可のお手伝いをしている現場にいる者としては

考えさせられることが多くあります。 

 

８．地方大学の振興策について国に期待すること 

天野 それぞれの先生方にお話を伺いました。

政府が進めている地方創生のための大学の活性化

については、二人の学長さんから「絵空事ではな

いのか」という厳しいご意見がありました。「地

方から都市へ」、あるいは「都市から世界へ」か

もしれませんが、人口の流動化はもう避けられな

いでしょうね。その流れを逆転させようという発

想が、「大学改革と地方創生」というテーマの哲

学にあって、しかもそれを大学に強く期待すると

いいうことです。強く期待するけど、新しい資源

投入はもうないんですね。 

補助金行政というのは、「補助金をインセンテ

ィブとして出しますから、手を挙げてください。

あとは自由にやってください。大学の自己責任で

す。私どもはお手伝いするけれど、それ以上の新

しい資源投入は無理です」ということです。それ

が現状ではないかと思います。 

それにしても、地方から都市へという人口の

流動化は避けられないわけで、定員割れ問題は、

深刻な問題として厳然として存在している。先ほ

ど合田さんがわかりやすい説明をしてくださいま

したが、いま人口100のうち60が地方にいるけれ

ど、人口が70まで減ったとき、それは地方で減る

ことになるというお話で、その流れを逆転するこ

とは難しいと思うんですね。 

そういう中で、「それではどうするのか？」と

いう議論が最後まで残ります。いまの地方大学の

振興策は絵空事に近いし、これだけでは実効性が

ないとしたら、国に一体何を期待するか。大学が

努力できる範囲は限られていると思いますが、そ

の辺について少しご意見をいただけないでしょう

か。 

＜学を東京から仙台へ持ってくる、東北の大学で

学ぶ＞ 

合田 いまの特に梶田先生のお話を伺ってちょ

っと意を強くしたのは、職を東京から仙台に持っ

てくるというのは、われわれの力では不可能です

けど、学を東京から仙台へ持ってくるのは、京都

にできているのであれば、仙台にだってできない

はずはないだろうと。 

国のほうで東京は入学定員抑制をされること

が、どの程度インパクトがあるかわかりませんが、

聞くところによると、一部の私学では志願者が増

え、あるいは志願者の偏差値が上がっているとい

うことですので、東京圏の一部の層にとっては、

東京の大学に進学しにくくなっているという状況

は生まれているようだと。 

東京の高校生が地方で学ぶことによって、東

京の高校生も自分のふるさとを持つことができる。

ある種の留学生だと思えば、地元に残ってくれな

くても、東北の大学としては、東北に親和性のあ

る、東北にアイデンティティを持つ卒業生を日本

じゅうに、あるいは世界に送り出していくという

ことで、東北の発展に貢献ができる。いろんな意

味で、東京圏から東北に学生を呼んでくることが

できるのではないかと思ったことが一つ。 

もう一つ、それ以前にあるのは、東北の大学

進学率が非常に低いわけですね。東京とか京都で

は高卒で就職する人は６～７％ですが、東北では

２～３割が高卒で就職しているわけです。先ほど

もお話があったように、高卒で就職するのは悪い

ことではないです。 

ただ、何でそういう状況が東北で起きている

かと言えば、やはり東北の大学に魅力がない。も

ちろん県民所得が低いことや、人口密度が低くて、

通える場所に高等教育機関がないこともあると思

いますが、だからといって、東北の発展のために

は、東北がいつまでもこの状況でいていいはずが

ないと思いますし、大学生活を送った上で、その

地域のいろんな仕事に就職をしていくという選択

肢を提供してあげることももっとあっていい。そ

のために大学としてできることはいろいろあるの

ではないか。そう思うと、「東北の大学で学ぶ」

という選択肢があることを、南関東の高校生たち

にもっと知らせる努力をやっていいのかな、とい

う気がしました。 

天野 合田さんも文部省時代に関わられたと思

いますが、70年代の中頃から90年代初めまで、高

等教育計画が立てられていました。そのときも工

場等制限法を適用して、指定都市を含む大都市部
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では大学の新設は認めない、定員も増やさないと

いうことで、「圧力鍋にふたをする」という議論

もありましたが、高等教育の地方分散化、高等教

育機会の平等化ということで、そういう政策をと

ったわけですね。 

その結果、起こったのは、大都市部の学生は

地方に出ていかない。とくに東京では、専修学校

が大発展をしただけです。結局政策は失敗に終わ

って現在に至っているわけです。 

東京の学生は、「都落ち」と称して、他の地方

に出て行くことを嫌がるというカルチャーがある

のですが、もう一つは、大都市に住んでいる若者

たちが地方に出ていく場合、コスト負担の問題が

あると思うんですね。 

特に私立大学の場合、例えばアコモデーショ

ン、学寮をつくるとか、そういうことまでしない

と大学の魅力はできないという問題があると思い

ます。地方に就職機会を創出することを超えて、

大学はどうしたら魅力的になれるんでしょうか

ね。 

 

＜魅力あるカリキュラムがつくれるように＞ 

合田 確かに、いまの大学でいろいろやってい

る経験から言うと、学生寮をつくったりしても、

ほとんどインパクトがない。 

それは２つのことがあります。１つは、確か

に教育費負担の問題があります。東北は地元志向

が強いといわれていますが、それでも一定数は関

東に流れていて、関東のほうは生活費がもっと高

いわけですね。だから、一定の層は東京から仙台

に来てもおかしくない。しかも、いま無償化とい

うことで家計負担が減ることが期待される。実際、

ふたを開けてみてどうなるかはわかりませんけ

ど。 

すると、「仙台の大学で学んでみようかな」と

いう魅力を仙台の大学は持てるかどうかが基本的

に重要になる。 

そのときネックになるのは、これはご批判が

あるかもしれないけど、せっかく改革しやすくな

った大学が、いま非常にやりにくくなっているん

ですよね。それで、無理やり国の基準にカリキュ

ラムを合わせないとできないことになっている。

魅力あるカリキュラムをつくろうと思うけど、コ

ンサルの人に相談すると、「このままでは設置認

可になりませんよ。だから、こういうふうにしな

さいとアドバイスしてくださるのですが、そうす

ると、どんどんカリキュラムがつまらなくなる。 

せっかくやろうと思っていたことができなく

なる。うちの場合、比較的条件に恵まれていたの

で、それでも何とか開設までこぎつけられました

けど、いままで大きな新設・改組など経験したこ

とのない地方の中小規模の大学が、魅力ある大学

に生まれ変わろうとするためには、いまの設置認

可のハードルはとても高くて、もっと自由にさせ

てもらってもいいのにな、という気は体験的にし

ました。 

天野 合田さんは自由化路線のときに文科省に

おられた。あのときは設置基準を大幅に緩和する、

自由化すると宣言したわけでしょう。いま現場に

行かれて、あの当時はカリキュラムの編成を自由

にしようと言っていたのが、いまはむしろがんじ

がらめになるほうに来ている、と感じておられる

のですか。 

合田 あのとき、僕が思っていた感覚からする

と、「こんなはずじゃなかったんだけどな」とい

う感じがするんですね。 

天野 鎌田さんもいろいろご意見があるでしょ

うけど（笑）、梶田さんはいかがですか。 

 

 

＜教員にユニークでおもしろい人を集める＞ 

梶田 実際に私も新しい学科とか大学をつくる

とき、新しい教員を呼んで魅力的にしないと人は

来ないですから、確かに「何でこんなに窮屈か

な？」ということを感じてきました。 

ただ、私は業績をすぐつくるためのベテラン

を身近に持っていますし、自由になる雑誌などを

幾つか持っていまして、１つや２つはコアになる

業績がなければだめだけど、かなり専門を違う分

野の科目も持ってもらえるようにしています。 

教員にはユニークでおもしろい人を集めなく

てはいけない。例えば、ことし私のところでスタ

ートさせた大学には、東京の筑波附属小からスタ

ーを連れてきました。大阪にはご縁がない人で、

彼は歓迎会での皆さんへの挨拶で、「もっと待遇

のいいところはいっぱいあったんですけど、こっ

ちに来ました」と言っていましたけど（笑）。そ

ういうおもしろい人を集めてくる。 

ただ、設置基準に合うようするには、やはり

書類づくりです。私の周辺に書類づくりのベテラ

ンが数人おりますから、それを駆使して上手にや

らなければいけない。だけど、大事なのは自分の

大学にウリを創ることです。これから18歳人口も

どんどん減っていきます。しかし、どの大学も同

じように人が減るんじゃないのです。親も学生も

選り好みが強くなるわけです。だから、来る大学
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にはいっぱい来ますし、来ない大学は急速に来な

くなります。だから、何をもって我が方の大学を

選り好みしてもらうかが勝負どころになるので

す。 

だからこそウリになる教員、ウリになるカリキ

ュラムが不可欠になるのです。よそと違う教員や

カリキュラム、いわゆる差別化ですね。 

今度、私はキリスト教系大学に行きましたか

ら、「キリスト教も売りにしよう」と言っている

んです。みんな嫌うのですが、世界人口65億のう

ちの３人に１人はクリスチャンです。しかも、ヨ

ーロッパ、アメリカという、いまの世界の文化の

中心になっているところがキリスト教なんです。

だから、「キリスト教の信心をしろなんて言わな

い。ここに来て、いま世界の大きなトレンドであ

るところのキリスト教の発想、感覚を勉強しよ

う」と言っています。 

これは表に出ないわけですが、旧約聖書、新

約聖書を勉強しないと、何でヨーロッパやアメリ

カの政治家たちがこういうことにこだわるか、と

いうのがわからないところがあるわけです。とい

うことで、学生にも「これはウリだよ。得したね。

来てよかったね」ということを言わなければいけ

ない。 

同時に、私たちは教員の姿勢を変えなければ、

ということを強調しています。「15コマをそつな

くこなせばいいのではなく、ご縁があってあんた

らの前に来た学生の心に火をつけなければいけな

い。これが仕事だ。火がつかなかったら、あんた

らのやっている意味がない」ということを言いま

す。大学の教員にはなかなか大変な人もいますが、

「これが方針ですから、もちろん嫌な人はすぐ消

えてくださっていいですよ」という話もするんで

すけどね（笑）。 

また学生も、ことしは入る前から大分事前研

修をしました。「せっかく来たんだから、いっぱ

いいろんなところを落ちてきているんだろうから、

この大学に来たからには４年間で大化けして出よ

う。よそに行ったら、普通のあてがいぶちの教育

しかない。いろいろなところを落ちて、神様のお

導きでこの大学に来たから、あんたらは大化けす

る」という話をしました。私だけが言ってもだめ

ですので、入れ代わり立ち代わり同じ事を言って

もらいました。 

結局はある種の求心力、これが私学のいいと

ころなんですね。私学はよく建学の理念と言うけ

ど、絵に描いた餅みたいな言葉を飾っていてもだ

めです。 

＜円満な退場を支援する仕組みの構築を＞ 

大学というところは、教員の方々がそれぞれ、

よく言えば個性的、悪く言えば自分勝手です。そ

れではやれないから「教育共同体だ」ということ

を私はうるさく言ってきました。それに外れる人

は、やはり抜けてもらうよりしようがない―

こういうことは上手に言わないと、いまはすぐ

「パワハラ」と言われますので難しいんですけど

ね（笑）。でも、そうやって一つの方向に向けて

まとめていったところしか生き残れない、と私は

思っています。 

そういう中で、国の助成の仕方は何かとか、

あまりうるさいことを言わないで。結局つぶれる

ところはつぶれるんですから（笑）。 

2年前、あまり公にしておられないけど、高等

教育局の中で、ダメな私立大学に円満に退場して

いただくためのプロジェクトチームができました。

これを集中的に取材しているのが『読売新聞』で、

東京本社の中に取材グループを作ってやっていま

す。私も時々その人達と意見や情報の交換をさせ

ていただいてます。 

もう１～２年でつぶれるだろうという大学や

短大を持った法人が3.3％余り、20年度以降に破

綻の恐れがあるイエローゾーンが13.8％、その予

備軍が26.5％、これは私立学校振興・共済事業団

の発表で、『読売新聞』が大みそかに出したもの

です。 

実際いろいろ見ますと、しんどいところはし

んどい。だけど、そこで起死回生の策を学長やら

理事長がとれれば生き返ります。そうでなければ、

まず学生を次のところに上手に持っていって面倒

を見てもらう。そして、そこの教職員の転職支援

をする等々あります。文科省の中にそういうプロ

ジェクトチームをつくって、円満な退場を支援す

るということは、国として大事なことだなと考え

ています。われわれの側から言うと、そこにご厄

介にならないで生き残らなければいけないのです

が･････。 

先ほど合田さんもおっしゃったけど、大学の

生き残りのためには色々と手を打たなくてはなり

ません。例えば、「こういう形で一人一人の力を

つけますよ」ということをやる。そして、出口を

保証する。出口保証のために、我が大学では、公

務員試験に合格させる実績をすごく持っている人

とか、教員採用試験に多くを合格させてきた実績

を持っている人をスカウトしてきて入れました。

そういうことも高校に対してはウリにしています。 

そうしたメッセージをちゃんと受けとめて、
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広範に来てくれたらいいのです。何をウリにする

にしても、それをポジティブに受けとめて、南大

阪の堺にある小さな大学だろうと、東京から来て

くれてもいいし、九州や中国地方から来てくれて

もいいわけです。ありがたいことに、いま我が大

学への問い合わせだけは非常に広範に来ていま

す。 

４年なら４年頑張ってもらって本当に大化け

して欲しい。就職はまた地元に帰ってもいいし、

東京に行ってもいい。われわれはそういう大学づ

くりをしなければいけないと考えています。 

結局は勢いのある、求心力のある、ウリのあ

る、そういう大学づくりをどうするかです。開発

構想研究所にご支援をいただいて、それを実現す

る、という（笑）、そういう話です。 

 

＜平成４年の設置基準の大綱化は大学制度上の革

命であった＞ 

鎌田 最近、私は、平成４年の設置基準の大綱

化がいかに衝撃的な改革だったのかをつくづく感

じています。旧大学設置基準の枠組みですが、

124単位のうち「一般教育科目等」で48単位、卒業

要件単位124単位内の38％を占めています。１年・

２年が充当配置、３年・４年が専門という教育課

程であったものが、大綱化以降科目区分がなくな

り、自由な教育課程の編成が可能となった。 

それで、いまどうなっているかというと、ほ

とんどの大学は一般教養が30単位くらいです。48

単位から30単位ですから、残りは全部専門教育に

なっています。 

先ほど合田さんがおっしゃった、設置認可に

おいて教育課程が細かくなった背景は、大学設置

基準に４年間の教育課程を体系的に編成するとさ

れています。専門教育の教育課程の体系性をどう

考えるか。専門教育の教育課程を編成する授業科

目の半分は主要な学問分野で構成されないと、体

系的な教育課程とは言えないのではという議論が

あります。そこに関しては、認可申請のときに結

構突っ込んでくる。ただ、届出のときは、そこは

多少曖昧なんです。ですから、届出で設置するの

か、認可申請にするのかで、そこの意味合いが違

ってくる。 

それが今回、専門職大学はどうなったかとい

うと、昭和51年に専修学校制度ができて、私学振

興助成法上、専修学校は国の補助金の対象にしな

かった。だから、自由に発展してくれということ

で、資格取得分野を中心に短大をはるかに凌駕し

てきた。いま短大進学率が７％、専門学校はたし

か20％を超えているわけです。専門学校が3,000

近くある中で、昼間の課程の６割が四年制になっ

ており、四年制大学と競合しています。中心なの

がリハビリなど医療を分野であり、四年制です。

専門職大学も四年制と２年・３年制の短大として

制度化、平成31年度施行となっています。 

教育課程は、基礎科目は20単位は教養で、職

業専門科目60単位がまさしく専門教育です。そし

て展開科目という20単位は、職業専門の学問分野

以外のものを置け、となっているんです。そうす

ると、専門教育の体系・系統性をどう考えるかと

いったときに非常に厄介なんです。ですから、展

開科目は基礎科目のところにあってもいい科目な

んですね。 

昨年11月に15の専門職大学が申請しています

が、7割が医療系です。ただ、医療系は指定規則

があって、またそちらに申請しなければいけない

わけです。そちらの縛りがありますから、この枠

組みでは、124単位ではおさまらない。医療系の場

合は卒業要件単位は140単位近くになる可能性が

あります。 

今回の専門職大学は、ＩＴ、観光、農業等々

を想定。医療分野は想定しなかったと考えられま

すがこの分野がたくさん申請されています。例え

ば、県立の農業大学校は、いま専門職大学に移行

すると考えられます。全国にある農業大学校は専

門学校の位置づけです。従って、専門職大学短大

に移行する流れは大学制度に一元化していくと見

ています。大学制度の中には、自己点検評価から

始まって質の保証が制度化されています。先ほど

の天野先生の「時代的に大きな節目に来ているの

ではないか」というのは、そういうことではない

かと私は思っています。 

天野 難しい問題で、文部科学省は行政機関と

して、質の維持のためにカリキュラムの基準性を

確保しようと努力をしているのでしょうが、現場

からすれば、良心的な大学ほど厳しいという状況

になって、問題に直面するわけですね。それが一

つ大学を魅力的にする際のネックになっている。 

いずれにしても、先ほど3.3％、13.8％という

数字のお話がありましたが、いまのままでいけば、

定員割れの大学が回復するのは非常に難しい。魅

力ある大学づくりをやればやるほど、競争が激し

くなって他から奪う形になる。もう一つは、新し

い学生層を開拓できるのか、という問題があると

思います。 

梶田さんのおられる地域、近畿ブロックは進

学率はすでに高いのですが、合田さんの宮城のよ



24 

うなところはまだ低いわけですね。そういうとこ

ろでは新しいマーケットを開拓できれば、サバイ

ブしやすくなるということですが、人口が急減し

ていくところで、それが可能なのかどうかという

問題もある。いずれにしても、単に「魅力ある大

学づくり」というキャッチコピーだけでは……。 

 

＜宮城県の大学・短大進学率は、全国平均に比べ

て10％くらい低かった＞ 

荒井 たまたま宮城関連の学長先生がお二人い

らして、私も東北大学に 10 年ほど勤めいて、やや

宮城寄りの話になりますが、県立高校の将来構想

や大学改革のお手伝いもしました。その経験から

すると、いまお話に出たような、魅力ある大学・

魅力あるカリキュラムだけで本当に学生たちは集

まるのか、地域や大学は充実するのか、少し疑問

があります。 

宮城県の県立高校の調査をしたときに、宮城

県の大学・短大進学率は全国平均に比べて 10％

くらい値が低かった。なぜ低いのか。１つは、大

学に行かなくてもそこそこ安定した生活ができる

という環境があった。東京に比べれば、衣食住も

恵まれていて、温泉も近くにあり、あまりアクセ

しなくても暮らしていける。 

もう１つは、これは推測に過ぎないのですが、

子どもたちが大学に行くと、もう郷里に戻ってこ

ない、という寂しさが親の側にある。過疎化の構

造的な要因の一つに、戦後の集団就職が挙げられ

ます。中学卒、高校卒の子どもたちが都会に出て

行って就職し、そのまま大都市に根づく。大都市

圏・首都圏もしくはその周辺に居住するという現

実があります。子どもたちはそこで成人し、家族

をつくり家庭を営む。つまり、子どもたちが出て

行ったあとの集落は、ある世代がすっぽり抜けた

ままになる。埋めようのない世代の空洞化が集落

の先細りをもたらす。過疎地の地方創成はじつは

この空洞化と向き合うところからはじめなければ

ならないのだろう、と思います。 

大学に子どもたちを進学させることは、「若者

を送り出すことと同じだ」という思いが重なって

見えるのかもしれません。親の側には、大学進学

させたいという気持ちはもちろん強いでしょうが、

でも子どもたちは戻ってこない。地元の大学に通

ったとしても、それは変わらないことなのでしょ

う。子どもたちが「戻ってくる」のなら、事態は

変わるのかもしれません。進学したがらない子ど

もの尻を叩いても、親は子ども送り出すのかもし

れない。 

では、どうしたら戻ってくるのか。人の移動

はこれまで地方から大都市へ一方向に進んできた。

その逆の動きをどうやって可能にするのか、そも

そも、われわれに経験がありません。その地域で

育った子どもたちだけでなく、別の地域から新し

い転入者が増えていくメカニズムもじつはよく分

かっていないのではないでしょうか。大学だけで

なく、大学と地域の間に埋め込まれた何かが必要

なことは確かです。大学プラスアルファを発見す

ることが「地方創成」にも「大学改革」にもつな

がるのだろうと思います。 

 

＜大学の地域連携センターや地域連携プログラム＞ 

戸沼 東北の大学について、私も生まれが東北

なものですから……。私は宮城県の依頼で宮城大

学のキャンパス設計を担当しました。開構研は内

容面も相談にあづかり、私も現在の状態が気にな

ったので、きのう電話してみたんですが、今年度

も倍率４倍ぐらいの応募があったとのことでした。

宮城大学は、平成９年（1997年）、学部が看護学

部と事業構想学部で出発し、初代学長は野田一夫

さん。地元財界との連携など地域社会に役立つ人

材育成を目標に、活発に大学づくりを展開しまし

た。 

そして、1997年に農業短期大学を改組して食

産業学部にしました。名前の付け方はなかなか上

手ですね。農業だとはやらないけど、食に還元す

ると第６次産業みたいな感じでイメージが広がっ

て、盛況の様子です。 

宮城大学では学内に地域連携センターをつく

っていまして、宮城県や、県内のほとんどの自治

体と地域連携というシステムをつくって、地域づ

くりを共同研究の形でやるということで、研究と

実務の循環としてなかなかうまいやり方をしてい

ます。 

東北で言えば、やはりダメージが大きいのは

原発事故を含む3.11の東北震災。東北の大学はこ

の震災復興に大きな働きをしています。 

もう一つの事例は早稲田大学。早稲田は地域

連携の専門の部署をつくったんですね。 

早稲田大学は地方創生に資する取り組みにつ

いて、地域連携型のいろんなプログラムをつくっ

ております。入試制度として、地方連携型を始め

ております。 

また、大学の地域連携のプログラムを全国各

地で幾つもやっています。早稲田は創立以来、地

方から人を入れるのを趣旨としてつくった大学で

すが、近年、地方からの入学がしにくくなり、そ
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れに危機感を持っていまして、鎌田薫総長などは

校友会などを活用しながら地域と連携を強めよう

としています。 

「地方創生への貢献をさらに促進するために」、

いろんな制度上のプログラムも用意しています。

早稲田の場合、個人の研究室では多くの地域づく

り、地域計画みたいなことに関わっていますが、

これを地域の校友とつなぐそのネットワークとし

て利用するプログラムも作っております。いま地

方交付税で1,000億円の補助金が出ているので、

それの取り合いだというので、担当の職員がそこ

に出かけていったりしているようです。ちょっと

ご参考に。 

 

＜新しい日本の高等教育を紡ぎ出すのは多様性の

ある小さな私立大学ではないか＞ 

梶田 いまのことでちょっといいですか。これ

から私立大学は、早稲田とか慶應とかは生き残る

ためではなく、より高度な大学にするためという

ことですが、高校とのいい連携をつくっていくと

いうのが一つの流れかなと見ています。 

上智大学は、別法人だった福岡、広島、兵庫、

鎌倉の高校を全部同じ法人に統合しました。これ

まで４つの高校とも個性があり自立的だったので

すが、上智大学とのつながりをもっと意識して、

例えば、３年間の高校教育あるいは中高の６年間

で、ただ単に上智大学に入るという意味だけでは

なく、中のカリキュラムとの結合をにらんで、と

いうことをやり出したということを聞いていま

す。 

その他に、上智大学も幾つかの地方のご縁の

ある高校を連携校ということで、特別進学コース

をつくり始めました。これは伝統ある私立大学の

大きな流れの方向かなと思います。こういうこと

を一つ頭に置かなければいけない。 

だけど、いま私立大学の８～９割は小さな大

学です。これが日本の高等教育のいい意味での多

様性を担保していると思います。ここから新しい

芽も出てくる。伝統ある巨大大学からも何か出て

くるかもしれませんが、新しい日本の高等教育を

紡ぎ出すのは、全体の７～８割の、ちょっと間違

えると経営危機になるような、そういうところじ

ゃないかと。 

先ほど言いましたように、生き残るためには、

常に親とか学生のニーズにどうこたえるか、同時

に出口ということからすると、社会のニーズにど

うこたえるか、を考えなければいけない。 

いわば旧態依然としたことはやっておれない

わけで、いつでもメタモルフォーゼをしていかな

ければいけない。ですから、これからこうした弱

小大学を大事にする国の助成措置を本当に考えて

もらわないと、日本の10年後、20年後、30年後の

高等教育を強化できないし、世界各国の高等教育

と伍していく、そういうおもしろいユニークな特

徴を打ち出せないだろうと思っています。 

ですから、ただ単なる地方にどうしたら大学

を、というだけでなく、基本的な発想を変えた私

学の助成策をしていただかなければいけないので

はないか、と思っています。 

 

＜短大、専門学校から大学へ＞ 

鎌田 最後に、研究所が関わった短大事例を簡

単にお話しします。 

短大の四大化の計画では、短大の栄養士養成

の学科を母体に、例えば、大学の管理栄養士の養

成学部構想があるのですが、この場合短大の栄養

士養成の学科をどうするかという問題があります。

短大の栄養士の養成は地元からの入学生が多く入

り地域密着型となっており、管理栄養士養成の学

部設置の場合は短大との併存が多いようです。地

方では、専門学校や短大のファーストステージと

しての大事な役割があると思います。 

仙台青葉学院短期大学は、仙台にある短大で

すが、21年に看護学科とキャリアデザイン学科を

設置しました。最初はリハビリの大学をつくる構

想だったのですが、専門学校でリハビリを持って

いるのですが、大学に教員の移行が難しい。それ

でまずこの２つ学科を設置して、その後段階的に

リハビリテーション学科、歯科衛生、栄養、観光

学科を増設し、現在現代英語学科を申請していま

す。短大のファーストステージの機能を重視した

計画を推進している例です。 

短期間に発展した理由は、短大の母体となる

専門学校を設置して、転用の校舎を持っていまし
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た。教育課程と教員組織を編成し認可申請すれば

できてしまうわけです。 

専門学校が大学を設置するパターンもありま

すが、まず短大としてやっていこうという２つの

流れがある。短大はファーストステージとしてま

だ役割があるのではないか。昭和51年の私学振興

助成法の発足以降、実学教育職業教育で専門学校

は短大を上回りましたが短大の中でも、保育とか、

栄養士とかの資格をとれるところは学生が集まっ

ています 

。 

天野 ありがとうございました。 

 

９．おわりに 

天野 そろそろ時間が迫ってきましたが、先に

お話ししたように、2015年頃から地方創生のため

の大学論が盛んになって、３年目か４年目くらい

になるわけですね。いろいろなプロジェクトが走

っていて、お互いにどういう関係にあるのか、見

えにくいのですが、いずれにしても、地域と大学

の関係は重要だということで大学の意識を変える、

いろいろな試みを引き出す上で一定の役割を果た

していることは確かだと思います。 

ただ、いろいろな施策のどれが地方創生と結

びつく大学をつくるのに本当に役に立つのかは模

索状態だと思います。それに、大学の多くが振り

回されている状態ですから、国の側も、次々にプ

ログラムを走らせるのではなく、立ちどまって考

えてみる必要があるのではないか。 

大学の側も、これに振り回されるのでなく、

じっくり腰を据えて考えなければいけない時が来

ているのかもしれません。 

その際、二人の学長先生が繰り返し強調して

おられたように、リーダーシップが非常に重要だ

と思うのです。リーダーが何を考え何を選択し、

決定するかのかが、これまで以上に問われてい

る。 

日本の私立大学の大きな特徴は、創業者型の

私立大学が多いということです。創業者型の中で

も歴史が古いところは、理事会中心に移行してい

ますが、依然として創業者やその家族が大学の経

営を担っている小規模の私学が多い。世界にも珍

しい私立大学での形態で、私は「家業型私学」と

呼んでいるのですが、「家族経営型私学」と呼ん

でいる外国人の研究者もいます。地方に多いそう

いう私学がいま苦境に立たされているわけです

ね。 

先ほど梶田さんから「絶えず新しい試みをして

いかなければサバイブできないんじゃないか」と

いうお話がありましたが、大学経営について、そ

うした家族型の私学ほど、「大学はいかにあるべ

きか」を本気で考えていかないといけないと思い

ます。 

話しが多岐にわたって、まとめる力がないの

ですが、地方創生が言われる時代状況の中で大学

がどうあるべきかについて、さまざまな貴重な示

唆が得られたのではないかと思います。きょうは、

どうもありがとうございました。 

（了） 

 
天野郁夫 東京大学名誉教授、当研究所評議員 

梶田叡一 桃山学院教育大学学長 

合田隆史 尚絅学院大学学長 

荒井克弘 (独法)大学入試センター客員教授、当研究所

評議員 

鎌田 積 当研究所理事・研究本部長 

戸沼幸市 早稲田大学名誉教授、当研究所代表理事 
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そのがのそくしｎ 

 

 

 

 

本稿では、「コミュニケーションに使える英語」

を目指し、30年にわたり続けられてきた英語教育

改革の系譜と、その行き着いた先としての大学入

試改革が孕む問題を検証する。 

 

英語教育の改革 

 

日本における英語教育改革の中心は初等中等

教育である。「グローバル人材育成」という視点及

び高大接続の観点から高等教育も含まれるが、こ

れについては後述することにして、まずは基本と

なる初等中等教育における慢性的な改革を概観す

る。 

日本の公立小中高等学校での教育を定める「学

習指導要領」は、ほぼ10年に一度改訂される。英

語について特筆すべきは、1989年告示の学習指導

要領で「外国語で積極的にコミュニケーションを

図ろうとする態度の育成」という新しい目標が明

記されたことである。これは中曽根康弘首相（当

時）による臨時教育審議会の第二次答申（1986年）

で英語教育の抜本的改革が提言されたことを受け

たものであり、いわば政治主導の教育改革といえ

る。 

それから30年近く、当時の文部省そして現在の

文科省は、「コミュニケーションに使える英語」を

目指して、次々と改革を行ってきた。例えば、2002

年の「『英語が使える日本人』の育成のための戦略

構想」でかつてない額の概算要求を行い、翌年「『英

語が使える日本人』の育成のための行動計画」を

実現した。公立学校の英語教員全員に対する研修、

ALT (Assistant Language Teacher)と呼ばれるネイ

ティブ・スピーカー指導助手の増員、センター入

試にリスニング・テスト導入、小学校での英語必

修化等々、包括的かつ大胆な改革を５年間にわた

り実現した。 

その後も、名称を変えて続けられた抜本的改革

は、学習指導要領改訂により着々と実施されてい

った。 

現行の学習指導要領では、小学校５・６年生を

対象に週１度、「外国語（英語）活動」を導入し、

英語の歌やゲームを通して英語に親しみを持たせ

中学校での英語学習につなげることを狙い、高校

では、英語の授業は「基本的に英語で行う」と定

められた。 

2020年度から順次施行される新たな学習指導

要領は、その到達点ともいうべき内容である。 

まず小学校では、これまでの「外国語（英語）

活動」は３・４年生におろし、５・６年生では英

語を「教科」とする。これまでは、英語に親しみ

を持たせるのだから中学英語の前倒しはしない、

文字は教えないという方針だったのが、今後は正

式な教科として、検定教科書を使って文字を教え、

簡単な文法も学ばせ、成績評価も行う。小学校４

年間の英語授業で、600〜700語程度の単語を覚え

ることになっている。 

次に中学校では、これまでのように日本語を使

っての授業ではなく、高校と同じように、英語の

授業は「基本的に英語で行う」こととなり、学ぶ

語数は現状の1200語から1600〜1800語へと増加す

る。 

高校では、これまでより授業内容が高度になり

学ぶべき語彙数も現状の1800語から最大で2500語

までに増える。今までは、中高合わせて約3000語

を習得することになっていたが、新学習指導要領

では小中高を合わせて4000語〜5000語に激増する。 

 

「グローバル人材育成戦略」から「大学入試改革」

へ 

 

2012年に政府が打ち出した「グローバル人材育

成戦略」は、英語力強化が中心であることから英

語教育に多大な影響を及ぼしている。大学では「ス

ーパーグローバル大学創生支援事業」が始まり、

各大学は TOEFL・TOEIC など民間試験の得点を

上げる目標を掲げ、英語教員が𠮟咤激励されてい

る。文科省の英語教育政策も、2013年から「グロ

ーバル化に対応した英語教育改革実施計画」が実

施されており、現場の努力が強く求められている。 

さらに重要な改革が現在進行中で、それは大学

入試改革である。高校の授業を変えるには大学入

試を変えなければ実効が上がらないということか

ら、これまでのセンター入試（大学入試センター

試験）を廃止し、新しく大学入学共通テストを2020

年から始めることになった。国語や数学などの教

科で思考力と表現力を問うために記述式を採用す

ることになり、採点を誰がどのように行うのか議

２．英語教育改革から大学入試改革へ：その実態と課題 

 

鳥飼玖美子（立教大学名誉教授 (一財)日本開発構想研究所 理事） 
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論になっている。 

特に危惧されているのが英語を民間試験に委

ねるという大学入試改革である。これまでのセン

ター入試では学習指導要領に準拠し、コミュニケ

ーション志向の出題が工夫されていたが、読む力

と聞く力の２技能しか測れないことが弱点とされ、

４技能（読む、聞く、書く、話す）を測定するこ

とが肝要だとして改革が検討された。しかし、数

十万人も受験する大学入学共通テストで「話す力」

を公平に測定することは物理的に至難なことから、

民間業者による試験を使うことになった。ところ

が文科省が認定した各種の民間検定試験の目的、

何を測るかの構成概念、難易度、実施回数、会場

数、検定料などがそれぞれに異なり、中にはこれ

から開発するテストまで含まれている。例えば英

検は、広く定着している従来型のテストは、筆記

試験に合格してから話す力を判定するという形態

が認められず、別に申請した新規の一日型テスト

が認定されたが、その具体的内容は未だ明らかで

はない。認定されたTOEFL iBTは、北米の大学・

大学院で必要となる高度な英語力をパソコンを使

用して測定するが、解答にかかる時間は最低でも

４時間半、受験料は日本円にして１回２万数千円

かかる。他の試験も各々に特徴があり、公平性が

担保されない懸念がある。都市圏と地方とでは受

験の機会に差があることも課題である。又、この

種の検定試験は何回も受けているうちに慣れてき

てスコアが上がるので、何回でも受験できる経済

的余裕のある家庭の生徒は有利になる。予備校や

塾に通う経済力があれば、さらに有利である。つ

まり、保護者間の経済格差が生徒自身のスコア格

差として顕出する。教育の視点から見れば、高校

の英語授業が民間試験対策に変質するという根本

的な問題も生じる。文科省は、各種試験が要件を

満たしているかの有無で認定するが、試験内容に

まで責任を持つわけではないので、難易度の調整、

実施環境の整備、より深刻な課題として採点の透

明性など様々な問題点が指摘されている。特に「話

す力」の測定は、誰が、何を基準に、どう採点す

るかという大きな課題が未解決である。 

当面、最初の３年間は大学入学共通テストと民

間試験の併用となり、当初は難色を示していた国

立大学協会が、「出願資格とする」「新テストの英

語試験に加点する」などの選択肢を各国立大学に

提示した。東大は、「民間試験は合否判定に使わな

い」という方針を示すなど慎重であったが、文科

省の指導を受け、学内の合意を得ずに民間試験の

活用を容認するような発表がなされ迷走している。

数々の懸念が解消されていない中、見切り発車す

ることについては、多くの大学・高校関係者が疑

問を払拭できないでいる。 

これほど憂慮されている大きな変更を、2020年

度と期限を切って始めることには無理がある。い

ずれ行き詰まり、さらなる変更を余儀なくされる

だろう、という見方も出ているが、ずさんな計画

のまま実施されて被害を被るのは、入試によって

人生が決まってしまう受験生である。急がず十分

に議論を尽くすべきである。 

 

英語教育改革の成果は？ 

 

さて、そのように30年近くにわたって続けられ

てきた英語教育改革の成果はどうなのだろうか。 

政府は、2017年度中の達成目標を、中３「英検

３級以上」、高３「英検準２級以上」の割合を「50％」

としていたが、2017年度の文科省「英語教育実施

状況調査」によると、中３が40.7％、高３が39.3％

で、目標は達成されていない。この調査では、実

際に英検を受験していなくても、他の民間試験に

合格するか、「同程度の力がある」と教員が判断す

れば「水準に達した」とみなされ、その数は中高

全体の半数余りを占めるので、実際に受験した場

合は、達成率はもっと低くなる可能性がある。 

英検の最高レベルは１級、次が準１級、そして

２級と続き、その下の英検準２級は「日常生活に

必要な英語を理解し使用できる」レベル、英検３

級というのは「身近な英語を理解し使用できる」

レベルとされている。「日常生活に必要な」「身近

な」英語という表現は相当に曖昧であるが、この

水準に達した生徒たちが全体の半数以下というの

は、改革が成功したとは言えない。 

この状況を大学の視点から見ると、新入生は英

語の基礎力が弱いという現象として表出している。

文法や語彙など英語運用の基礎となる力が不足し

ているので、国立大学英文科の入学者であるのに

原書を読めないという事態が起きている。英文を

読んで理解できない、従って聞いても分からない

し、書けない、話せない、という学生の存在は多

くの大学で見られ、やむをえず中学レベルの英語

を補習している大学もある。 

無論、外国語の４技能は大切で、４技能を教え

ることは従来から外国語教育では常識である。た

だ、４技能を個別に教えるよりは、それぞれの技

能を組み合わせ、総合的に学習する方が効果的で

あることも認識されているし、４技能を別々に直

接的に測定しなければならない必然性はない。 
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話すためには、英語を組み立てるための文法や

語彙も必要であり、さらに言えば、英語を使うた

めの文法や語彙は「読むこと」によって培われる。

「読む力」が基盤となり、「聞くこと」や「書くこ

と」を学び、その力を使って「話すこと」や「や

りとり」が可能になる。買い物や食事など簡単な

会話なら定型表現を暗記すればなんとかなるが、

相手の主張を聞いて理解し、その上で自分の意見

や考えを論理的かつ説得的に話すためには、骨太

の英語力が求められる。読めない書けないでは、

内容のあるコミュニケーションはおぼつかない。 

すべての技能の出発点であり土台である「読む

こと」を軽視して、「コミュニケーションは会話」

だという発想で改革を進めてしまったことが、中

高生の英語力調査の結果に表れているのではない

か。これは、まさに危機的状況である。 

これが企業なら、改革がうまくいかなかった原

因を分析し、軌道修正するのが当然である。しか

し「英語教育実施状況調査」は2013年度に始まり、

今回が５回目で、それでも成果が上がっていない

のに、これまでの改革路線を2020年度以降も突っ

走ることになっている。成果が出なかった場合に、

あとは何をするのか。 

1990年代から繰り返されてきた英語教育改革

のあり方を、そろそろ再考するべき時が来ている

のではないか。 

 

これからへ向けて 

 

小学校、中学、高校と12年もの間、大学に入れ

ば合計で16年もの長きにわたり、英語ができない

と人生の落伍者になるような空気の中で、スコア

という数値で出される「英語力」なるものに追い

立てられたら、英語嫌いになるのが当然である。

英語コミュニケーション能力は、民間試験の数値

だけで判断できるほど単純ではない。特に対人コ

ミュニケーションは、周囲の状況、相手との人間

関係などのコンテクストが大きく左右する。外国

語を使っての異文化コミュニケーションでは、文

化の差異という隠れたコンテクストも深く影響し

てくる。 

AI(人口知能)の発達により、機械翻訳や自動通

訳の進歩はめざましい。現在の中高生が国から求

められている英検３級や２級程度の英語なら、AI

に任せれば済みそうである。ただし、状況や文化

などのコンテクストを解釈して発話することは

AIにはできない。そうなると高度な英語力を有し

た人間が一定程度は必要になる。その数が人口の

10％なのか30％なのかはともかく、日本人が全員、

得意不得意にかかわらず英語に膨大なエネルギー

と時間を費やす必要はなさそうだ。ノーベル物理

学賞を受賞した益川俊英教授は英語が嫌いで、「読

むことの１技能しかできない」と公言したが、物

理学者にとっては論文を読めることが肝心で、社

交的な場で話す必要度は低いだろう。それぞれの

必要性と適性に応じて、異なるレベルの英語を学

べば良いのではないか。 

むしろこれからの日本人にとって必要なのは、

不確実な世界で異なる文化的背景を持つ人々と共

生していくことを可能にする、異文化コミュニケ

ーション能力である。これからの世代が学ぶ英語

は、日本語とは異質な外国語として、他者との相

互理解という異文化コミュニケーションを学ぶた

めであって欲しい、と切に願う。 
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そのがのそくしｎ 

 

 

 

 

はじめに 

学校教育法第2条は大学等（大学院を含む）を

設置できるのは国（国立大学法人含む）、地方公共

団体（公立大学法人含む）、学校法人であると規定

している。本事例は、学校法人が設置した大学か

ら公立大学法人が設置した大学に設置者変更した

名桜大学に焦点を当てる。 

名桜大学は、1994（平成6）年に私立大学とし

て開学した。それまで沖縄県内の大学は、那覇市

を中心とした県中南部に集中していた。そのため

県北部に大学を設置することは、県北部地域住民

の悲願であった。「県北部地域に大学を……」とい

う強い声に押されて、名護市を中心とする北部12

市町村と沖縄県が設置経費を負担し、運営は民間

の学校法人名護総合学園が行うという、沖縄県初

となる公設民営型の私立大学として誕生した。 

このような背景から、大学設置の目的として、

①沖縄の基幹産業である第三次産業、特に観光産

業に関する人材育成と教育研究を推進すること、

②高等教育への進学機会の拡大をはかること、③

過疎化が進む地域の生活、経済の活性化をはかる

こと―の三つを掲げ、地域社会・国際社会と連携

し、それらを実現することを使命として名桜大学

は開学した。 

その後、さまざまな変革を経て、2010（平成22）

年には、私立大学から地方独立行政法人法（以下、

「地独法」）にもとづいた公立大学に改組転換する

という大改革を行い、沖縄県直営の県立芸術大学

と県立看護大学に続いて三つ目の公立大学として

生まれ変わった。これは、沖縄初となる「公立大

学法人化した大学」の誕生でもあった。これを具

体的に示すと図表１のようになる。 

 
 

 
 
 

 

 

 

 

図表１ 公立大学化による組織の変容（筆者作成） 

2004（平成16）年に国立大学が国立大学法人法

の下で一斉に法人化したのと異なり、地方自治体

が設置する公立大学の法人化は、それぞれの設置

自治体の政策判断に委ねられる。また、理事長と

学長を別に置くこともできるほか、１法人が複数

の大学を設置することができる。2018（平成30）

年現在、公立大学は、92大学中80大学が法人化（75

法人）され、12大学が自治体直営の大学となって

いる１）。従来、公立大学は国立大学の補完的役割

を担っていると言われてきたが、今や地方創生の

文脈で地域の人材育成や地域の振興に不可欠な存

在となっている。 

ところで、沖縄県は日本では類を見ない文部省

（当時）によらない米軍統治下で大学が設置され

た。このような経過を知ることは、日本の高等教

育史の中から抜け落ちた部分を補い、その一端を

理解することにつながるのではないかと考える。 

本稿では、戦後から現在までの大学設置の状況

を概観した上で、地方自治法第284条第2項により

設けられる一部事務組合が設立団体となった名桜

大学が、公設民営大学から公立大学化を果たすま

での経緯とその要因を明らかにする。 

なお、本文中、地方公共団体が公立大学法人を

設立する場合は「設立」、大学を設置する場合は「設

置」、学校法人（私立大学）から公立大学法人（公

立大学）への移行については「公立大学化」とい

う用語を使用した。 

 

１ 文部省によらない大学の設置 

まず、名桜大学の公立大学化について述べる前

に、米軍統治下の戦後沖縄における大学設置につ

いて簡単に触れてみたい。 

 

１）沖縄史上初の大学設置 

沖縄県は、戦前から1950（昭和25）年に沖縄史

上初の大学（琉球大学）が設置されるまで日本で

唯一高等教育機関が設置されなかった県である。

1945（昭和20）年4月に沖縄本島に上陸した米軍は、

米国海軍軍政布告第１号（通称ニミッツ布告と呼

ばれる）を発し占領下においた。また、1952（昭

和27）年4月28日に発効されたサンフランシスコ平

和条約第3条では、北緯29度以南の奄美群島などが

日本と分断され日本国憲法の適用外となった。こ

３．公設民営大学の公立大学化の動向 

－名桜大学の事例から－ 

金城正英（公立大学法人名桜大学参与） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｓｓｓｓ 名桜大学 ｓｓｓｓ 名桜大学 
（
大
学
設
置
） 

学校法人 名護総合学園 

設置 設置 
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（
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北部広域市町村圏事務組合 

設立 

 私立大学当時のイメージ  公立大学移行後のイメージ 

← 設置者変更 

2010（平成 22）年 4 月 1 日 
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れにより沖縄に対する施政権（行政・立法・司法）

の全権が米国の手の中に移り、戦後沖縄の教育の

あゆみは、カオスからの出発となった。 

1950（昭和25）年に設置された琉球大学であっ

たが、翌年の1951（昭和26）年１月10日に米国民

政府布令（以下「布令」）第30号（琉球大学）の発

布によって設置根拠が示された。もちろん日本の

教育基本法や学校教育法をはじめとする一連の教

育法制は、現状のままでの運用は認められなかっ

た。琉球大学は、布令第66号（琉球教育法）中の

「第14章 琉球大学」を「琉球大学基本法」として

大学の管理運営がなされてきた。 

また、米国民政府によって管理運営されていた

琉球大学であったが、曖昧なところが多く、一種

の特殊法人として扱われてきた。このことから日

本本土においても成文化できなかった国立大学管

理法案・公立大学管理法案（第10回国会：内閣提

出第83号）を実現しようと1966（昭和41）年７月

１日に琉球政府立法（以下「立法」）第102号（琉

球大学設置法）と立法第103号（琉球大学管理法）

を制定し、琉球政府立の大学となった。その後1967

（昭和42）年に琉球大学短期大学部の設置、1972

（昭和47）年の日本復帰により文部省所管の国立

大学に移管し、2004（平成16）年に国立大学法人

になった。 

 

２）私立大学の設置 

一方、1958（昭和33）年１月10日公布、４月１

日に施行された立法第1号（教育基本法）、立法第

３号（学校教育法）等の教育四法が制定されると

沖縄初の私立沖縄短期大学が設置された。また、

同年６月６日には、中央教育委員会規則（以下「中

教委規則」）第48号（短期大学設置基準）が制定さ

れ、４月１日に遡及された。同短期大学の創設後

の1959（昭和34）年に沖縄キリスト教短期学院大

学、琉球国際短期大学、1966（昭和41）年には沖

縄女子短期大学が設置された。また、中教委規則

第４号（大学設置基準）が制定されると、1961（昭

和36）年に沖縄大学、1962（昭和37）年に国際大

学の四年制大学が設置された。日本復帰を目前に

した1972（昭和47）年２月には、沖縄大学の一部

と国際大学の統合により沖縄国際大学が誕生した。

日本復帰後の1986（平成61）年には、沖縄初の公

立大学である沖縄県立芸術大学、1994（平成６）

年に公設民営型の名桜大学、1999（平成11）年に

沖縄県立看護大学、2004（平成16）年に沖縄キリ

スト教学院大学（併置）が設置された（図表２）。 

以上が、沖縄大戦後から現在にいたる沖縄県に

おける大学設置の状況（沖縄工業高等専門学校及

び沖縄科学技術大学院大学を除く）であった。 

 

２ 大学設置に係る高等教育政策 

１）地方公共団体２）と大学に関する先行研究 

公私協力方式の公設民営大学から公立大学に

設置者を変更した大学の運営に関する研究を分析

対象とした論文は、非常に少ない。自治体と私立

大学との関係についての研究には、村田（2001）

が挙げられ、設置者たる地方自治体と公立大学の

関係に関する研究には、高橋（2004、2009）が挙

げられる。また公立大学の公費負担や財政問題の

研究には、渡部（2009）が挙げられる。 

村田（2001）は、『公私協力方式に関する研究

－自治体と私立大学との協力関係を中心にして』

（1999～2000年度科研報告書）において、1980年

度から1997年度までに公私協力方式で大学、短期

大学を設置した80大学とそれに協力した18の都道

府県（実際は１県から２解答を得たため総数は19

である）や、100の市町村に実施したアンケート結

果をまとめている。地方自治体の大学誘致のねら

いと期待は、「若者層の増加による地域の活性化」

と「地元高校生の進学機会の拡大」であると結論

づけている。 

また、高橋（2009）は、1993年から2000年まで

に設立された公立大学の設立の経緯を、次のよう

に分析している。それによると、この間に設立さ

れた31公立大学のうち、22大学が看護・医療系の

学部を設置した大学であった。これは、当時の文

部省と厚生省の政策誘導によるものであり、地域

での医療系人材の確保と授業料を軽減する目的か

ら、公立大学の設置が望ましいとしていることを

酌んだものであると述べている。 

さらに、高橋（2004）は、1990年代以降に公設

民営方式で設立された大学が、どのような経緯で

新設されたかを調査している。その調査によると、

公設民営方式を採用した理由は、「具体的な私立大

学設置計画が挫折した」、「私立大学との共同法人

設立の頓挫」であった。さらに公立大学にしなか

った理由は、「旧自治省の基準により不可能であっ

た」、「旧自治省の方針により2つの県立大をもてな

い」、「公立大学は維持費がかかる」など多様であ

る。ここで明らかにされたのは、何れも設立の主

要目的は一致し「地域産業の活性化」「進学機会の

確保」であった。 

渡部（2010）は、公立大学協会（2000）を研究

対象の基盤として、公費負担の流れについて述べ

ている（図表３）。
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出典：公立大学協会（2000） 

図表３ 公費負担の流れ 

 

図表３において、国立セクターは、国 <文部科

学省> ⇒ 各国立大学 <法人>、私立セクターは国 

<文部科学省> ⇒ 私立学校振興・共催事業団 ⇒ 

各私立大学 <学校法人> で、比較的理解しやすく

なっている。また、「公立セクターにおいては、国

<総務省> ⇒ 各地方自治団体 ⇒ 各公立大学とい

う流れになっているが、公費を媒体としている地

方自治体によって公費負担のあり方が複雑で多様

性があり、公立大学を設置している地方自治体に

より公費負担のあり方が異なる」という収支構造

の違いに着目している（渡辺、2010、p.152）。 

以上、地方自治体と大学に関係する先行研究に

ついてまとめると、①村田は、私立大学という視

点で大学を分析し、地方自治体が私立大学を誘致

する目的を分析している。②高橋は、公立大学の

視点で、地方自治体と公立大学、公設民営大学を

誘致する目的を分析している。③渡部は、公立大

学の公費負担の複雑さ、多様性を指摘し、公費負

担の流れ（国 <総務省> ⇒ 地方自治体 ⇒ 公立大

学）の中で、公立大学を設置している大学に対し

て、「単位費用×学生数」という算定式で求めら

れる金額が、基準財政需要額（大学分）に算入さ

れるという公費負担の構造とその変容を分析して

いる。 

しかしながら、本稿がテーマとしている特別地

方公共団体である一部事務組合が設立団体となっ

た場合の公費負担の流れは、（国 <総務省> ⇒ 地

方自治体 <沖縄県→名護市→北部広域市町村県事

務組合> ⇒ 公立大学法人）になることを示してお

きたい。このことについては、後述する。 

 

２）文部省の高等教育政策の変遷 

大学の地域配置がどのような政策で行われて

きたか検証するため、高等教育政策の変化を概観

する。 

文部省（当時）は、2001（平成13）年8月17日

に開催された中央教育審議会大学分科会において、

「昭和40年代の急速な高等教育の拡大は十分な計

画性をもって行なわれたものではなかったため、

高等教育機会の地域間格差や私立大学における教

育研究条件面での問題等が生じた。これらの問題

に適切に対応し均衡のとれた高等教育の発展を図

るため、昭和51年以降、計画的に整備した」と述

べている（分科会資料5）。すなわち、昭和40年代

の計画性を持たない高等教育の拡大は、大学・短

期大学の大都市一極集中、高等教育における地域

間格差、私立大学数に対する国公立大学数の少な

さなど、国公私立大学間における教育条件に大き

な格差が生じる要因になった。文部省は、これら

の問題に適切に対応し、均衡ある高等教育の発展

を図るため、同省に与えられた大学設置認可制度

を活用した抑制的制度を具現化した。それが、第

一次計画 <1976（昭和51）年～1980（昭和55）年>、

第二次計画 <1981（昭和56）年～1986（昭和61）

年>、第三次計画 <1986（昭和61）年～1992（平成

4）年> の三次にわたる高等教育計画であった。 

1993（平成5）年度以降の高等教育の計画は、

緩やかに規制緩和の方向へ舵を切っていった。

1991（平成3）年以降の大学設置基準の大綱化は、

高等教育の規制緩和を目指すものであり、これま

で大学等は文部省のパターナリズム的な庇護の下

で守られてきた。しかしながら文部省は、平成5

年度以降の「計画」による高等教育政策を変更し、

「市場化」と「競争原理」に基づく高等教育政策

へ移行した（天野、1994）。 

このように、大都市と地方における格差是正の

ため地方大学の新設を認めた結果、高等教育の規

模は拡大し、驚異的な速さでユニバーサル段階に

突入したと考えられる。また、高等教育政策の地

域配置に関する政策として、国土計画や経済・産

業計画など文部省以外の省庁の関連施策も見逃せ

ない。1959（昭和34）年の「首都圏の既成市街地

における工業等の制限に関する法律」や1964（昭

和39）年の「近畿圏の既成都市域における工場等

の制限に関する法律」は、首都圏や近畿圏の2大都

市圏での高等教育機関の新増設を制限するもので

あった。一方、地方における大学の新増設、また

は移転の意向のある大学に学園等の候補地を紹介

する業務を行うため、1980（昭和55）年には国土

庁内の大都市圏整備局計画課の中に「学園計画地

ライブラリー」が設置された（村田、2001年、p.52）。 

さらに、経済企画庁は、都市部と地方部の格差

拡大が顕著になってきた中で、全国的な地域計画
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を策定した。1946（昭和21）年に全国総合開発（一

全総）が策定され、地域間の均衡ある発展を目指

した。1969（昭和44）年には、一全総と同様に地

域間格差是正を基調とした次の国土計画として、

新全国総合開発（二全総）が閣議決定された。

1977(昭和52)年には、第三次全国総合計画（三全

総）が閣議決定され、「定住圏構想」が開発方式と

して採用された。この計画では、大都市圏への若

者集中が地域間格差の拡大を助長させていること

を、指摘している。これは、大都市における高等

教育機関の新増設の抑制、大都市圏における高等

教育機関の周辺地域への移転、地方圏における大

学等の整備を積極的に推進するものであった。 

しかしながら、2002（平成14）年に「工業（場）

等制限法」が廃止され、設置認可における抑制方

針が撤廃された。その後、都市部への学生集中を

規制する具体的な政策は行なわれてこなかった。 

また、2005（平成17）年１月28日の中央教育審

議会答申「我が国の高等教育の将来像」では、18

歳人口急増期に作成されてきた「高等教育計画」

について振り返り、主として18歳人口の増減に依

拠した高等教育政策の手法はその使命を終え、「高

等教育計画の策定と各種規制」の時代から「将来

像の提示と政策誘導」の時代へ移行するという考

えが示された。 

 

２ 公設民営型の私立大学の設置  

（１）大学誘致運動 

次に、県北部地域における大学誘致運動から沖

縄県初の公設民営大学である名桜大学の誕生とそ

の公立大学化までの過程を紹介したい。 

県北部地域の大学誘致運動は、1953（昭和27）

年１月10日に県北部選出の立法議員を中心とした

町村長、教育委員会、教職員会など144人の署名を

添えて「琉球大学師範科名護分校設置請願書」を

琉球政府中央教育委員会に提出したことを嚆矢と

する。これは、沖縄史上初の琉球大学が1950（昭

和25）年に設置されたことを契機に北部地域に教

員養成機関を設置し、教育文化の向上と教育の機

会均等を希求する地域ぐるみの誘致運動であった

（沖縄県公文書館資料コードR00162753B）。 

その後、若者の流出に危機感を抱いた名護市は、

18歳人口急増期を間近にした1979（昭和54）年に、

「大学誘致懇話会」を設置し大学誘致の検討を開

始した。折しも国土庁では、工業（場）等制限法

により首都圏、近畿圏の既成市街地等への大学等

の新増設を制限するとともに、新増設、移転の意

向のある大学等に学園候補地を紹介するために、

大学関係者のための学園計画地ライブラリーや学

園都市•地区基本計画策定調査等により大学等の

地方立地を促進している。これらは、閣議決定さ

れた第三次全国総合開発（三全総）に掲げられた

「定住圏構想」の推進のためにも必要な施策であ

った。 

1980（昭和55）年には、名護市条例にもとづき

「大学誘致委員会」を発足させ、地域にふさわし

い大学とは何か検討が重ねられた。その結果、答

申では「北部総合短期大学」が構想され国立、県

立、名護市立、北部広域市町村圏組合立及び私立

の可能性を視野に入れながら大学誘致を目指した。

1984（昭和59）年、北部12市町村で組織する北部

広域圏市町村協議会は、「大学誘致委員会」の提案

に基づき協議を重ね、「やんばる市民大学の展望」
３）と題した報告書を提出した。それには大学の誘

致は困難だとする判断からキャンパスを持たない

「市民大学」が提案された。このような中、「学園

計画地ライブラリー」に登録していた名護市は、

1985（昭和60）年と1986（昭和61）年の2回にわた

って国土庁でヒアリングを受け、大学誘致に向け

た情報提供を求めたが進展することはなかった。 

1986（昭和61）年の名護市長選挙では、「誘致

がだめなら自分たちの力で造ろう」と大学設置を

選挙公約の一つとして掲げて当選した比嘉鉄也市

長（後の学校法人名護総合学園第２代理事長）の

下で取組みが始まった（名桜大学開学20周年・公

立大学法人化５周年記念事業記念誌部会、2014）。 

1991（平成３）年７月５日、名護市総合学園設

立審議会が発足し、同年７月14日には東江康治元

琉球大学長（初代学長・理事長）を委員長とする

名護総合学園設立準備員会が発足した。そして、

1992（平成４）年４月には、学校法人名護総合学

園・名桜大学設立基本構想が取りまとめられた。 

当時、地方自治体が公立大学を設置する場合は、

あらかじめ自治省（現総務省）と相談する必要が

あった。指定都市以外の市町村では、既設の学科

と密接な関連がある短期大学の学科増設を除いて

原則認可しないことを申し合わせていた（公立大

学協会、2000、p.142）。また、旧自治省によれば

人口200万人以下の都道府県では、公立４年制大学

は、１校しか設置できないことになっていた（高

橋、2004、p.14）。さらに、鎌田（1995、p.197）

によれば、「医療・看護•福祉関係については標準

設置係数をこえて認める場合があること、都道府

県の収容力が50％以下の場合は、標準設置数をこ

えて認める場合がある」と指摘している。しかし、

沖縄県においては既に沖縄県立芸術大学が設置さ
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れていたこと、名護市が大学完成後の経常経費を

負担することは困難であったことから、設置形態

を公立大学にすることは叶わなかった。このよう

なことから、名護市をはじめとする北部12市町村

及び沖縄県が創設経費を負担し、民間が運営して

いくという、いわゆる公私協力方式の一種である

公設民営方式となった。 

この方法は、地方にある大学を誘致もしくは新

設する場合に採られた方法で、一般的に「公私協

力方式」と呼ばれている。1984（昭和59）年６月

付け文部省の大学設置審議会大学設置分科会『昭

和61年度以降の高等教育の計画的整備について』

においては、地方の要望に適切に応じた高等教育

機関を設置・運営する場合には、国、地方自治体

と学校法人の協力が重要であると指摘している。

具体的な整備方策として、①地方公共団体が土地、

校舎等の建設及び設備の一部を現物又は資金で準

備する。②地方公共団体は学校法人に対し、経常

費（運営費）の一部を補助することの二つを挙げ

ている。 

 

（２）公設民営大学の動向 

「公設民営大学」の用語は、広く使われている

が法令上の用語ではない。本稿では、「地方自治体

が主体となって大学設置を計画し、設置経費のす

べてを公費でまかなった場合に公設民営大学と呼

ぶ」こととする（高橋、2004、p.4）。すなわち地

方自治体が創設経費を負担した大学の負担割合に

よって公設民営大学か公私協力大学に区別するも

のとする。 

名桜大学の設置経費を見ると、創設経費（校舎

等建設費及び設備購入費の全額と開学から平成９

年度までの運営費の一部）66億2,935万7千円の内

訳は、名護市が52億9,905万7千円、北部11町村が3

億30万円、沖縄県が10億3,000万円の負担となって

いる。また、用地23万9,803.6㎡については、名護

市が9万9,397.57㎡を無償譲渡し、14万405.98㎡は

無償貸与となっている(学校法人名護総合学園設

置準備委員会、1993)。名桜大学は、18歳人口の急

増期に構想され、急減期の1994（平成6）年に「地

方」、「私立」、「単科」の三つの宿命を背負って国

際学部（国際文化学科、経営情報学科、観光産業

学科）の単科大学として開学した。名桜大学を公

設民営大学にした理由は、前述のとおり私立大学

等の誘致が困難であったことである。また、公設

民営大学の究極の目的は、大学の存在自体に意義

を認めるとともに進学先の確保と地域経済の活性

化をはかることであった。 

1990年以降の公設民営大学の設立状況を見る

と、1992（平成４）年に東北芸術工科大学、1994

（平成６）年に名桜大学と長岡造形大学、1997（平

成９）年に高知工科大学、1998（平成10）年に千

歳科学技術大学と九州看護福祉大学、2000（平成

12）年に静岡文化芸術大学、2001（平成13）年に

東北公益文科大学、鳥取環境大学が開学した。そ

のうち、公立大学化したのは、2009（平成21）年

の高知工科大学、2010（平成22）年の名桜大学、

静岡文化芸術大学、2012（平成24）年の公立鳥取

環境大学（旧鳥取環境大学）、2014（平成26）年の

長岡造形大学である。また、千歳科学技術大学が

2019（平成31）年を目途に公立大学化に向けて検

討している。 

さらに、2016（平成28）年に福知山公立大学（旧

成美大学）、山陽小野田市立山口東京理科大学（旧

山口東京理科大学）、2018（平成30）年に公立諏訪

東京理科大学（旧諏訪東京理科大学）などの公私

協力大学が公立大学化している（図表４）。 

前述の私立大学のうち公立大学に設置形態を

変更したのは8事例であるが、そのうちの3事例は

公私協力大学である。いずれの大学も、「住民の生

活、地域社会及び地域経済の安定等の公共上の見

地からその地域において確実に実施されることが

必要な事務及び事業であって、•••（略）•••地方

公共団体が認めるものを効率的かつ効果的に行わ

せる」（地独法第2条）ために公立大学に移行され

たのである。もっとも地方大学が公立大学化する

経緯はさまざまであるが、地方から私立大学がな

くなるより公立大学化してでも存続したいという

思惑から、今後も公立大学化の流れは続くものと

予測される。 

今後の動向として、千歳科学技術大学、新潟産

業大学、旭川大学が公立大学化を検討している。 

 

３ 公設民営大学から公立大学へ 

（１）公立大学誕生 

「脱皮しない蛇は滅びる」というのは、ニーチ

ェの言葉である。名桜大学では、2000（平成12）

年以降、一部学科で入学定員を充足できない状況

が続いた。このような中で設置母体である学校法

人名護総合学園理事会から「志願者の減少は、経

営上看過できない、大学改革を早急に進めること」

という厳しい意見書が教授会に提出されたのを契

機に、人間健康学部の設置や国際学部の国際学群

への改組、さらに、大学主導で公立大学への移行

を計画した。2004（平成16）年４月に施行された

「公立大学法人制度」は、地方自治体における「大
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図表４ 公設民営大学の設立状況※１と公立大学化の動向 

設立年度 
大学名 

 （設置学部）※２ 
所在 

設置経費 

負担自治体 

公立大学化動向※３ 

有無 
設立団体 

（開設年度） 

1992(平成 4)年 東北芸術工芸大学 

・芸術学部、 

・デザイン工学部 

山形県山形市 山形県 75億 

山形市 75億 × ― 

1994(平成 6)年 名桜大学 

・国際学部 

沖縄県名護市 沖縄県 10億 

名護市 53億 

11町村 3億 

○ 

北部広域市町村圏事

務組合 

（2010年） 

長岡造形大学 

・造形学部 

新潟県酒田市 新潟県 25億 

長岡市 75億 
○ 

長岡市 

 （2014年） 

1997(平成 9)年 高知工科大学 

・工学部 

高知県香美市 高知県 250億 
○ 

高知県 

（2009年） 

1998(平成 10)年 千歳科学技術大学 

・光科学部 

北海道千歳市 千歳市 78億 
△ 

千歳市 

（2019年予定） 

九州看護福祉大学 

・看護福祉学部 

熊本県玉名市 熊本県 16億 

玉名市 20億 

11市町 11億 

× ― 

2000(平成 12)年 静岡文化芸術大学 

・文化政策学部 

・デザイン学部 

静岡県浜松市 静岡県 250億 

浜松市 100億 ○ 

静岡県 

（2010年） 

 

2001(平成 13)年 東北公益文科大学 

・公益学部 

山形県酒田市 山形県  83億 

酒田市・鶴岡市他 

12市町村 67億 

× ― 

鳥取環境大学 

・環境情報学部 

鳥取県鳥取市 鳥取県 100億 

鳥取市 100億 
◯ 

新生鳥取環境大学運

営協議会（2012年） 
※１ 出典：高橋（2004）『公設民営設立事情』pp. 8-9。 
※２ 設置学部は設立当時を示す。   
※３ 公立大学化の動向の欄は筆者が追加した。（○法人化、△法人化予定、×検討中又は未定） 

※ 2016年以降、公私協力方式の福知山公立大学（旧成美大学）、山陽小野田市立山口東京理科大学（旧山口東京 

理科大学）、公立諏訪東京（旧諏訪東京理科大学）が公立大学化した。 

 

学改革」の取組みの一環として地独法の中に定め

られており、行政による直営から民間的手法を取

り入れながら、大学運営を自律的、弾力的、効率

的なものに転換する制度である。しかしながら、

公設民営型の名桜大学の場合は、自治体直営の大

学が公立大学化するのとは異なり、学校法人名護

総合学園寄附行為により理事総数の３分の２以上

の議決及び評議員会の議決をもって学校法人名護

総合学園を解散し、設立団体の政策判断により公

立大学法人名桜大学を設立、そして大学の設置者

変更を行うというものであった。これらのダイナ

ミックな大学改革は、まさに名桜大学が新しく生

まれ変わるための「脱皮」であった。 

名桜大学創設のときには「公立大学法人制度」

は存在しなかった。ゆえに公設民営の私立大学は、

2004（平成16）年に施行された地独法のさきがけ

として、地域の活性化、進学機会の拡充及び地域

創生にその役割を果たしてきた。 

公立大学は、沖縄県、名護市、北部12市町村で

構成する北部広域市町村圏事務組合（以下「事務

組合」）のいずれかが設立団体になる必要があった。

しかし、「はじめに」で述べた名桜大学創設の経緯

から事務組合が設立団体となって公立大学法人名

桜大学を設立するというのは、必然的なものであ

った。このようなことから事務組合と学校法人名

護総合学園との間で大学の「設置者変更に関する

契約書」を締結したのである。 

その契約書の内容は、①地独法の規定にしたが

って、名桜大学の設置及び管理をする公立大学法

人を設立するために沖縄県に認可申請を行うこと

とし、公立大学法人の名称は公立大学法人定款に

定める法人とすること、②学校教育法にもとづき、

文部科学省に設置者変更を行うこと、③私立学校

法にもとづき、文部科学省に学校法人解散認可申

請を行うこと、④解散時の財産および職員の処遇

についてはそのまま継承しこれを誠実に実行する

こと、となっている。2009（平成21）年12月、事

務組合と学校法人名護総合学園の間でこれらにつ
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いて合意が成立した。幸い、総務省、文部科学省

担当者の助言をいただきながら沖縄県や北部12市

町村の市町村長（事務組合理事会は12市町村長で

構成）、議会（事務組合議会は12市町村議長で構成）

の協力のもと移行作業は順調に進めることができ

た。2009（平成21）年12月19日に地独法により「公

立大学法人名桜大学設立認可申請書」を事務組合

理事長から沖縄県知事へ申請した。また、学校教

育法により「名桜大学設置者変更申請書」が、私

立学校法により「学校法人名護総合学園設置者変

更及び解散に係る認可申請書」が、学校法人名護

総合学園理事長から文部科学大臣に提出され、

2010（平成22）年3月19日付けで公立大学法人名桜

大学の設置、学校法人名護総合学園の解散及び設

置者変更が認可されたのである（図表５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表５ 公立大学化に係る 

組織構成と作業の流れ（筆者作成） 

 

しかし、名桜大学は沖縄県知事と文部科学大臣

に提出した三つの申請書の認可と同時に私立大学

から公立大学に移行したわけではない。政令で定

めるところにより登記をもって成立し、第三者に

対抗することを規定している（地独法第９条）。は

じめに公立大学法人名桜大学を法務局に設立登記

（役員登記と公印登記）しなければならなかった。

これは名桜大学の受け皿を作るための措置として

行われた。次に、これまで名桜大学の設置者であ

った学校法人名護総合学園を公立大学法人名桜大

学に変更登記することによって在校生は公立大学

の学生に身分を変更することになった。最後に、

学校法人名護総合学園の解散手続き（公印の抹消）

により、私立としての名桜大学は消滅し、公立の

新生名桜大学となった。 

これらの一連の作業は、名桜大学の在校生、教

員、職員、校地、校舎、機器備品、金融資産など

の財産と権利義務のすべてを切れ目なく継承し、

大学の教育研究の継続性を保証するという観点か

ら、設立・変更の登記は4月1日に同時に行われた

（図表６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

図表６ 公立大学法人設立登記と資産の流れ

（筆者作成） 

 

（２）公立大学化以降の財源、学生募集等 

名桜大学は公共性の強い公設民営の私立大学

として誕生したが、公立大学法人名桜大学が設立

されるまで、北部12市町村とは公式な関係ではな

かった。北部12市町村長の一部や財界人で構成す

る外部の学校法人名護総合学園理事、評議員会委

員等との人的なつながりにより運営されていたが

公立大学化により公的に保証される関係が構築さ

れたのである。すなわち、設立団体から大学運営

の財源に充てるための運営費交付金が交付される

関係になった。その結果、従来の文部科学省から

の私学助成金はなくなり、それに変わる財源とし

て、総務省と沖縄県を経由して名護市からの基準

財政需要額（大学分）が北部広域市町村圏事務組

合へ負担金として支出され、さらに、北部広域市

町村圏事務組合から渡しきりの運営費交付金とし

て公立大学法人へ交付されることになった（図表

７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表７ 名桜大学における 

公立大学化後の運営組織（筆者作成） 
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これらは普通交付税額の算定の中に措置され、

その配分が自治体ごとの政策•裁量に任され不明

瞭になっていることが多い中で、事務組合を構成

する名護市を除く11町村の理事、議会のチェック

機能により、名桜大学に適切に配分されている。

この基準財政需要額（大学分）の算定は、法令で

定められる「単位費用」と学部の種別によって省

令で定められる「種別補正係数」により、学生一

人当りの金額が算出され、この金額に学生数を「測

定単位」として乗じそれらの総計で行なわれる（地

方交付税法第12条、同法第13条第２項参照）。 

公立大学を設置するすべての地方自治体の基

準財政需要額への算入が始まったのは1973（昭和

48）年からである。この基準財政需要額に算入さ

れる計算式は（単位費用×学生数）で求められ、

単位費用は、大学の設置形態によって医学系、歯

学系、理科系、文科系、家政系、芸術系の別と都

道府県設立、市町村設立の別によって区分設定さ

れているが、1993（平成５）年以降、基準財政需

要額の算入に際し、新設大学に対する優遇措置が

とられ、新設加算は、開学1年目の大学を持つ場合

は2.0、開学２年目は1.5、開学３年目は1.25を乗じ

ることで算定されるようになった。これらの優遇

措置はそれぞれ都道府県及び市町村が設置した大

学に適用されていたが、1998（平成10）年以降、

都道府県が設置した大学には適用されなくなった。 

国際学群の単位費用をＡ1、学生数をａ1、人間

健康学部の単位費用をＢ2、学生数をｂ2と仮定し

た場合の算定式は次のとおりである（算定式に補

正係数を乗じることになっているが省略した）。 

 

①開学1年目の基準財政需要額（大学分） 

  ⇒単位費用×学生数×2.0 

｛（Ａ1×ａ1）+（B2×ｂ2）｝×2.0 

②開学2年目の基準財政需要額（大学分） 

  ⇒単位費用×学生数×1.5 

｛（Ａ1×ａ1）+（B2×ｂ2）｝×1.5 

③開学3年目の基準財政需要額（大学分） 

  ⇒単位費用×学生数×1.25 

｛（Ａ1×ａ1）+（B2×ｂ2）｝×1.25 

④開学4年目以降の基準財政需要額（大学分） 

  ⇒単位費用×学生数×1.0 

｛（Ａ1×ａ1）+（B2×ｂ2）｝×1.0 

 

上記に示したとおり、名桜大学は総務省からの

普通地方交付税（基準財政需要額[大学分]）に加

えて学生からの授業料等の納付金によって、財政

基盤は安定することとなった。 

しかしながら、学生一人当りの基準財政需要額

における積算単価は、減少傾向にあり必然的に運

営費交付金も減少されてきた。また、2017（平成

29）年度から交付金の算定に「トップランナー方

式」が導入され、効率化進捗度トップの先進事例

を基準に「単位費用」の算定が行なわれ、理科系

学部（平成29年度1,647千円から見直し最終年度

1,460千円）、保健系学部（平成29年度1,884千円か

ら見直し最終年度1,668千円）が5年にわたり減額

対象となった。 

とは言え名桜大学においては、設立団体からの

運営費交付金の措置により学費負担が大幅に減少

した。沖縄県の県民一人当りの所得は全国一低く、

そのため全国平均から見れば、公立大学化以前か

ら学費は低く抑えられていた。さらに公立大学後

の初年度納入金を比較すると既設の国際学群で20

万円以上、人間健康学部（スポーツ健康学科と看

護学科）で40万円から50万円も学費負担が減少し

た。このことは学生募集上の最大のメリットであ

った。 

名桜大学の公立大学化前の2009（平成21）年の

全志願者は562人であった。公立大学化初年度の志

願者は1,238人で約2.2倍、２年目の志願者は2,147

人で約3.8倍、と飛躍的な伸びを見せた。 

また、2017（平成29）年度の都道府県別在籍者

数をみると47都道府県から2,052人が入学し、その

うち1,058人（52％）が県外出身者である。公立大

学化以降の在籍者統計を見ると、北海道から鹿児

島県出身の学生が在籍している。県内の大学に入

学する「自県占有率」が全国でも高い沖縄県にあ

って、全国から学生を集めていることは、名桜大

学の特色と言える。 

「（株）りゅうぎん総合研究所」が調査した、

2009（平成21）年度と2016（平成28）年度の『名

桜大学立地による沖縄県及び北部地区への経済波

及効果調査報告書』４）によると、2008（平成20）

年度の経済波及効果は、62億6,500万円（県全体の

内47億5,900万円（76％）が北部12市町村へもたら

す経済波及効果である）となり、2014（平成26）

年度の経済波及効果は、81億7,500万円（県全体の

内64億7,600万円（79％）が北部12市町村へもたら

す経済波及効果である）となり、6年間で19億1,000

万円（23％）が増加している。増加の要因は、学

生定員の充足、公立大学化による県外学生の増加

及び校舎等の建築費の上昇等が挙げられる。 

さらに、新たな取組として2016（平成28）年に

は「名桜大学看護学科の北部12市町村への貢献を

促進するための奨学金規程」を整備した。これは、
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大学卒業後に北部12市町村の医療関連機関に就職

することを条件に、看護学科学生の授業料を4年間

全額免除する制度である。やんばる地域の医療過

疎を改善し、若者の定住や就業を促進することは、

やんばる地域の創生において極めて重要であり、

大学が立地することによって若者が増え、地域が

活性化し沖縄県全体の経済に活力を与えることが

期待できる。 

 

おわりに－まとめに代えて 

本稿においては、沖縄県における戦後から現在

までの大学設置の状況を概観した上で、名桜大学

の個別事情を背景として公設民営大学の公立大学

化の動向を紹介するとともに、同大学が公設民営

大学から公立大学化を果たすまでの経緯とその要

因を明らかにした。 

沖縄県においては、戦前から1950（昭和25）年

に琉球大学が設置されるまで高等教育機関は設置

されることはなかった。琉球大学は、法律によら

ず米国民政府によって設置されたが、私立大学は

設置されなかった。それは戦後初期の米国民政府

によって発布された「学校教育法」の学校種に大

学が規定されていなかったからであった。しかし、

1958（昭和33）年に戦後日本の他の地域では見ら

れない沖縄独自の教育四法（教育基本法、教育委

員会法、学校教育法、社会教育法）が制定され、

沖縄の「学校教育法」第1条の学校種に大学が規定

され私立大学が設置されることになった。その所

産として設置されたのが私立沖縄短期大学であっ

た。その後、短期大学や四年制大学が設置されて

いったが、沖縄県内の大学は那覇市を中心とした

県中南部に集中していた。そのため県北部地域に

おいては、1953（昭和27）年に「琉球大学師範科

名護分校」の島ぐるみ誘致運動を嚆矢として誘致

運動を展開するが実現しなかった。しかしながら

41年後の1994（平成6）年に、沖縄県初となる公設

民営型の名桜大学が誕生したのである。 

ただ、開学はしたものの18歳人口の減少や景気

の低迷など、外部環境の変化により志願者が減少

し、公立大学化が実現するまで一部学科で入学定

員を充足できなかった。また、人間健康学部の設

置や国際学部を国際学群に改組するなど大学改革

に取り組んできたが、事態は好転しなかった。改

革が実現すれば学生に選ばれる大学になると予測

したが、危機的状況は回避することができなかっ

た。しかし、理事長・学長のリーダーシップの下

で、2010（平成22）年4４月を期して公立大学化が

実現したことでこれらの問題は一挙に解決した。

特に公立大学の公費負担の流れの中で、設立団体

からの運営費交付金は大学の健全化に大きく貢献

した。 

北部12市町村で構成する事務組合が同大学の

設立団体となったことで、教育研究活動を通して

地域産業の振興、地域活性化などの地域貢献活動

の先頭に立つ責任を果たすと同時に、協働しやす

い関係になった。今後は、沖縄北部地域の「知の

拠点」として教育・文化・産業・医療保健・福祉

等の機能を持つ北部12市町村と連携し、新たな行

政施策や事業展開を支援するなど効果的な関係を

築く必要がある。さらに、「行政と地域住民」、「行

政と企業」の連携を活性化させる「知の触媒」と

して、新たな地方公立大学像を確立することが望

まれる。 

最後に、公設民営大学である名桜大学が公立大

学化を果たした最大の要因は、学校法人名護総合

学園理事会が大学の実状を把握し、「法人解散」と

いう進むべき方向性を示したことであると考える。 

 

（注）  

１）一般社団法人公立大学協会ホームページ、「平成30年

度公立大学一覧」http://kodaikyou.org。 

２）「やんばる」とは、沖縄県恩納村以北の12市町村をい

う。 

３）地方公共団体と（地方）自治体は同意語とする。本書

では、論文等で使われている語をそのまま用いた。 

４）公立大学化の効果を検討するに当たり、大学施設の建

築費・施設整備費、大学運営、教職員、学生、外部か

らの来訪者などの対象項目における支出額や発生す

る消費額等である直接支出額を求め、これを基に沖縄

県産業連関表（2001年、35部門表）による産業連関分

析から、名桜大学が立地することにより、沖縄県及び

北部12市町村へもたらす経済効果｛2008年（平成20）

度分と2014（平成26）年度分｝を試算した。 
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出典：名桜大学概要（2017） 

図表８ 平成29年度都道府県別在籍者数 
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１．はじめに 

当研究所における高等教育関係業務のはじまり 

財団法人日本開発構想研究所は、新日本製鐵、

日本興業銀行といった当時の財界の主要メンバー

企業によって、1972（昭和 47）年 7 月、「国民の

諸活動の基礎をなす国土の総合的な開発に関する

構想、それを達成するためのシステム等について

調査、研究、企画を行ない、もって人間のための

豊かな環境の創造に資することを目的として1」、

つまり、国土・地域計画の策定支援を主たる目的

として設立された。 

今年（2018 年）の 7 月で満 46 年を迎えるが、

設立の当初から大学等高等教育研究機関に関心が

あり、自主研究で「地域社会と大学との関連に関

する研究」や「首都圏における高等教育機関の適

正配置に関する研究」を実施して、その後の国土

庁からの受託調査に繋げてきたりした。国土庁が

1980年に「学園計画地ライブラリー」を設置して

からは、その業務を全面的に支援した。1985年以

降になると、公立、私立大学からの相談が増加し、

特に、1990年代の公立大学設立ブーム期に、高等

教育関係の受託事業が大きく増加した。そのため、

2002（平成 14）年には研究所の体制を、都市・地

域研究部と高等教育研究部の 2部体制に再編した。 

日本開発構想研究所は、公益法人制度改革に伴

い 2012（平成 24）年に一般財団法人に移行するが、

その際定款に「･･･また、ひとづくりに関する構想、

それを達成するためシステム等･･･2」を加え、高

等教育関係業務の所内における位置づけを明確化

した。現在大学設置・認可等にかかわるコンサル

ティング業務をおこなっている高等教育研究部は、

年間受注額で研究所全体の 4 分の 3、研究部所属

人員で 3分の 2を占めるまでに至っている。 

このように、当研究所は、国土・地域計画と大

学等の設立・設置、国土・地域政策と高等教育政

策に深く関わりつつ、半世紀を過ごしてきている。 

官邸主導の政策：地方創生に資する大学改革 

折しも、安倍内閣の元で、「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」が打ち出され、その一貫として、

有識者会議（座長：坂根正弘）が組織され、昨年

2017 年 12 月に最終報告「地方における若者の修

学・就業の促進に向けて－地方創生に資する大学

改革－3」が打ち出された。 

この官邸主導の戦略・政策は、国土交通省が行

ってきた国土政策とも文部科学省が行ってきた高

等教育政策とも異なるものであるが、深く両者の

政策と関連している。 

内容は 3つからなっているが、この内大学改革

にかかわるものを抜き出すと以下の通りである。 

①地方の特色ある創生のための地方大学の振興 

● きらりと光る特色ある地方大学・総花主義か

らの脱却、● 東京・地方の学生の対流・交流、 

● 地域貢献を目指す私立大学の支援 

②東京の大学の定員抑制・地方移転 

● 23 区の大学定員増の禁止、● 東京圏大学の地

方サテライトキャンパス設置の推進 

③地方における若者の雇用の創出 

● 学生の職業意識の早期形成、● 奨学金返還支

援とインターンシップ推進による学生の地方

還流 

この提案は、今年の 5月に成立した「地域にお

ける大学の振興及び若者の雇用機会の創出に

よる若者の修学及び就業の促進に関する法律

（地方大学振興法）」に盛り込まれた。 

これらの政策には、ある種の既視感を抱く。政

策を取り巻く経済状況、国土・地域の状況、対象

とする大学を巡る状況等が著しく異なるところか

ら、この政策をこれまでの政策と一概に同一視す

ることは出来ないが、少なくとも、過去の政策の

評価を踏まえた政策であることが望まれる。 

そこで、当研究所のこれまでの展開の軌跡を踏

まえ、戦後の国土政策と高等教育政策の関係を整

理しつつ、国土計画の重要な一手段であった「首

都圏の既成市街地における工業等の制限に関する

法律」の評価等を行ってみることとした。 

 

２．戦後の政治経済の動向と国土政策・高等教育

政策の変遷 

戦後の政治経済の動向と国土政策・高等教育政

策について、国土政策の一つの重要なツールであ

った工業（工場）等制限法、その中での大学の立

地規制を中心に見てみると、4 期に区分して見る

ことができる。この内、2番目の時期は、10年程

度と短いが、政策が機能したと評価することが出

来る重要な時期である。 

４．国土計画における大学等高等教育政策の位置づけについて 

阿部和彦（（一財）日本開発構想研究所 業務執行理事） 
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戦後の政治経済の動向と国土政策・高等教育政策（年表） 

西暦 年号 内閣 国土計画等 大学等の立地規制 高等教育政策

1945 昭和20 鈴木貫太郎 国土計画の基本方針
1946 昭和21 吉田茂 復興国土計画要綱
1949 昭和24
1950 昭和25 国土総合開発法、首都建設法
1951 昭和26
1955 昭和30 鳩山一郎
1956 昭和31 首都圏整備法
1957 昭和32 岸信介
1958 昭和33 第一次首都圏基本計画
1959 昭和34

昭和35 岸信介
池田勇人

1961 昭和36
1962 昭和37 池田勇人 全国総合開発計画（全総） 新増設を制限　大学の教室1,500㎡～
1963 昭和38
1964 昭和39
1965 昭和40 佐藤栄作 新東京国際空港公団法
1966 昭和41
1967 昭和42 公害対策基本法

1968 昭和43 新都市計画法
第二次首都圏基本計画

1969 昭和44 佐藤栄作 新全国総合開発計画（新全総） 東大安田講堂事件

1970 昭和45 工業再配置促進法 私立大学に対する経常費助成
1971 昭和46 佐藤栄作 環境庁発足 大学キャンパスの郊外展開

佐藤栄作 新全総一部改訂
田中角栄 「日本列島改造論」

1973 昭和48 公有水面埋立法一部改正
1974 昭和49 国土利用計画法公布、国土庁発足
1975 昭和50
1976 昭和51 三木武夫 第三次首都圏基本計画
1977 昭和52 福田赳夫 第三次 全国総合開発計画
1978 昭和53
1979 昭和54 「高等教育の計画的整備について｣
1980 昭和55 国土庁「学園計画地ライブラリー」設置
1981 昭和56
1982 昭和57 中曽根康弘
1983 昭和58 「臨時教育審議会」発足
1984 昭和59
1985 昭和60 首都改造計画公表
1986 昭和61 民活法、金丸民活懇

第四次首都圏基本計画
大学改革協議会発足、「大学審議会」
の設置を決める

1987 昭和62 中曽根康弘 第四次 全国総合開発計画
1988 昭和63
1989 平成元
1990 平成2
1991 平成3
1992 平成4
1993 平成5
1994 平成6
1995 平成7 村山富一
1996 平成8
1997 平成9 橋本龍太郎

橋本龍太郎
小渕恵三

1999 平成11 第五次首都圏基本計画 大学院を制限から除外
2000 平成12
2001 平成13 小泉純一郎 国土庁は建設省、運輸省、北海道開発

庁と共に、国土交通省に再編、

2002 平成14 都市再生特別措置法制定
2003 平成15 設置基準の準則化、審査の簡略化
2004 平成16 国公立大学法人制度の創設

認証評価制度の導入
2005 平成17 国土形成計画法閣議決定、成立、公布 「我が国の高等教育の将来像」
2006 平成18 首都圏整備計画（平成18～27年度）
2007 平成19
2008 平成20 福田康夫 国土形成計画（全国計画）
2009 平成21 鳩山由紀夫
2010 平成22
2011 平成23 菅直人 都市再生緊急整備地域法改正（特定地

域指定）、総合特別区域法制定

2012 平成24 野田佳彦
2013 平成25 安倍晋三
2014 平成26 安倍晋三 国家戦略特区指定
2015 平成27 安倍晋三 新たな国土形成計画（全国計画）

2016 平成28 首都圏整備計画（平成28～37年度）
2017 平成29
2018 平成30

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
地方大学の役割の重要性を強調

授業料値上げ反対をきっかけに、激し
い学園紛争が広がる

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」改定
版、東京都23区大学定員増加抑制

「大学審議会」発足ー「大学等における
教育研究の高度化、個性化及び活性
化等のための具体的方策について」諮
問（～2000年）

「首都圏の・・・工業等の制限に関する
法律」「近畿圏の･･･法律」廃止

「平成5年度以降の高等教育の計画的
整備」大学設置基準の大綱化・簡素化

大学等設置認可、平成26 年度申請手
続から厳格化へ方向転換

公立大学が急増（平成4年の41校から、
平成12年の72校に）

1998 平成10 21世紀の国土の グランドデザイン
（五全総）

「新制大学」の発足（私立大学は戦前の
30校たらずから、一挙に100校を超え
る。国立大学も一挙に70校に）

新増設の制限を強化　教室基準面積
首都圏500㎡～、近畿圏1,000㎡～

「高等教育の計画的整備について｣
大学の新増設を厳しく抑制

｢昭和61年度以降の高等教育の計画的
整備について｣

1960 高等教育の急激な拡大、大学のマス
化、大衆化

1972 昭和47

国民所得倍増計画
太平洋ベルト地帯構想

近畿圏の既成都市区域における工場
等の制限に関する法律

「平成12年度以降の高等教育の将来構
想」

首都圏の既成市街地における工業等
の制限に関する法律（新設を制限）
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(1) 第1期（1958年～1975年） 

第 1期は、第一次首都圏基本計画（1958年）を

受けて、1959年に「首都圏の既成市街地における

工業等の制限に関する法律」が制定され、大学の

新設が制限された時に始まって、次第に制限の対

象となる基準面積を引き下げ、制限区域を拡大し

て、新増設の制限を強化していた時期である。 

この時期は、「国民所得倍増計画」等を契機に、

高度経済成長を実現した時期で、太平洋ベルト地

帯への産業・人口の集中にともない、「国土の均衡

ある発展」が望まれた時期である。 

高等教育の分野では、学生の増大、大学の急激

な拡大、大学のマス化、大衆化が生じた時期であ

る。1967年ごろから、授業料値上げ反対をきっか

けに、激しい学園紛争が広がり、これを契機に、

国からの私立大学に対する経常費助成が始まった。

また、大学立地に関しては、法が期待した地方へ

の移転が行われたわけではなく、主として大都市

圏の既成市街地外の郊外への展開が行われた。 

(2) 第2期（1976年～1986年） 

第 2 期は、1976 年に文部省が「高等教育計画｣

を策定して大学の新増設を厳しく抑制した時から、

1986年までの時期である。 

この「高等教育計画」では、地域配置の不均衡

の是正を図るため、全国を 8 ブロックに区分して、

18 歳人口と大学進学率を予測し、それに基づき計

画規模･地方配置等の指標を作成して、大学の設立

を厳しく抑制するものであった。 

この時期は、産業構造の脱工業化が鮮明になる

中で、経済成長率が鈍りはじめ、次第に安定成長

へ移行していた時期である。国土の構造としては、

「第三次 全国総合開発計画」の元で、一瞬ではあ

るが国土の均衡ある発展が実現したと思われた時

期である。 

(3) 第3期（1987年～2001年） 

第 3期は、「第四次 全国総合開発計画」が決定

された 1987年から、工業（工場）等制限法が廃止

されるまでの時期である。 

この時期は、中曽根民活により、後にバブルと

呼ばれる異常な金余りが生じ、地価が高騰した時

期に始まり、その後、バブルが崩壊し、不良資産

の処理に追われて、経済全体が低迷した時期であ

る。国土の構造としては、東京一極集中が進むと

共に、情報化、グローバル化への対応の必要性が

叫ばれていた時期である。 

高等教育分野においては、規模の拡大が一段落

して、新たに発足した大学審議会から、教育研究

の質的向上等が求められるようになった時期であ

る。そして、大学設置基準の大綱化・簡素化が図

られ、大学の新増設が盛んに行われた。 

(4) 第4期（2002年～  ） 

第 4期は、2002 年に工業（工場）等制限法が廃

止された以降の時期である。 

バブルの後遺症を抱えつつも、小泉政権の元で、

規制緩和、行財政改革等が進められ、産業界にお

いてもグローバルな競争力強化のための企業の合

従連衡が進んだ時期である。都市再生特別措置法

が制定され、民間の活力を活用した都市再生の仕

組みがつくられ、国土総合開発法が国土形成計画

法に替わり、国土計画の枠組みも大きく変化した。 

高等教育分野では、2003年に設置基準の準則化、

審査の簡略化が行われ、2004 年には国公立大学法

人制度の創設、認証評価制度の導入等大幅な大学

改革が行われた。大学立地に関しては、工業（工

場）等制限法の廃止に伴い、堰を切ったように都

心部への大学回帰が生じた。 

最近では、こうした自由化施策への反動が出始

めており、2014 年に、大学等設置認可について申

請手続を厳格化する方向への転換が起こっている。 

 

３．国土計画・大都市圏計画における大学等高等

教育の扱い 

(1) 全国総合開発計画、国土形成計画（全国計画） 

戦後 5 度に渡り策定された全国総合開発計画、

その後2度に渡り策定された国土形成計画（全国

計画）において、大学等の高等教育施策がどのよ

うに取り扱われたかについて見ることとする。 

＜全国総合開発計画（一全総）＞ 

池田内閣の所得倍増計画（1960 年）において、

太平洋ベルト地帯ばかりが優遇されていたことへ

の地方の反発に答えるために、1962年に策定され

た全国総合開発計画（全総）においては、基本目

標として「地域間の均衡ある発展」が掲げられ、

＜拠点開発構想＞が打ち出された。 

この第9章人間能力の開発、1 人間能力の開発

の方向、2 施策の重点の中の(1)において、「大学、

研究所等の研究体制の整備」、「学校教育、社会教

育、産業職業教育ならびに職業訓練等教育訓練に

関する諸分野の一体とした整備」が打ち出されて

いる。これに関連して、(イ)地方の大学の近代化、

(ロ) 拠点開発方式に即応する高等教育機関の適

正な配置、（ハ）過大都市への大学の集中の防止、

地方大学の充実方途を講ずることが書き込まれ、

高等専門学校の配置に言及している。
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＜新全国総合開発計画（新全総）＞ 

1969年に策定された新全国総合開発計画（新全

総）においては、高度成長経済を背景に、基本目

標として「豊かな環境の創造」が掲げられ、＜大

規模プロジェクト構想＞が打ち出された。

新全総では高等教育施策への言及は少なく、第一

部国土総合開発の基本計画、第4 計画の主要課題、

3．環境保全のための計画、3-7.大都市の環境保全

のための主要計画課題の中で、(4)大都市における

教育環境の整備 に言及しているに過ぎない。 

名称
全国総合開発計画

（全総）
新全国総合開発計画

（新全総）
第三次全国総合開発計画

（三全総）
第四次全国総合開発計画

（四全総）

閣議決定 昭和37年10月５日(1962年) 昭和44年５月30日(1969年) 昭和52年11月４日(1977年) 昭和62年６月30日(1987年)
内閣 池田内閣 佐藤内閣 福田（赳夫）内閣 中曽根内閣
背景 1 高度成長経済への移行

2 過大都市問題、所得格差の拡大
3 所得倍増計画（太平洋ベルト地
帯構想）

1 高度成長経済
2 人口、産業の大都市集中
3 情報化、国際化、技術革新の進
展

1 安定成長経済
2 人口、産業の地方分散の兆し
3 国土資源、エネルギー等の有限
性の顕在化

1 人口、諸機能の東京一極集中
2 産業構造の急速な変化等によ
り、地方圏での雇用問題の深刻化
3 本格的国際化の進展

目標
年次

昭和45年 昭和60年 昭和52年からおおむね10年間 おおむね平成12年（2000年）

地域間の均衡ある発展 豊かな環境の創造 人間居住の総合的環境の整備 多極分散型国土の構築

＜拠点開発構想＞ ＜大規模プロジェクト構想＞ ＜定住構想＞ ＜交流ネットワーク構想＞

開発方式
等

目標達成のため工業の分散を図
ることが必要であり、東京等の既
成大集積と関連させつつ開発拠点
を配置し、交通通信施設によりこ
れを有機的に連絡させ相互に影響
させると同時に、周辺地域の特性
を生かしながら連鎖反応的に開発
をすすめ、地域間の均衡ある発展
を実現する。

新幹線、高速道路等のネットワー
クを整備し、大規模プロジェクトを
推進することにより、国土利用の
偏在を是正し、過密過疎、地域格
差を解消する。

大都市への人口と産業の集中を
抑制する一方、地方を振興し、過
密過疎問題に対処しながら、全国
土の利用の均衡を図りつつ人間居
住の総合的環境の形成を図る。

多極分散型国土を構築するため、
①地域の特性を生かしつつ、創意
と工夫により地域整備を推進
③多様な交流の機会を国、地方、
民間諸団体の連携により形成。
②基幹的交通、情報・通信体系の
整備を国自らあるいは国の先導的
な指針に基づき全国にわたって推
進、、

第9章人間能力の開発
1 人間能力の開発の方向
2 施策の重点

第一部　国土総合開発の基本計
画
第1 計画策定の意義
第4 計画の主要課題
3．環境保全のための計画
3-7. 大都市の環境保全のための
主要計画課題

第1 計画の基本的目標
第4 主要計画課題
5 国土利用の均衡を図るための基
盤整備に関する計画課題
(2) 教育，文化，医療施設の適正
配置
1) 大学等高等教育施設

第Ⅳ章　計画実現のための主要
施策
第3節　新しい豊かさ実現のため
の産業の展開と生活基盤の整備
(4) 長寿社会における生活の充実

(1) 大学，研究所等の研究体制を
整備するとともに，学校教育，社会
教育，産業職業教育ならびに職業
訓練等教育訓練に関する諸分野
を一体とした整備をはかるものと
する。これに関連して
（イ）地方における大学において
は，とくに工業の発展と農業の近
代化に応ずる分野別学生定数の
調整および教科内容の改善，都市
の発展に応ずる学科新設と教科
内容の改善等その規模，学部，学
科構成等について検討を行なう

(施設整備のための施策〉
（i） 大都市圏の既成市街地におい
ては，首都圏及び近畿圏の既成市
街地等における工業等の制限に
関する法律の活用等により，教室
の新増設の制限を引き続き推進す
るとともに，これを強化することに
ついても検討する。
また，大都市圏内において，大学
が都心部から周辺地域に移転す
る場合には，計画的に立地を誘導
するとともに，都市計画等により基
盤整備を計画的に行うものとする.

(2) 拠点開発方式の進展にともな
い，教育訓練施設の整備につい
て，おおむねつぎの諸点に重点を
置くものとする。
(ロ)拠点開発方式に即応する高等
教育機関の適正な配置をはかる
ため，過大都市への大学の集中を
防止し，さらに地方大学を充実さ
せる方途を講ずるものとする。これ
とともに，高等専門学校の配置に
ついては，中堅技術者に対する地
域の需要にこたえるよう，この計画
の構想にそって推進されなければ
ならない。

(ii) 地方において，特色ある大学等
の整備を積極的に推進する。特
に，収容率の低い地方に重点をお
くものとする。施設の整備に当たっ
ては，地方の中心都市等の都市
基盤と関連させつつ，地域社会と
一体のものとして整備する。
(iii) 良好な環境を有する学園都市
の整備を図る。
(iv) 大学等の施設の整備を円滑に
行うため，大学等の教職員，学生
の居住環境を整備するための施
策，大学の教育・研究機能の充実
に必要な各種情報交換等を行う体
制の整備等必要な措置を講ずる。

教育・
高等教育
に関する
施策

(4)　大都市における教育環境の整
備
さらに，新しい技術，活動，システ
ムを急速に導入し，わが国経済社
会の動的な発展のにない手として
ふさわしい人間能力の開発を進め
るため，大学等の教育訓練機関を
整備する必要がある。とくに，大都
市において，情報化社会への過程
で，中枢管理機能従事者の再訓
練，各種分野の専門家の交流と共
同研究および研究開発，情報の国
際交流を進めなければならない。
このため，大都市に国際的な教育
研究機関を整備し，この機関を中
心に，研究学園都市として環境を
整備する。

基本
目標

1)地域の教育・文化の活性化
(高等教育機関の適正配置〉
このため，引き続き大都市圏の既
成市街地における収容力の増大
を抑制する一方，地方国立大学の
充実，情報提供による高等教育機
関の移転等の促進，放送大学の
活用，地域の労働需要に即応した
専修学校(専門課程〉等の立地の
促進その他の地方圏に重点を置
いた高等教育機関の整備のため
の施策を講ずる。さらに，研究者
の需要増大や留学生の増加に対
応するため，その充実が求められ
る大学院についても，全国的な配
置に配慮しつつ整備を図る。
また，（中略）地方圏の高等教育機
関や研究機関に積極的に留学生
や外国人研究者を受け入れるた
め，快適な宿舎や日本語教育機
関の整備を図る。



45 

＜第三次全国総合開発計画（三全総）＞ 

1977年に策定された三全総においては、基本目

標に「人間居住の総合的環境の整備」を掲げ、 

＜定住構想＞を打ち出した。 

三全総では、第4 主要計画課題、5 国土利用の

均衡を図るための基盤整備に関する計画課題、(2) 

教育、文化、医療施設の適正配置、1) 大学等高等

教育施設において、(施設整備のための施策〉とし

て、(ⅰ)大都市圏の既成市街地においては、･･･

工業等の制限に関する法律の活用等により、教室

名称
21世紀の国土のグランドデザイン 国土形成計画(全国計画) 第二次国土形成計画(全国計画)

閣議決定 平成10年３月31日(1998年) 平成20年7月4日（2008年） 平成27年8月14日（2015年）
内閣 橋本内閣 福田（康夫）内閣 安倍内閣
背景 1 地球時代（地球環境問題、大競争、アジア諸

国との交流）
2 人口減少・高齢化時代
3 高度情報化時代

(1)本格的な人口減少社会の到来、急速な高齢
化の進展
(2)グローパル化の進展と東アジアの経済発展
(3)情報通信技術の発達

（１）急激な人口減少、少子化と、地域的な偏
在の加速
（２）異次元の高齢化の進展
（３）変化する国際社会の中での競争の激化
（４）巨大災害の切迫、インフラの老朽化
（５）食料・水・エネルギーの制約、地球環境問
題
（６）ＩＣＴの劇的な進化等技術革新の進展

目標年次
平成22年から27年（2010－15年） 21世紀前半期を展望しつつ、今後概ね10ヶ

年間
2050年の長期を見通しつつ、これからの10
年間

基本目標 多軸型国土構造形成の基礎づくり 自立的な広域ブロック形成に向けた国と地
方の協働

＜参加と連携＞
第2部分野別施策の基本的方向
第1節イノベーションを支える科学技術の充
実開発方式

等
（４つの戦略）
①多自然居住地域（小都市、農山漁村、中山
間地域等）の創造
②大都市のリノベーション（大都市空間の修
復、更新、有効活用）
③地域連携軸（軸状に連なる地域連携のまと
まり）の展開
④広域国際交流圏（世界的な交流機能を有す
る圏域）の形成

（新しい国土像実現のための戦略的目標）
(1)アジアとの円滑な交流・連携
(2)続可能な地域の形成
(3)災害に強いしなやかな国土の形成
(4)美しい国土の管理と継承
(5)「新たな公Jを基軸とする地域づくり

（国土の基本構想実現のための具体的方向
性）
ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国土
安全・安心と経済成長を支える国土の管理と
国土基盤
国土づくりを支える参画と連携
横断的な視点（時間軸の設定、ＩＣＴ等の技術
革新やイノベーションの導入、民間活力の活
用）

第2部分野別施策の基本方向
第4章産業の展開に関する施策
第1節科学技術の振興と「産業創出の風土」の
醸成

第2部分野別施策の基本的方向
第1節イノベーションを支える科学技術の充実

第２部 分野別施策の基本的方向
第２章 産業に関する基本的な施策
第１節 産業の国際競争力の強化とイノベー
ションを支える環境整備

1一知的資本の充実
(1)研究開発施設等の整備充実
高度な研究開発や教育活動を展開するととも
に、国際社会に貢献する独創的・先端的な研
究開発の一層の推進を図っていくため、大学を
はじめとする高等教育機関や試験研究機関等
の教育・研究開発施設の整備を推進する。（大
学院研究科の新設の促進、、一層の高度化・
活性化。研究開発施設・設備等の共同利用の
促進。）
(2)研究者等人材育成の強化
(3)新たな研究開発拠点の整備

(1)イノベーションの創出と競争力強化
イノベーションを産業競争力へ結実させるた
め、産学官が研究課題の設定段階から対話を
行い長期的な視点、に立って基礎から応用ま
でを見通した共同研究の推進や、公的部門に
おける新技術の利用促進や国際標準化など
の出口政策、研究開発型ベンチャー等の起業
活動の振興、民間企業による研究開発の促進
に取り組む。

（１）イノベーションの創出と成長産業への展開
（知的対流拠点の整備等によるイノベーション
の創出と円滑な事業化）
具体的には、大学等の技術シーズを民間企業
が速やかにイノベーションへとつなげるため、
「橋渡し」機能の強化を図る。また、研究開発
法人が主体となり、受託研究企業から民間資
金を獲得する仕組みの構築、大学等と他の機
関のそれぞれと雇用契約関係を結ぶなどによ
り各機関の責任の下で業務を行うことができる
「クロスアポイントメント制度」の導入等に取り
組む。

2一新規産業創出・新規分野への展開を促進
するための環境整備
(2) 地域内の産学官連携・協力の強化
高等教育機関、国公立の試験研究機関、民間
企業の研究部門等の地域内での連携・協力を
強化

(2)科学技術を支える基盤の強化
科学技術振興のための基盤強化も必要であ
り、大学・公的研究機関等の施設・設備・研究
情報基盤の再生・改修や計画的・重点的な整
備、さらには、国際的な熱核融合実験炉に関
する計画を踏まえた熱核融合、宇宙開発利用
技術などの研究基盤整備等を進める。

（２）科学技術を支える基盤の強化と人材の育
成
具体的には、ロボットを始め、ライフサイエン
ス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料等
の先端的な科学技術を支える基盤強化のた
め、大学、研究開発法人等の施設、設備及び
研究情報基盤の再生、改修、計画的かつ重点
的な整備等に努める。
また、競争的資金の拡充による若手研究者の
自立支援、基礎から応用・実用段階に至るま
で継ぎ目なく研究ができる競争的資金のあり
方の検討等の取組により優れた人材を育成す
るとともに、大学のガバナンス改革により、国
際競争力のある卓越した大学院の形成、キャ
リア教育やプロフェッショナル教育の充実によ
る大学における人材育成機能の強化等を図
る。

＜対流促進型国土の形成＞
「コンパクト＋ネットワーク」
「個性」と「連携」による「対流」の促進
「ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国
土」

教育・
高等教育
に関する
施策
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の新増設の制限を引き続き推進するとともに、こ

れを強化することについても検討する。また、大

都市圏内において、大学が都心部から周辺地域に

移転する場合には、計画的に立地を誘導するとと

もに、都市計画等により基盤整備を計画的に行う

ものとする。(ⅱ) 地方において、特色ある大学等

の整備を積極的に推進する。特に、収容率の低い

地方に重点をおくものとする。施設の整備に当た

っては、地方の中心都市等の都市基盤と関連させ

つつ、地域社会と一体のものとして整備する。(ⅲ) 

良好な環境を有する学園都市の整備を図る。･･･

とかなり具体的に書き込んでいる。 

＜第四次全国総合開発計画（四全総）＞ 

1987 年に策定された四全総では、基本目標に

「多極分散型国土の構築」を掲げ、＜交流ネット

ワーク構想＞を打ち出した。 

四全総では、第Ⅳ章計画実現のための主要施策、

第3節新しい豊かさ実現のための産業の展開と生

活基盤の整備、(4) 長寿社会における生活の充実、

1)地域の教育・文化の活性化の中で、(高等教育機

関の適正配置〉について記述している。 

このため、引き続き大都市圏の既成市街地にお

ける収容力の増大を抑制する一方、地方国立大学

の充実、情報提供による高等教育機関の移転等の

促進、放送大学の活用、地域の労働需要に即応し

た専修学校(専門課程〉等の立地の促進その他の地

方圏に重点を置いた高等教育機関の整備のための

施策を講ずる（後略）。としている。 

＜21世紀の国土のグランドデザイン（五全総）＞ 

1998 年に策定された「21 世紀の国土のグラン

ドデザイン」では、基本目標を「多軸型国土構造

形成の基礎づくり」とし、＜参加と連携＞－多様

な主体の参加と地域連携による国土づくり－を打

ち出した。 

ここでは、大都市圏の既成市街地における大学

の新増設の制限といった文言は消えて、もっぱら

科学技術の振興と「産業創出の風土」の醸成、知

的資本の充実、地域内の産学官連携・協力の強化

等に特化したものに変わっている。 

＜国土形成計画(全国計画)＞ 

2008 年に策定された「国土形成計画(全国計

画)」、2015年に策定された「第二次国土形成計画

(全国計画)」においても同様で、2002年の工業（工

場）等制限法の廃止を踏まえ、高等教育政策につ

いては、もっぱらイノベーションの創出と競争力

の強化、科学技術を支える基盤の強化と人材の育

成に焦点を絞った表現になってきている。 

 

(2) 首都圏基本計画、首都圏整備計画 

首都圏基本計画は、1956年に制定された首都圏

整備法に基づき、全国総合開発計画に先立ち、1958

年に第一次首都圏基本計画が策定されて以降、

1999年の第五次首都圏基本計画まで、5回に渡っ

て策定された。 

2005年に行われた国土計画制度の再編（国土形

成計画法の制定等）において、三圏計画について

は「国土形成計画（全国計画・広域地方計画）と

調和が保たれたものでなければならない」とされ

た。そして、今後は、首都圏整備計画として、国

土形成計画（全国計画）や広域地方計画の内容を

踏まえて、計画策定を行うこととなった。 

＜第一次首都圏基本計画＞ 

1958 年に首都圏整備委員会により策定された

第一次計画では、「東京都区部を中心とする既成市

街地の周囲にグリーンベルト（近郊地帯）を設定

し、既成市街地の膨張を抑制」することを主眼と

し、「東京都区部において、工場、大学等の新増設

を制限し、分散困難な産業及び人口に限り増加を

考慮」するとした。 

この方向を実現するために、1958年に「首都圏

の既成市街地における工業等の制限に関する法

律」が制定され、大学の新増設が制限されること

となった。 

＜第二次首都圏基本計画＞ 

1968 年に策定された第二次計画では、「グリー

ンベルト（近郊地帯）に代わって、都心から半径

50km の地域を新たに近郊整備地帯として設定」し

た。物的生産機能・流通機能の配置に主たる関心

が注がれており、研究教育機能については、茨城

県筑波地区での研究学園都市の整備の促進がうた

われていた。 

＜第三次首都圏基本計画＞ 

1974 年新設の国土庁により 76 年に策定された

第三次計画では、「東京都心への一極依存形態を逐

次是正し、地震等の災害に対して、安全性の高い

地域構造とするため、地域の中心性を有する核都

市の育成を進め核都市等からなる多極構造の広域

都市複合体として形成」することが目指された。 

そして、「大学等について、首都圏への集中を

極力抑制し、東京都区部から既成市街地以外の地

域へ分散」、「工業について、首都圏全体として著

しい拡大を避け、東京大都市地域からの分散を積

極的に推進」することがうたわれた。 

＜第四次首都圏基本計画＞ 

1988年に策定された第四次計画では、「東京大

都市圏については、東京都区部とりわけ都心部へ
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の一極依存構造を是正し、業務核都市等を中心に

自立都市圏を形成し、多核多圏域型の地域構造と

して再構築する」ことがうたわれた。 

諸機能の配置としては、「工業、大学等は規模

の著しい拡大を避ける」とし、「大都市の知識・情

報の集積に依存する新しい産業や研究開発機能を

展開」とした。

＜第五次首都圏基本計画＞ 

1999年に策定された第五次計画では、地域整備

の方向として、「東京中心部への一極依存構造から、

首都圏の各地域が、拠点的な都市を中心に自立性

が高い地域を形成し、相互の機能分担と連携、交

流を行う「分散型ネットワーク構造」を目指す」

とした。

計画名 第一次首都圏基本計画 第二次首都圏基本計画 第三次首都圏基本計画

策定時期 1958(昭和33 )年7月 1968(昭和43 )年10 月 1976(昭和51) 年11 月

計画期間 目標年 昭和50 年 目標年 昭和50 年 昭和51年度から昭和61年度
策定された
背景

経済の復興により、人口・産業の東京への集中の
対処。政治・経済・文化の中心としてふさわしい首
都圏建設の必要性。

経済の高度成長に伴う社会情勢の変化。
グリーンベルト構想の見直しとこれに伴う近郊整
備地帯の指定。

前計画の目標年次が昭和50 年。
第一次オイルショック等による経済、社会情勢の
変化。

対象地域
東京都心からおおむね半径100km の範囲。 東京、埼玉、千葉、神奈川、茨城、栃木、群馬、山

梨の８都県
東京、埼玉、千葉、神奈川、茨城、栃木、群馬、山
梨の８都県

人口規模

対象地域全体では、すう勢人口（昭和50 年で
2,660 万人）。
既成市街地で抑制し、市街地開発区域で吸収。

すう勢型。昭和50 年の首都圏全体の
人口予測3,310 万人。

抑制型。首都圏全体として抑制し、昭和60 年で
3,800 万人。東京大都市地域は若干の社会減、周
辺地域は適度な増加。

備 考 昭和37 年８月に人口規模の改訂。（2,820 万人）

地域整備の
方向

東京都区部を中心とする既成市街地の周囲にグ
リーンベルト（近郊地帯）を設定し、既成市街地の
膨張を抑制。
市街地開発区域に多数の衛星都市を工業都市と
して開発し、人口及び産業の増大をここで吸収し
定着を図る。

諸機能の配
置

東京都区部において、工場、大学等の新増設を制
限し、分散困難な産業及び人口に限り増加を考
慮。

中枢的機能は首都圏中心部で分担し、物的生産
機能・流通機能は広く首都圏全域に展開し、これ
らと関連させて日常生活機能を適切に配置。

中枢機能についても選択的に分散を図ることとし
てその方策を検討するとともに、東京大都市地域
内においては、広く多核的に配置。
大学等について、首都圏への集中を極力抑制し、
東京都区部から既成市街地以外の地域へ分散。
工業について、首都圏全体として著しい拡大を避
け、東京大都市地域からの分散を積極的に推進。

その他の整
備

首都圏の地域構造の変革を図るための大規模事
業を特記。（高速道路網、高速鉄道網、大規模住
宅市街地、大規模水源開発）

豊かな地域社会の形成を図ることとする。
地震時の災害への対応を、地域整備上最も基礎
的な条件として重視。

計画名 第四次首都圏基本計画 第五次首都圏基本計画 首都圏整備計画

策定時期 1986(昭和61)年6月 1999(平成11)年3月 2016(平成28)年3月

計画期間 昭和61年度からおおむね15年間 平成11年度から平成27 年度 平成28 年度から概ね10 年間
策定された
背景

自然増を中心とする緩やかな人口増加の定着。国
際化、高齢化、情報化、技術革新の進展等の社会
変化の大きな流れを踏まえ21 世紀に向けて策定

成長の時代から成熟の時代への転換期における
首都圏をとりまく諸状況の変化と、新しい全総の策
定（平成10 年３月）を踏まえて策定。

首都圏、中でもとりわけ東京圏の国際競争力の強
化。面的な「対流」の創出が、首都圏にとって最も
重要な課題

対象地域
東京、埼玉、千葉、神奈川、茨城、栃木、群馬、山
梨の８都県

東京、埼玉、千葉、神奈川、茨城、栃木、群馬、山
梨の８都県

東京、埼玉、千葉、神奈川、茨城、栃木、群馬、山
梨の８都県

人口規模

自然増を中心とした人口増の基調を踏まえつつ、
社会増を縮小させ、首都圏全体として平成12 年で
4,090 万人。

首都圏全体において平成23 年に4,190 万人に達
した後減少に転じ、平成27 年で4,180 万人。

首都圏については2010年の約4,350万人から2015
年に約4,360万人に達したのち減少に転じ、2025
年には約4,240万人となると見込む。

全国的な適正配置を図る観点から、諸機能の選
択的分散等を推進。東京大都市圏においては、業
務管理機能、国際交流機能等を多角的に展開。
工業、大学等は規模の著しい拡大を避ける。大都
市の知識・情報の集積に依存する新しい産業や研
究開発機能を展開。

周辺地域においては、工業、農林水産機能の展
開のほか、業務管理、国際交流、高等教育機能等
の集積の促進。

その他の整
備

交流を推進するための交通通信体系の整備。
東京中心部に存在する一部政府機関の移転再配
置を検討・推進。

地域整備の
方向

将来像実現のための施策として
①我が国の活力創出に資する自由な活動の場の
整備
②個人主体の多様な活動の展開を可能とする社
会の実現
③環境と共生する首都圏の実現
④安全、快適で質の高い生活環境を備えた地域
の形成
⑤将来の世代に引き継ぐ資産としての首都圏の
創造を提示

諸機能の配
置

既成市街地については、中枢機能を分担する地
域として都市機能を純化する方向で都市空間を再
編成。
グリーンベルト（近郊地帯）に代わって、都心から
半径50km の地域を新たに近郊整備地帯として設
定し、強い市街化のすう勢に対して、ここで計画的
な市街地の展開を図り、緑地空間との調和ある共
存を図る。
周辺の都市開発区域においては、引き続き衛星
都市の開発を推進。

東京大都市地域については、東京都心への一極
依存形態を逐次是正し、地震等の災害に対して、
安全性の高い地域構造とするため、地域の中心
性を有する核都市の育成を進め核都市等からな
る多極構造の広域都市複合体として形成。
周辺地域について、従来の農業及び工業生産機
能に加え、社会的、文化的機能の充実を図り、東
京大都市地域への通勤に依存しない大都市近郊
外郭地域として形成。

東京大都市圏については、東京都区部とりわけ都
心部への一極依存構造を是正し、業務核都市等
を中心に自立都市圏を形成し、多核多圏域型の
地域構造として再構築する。
周辺地域については、中核都市圏等を中心に諸
機能の集積を促進するとともに、農山漁村地域等
の整備を行い、地域相互の連携の強化と地域の
自立性の向上を目指す。

東京中心部への一極依存構造から、首都圏の各
地域が、拠点的な都市を中心に自立性が高い地
域を形成し、相互の機能分担と連携、交流を行う
「分散型ネットワーク構造」を目指す。
首都圏内外との広域的な連携の拠点となる業務
核都市、関東北部地域等の中核都市圏を「広域連
携拠点」として、育成整備。
東京都市圏においては、東京中心と近郊地域に
おいて適切な役割分担と連携の下、都市機能の
再配置を進める。東京中心部では、都心居住等都
市空間の再編整備を推進。近郊地域では、拠点
間の機能分担と連携・交流により「環状拠点都市
群」を形成。
関東北部・東部、内陸西部地域では、秩序ある土
地利用を守りつつ拠点を育成
環状方向に地域の連携を図り「首都圏における大
環状連携軸」を形成。

1 圏域構造の基本的方向
（１）対流型首都圏の構築
面的な対流の創出が重要
面的な対流への転換には、面的な交通ネットワー
クを最大限活用して、対流の種となる「連携のかた
まり」を首都圏全域であまねく創出し、これによって
新しい対流を生み出すことで、一極集中型の首都
圏を対流型首都圏に転換していく。
首都圏版「コンパクト＋ネットワーク」。
都市と農山漁村の共生・対流の促進。
放射方向と連動した多重リングの形成。

首都圏に集積している企業等の研究開発や産学
官連携の強化によって地域の個性を磨き上げる。
つくばを中心とした世界を先導する知的対流拠点
の形成を図る。

第3章施設整備計画
15 教育文化施設等
大学等高等教育機関については、各大学等の強
みをいかし、地域の中で大学間が相互に連携する
など、様々な社会の要請に応える人材の育成を図
るとともに、地域の実情に応じて，高等教育機関
が全学的に連携し、様々な資源を活用しながら教
育・研究・社会貢献活動を行うことを支援すること
で、地域との相互交流を促進し、地域コミュニティ
の中核的存在としての機能強化を図る。
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大学については、第3章首都圏の将来像実現の

ための施策、第1節我が国の活力創出に資する自

由な活動の場の整備、2 活力創出に資する諸機能

の展開、(5)研究開発機能、(6)大学等高等教育機

能で以下のように言及している。 

(5)研究開発機能では、「我が国が「科学技術創

造立国」を指向する」とした上で、「首都圏には、

筑波研究学園都市を始めとして国際的にも有数の

高度な研究開発拠点が存在している。これらの研

究開発拠点等を中心に、産学官の研究交流の活性

化、研究開発型の製造業や研究支援サービス業等

の適正な立地、自然豊かなゆとりある生活・居住

環境の整備等を推進することにより、世界中から

優秀な人材が集まる高度な研究開発拠点地域の整

備を図る」としている。 

(6)大学等高等教育機能では、「今後とも国際競

争力を図る上で重要な役割を果たす首都圏におけ

る大学等高等教育機関については、世界水準の知

識を有する優れた研究者や高度な専門的知識を持

つ人材を養成する機関としての役割が期待されて

いる」とし、大学機能の再編と高度化、大学院の

質的向上、社会人対象のリカレント教育の推進、

生涯学習に対するニーズに対応した公開講座の実

施等を図るとしている。さらに、「大学等が有する

高度な技術や研究成果を民間事業者等に移転する

リエゾン機能を整備し、産学官の連携や大学間等

の交流を通して、地域における産業の活性化や新

産業の育成支援を推進する」としている。 

「大学等の新増設や移転の行われた地域では、

大学等と地域住民、行政等との連携・協力により

都市的サービス機能、居住機能、研究機能等が充

実したカレッジタウンとも言うべき大学等を核と

したまちづくりをさらに推進する。」としている。 

＜首都圏整備計画＞ 

新しい国土形成計画に対応して 2016 年に策定

された首都圏整備計画においては、圏域構造の基

本的方向として「対流型首都圏の構築」を掲げ、

「面的な対流の創出が重要」としている。 

また、「首都圏に集積している企業等の研究開

発や産学官連携の強化によって地域の個性を磨き

上げる。」、「つくばを中心とした世界を先導する知

的対流拠点の形成を図る。」として、国土形成計画

での「イノベーションの創出と競争力の強化、科

学技術を支える基盤の強化と人材の育成」に対応

している。 

第3章施設整備計画、15 教育文化施設等では、

「大学等高等教育機関については、各大学等の強

みをいかし、地域の中で大学間が相互に連携する

など、様々な社会の要請に応える人材の育成を図

るとともに、地域の実情に応じて、高等教育機関

が全学的に連携し、様々な資源を活用しながら教

育・研究・社会貢献活動を行うことを支援するこ

とで、地域との相互交流を促進し、地域コミュニ

ティの中核的存在としての機能強化を図る。」とし

ている。 

 

４．「高等教育計画」による大学新増設の抑制 

大都市圏の既成市街地における大学の新増設

の制限は、第一次首都圏基本計画に基づき、1959

年に「首都圏の既成市街地における工業等の制限

に関する法律」によって行われた。次いで、1964

年の「近畿圏の既成都市区域における工場等の制

限に関する法律」により、近畿圏でも大学の新増

設の制限が行われるようになった。 

次第に大学の新増設の制限内容が厳しくなっ

ていたが、高等教育の急激な拡大、大学のマス化、

大衆化の中で、より広いキャンパスを求めて、大

都市圏郊外部への移転、郊外部での大学・学部の

新増設等が進み、既成市街地における大学の新増

設の制限は、実態としては、大学にとって大きな

制約要因とはなっていなかったと思われる。 

1971（昭和46）年の中央教育審議会答申を受け

て、文部省が「高等教育計画」の策定を検討し始

め、1976 年に「高等教育の計画的整備について｣

を策定してから、大都市の大学等の新増設の抑制

政策が実効性のある規制として機能しはじめたと

見られる。そして、全国的に、この1975年からの

10年間は、大学・短大の入学者数がほとんど増え

ることがなかった。 

＜「高等教育計画」の意義と限界＞ 

この「高等教育計画」の意義と限界については、

黒羽亮一氏の「戦後大学政策の展開」4に詳しい。 

「昭和 46 年の中教審答申以後臨教審答申まで

の十数年、「高等教育計画」が大学政策の主要な柱

となっていた。答申が10年後の大学・短大進学率

の予測をし、これを受けた文部省が、（大学・短大

の新増設を厳しく抑制した）（中略）。それまで文

部省には、戦後の学制改革に際して一県一大学な

どを盛った国立大学設置の 11 原則とか、昭和 30

年代に理工系学生増員計画などの部分的計画はあ

ったが、国公私立を通じた高等教育計画は存在し

なかった。昭和40年代後半になってその策定を模

索し、計画を何回か発表した。 

（中略）（平成12年）現在大学審議会には高等

教育計画部会があり、平成3年5月に同21年まで

の計画的整備についての答申を示しているが、こ
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れは国公私立大学・短大に対して自主的整備のガ

イドラインを示した程度のもので、厳密な計画と

は判断できない。そこには大学審の願望は述べて

あるが、それを担保する行財政には触れられてい

ないからである。 

それは、昭和50年代後期計画でも、昭和60年

代前期計画でも似たようなものだった。唯一の例

外は昭和50年代前期計画(51年3月に決定)で、

その後数年間、高等教育の整備はほぼその線をは

ずれることなく行われた。それによって私立大学

※地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議 参考資料 「高等教育計画」等について 

「高等教育の計画的整備につい
て｣(昭和51年3月)

「高等教育の計画的整備につい
て｣(昭和54年12月)

｢昭和61年度以降の高等教育の計
画的整備について｣(昭和59年6月)

計画期間 昭和51-55年度 昭和56-61年度 昭和61-平成4年度
期間中の18歳
人口の動向

昭和40年代の減少が下げ止まり,
概ね150万人台で推移。

161万人から185万人に増加(途中,
昭和59･60年度に落ち込む)。

185万人から205万人に増加。

進学率の考え
方

[大学･短大･高専の進学串]
昭和50年度の38.3%に対し,55年度
に40.3%を想定。

[大学･短大の進学率]
昭和54年度の37.9%に対し,昭和61
年度に37％を見込む。

[大学･短大･高専の進学率]
昭和58年度の35.6%の水準を,18歳
人口がピークに達する平成4年度
でも維持。

定員の取扱い
の方針

○入学定員を2,9万人増（進学者
数は3.2万人の増）。

○入学定員を3,4万人程度の増(実
員では4万人程度の増)。

018歳人口の大幅な増減に対処す
るため恒常的定員を4.2万増ととも
に,臨時的定員を4.4万増。

地域別の考え
方

○大都市の大学等の新増設を抑
制。
○地域配置の不均衡の是正を図
るため,全国を8ﾌﾞﾛｯｸに分けて,昭
和55年度における一一応の目途
を示す。

○大都市の大学等の新増設を抑
制。
○地域配置の適正化を進めるた
め，全国を8ブロックに分けた整備
の目途(試算)を示す。

○大都市の大学等の新増設を抑
制。
○地域配置の適正化を図る方針
を維持し，全国を13ブロックに分け
た定員増の目途を示す。

分野別の考え
方

計画規模･地方配置等の指標に従
いつつ，
①医師,歯科医師,看護婦その他の
医療技術者,教員養成
②新しい学問分野や研究者養成
等に係る将来の需要に応えるもの
は計画的に整備。

○複雑,高度化し,かつ国際化した
社会の要請に対応する積極的な
大学教育の改善や人材養成が特
に必要な分野等に留意して整備。
○医師,歯科医師の養成は整備が
概ね達成されたため拡充は予定し
ない。

○教育研究上の必要性や,社会的
要請の変化等に適切に対応(｢看
護婦その他医療技術者の養成等｣
等が設置審で決定)。
○医師,歯科医師,獣医師,教員,船
舶職員の拡充は予定しない。

平成5年度以降の高等教育の計画
的整備(平成3年5月)

平成12年度以降の高等教育の将
来構想　(平成9年1月)

我が国の高等教育の将来像
(平成17年1月)

計画期間 平成5-12年度 平成12-16年度 平成17年度-32年頃
期間中の18歳
人口の動向

198万人から151万人に減少。 151万人から141万人に減少。 137万人から減少。

進学率の考え
方

[大学･短大･高専の進学率]
平成12年度について,ケース
1(40.0%),同2(41.2%),同3(42.2%)の
3っを想定し，当面ケース1を念頭。

[大学･短大の進学率]
　(平成11年度の臨時的定員の5割
程度を恒常的定員化する場合)平
成11年度の進学率(48.4%)の水準
は平成16年度にも下回らないと試
算。

18歳人口に対する進学卒の指標
としての有用性は減少。｢高等教
育計画の策定と各種規制｣から｢将
来像の提示と政策誘導｣に移行。

定員の取扱い
の方針

○大学等の新増設は原則抑制の
方針。
○臨時的定員は定められた期限
の到来による解消が原則｡なお,平
成5年度以降の状況を踏まえ，適
切な審査を行うことについて検討
が必要。

○大学の全体規模は基本的に抑
制的に対応。
○臨時的定員を段階的に解消す
る一方,平成11年度の規模の5割
程度を恒常的定員化することを認
める。

○平成15年度より,抑制方針を基
本的に撤廃したことに伴って,設置
基準に定める大学としての要件を
満たすものは,原則これを認める準
則主義に転換。

地域別の考え
方

○大都市の大学等の新増設を抑
制。ただし，三大都市圈以外の政
令指定都市は地域制限を設けな
い。

○大都市の大学等の抑制を継続｡
ただし,一定の弾力化を図る。

○平成15年度より,大都市におけ
る抑制方針を撒廃。

分野別の考え
方

○情報関係,社会福祉関係,医療技
術関係などの分野へのニーズ,国
際化社会の発展や先端科学技術
の進展に伴う教育研究の推進が
必要。
○医師,歯科医師,獣医師,教員,船
舶職員の拡充は予定しない｡看護
職員は整備を図る必要。

○時代の変化に即応するために
は,極めて必要性の　高いものにつ
いて新増設を認めることも必要。
Ｏ医師,歯科医師,獣医師,教員,船
舶職員の拡充は予定しない。

○医師,歯科医師,獣医師,教員,船
舶職員の抑制は維持。（教員の抑
制は,17年度の申請から撤廃）



50 

短大の理事者に計画への認識を喚起させる効果が

あった。そして、以後もその慣習だけは続いてお

り、その限りではガイドライン的な計画でも存在

意識を有していた。したがって昭和40年代後半か

ら高等教育計画に着手した政策展開は、まったく

無意味なものではなかったということも出来よ

う。」5 

＜昭和50年代前期計画＞ 

黒羽氏はこの本の四章高等教育計画の着想と

挫折、４．昭和50年代以後の高等教育計画、「計

画をほぼ達成できた昭和 50 年代前期計画」6の項

において、「高等教育懇50 年度報告(51 年 3月発

表)は49年度報告の抑制路線を踏襲したうえに、

私学振興助成法の制定、49年度報告で「高等教育

レベルの各種学校」と書かれた学校の専修学校・

専門課程への昇格(学校教育法一部改正)という事

態をふまえて策定され、さらに徹底した抑制策を

とることになった。自民党の主張通り55年度まで

の計画として、31,500人の増員計画に止めた。内

訳は国立10,000 人、公立1,500 人、私立 20,000

人であった。この私立の20,000人とは実員のこと

で、定員では51年度にそれまでに水増しされた実

員の定員化を図ったために、一挙に7,500人増え

た。そして、52年以降は年間平均2,500人程度の

増加しか見込まなくなった。」 

＜昭和50年代後期計画＞ 

次に、｢財政難で挫折した昭和50年代後期計画｣7

の項で、最終的にはこの計画本文に、「なお、放送

大学については国立大学を含めて考えるものとす

る」という文章が入った「50年代後期計画は、前

期計画の実績をふまえて、その延長上に「この程

度の拡張はしたい」という願望をこめて作成した

ものである。しかし、50年代後半から各種予算の

ゼロシーリングが長く続いたことに示されるよう

な、深刻な財政難が到来して、政府としても「第

二臨調」の設置を検討し始めた時期であった。そ

こで、計画の公表について文部省から連絡をうけ

た大蔵省主計局は、この文言を入れさせたのであ

る。事実国立の増員は56年度 1,130 人、57 年度

590人、さらに58年度からは300人台と急落して、

放送大学の新設を加えなければ、この計画は画餅

に帰したのである。」 

「この昭和 50 年代後期計画のもう一つの特長

は、量的な整備計画とともに高等教育政策の全体

に言及した点である。全体政策がなげれば計画の

たてようもないという理屈になるが、文部省には

現在の大学審議会のような、国・公・私立にわた

る政策を検討する場がなかった。このため計画専

門委員会はその役割も果たすことになった。そこ

には国土審議会が第三次全国総合開発計画で大学

等高等教育機関を核とした地域振興政策を打ち出

すなど(昭和52年)、他の省庁などが高等教育全体

像への関心を高めていることに、文部省としても

対処せざるを得なかったという事情があった。こ

うして、50年代後期計画の冒頭部分には「高等教

育の構造の柔軟化・流動化」といった言葉が登場

し、大学院の整備、学位制度や高等教育経費問題

にも、簡単にだが触れられていた。」 

＜昭和60年代計画＞ 

次いで、「第二次増加期と昭和60年代計画」8の

項では、「昭和50年代後期計画の高等教育政策全

体に言及する姿勢は、次の「昭和61年度以降の高

等教育の計画的整備について」(昭和60年代計画) 

になると、「開かれた高等教育機関の視点」「高等

教育機関の国際化の視点」「特色ある高等教育機関

の視点」としては単位互換や民間からの三点にわ

たってより詳細になった。」とした上で、「量的計

画の方は、昭和61（1986)年から平成12(2000)年

までの15年間をにらんで、1992(平成4)年までの

7 年間について策定した。この間大学進学年齢で

ある18歳人口は1992年まで増え、その後は減少

する。（中略）恒常的定員増42,000人と、「期間を

限った定員増」(臨時定員増)44,000人の二本立と

して、後者は1992年以降、漸次消滅させるという

構想である。（中略）しかし国立大学での増員は、

財政再建期間でほとんど期待できないために、計

画に明示しなかった。もっぱら私大の活力に期待

しようというものであり、この点では昭和40年前

後の第一次急増期に際しての対応と、事実上の変

わりはなかったのである。このため第一次急増期

同様に大学設置基準運用の緩和を行った。兼任教

員を多数認めたこと、校地面積の基準を緩和した

こと、申請手続きを簡略化したことなどである。 

この措置によって、ほぼ 10 年間抑制されてい

た私学の新増設要求が、堰を切ったように溢れだ

した観を呈した。しかも文部省は短大を中心に運

用を計画専門委の報告以上に緩めたため、計画期

間の初年度で目標数に近づき、昭和62年度には達

成してしまった。平成元(1989) 年には95,000人

と計画を上回った。しかも、このうち50,000人が

恒常的定員増である。その上に平成2年には公私

立大学だけで15,945人の、同3年には44,760人

もの増員が行われた。」 

「一方地域配置計画の方は、昭和 60 年代計画

では増員をもっぱら私学に依存しなければならな

かったことや、18歳人口の増加が都市部で多いこ
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とから、自然の成り行きにまかせたような緩いも

のとなった。南関東26,000人、東海8,500人、近

畿22,000人と三大都市圏で半数を占めた。それで

も、高等教育計画が策定されるようになった昭和

50 年から最近までの地域配置の状況の変化を見

ると、地域別収容力も、進学率も、地方で増え、

三大都市圏で低下する傾向が見られる。これは、

三大都市圏での人口増が著しいために、このよう

に傾斜した増員でも対処しきれないためである。 

それは、東京都内の大学短大進学率が昭和 50

年の61.5%から、58年には46.6%に、さらに平成2

年には 45.3%にと減少しているといった現象に象

徴されている。大学・短大に入学できなくなった

者の相当数は専修学校に進学している。地域別収

容力が平準化しても、大都市の進学希望者が地方

に流れるという傾向ならば、進学率の地域格差は

依然として存在するのである。」 

＜「高等教育計画」の大学への影響＞ 

このように高等教育計画は昭和 50 年代前期計

画 (昭和 51 年 3 月)から、昭和 50 年代後期計画 

(昭和54年12月)までの10年間、全国の大学の新

増設の抑制に大きく機能することとなった。その

後の｢昭和61年度以降の高等教育の計画的整備に

ついて｣(昭和59年6月)においても大学の新増設

については抑制基調であった。 

そのため、大学・短大への入学者数は1975（昭

和50）年の59万人から、1985（昭和60）年の58

万人まで、ほとんど増加しなかった。また、大学・

短大への進学率（大学・短大 入学者数（過年度含）

／18 歳人口）は、1975（昭和 50）年の 38.4％か

ら1991（平成3）年の37.7％まで、ほとんど高ま

ることはなかった。 

18歳人口と高等教育機関への進学率の推移 
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資料：「学校基本調査報告書」（文部科学省） 

 

５．大学等の立地規制政策の変遷とその評価 

(1) 法律の制定と新増設の制限強化 

先に見たように、大学等の立地規制を行った工

業(場)等制限法は、1958（昭和33）年7月に決定

された「首都圏基本計画（第一次）」における計画

内容に基づいて、制定された。 

以下に国土審議会第2回首都圏整備分科会（平

成13年10月29日）資料「工業等制限制度をとり

まく現状と課題について」9により、概要を見る。 

① 法律制定の背景 

昭和 30 年代前半、主に他地域からの人口流入

により、東京都区部の人口は約697万人から約831

万人に増加(約134万人増)し、大阪市の人口は約

255万人から約301万人に増加(約46万人増)した。

これに伴い、市街地の無計画な膨張発展、生活環

境の悪化、交通状況の悪化等、過大都市の弊害が

深刻となり都市機能の混乱を招くおそれがあった。 

このため、人口増大の主要因であった工場や大

学等の新設を制限し、もって大都市中心部への産

業及び人口の過度の集中を防止するため、昭和34

年に首都圏について、昭和39年に近畿圏について、

工業(場)等制限法が制定された。 

② 現行法律の内容 

工業(場)等制限法は、首都圏及び近畿圏の工業

(場)等制限区域について、工場及び大学等の新設

及び増設を制限し、もって既成市街地及び既成都

市区域への産業及び人口の過度の集中を防止し、

都市環境の整備及び改善を図ることを目的とする。 

＜許可基準＞ 
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③ 工業(場)等制限制度の主な改正経緯について 

法が制定された1959（昭和34）年から1972（昭

和47）年位まで、規制の対象となる基準面積を引

き下げたり、制限区域を拡大したりして、規制を

強化してきた。 

第二次中曽根内閣が発足した 1983（昭和 58）

年末ごろから、景気が少しずつ上向きになり、日

本専売公社や日本電信電話公社の民営化を含む民

活路線が鮮明になるに及び、工場の規制緩和が始

まった。次いで、「科学技術創造立国」を目指す国

是に沿って、大学院の立地に関する規制緩和が行

われることとなった。 
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(2) 大学等の立地規制政策の評価 
この工業(場)等制限法が、大学の立地規制に果

たした役割については、各種の見解があるが、文

部省が1976（昭和51）年に「高等教育計画」を策

定し、地域別の大学設置計画を明示するまでは、

実効的な意味を持たなかったのではないかとする

見解10も見られる。 

確かに、法が制定された1959年から1975年ご

ろまでの時期と「高等教育計画」が実効性を有し

ていた1976年から1986年ごろまでの時期、それ

以後法が廃止される 2002 年までの時期に区分し

て評価を行う視点は重要である。 

＜1959年から1975年ごろまでの時期＞ 

我が国が高度経済成長を遂げていた時期で、18

歳人口の急増、大学・短大への進学率の急上昇の

中で、大学のマス化、大衆化が進んだ時期である。

授業料値上げ反対をきっかけにした激しい学園紛

争を挟んで、私立大学に対する経常費助成が始ま

り、大学・短大の新増設が盛んに行われた時期で

ある。 

マス化、大衆化した大学は、大きな敷地を有す

る大キャンパスが必要で、そうした敷地を既成市

街地内で確保することは難しく、首都圏で言えば

八王子等の大都市圏郊外部での新キャンパスの設

置が行われることとなった。中央大学のように文

系全学部を郊外に移転する大学もあれば、既成市

街地内のキャンパスを残して、新しいキャンパス

を設置するケースも見られた。 

法が既成市街地での大学の新増設の規制によ

って、大都市圏への人口・機能の集中抑制を期待

していたとしたら、この大都市圏郊外部での大学

の新増設は、法の期待を裏切るものであったと言

えよう。 

また「この法律でも小さな教室の建設は可能だ

し、また会議室や演習室を作り、それをぶち抜き

にして教室に転用できるなどの抜け道はある。」11 

加えて、この時期、計画に逆行した大学設置基

準の運用緩和12も行われている。「･･･高等教育計

画とは新増設にかかわる事項だから大学設置基準

(文部省令)との関係が密接である。しかし当時、

大学設置認可行政の方は･･･、私学の設置申請にと

って、従来以上に有利に変更されて、計画設置と

いうようなことは夢物語になっていた。それは、

戦後の第一次ベビーブームによる大学生急増に連

なり、私学の設置認可は野放しに近い状態になっ

た。」その一例として、「昭和 36(1961)年 3 月 11

日に当時の池田正之輔科学技術庁長官は荒木万寿

夫文相に対して、突然科学技術庁設置法11条に基

づく勧告として、大学設置基準の運用内規の緩和

を求めてきた。(ア)学科増設や定員変更は従来認

可性だったが、これを届け出制に緩和するように、

(イ)校地面積基準(校舎の6倍)を弾力的に扱うよ

うに、（ウ）設置に際して毎年 25％ずつの整備で

よいように年次計画を認めるように、などという

ものである。」 

このように、この時期の工業(場)等制限法が、

大学の立地規制に果たした役割は、機能はしてい

たが、実態的には抜け道も多く、大学に大きな影

響を与えるものではなかったものと評価できる。 

＜1976年から1986年ごろまでの時期＞ 

文部省が 1976（昭和 51）年に策定した「高等

教育計画」においては、徹底した抑制方針を基調

に国立、公立、私立の定員を定め、地域別の大学

設置計画も明示した。 

18歳人口は、1966年の209万人から急減して、

この時期、1976 年には 90 万人に半減し、その後

10年間位横ばいの状況が続いた。そのことなどに

より、この文部省による大学の新増設の抑制策は

あまり抵抗なく受け入れられたと評価することが

出来る。 

地域別には、工業（場）等制限法や「高等教育

計画」によって、大都市圏での大学・短大の新増

設が厳しく抑制されたため、大学・短大への進学

をあきらめ、専修学校へ進学する者が増加し、抑

制の対象外であった専修学校が拡大するといった

現象も生じている。法等による規制が、このよう

な形での対応を生じさせたものと言える。 

＜1987年ごろから2002年までの時期＞ 

この時期は、中曽根民活路線の元で、大都市の

国際競争力の強化が大きな課題となってきた時代

である。また、我が国の製造業の国際化が進展し、

国内での立地を規制誘導しようとした工業（場）

等制限法等の工場三法の役割が薄くなり、逆に、

大都市の国際競争力の強化を図る上では、法によ

る規制が障害になってきたという事情もあった。 

高等教育政策としては、「1984 年、臨時教育審

議会が設置された当時、わが国の大学・高等教育

はさらにマスからユニバーサルへの段階移行の時

を迎えていた。」13ことを背景に、大きな大学改革

が行われることとなった。臨時教育審議会の最終

答申(1987年)によって新設された「大学審議会」

が発足し、「大学等における教育研究の高度化、個

性化及び活性化等のための具体的方策について」

が諮問され、「この諮問に応えて(l)「教育研究の

高度化」については大学院の整備と拡充、(2)「高

等教育の個性化」については大学設置基準の弾力
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化、(3)「組織運営の活性化」については教員組織

の弾力化・管理運営体制の明確化・評価制度の導

入などが、相次いで答申された。」14  

こうした、経済・産業のグローバル化に対応し、

工業（場）等制限法の中の工場に関する規定が骨

抜きになると共に、高等教育のユニバーサル化に

対応し、大学院を制限から除外する措置が執られ

るなど、大都市圏の既成市街地における大学の新

増設の禁止は、次第に、大学全体の目指すべき方

向に照らして意味のない政策、制約となるような

政策になってきていたとも言える。 

 

(3) 大学等の立地規制政策の廃止 

こうした時代背景の元で、総合規制改革会議や

経済財政諮問会議等の政府の諮問会議、経済団体

や大都市圏の地方公共団体による制限法廃止の要

望15があり、それを受け、首都圏整備法及び近畿

圏整備法の一部を改正する等の法律（平成14年7

月12日法律第83号）によって廃止された。 

法の廃止に伴い、東京23区内には、大きな私

大だけでも、東洋大学、芝浦工業大学、法政大学、

東京芸術大学、共立女子大学、立正大学、帝京平

成大学、東京理科大学、帝京科学大学、武蔵野大

学、日本大学、國學院大學、青山学院大学、東京

理科大学、実践女子大学、拓殖大学等が増設・移

転してきており、23区内にあった大学の増設も盛

んに行われるようになった。 

特に目立ったのは、足立区、江東区、葛飾区とい

った東京23区内のいわゆる下町の区で、工場跡地や

小中学校跡地等に大学を誘致したことである。大学

誘致に取り組む足立区16には、東京芸術大学、東京未

来大学、帝京科学大学、東京電機大学が、江東区に

は武蔵野大学が、葛飾区には東京理科大学が進出し

ている。大学の都心回帰は、好立地で学生・教員を

呼び17、首都圏だけでなく近畿圏でも加速18している。 

マクロデータからも、こうした動向を読み取るこ

とが出来る。「平成29年度首都圏整備に関する年次

報告」の「資料 首都圏整備に関する各種データ」19

では、首都圏の大学・短期大学・大学院学生数の対

全国シェアの推移（下表参照）を掲載している。 

これによると、東京都区部の大学・短期大学・大

学院学生数の対全国シェアは、昭和 40 年の 43％か

ら平成12年の16％まで減り続けた後、平成15年

の 15.6％から平成 27年の 17.6％まで 2.0％増加

している。このマクロデータで見る限り、工業（場）

等制限法を廃止した平成14年までは、「高等教育

計画」、「大学設置認可行政」等の文部省の施策と

合わせ、法等の効果は大きかったと言える。法廃

止後、抑制効果は薄れ、東京都区部への大学等の集

中は、じりじりと高まっている。 

今後は、18歳人口と大学進学者数の減少が進む中

で、大学は淘汰の時代を迎えるとともに、人々の価

値観の多様化に対応し、多様な役割を果たしうる大

学への進化が求められている。 

そうした時代に、「23区の大学定員増の禁止」施

策が、どのように機能するかは、慎重に検討する必

要がある。私学に依存した日本の大学制度の元で、

地方創生のためとは言え、大学の進むべき今後の方

向を阻害しないような施策の展開が望まれる。

首都圏の大学・短期大学・大学院学生数の対全国シェアの推移 

 
注 ： 地域区分は、在籍する学部、研究科、学科等の所在地による。 

資料：「 学校基本調査報告書」（文部科学省）を基に国土交通省都市局作成 

資料：平成29年度首都圏整備に関する年次報告 
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６．当研究所における高等教育研究 

(1)国土政策と高等教育政策の繋ぎを目指して 

財団法人日本開発構想研究所が国土・地域政策

と高等教育政策に深く関わりつつ、半世紀を過ご

してきたことは冒頭に見た通りであるが、いくつ

かその歴史を紐解いてみたい。 

最初に自主研究で手がけた「地域社会と大学と

の関連に関する研究」（昭和 48～49年度）は、都

心の大学用地の再開発に関するケース・スタディ

ーであったが、次に手がけた「首都圏における高

等教育機関の適正配置に関する研究」（昭和 51～

54 年度）は、国土庁による「大学等適正配置に関

する基本調査」（昭和 55～58 年度）や「大都市地

域高等教育、研究開発機能適正化調査」（昭和 59

～61年度）に繋がり、当研究所の高等教育研究の

嚆矢となった。 

この一連の成果は、「大都市の高等教育・研究

機関の動向と課題」（国土庁大都市圏整備局編 昭

和 63年 5月発行）で公刊されている。 

これは、大都市圏整備局の研究らしく、国土の

均衡ある発展に配慮しながら、大都市地域内にお

ける高等教育・研究機能の整備方向、都市整備の

一貫としての高等教育・研究機能の整備に紙数を

費やしている。加えて、当時の技術革新への関心

の高まりを先取りするかのように、民間企業にお

ける研究開発機能の現況と動向を、アンケート等

を活用して分析している。 

この内容もさることながら、研究委員会メンバ

ーが揃っていて、国土政策・大都市圏政策（国土

庁）と高等教育政策（文部省）、経済産業政策（経

済企画庁）、都市政策（建設省）、地方自治体の行

政（東京都や神奈川県）等を繋ぐ役割を果たして

いた。 

天城勲（文部省顧問）氏を委員長に、伊藤鄭爾

（工学院大学教授）、宮沢美智雄（社会開発総合研

究所長）、黒羽亮一（筑波大学大学研究センター教

授）、伊香輪恒男（東京工業大学教授）、潮木守一

（名古屋大学教育学部教授）、天野郁夫（東京大学

教育学部教授）、関口義（全国専修・各種学校連合

会参与）（肩書きは昭和 61 年度当時）と学識者が

並び、経済企画庁調整局産業経済課長、文部省高

等教育局企画課長、建設省都市局都市政策課長、

国土庁大都市圏整備局計画官等と名を連ねている。 

この内、天城先生には平成 4年に、黒羽先生に

は平成 16年に、天野先生には平成 18年に、潮木

先生には平成 24 年に当研究所の評議員になって

もらっている。 

 

(2)工学院大学新宿キャンパスの建て替え 

工学院大学は昭和 50 年代後半から新宿キャン

パスの建て替えを構想し、昭和62（1987）年7月

に第Ⅰ期工事に着手してから、足かけ9年の歳月

を費やし、地下工事中心の第Ⅲ期工事を平成 7

（19995）年に完成させた。 

「工学院大学学園百二十五年史」20には、以下

の記述が見られる。 

「移転論は棚上げ状態であったが、学園将来計

画の準備は着々と進んでいた。伊藤学長(理事長兼

務)は、国土庁と経済企画庁との認可法人である

「財団法人日本開発構想研究所」に働きかけて、

都市における大学のあり方を検討するための「大

学等適正化配置研究会」を発足させた。 

伊藤学長は、昭和59(1984)年には、その会を発

展させて、「大都市地域高等教育、研究開発機能適

正化研究会」として、研究会を4年間続けた。こ

の研究会は、国策として東京一極集中を排除せん

と意図した「工業(場)等制限法」に対抗する発想

が根底にあった。外堀を埋めようとしたものであ

る。 

伊藤学長は、数回の大蔵省との折衝のなかで、

筑波研究学園都市に移転した研究機関跡地に私立

大学が移る可能性は極めて低いと判断して、移転

論より新宿校地再開発計画の方が、最も具体的な

案になると考え始めていたと思われる。その助走、

地ならしとみなされるものが「大都市地域高等教

育」という限定条件が付いた「適正化研究会」で

あった。この研究会は、4 冊の報告書を作成して

いるが、政策立案を目的としたため一般には公表

されていない。」21 

工学院大学新宿キャンパスの建て替えは、当時

まだ珍しかった隣接する生命保険会社等の敷地と

一緒に「特定街区」として開発する方式や借地権・

空中権の設定による工事費の捻出等斬新な開発手

法が取られたが、こと教室面積については増加し

なかったので、工業等制限法には抵触しなかった。 

「･･･「学園将来計画大綱」の決定により、移

転案は消え、新宿校地に残ることが決定した。し

かし、新宿校地に留まって再開発事業を成功させ

るためには、何としてもクリアしなければならな

い三つのハードルがあった。 

一つは、昭和 48(1973)年に購入した隣接地(い

わゆる三角土地)の借金の返済である。二つ目は、

その借金の担保に伴う新宿校地の根抵当権の解消。

三つめは、大学の校地面積が校舎面積の6倍を必

要とする大学設置基準の問題であった。」22 

「第三のハードルである校地制限については、
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「工業(場)等制限法」のからみから、各省庁の調

整機関としての役割をもっていた国土庁と折衝す

る必要があった。伊藤学長は、国土庁関連の各種

委員会委員のキャリアを生かして、数年前から、

「工業(場)等制限法」の見直しを視野に入れた働

きかけをしており、さらに「大学等適正化配置研

究会」を設立して活動を続けていた。規制緩和は、

学部増設、学科増設を計画している都内の私立大

学共通の問題でもあった。こうした数年にわたる

調査・研究活動が功を奏して、昭和 56（1981）年

に、国土庁が重い腰を上げて、制限法の見直しの

方針を打ち出したのであった。 

この国土庁の見直し方針が引き金となって、文

部省は昭和 60（1985）年 9 月 4 日、「大学設置基

準の一部を改正する省令の施行について」という

以下のような通達を出した(『百年史』)。 

文部省の通達 
今回の改正は、校舎基準面積の 6 倍という現行の

校地基準面積の原則を変更するものではなく、大

学の設置、大学の学部及び学科の設置、収容定員

増等に際し、当該大学において基準面積を満たす

校地が得られず、2分の 1の範囲内で校地が不足

していても、教育に支障がないと認められる限度

において、これを減ずることができる。 

この通達により、新宿校地再開発の最も大きな

障害はクリアされた。」23 
当研究所のような国や地方自治体の政策形成

を支援することを生業としていたシンクタンクで

も、実業の世界で一定の具体的な役割を果たし得

たひとつの事例であるといえる。 
 

(3) 定住圏における高等教育の振興に関する調査 

昭和52（1977）年に策定された三全総のモデル

定住圏計画では、戦略的なプロジェクトの１つと

して教育文化に関する環境整備が重点施策として

位置づけられている。その中心課題である高等教

育の振興について昭和56年度、57年度の2ヶ年にわ

たり、地方振興局で調査が実施され、当研究所が

その調査を受託した。 

「まず、高等教育機関の現状と動向について詳

細に把握し、高等教育機関の範囲を大学、短大以

外に高等専門学校、専修学校、職業訓練校まで拡

げて検討を行った。調査は次の３つの視点から行

った。 

第１に定住圏が高等教育に何を期待している

か、第２に高等教育機関の現状と動向について、

第３に地域企業は高等教育に何を期待しているか

である。 

さらに５地域（秋田、岡山、三重、富山、熊本）

を取り上げ、高等教育に対する期待、取組につい

てケース・スタディーを行った。また、この３つ

の視点から大学等と地域社会の関連、新しい芽と

しての産・官・学の連携について調査すると共に、

欧米における高等教育と地域政策について調査す

るなどにより高等教育の今後の方向を探った。」24 

「これらをふまえ、地域における高等教育の振

興策を検討し次の４つの提案を行った。 

(ⅰ)地域の「高等教育検討委員会」の設置 

(ⅱ)高等教育の地域化の推進 

(ⅲ)大学・短大等の多様な設置方策 

(ⅳ）「コミュニティ・カレッジ」の設置 

これらはいずれもまず地域自らが考え、自らが

行動して初めて出来るものである。ここにあげた

のは高等教育振興のための手法というべきもので

あり、各々の地域の実情に合った種々の組み合せ

を行い特色を出すことが重要である。」25 

本調査は、木田宏（国立教育研究所所長）氏を

委員長に、吉田壽雄（東京工業高等専門学校校長）、

牧野暢男（宇都宮大学教養部社会学研究室教授）、

菊池城司（国立教育研究所第二研究部第一研究室

長）、宮沢美智雄（(財)社会開発総合研究所所長）

（肩書きは昭和 57年度当時）等の有識者に加え、

経団連、東商、文部省大学局、文部省管理局、労

働省職業訓練局、建設省都市局、自治省大臣官房

地域政策課、国土庁大都市圏整備局、国土庁地方

振興局が参加して行われた。 

吉田壽雄氏には、昭和 58 年から亡くなられる

平成2年まで、当研究所の理事を務めてもらった。 

「また、ヒアリング調査をケース・スタディー

として地方展開を行っている主要企業及び、地方

地域で特色のある高等教育の取り組みを行ってい

る富山（高岡、射水モデル定住圏）、熊本（球磨モ

デル定住圏）の２県を対象に行った。」26 

この富山県において、当研究所最初の大学の設

置に係わる調査、「富山県における新大学設立に関

する調査」（昭和59～60年度）を受託している。

続いて、新湊市から「新湊市における新大学の基

本構想策定調査」（昭和60年度）、(学)高岡第一学

園から「高岡第一学園新大学基本計画策定調査」

（昭和60年度）を受託し、次いで「高岡法科大学

設置認可に係わる委託業務」（昭和61～63年度）

において、大学設置認可にまで踏み込むことにな

る。 

当研究所における大学設置認可に係わるコン

サルティング業務の始まりである。 
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(4) 「学園計画地ライブラリー」の支援 

学園計画地ライブラリー事業は、第三次全国

総合開発計画（昭和 52 年）において、高等教

育機関の適正配置の推進が国土の均衡ある発

展のための重要な課題として位置付けられた

ことを受け、実施された。 
「学園計画地ライブラリーは、新増設や移転

の意向のある大学等に学園の候補地を紹介す

る仕組みとして、昭和 55 (1980) 年 1 月に国土

庁大都市圏整備局に設置された。 
その主たる業務は、大学等の誘致構想、を持

つ地方公共団体から学園の計画地に関する資

料を収集し、これを新増設又は移転の意向のあ

る大学等の閲覧に供するとともに、大学等を地

方公共団体等へ紹介することである。このほか、

大学立地に関連する種々の現況資料を取りそ

ろえ、地方公共団体の大学誘致に関する相談や

大学等の立地に関する相談に応じている。」27 
具体的な事業としては、学園計画地ライブラ

リーの運営とモデル調査(学園都市・地区計画策

定調査)の実施である。 
当研究所は、「学園計画地ライブラリー」形

成に至る各種の調査、形成後の大学等適正配置

調査等を受託実施すると共に、各種のモデル調

査を受託実施した。合わせて、本事業が使命を

終えた後の新たな活用方策についても検討、提

案し、実施した。 
具体的には、「大学等適正配置に関する基本

調査」（昭和 55～58 年度）、「大都市地域高等教

育、研究開発機能適正化調査」（昭和 59～61 年

度）、「大学等立地経緯及び期待・効果に関する

調査」（昭和 62～63 年度）、「高等教育・研究開

発機能の地域配置の適正化による地域活性化

方策検討調査－地域における生涯学習につい

て－」（昭和 62～63 年度）、「高等教育機関の地

域的適正配置推進作業」（平成２年度）等を行

うと共に、政策のフォローアップとして、平成

10 年度頃まで各種の調査を受託・実施している。 
モデル調査(学園都市・地区計画策定調査)に

ついても、千葉東南地域（昭和 54 年度）、青森

地域（昭和 60～61 年度）、流山地域（昭和 63
年度）、掛川地域（平成 2年度）、大田原地域（平

成 3年度）、利根沼田地区（平成 6年度）、鳥取

県東部地域（平成 7年度）、園部（平成10 年度）

等を受託し、実施した。 
この学園計画地ライブラリー事業は、国土庁が

国土交通省に吸収されてからも続いたが、平成 14
年の工業等制限法の廃止を期にその歴史的な役割

を終えた。当研究所では「大学機能活用の将来像

に関する調査」（平成 14～18 年度）を通じ、「地

域―大学の交流・連携支援ライブラリー」の開設

（平成 16 年 9 月）に協力したが、このライブラ

リーは充分な利用が進まず、平成 20 年度に当研

究所が受託実施した「大学等高等教育機関と地域

の連携に関する実態調査」頃を最後に、学園計画

地ライブラリーに係わる予算も付かなくなり、実

質的に閉じられることとなった。 

(5)公立大学の設立・設置 

文部科学省のホームページでは、公立大学の役

割について以下のような記述が見られる。 

「大学は、学術の中心として、広く知識を授け

るとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、

道徳的及び応用的能力を発展させることを目的と

し、国立・公立・私立それぞれの設置形態の下で、

教育研究水準の向上と、多様で特色ある発展をし

てきました。 

とりわけ、公立大学は、その目的に加え、地方

公共団体が設置・管理するという性格から、地域

における高等教育機会の提供と、地域社会での知

的・文化的拠点として中心的役割を担ってきてお

り、今後とも、それぞれの地域における社会・経

済・文化への貢献が期待されています。」28 

そして、以下のグラフを掲載している。 

公立大学の大学数・法人化数・学生数の推移 

これによると、大学数は、平成元年の 39 校か

ら、平成16年の77校まで増大し、平成21年まで

低迷した後、再び増加しはじめ、平成 29 年には

89校になっている。 

当研究所は、平成元年度から平成 16 年度の最

初の増加期で増加した 37 校の公立大学の内、19

校の公立大学の設置業務にかかわった。その後、

平成30年度に開設する大学までだと28校になる。 

平成5年度に開設された青森公立大学、会津大

学、宮崎公立大学に始まり、平成9年度の宮城大

学、三重県立看護大学、平成10年度の岩手県立大
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学、平成11年度の沖縄県立看護大学、青森県立保

健大学、埼玉県立大学、平成12年度の公立はこだ

て未来大学、山形県立保健医療文化大学、岐阜県

立看護大学、静岡文化芸術大学、平成13年度の尾

道大学、平成 14 年度の新潟県立看護大学、平成

15 年度の神奈川県立保健福祉大学、平成 16 年度

の香川県立保健医療大学、愛媛県立医療技術大学

等である。 

平成 5～10 年度に開設された、青森公立大学、

会津大学、宮崎公立大学、宮城大学、岩手県立大

学等は、単独の学部しかない場合でも、新設され

る大学なので、設置認可のハードルは高く、申請

まで3～5年の準備期間を要している。その後の看

護、保健、医療、福祉関係の単科大学の場合は、

既存施設の統廃合、大学化の場合が大部分である

が、それでも2～3年の準備期間をかけている。 

その後、これらの大学とは、学部の改組・改称、

学科の設置、大学院の設置等を通じて、長くお付

き合い戴いている。 

(6)私立大学へのコンサルティング業務の拡大 

富山（高岡、射水モデル定住圏）のモデル調査

を契機に始まった当研究所の大学設置認可に係わ

るコンサルティング業務は、学園計画地ライブラ

リー事業のモデル調査(学園都市・地区計画策定調

査)を通じても拡大した。 
そして、「昭和61年度以降の高等教育の計画的

整備について」における量的計画の実質的な拡大

（緩和）と大学設置基準運用の緩和によって、ほ

ぼ10年間抑制されていた私学の新増設要求が、堰

を切ったように溢れだした。しかし私学の新増設

は大都市圏に限られており、地方にはなかなか立

地しない。そこで、バブル経済で財政的にゆとり

の出た地方自治体は公立大学の設立に踏み切り、

公立大学の設立ブームが起きた。当研究所は、文

部行政に造詣の深い学識者との係わりや財団法人

であることがクライアントに安心観を与えたこと

もあり、多くの公立大学の設置に係わることが出

来た。 

これらの実績から、私立大学からの依頼が増え、

平成 12 年段階で 3 億円、研究所全体の受託額の

41.7％を占めた。その後、平成22年にかけて1.5

億円まで減少したが、再び増加して最近では3億

円、対研究所全体比60％前後の水準になっている。 

私立大学へのコンサルティング業務は、まさに

当研究所の経営の屋台骨を支えている。 
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そのがのそくしｎ 

 

 

 

 

はじめに 

地方に多くの私立大学が設置されている。地方

の私立大学では、入学金など学生納付金が国公立

大学に比べて 2倍近い差があるけれども、私学助

成金いわゆる補助金の交付があるため厳しい経営

には至っていなかった。しかし、近年は定員割れ

による補助金の減額や停止もあり、経営の継続が

難しくなってきている。平成 28 年度全国大学数

（777 校）、入学者数（618,423 人）から 1 校あた

りの入学者数は 800人弱、国公立大や私立大規模

大学、総合大学の入学者数を考慮すると地方の私

立単科系大学は、進学率からしても数量的に定員

を確保することは非常に困難である。また、本格

的な全入時代となるため過当競争の時代が 10 年

以上続くことになり教育の質が下がる可能性があ

る。地方の 18 歳人口の減少は急激であり、定員の

確保は維持できなくなると予想され、地方私立大

学の経営状況は間違いなく悪化する。 

地域経済の基盤、社会基盤を基本的に支えるの

は人材である。産業構造が農業部門中心の地域や

都市、商業部門中心の地域や都市、工業部門中心

の地域や都市、中枢管理機能中心都市、混成都市

など様々な地域や都市の形態があるが、高等教育

にあらず知的生産が衰えていく地域の将来は非常

に厳しい状況が予期される。従って知的生産の蓄

積（財産）、継続性が問題となる。 

地方私立大学側から学生の意識向上と大学の

価値を高めるためにアイデア、開発などで地域貢

献（まちづくり等）する事例は非常に多いが、必

ずしも定員の確保や地域経済の活性化に効果を上

げているわけではない。逆に地域（地方公共団体、

自治体）の側からも地元の私立大学への支援事業

（奨学金など）やイベントの協力そして産学官連

携などでのケースは見られるが、地域活性化の原

動力としては小さく学生の確保増にはつながって

いない。結局、持続ある地域社会を目指すのであ

れば、広く地域資源の開発や展開が必要であり、

そのために地元で養成すべき人材を明確にするこ

とが求められる。進まない理由は大学側の抵抗や

独立性の尊重からであるが、しかし、これからの

時代は、地方の大学の発展も地域産業連関の中で

位置づけた人的資源の開発（人材養成）に取組む

ことで地域の知的基盤が強化され、地域課題（空

洞化）の解決の方向が見えてくる。 

また、少子・高齢化に伴う大学の過当競争の時

代に、特に地方に立地する私立大学数は経済水準

の高い地域（首都圏４県、愛知県、京都府、大阪

府、兵庫県、福岡県）を除いても私立大学全体（604

校）の５割近く占め、その役割は重要である。人

口減少によって大学自身の経営努力だけで問題を

解決するのには非常に難しい状況にある。上述し

たように大学の知的資源と地域の経済主体とが連

携して地域課題を解決して行く事例は非常に多い。

しかし成功例はあるが地域全体の経済基盤、社会

基盤の底上げに至るのには「市場」取引ではない

人材の育成（計画）が欠かせない。従って、大学

独自の志願者獲得のための改革も地域という枠の

中で人的資源開発を地域経済の視点から構築する

システムが必要となる。若者の流出（大学経営の

破たんの可能性）、産業基盤の低下の解決にはこの

ような視点からの発想が求められる。 

なお、県庁所在都市（人口 50 万人位以上）や

大都市に立地する有力私立大学の抱える課題と地

方中小都市に立地する地方私立大学の抱える課題

は異なることが多く、私学事業組織団体が地域貢

献などとして大学改革論を提示しても、特別、「地

域の側」から地方私立大学の知的資産の在り方な

どの提案でない。この報告では「地域」にある知

的資産としての地方私立大学の活用を地域振興

（地域発展計画）の視点からとらえた。また、国

公立大学は法人の性格上経営の安定は保障されて

おり、行政側から支援する地域貢献は盛んに行わ

れてきたことから、今回は取り上げない。 

 

１ 地方私立大学の課題 

日本の場合、戦後の小・中・高教育の義務教育

化の方向は 1960年代以降、人的資源の基礎を形成

し、主に太平洋ベルト地帯と呼ばれる地域の工業

化と内陸の地場産業地域及び日本海側の港湾都市

の準工業化に貢献した。戦後の経済発展の過程で

高校教育までのほぼ義務化、特に 1980年代以降の

大学教育の普及による人材養成は、どの地域にお

いても有益な人的「公共財」となった。この豊富

な人材は日本経済の発展に一層貢献するに至り、

教育政策の成功の証であるといっても過言ではな

い。 

５．地域振興と地方私立大学 

 

罍 昭吉（(一財)日本開発構想研究所 客員主幹研究員） 
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ただ、教育の義務化や高等教育の全国的整備の

過程を振り返ると、高度成長期が終焉し、1990年

代の転換期を経て低経済成長期の時代に入ってか

らも各地方で新たな創出（又は活性化策）を探り

出す中で、一様に次のような政策転換を取ったこ

とによる問題点も出てきた。 

 

①産業基盤投資と大企業の誘致に依存してきた地

域の多くは、工場の海外移転に伴い地方財政の

弱体化することが予期されるため、その解決の

ため地場産業の開発（新観光開発、地産地消、

まちおこしなど）のテコ入れをするほか、 

②豊富な 18 歳人口を背景に大学への志願率は増

大傾向であり、専門学校法人、中・高法人、短

期大学などで大学（公立・私立）設置や新学部

の設置がし易くなった。人口規模 10 万人程度

から、特に中核都市などでは地域経済の活性化

に大学設置は若者の人材流出の防止や地元企

業の人材供給にもなるため、行政側も積極的に

関わった。 

 

特に②の選択は産業構造が情報・サービス産業

化の時代となり、工業部門の誘致に依存した地域

経済の活性化に期待できなくなった。代わって大

学の設置は、若者の地域志向の誘導すなわち人口

流出の歯止めになることと地域の人的資源の確保

は地域活性化（知識・情報産業などの産業誘致が

しやすくなる：外部経済効果）を図る有望な手段

になると考えたからである１）。 

若干データを見ると、後述するように 1980 年

度から 2015 年度の間に私立大学設置数は 285 校

（公立 55 校）の増加、47 都道府県数で割った平

均で一地域約６校（表１参照）、学部数でも同約９

学部と広域的に増大した（表３参照）。また、大都

市圏を除く各地域には主に保健（薬学、看護学、

リハビリテーション学など）、保育、介護福祉など

の分野での設置が多く、公立大学法人による設立

も顕著であった。 

ところが、大学の新設や学部増設が地域経済の

活性化に有効であったのは 1990 年代中ごろまで

であり、その後次第に深刻な局面に入った。将来

18 歳人口が 1992 年以降継続的に減少していくこ

とが予想されたにもかかわらず、過去 20 年間、地

方の大学は特に対応策はとらず、また、地方行政

側も産学官共同研究は別にして、特に若者の人口

流出と大学の存続や商店街の空洞化などの対策に

ついてマスタープランで重要な事業対策であるこ

とを取り上げることは少なかった。地域創成のた

めには若者の人口流出を防ぎ、地域の人材養成と

活性化には有効な手段として大学の誘致を盛んに

進めたのであるが、18 歳人口は 1992 年度（205

万人）をピークにその後減少は止まらず 120万人

前後（2008～2017年度）の水準まで落ち、15年間

平均して毎年 15,000人ほど減少してきた。にもか

かわらず地方の私立大学でも上述したように新学

部・新学科をどんどん作り学生の獲得に走った。

そのため 18 歳人口の減少とは逆に大学数と学

部・学科数の急増によって飽和状態（需要過剰）

とになったため志願者数の減少、入学定員割れな

ど受験者確保で顕著な競合が徐々に進み、大学経

営を危うくする事態となった。実際、私立大学（含

む公設民営・公私協力方式の私立大学）で定員縮

小、学科一部廃止、学部廃止、大学廃止など地域

における役割の後退が地域経済の空洞化の一因と

なり、一部の私立大学ではこれらの問題の解決に

公立大学化の方向で生き残りをかけるケースも出

てきた２）。また、厳しい環境に対処するため国公

私立大を問わず教育と研究の成果の公開、高大連

携や街づくり協力、産学共同研究など地域貢献を

強く打ち出す大学も増え、2010年代後半になると

ほとんどの大学で実践するようになった（図１参

照）。 

以上のようなことから、地域における高等教育、

すなわち地域（地方）に設置されている特に私立

大学は、2020 年代に入っても 18 歳人口の減少は

続き 100万人程（2030年）にまで減少するため国

公立大学に比べ深刻な状況になること必然である。 

地方の私立大学は将来に向けてどのような展

開をすればよいのであろうか！学科の再編成やカ

リキュラムの再編成で乗り切るのには大幅な志願

者の減少で非常に困難になるであろう。地方の私

立大学は、地域性はもちろん公共的（経済学的に

は準公共財）な性格が強く、また社会的責任も企

業と違い重いため経営改革は大学自身で行えばよ

いということにはならない。行政の手助けが必要

でもあるが、地方財政は逼迫しており期待するに

は無理がある。しかし、少なくとも地方の私立大

学の多くは地域の学生の受け皿と人材提供してき

たことは事実であり、地方公共団体・自治体が地

域社会の持続性を考えるのであれば、大学の役割

を見直さなければならないであろう。地方私立大

学の地域貢献は農林水産・観光・工業団地開発な

どと並んで地域活性化の重要な課題の一つである。 

地方国立大学でも税収不足から複数ある国立

大学の一本化や教育系の単科大学の統合化が検討

されている。私立大学が設置されている地域の地
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図１ 18歳人口と高等教育機関への進学率等の推移 

 
出所：文部科学省「学校基本統計」、平成 41年～43年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口

（出生中位・死亡中位）を基に文部科学省が作成した図を転載 

※ 進学率、現役志願率については、小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合があ

る。 

 

方公共団体は、廃校を見ぬ振りするのか、それと

もどのような地域貢献をさせればよいのか、地域

と大学の地域づくりが求められる。４．で課題へ

の取組を提言する。 

 

２ 私立大学の地域分布と存続 

はじめに大学の新設数の動向から地方私立大

学の経営課題を探る。 

新設の大学数は 1955年（228 校）以降増加の一

途となり、25 年後 1980年（446校）には約２倍、

1990 年（565 校）、2005 年には 700 校を越え、そ

の後 2010年（778校）からは、大きな変動もなく

推移してきた。ただ、増加の中心は私立大学であ

り、私立大学のシェアは 2015 年 77.5%と 1955 年

（53.5%）に比べて 24%も上昇、大学入学者増加数

の受け入れをしてきた（表 1参照）。 

しかし、2010 年代に入り 18 歳人口はピーク時

（1960年代後半頃）に比べ、ほぼ半数 120万人以

下となり、2015 年以降も徐々に減少が続くとされ

2030 年には 100 万人を下回ると予測されている。

大学数の増加の要因は 18 歳人口の増加が背景に

あったが、逆に急激な 18歳人口の減少と回復の見

込みのない推移から主に私立大学間で存立をめぐ

る過当競争に発展する可能性は否めない。大学と

いう高等教育の充実、普及は福祉国家に相応しい

社会資本の整備であるが、一方で、誰でも希望す

れば入学できる可能性があり、「質」の保障が確保

できるかが問題となる。しかしながら、最も、重

要なことは、私立大学（2015 年度）604校（国公

私立合計 779）で、特に地方にある私立大学の将

来である。1980 年度以降 2010年度までの間、５0

年平均で 46校、278校設置されており、その半数

は地方である。人口の都市集中による過密化の解

消と分散化（地方の時代）の結果でもある。 

ここで８割近い私立大学の設置数を地域別に

1971 年度から 2015 年度の間の 43 年間でみると

（表２）、東京圏（ここでは千葉、埼玉、東京、神

奈川）は著しく高く 315校のうち 82校（26.0％）

設置されダントツである。次に関西圏（ここでは

滋賀、京都、大阪、兵庫）54 校（16.5％）が続き

この二つの２大都市圏域でおよそ４割以上を占め

る。さらに中部圏（ここでは静岡、愛知、三重：
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42 校 12.1％）を加えると６割弱がこの３圏域、つ

まり３大都市圏域に集中配置してきた。その他の

県は北海道（16 校、8.3％）を除くと２校から５

校前後設置されてきた（1971 年以前に設置された

大学は除く）。これらの地域分布から大都市圏域に

設置されてきた６割の大学とそれ以外の地方に設

置されて来た 4割の大学の特徴には共通点と相違

点がある。共通点は、18歳人口と大学志向が並行

して全国的に増加すると予想した組織が大学経営

の有利性と社会的効用が実現できると踏んだから

である。とくに、国からの補助金は地方で設置し

ても経営の安定が保障されるため、設置し易かっ

た。相違点は、３大都市圏の設置の理由は、需要

（志願者）過剰による高利益の実現と技術革新と

国際化の時代に相応しい人材が供給できるメリッ

トがあったからである。一方、地方に設置された

大学の設置の理由は、地域の社会基盤としての人

材の供給を自前で確保し、地域経済の持続を図ろ

うとしたのである。 

将来の大学経営の展開方向を予想した場合、お

およそ①大都市圏域（主に太平洋ベルト地帯）に

立地している大学と②地方圏に立地している大学

とに分かれる。前者の多くは、18歳人口の減少に

伴い大都市立地の大学に地方の若者も入りやすく

なり、十分志願者を満たすことが可能であり、一

部の大学を除き経営の安定保障に問題はない。一

方、後者は、大都市志向の若者が増えることによ

る志願者数の減少は避けられず、経営の不安定が

予想され、地域の課題に応えるための人材の基盤

づくりは維持できるかどうかが問題となる。従っ

て後者は新しい大学経営を模索しなければならな

い状況になる。また、前者の場合でも大都市圏域

に立地した私立大学の経営は全て問題がないのか

ということにはならず、新規参入の大半はもとも

と中学や高校の学校法人や専門学校による 4年制

大学の設置であるため歴史が浅く、既に志願者の

減少に見舞われており廃止する大学も出てきたこ

とから、地方設置の私立大学と同等の問題を抱え

る大学が増える可能性が高い。また、短期大学か

ら四大学化した大学にも同じことである。地方立

地の私立大学と同じように経営は厳しい状況にな

るであろう。 

このように、三大都市圏域の先の伝統・有力私

大に、地方の若者も選択（流出）する可能性は高

く、地方立地の私立大学、大都市圏の新規参入組

への志願者の大幅な減少が顕在化するため大きな

打撃となり、経営難に直面する。しかも地域経済

の人的基盤を弱体化する可能性が予想され、既に、

現れている地域もある。 

 

３ 「学部」名称の多様性と大学の存在意義 

表３は大学の「学部」名称の数を表したもので

ある。各大学には同一の学部名称がつかわれてい

るので、それは重複させないため一学部名称とし

て数えている。大学全体での学部名称数は 1980

年度（71）、2000 年度（228）、2015 年度（496 で

学科名称では 1.4 倍増で訳 700）と推移し、2015

年度は 1980 年度に比べて 425 も増大、2000 年度

からの15年間でも新学部名称は268と顕著に増大

した。しかし内容は私立大学での新学部名称の増

大が大半、496 のうち８割以上（412）である。こ

れは以下で述べるように、新学部名称が増大した

理由は、国際化、情報化、環境問題、安全安心指

向など社会の要請や学生の興味関心を引き付ける

ために取った対策であり、学生の確保と経営の安

定を図ることが目的である。しかし、差別化によ

る学部名称の多様性は個別分野市場の狭隘化（志

願者の獲得競争）が進み経営の持続性の問題を抱

えることとなった。 

大学の学部は 18 歳人口の増加に合わせて 1990

年代ごろまで既存学部の定員増や学科増、類似学

部の新設（例えば情報工学部、人間社会学部など）

の増加で対応してきた。しかし、18歳人口が減少

に転じてからは学部の再編成や特に 2000 年代に

入り少子・高齢化と情報化の時代が加速し、個人

の大学志向（興味、関心、適正、能力など）と選

択の多様性や新しい社会のニーズ（医療や介護、

デザイン、IT分野などの専門性、課題解決能力な

ど）に応えるべき多様な学部の新設が急増した。

初期のころには、一般教養の見直しによる新設の

学部設置、伝統的な学部の中の学科を学部に昇格、

また総定員変えずその分、新学部の定員にした学

部の組み合わせ（工学と情報、社会と福祉、国際

と文化など）が多かった。しかし 1990年代後半ご

ろからは科学的（学問分野）な学部名称の設置は

ほとんどなく、思いつきのような無数の新名称学

部の設置が増えオンパレードになった。表４の国

公私立大学の学部の名称を 1980年度と 2015年度

で比較すると一目瞭然である。思いもつかない学

部もあり、社会ニーズの多様性と大学の求められ

る役割に大きな変化が読み取れる。 

およそ 500ある学部名称の中から例を挙げると、

「未来」「ものづくり」、「国際交流」「環境」「コミ

ュニケーション」「情報フロンティア」「キャリア

形成」「子供」「看護」「医療健康」「学校教師」「事

業構想」「情報フロンティア」「リベラルアーツ」
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「海事」「公益」「シティライフ」「危機管理」「メ

ディアプロデュース」等々あり、伝統的、学問的

な学部名に比べて「課題型」や「職業型」「要請型」

の人材養成を出した学部名が多い。高校生は非常

に多様な学部名称の中から興味・関心のある勉強

したい学部の選択が可能となり、欲求（受験者の

要望）と提供（大学側の戦略）が成立し、ミスマ

ッチが解消し一見落着のように見える。 

このような学部名称の大幅な変容は、①1960年

代ごろまでは人文科学、社会科学、自然科学の３

学問体系の構成に合わせた学部名であったため一

学部一学科が多かった。1970 年代から 1980 年代

にかけては同一学部内での関連学科増、その数年

後に学科を学部昇格させることで学部数が増えた。

これは志願者数増大に対応するための対策であっ

た。基本的には学部教育の本質的変化はなかった。

ところが、②1990年代になり若者の個人選択志向

が強くなり、興味、関心に適合した学部ないし学

科で勉強をしたい。大学側もその多様な心理的志

向に合わせるかのように様々な学部及び学科名称

を立て学生の獲得に走った結果が表４である。ま

た、組織の求める人材もより専門的な分野を勉強

してきた学生を求めるようになり、医療・福祉・

教育分野などで職業人の需要の拡大もあり新学部

名が氾濫した３）。 

大学教育の流れは学問を授ける時代から、社会

が必要としている即戦力となる人材を養成する大

学教育へと大きく舵が切られてきた。「課題型」「職

業型」学部の教育は確かに社会にとって役に立つ

有効な手段である。しかし産業界からは、課題発

見能力や論理的思考力、つまり社会人基礎力を身

に着けてきてないとか、コミュニケーション能力

が不足しているなどの指摘がある。大学の本来の

教育目的は、専門的な職業資格を得ることは肯定

されるが、学問を通して社会の出来事（課題）を

理解する能力を習得しておくことにあり、大切で

ある。資格だけを取るだけでは「草（専門）」を見

て「木」も「森」も見ない教育がなされかねない。

将来を担う人材づくりになるのかは疑問である。

いわば細分類化した課題型学部等は時代の変化に

伴う要請によって作られたのであるが、変化に対

応できる人材教育は細分化したから達成されるわ

けではない。地方に立地している新名称の学部定

員は短期的に充足されると予想されるが、中長期

的には経営の不安定化は避けられず再編成を余儀

なくされる可能性がある。それは地域の社会基盤

の弱体化を引き起こすことに繋がり、地域はこの

問題の対策に知恵を絞らなければならない４）。 

中央教育審議会はＩＴ、農業、観光などの分野

で実践重視型の専門職大学の設置（2019 年度か

ら）を進める大学教育政策を進めているが、現在

の地方の大学では課題型や職業型大学が多く、一

層競争が激しくなること間違いない。地域の 18

歳人口は急速に減少しており人材養成はこれから

も大学自身に任せそのまま放置するのか、知的基

盤としての役割を地域の経済主体が取組むべきな

のか、検討しなければならない。私立大学であろ

うとなかろうと教育は知的「公共財」であること

の認識が重要である。 

 

４ 学生数の分野別推移と「理工系分野」の地域

分布 

今日、地方における地域経済を支えるのに第一

次産業中心では高齢化や後継者の問題などで存続

させるのには大変であることは経験している。若

者が地方に定着するのには就業機会が必要であり、

そのためには産業構造が分業によって成り立つこ

とが条件となる。高度経済成長期にはこの条件が

現実化した時代であった。しかし現在の地域経済

の多くは生産部門の縮小に伴う非生産的部門の縮

小もあり経済の空洞化と就業機会の減少による若

者の域外流出で一層経済は弱体化してきた。かつ

ては地方私立大学の人材養成は工業部門、サービ

ス部門への労働供給となり、地域経済の成長に貢

献した。特に工業部門の成長は地域経済の成長に

欠かせない。この工業部門の人材供給で貢献の大

きかった分野は、大学であればおそらく人文・社

会科学・保健・芸術・教育等の分野より理工系分

野（理学・工学・農学等）で、高校であれば工業

高校、工業高専であった。それを確認するため大

学だけであるが学生数の分野別から探ってみた。 

学生数の全体の推移（表５）では、2014年度の

大学学生数は 2,552,022 人である。1970 年度

（1,344,358 人）の 1.9 倍であり、過去 2010 年度

までの 40 年間、平均して毎年約 28,000 人増え、

2010 年度以降は若干の変動はあるもののほぼ横

ばいで推移した。学生数の推移も大学進学者数の

長期的傾向と同じようになったが、しかし分野ご

とではその傾向は違っている。 

1960 年代以降を大学進学者数のピーク時の

1990年を境にして分野別（関係学科別）学生数の

シェア（表６）と絶対数の推移（表５）を以前（1960

年度～1990年度）と以後（1990年度～2013年度）

で観察してみた。 

はじめに分野別のシェア（表６）を見る。 

全部で 11 分野あり「その他」分野を除いた 10
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分野の中で「理学」「農学」「商船」「家政」「教育」

及び「芸術」の６分野には以前・以後で特別な変

化は見られない。「保健」と「人文・社会」「工学」

の 4分野は以前と以後で大きな変化がみられる。

特にこの 4分野で、以前は増加、以後で低下した

のは「人文・社会」と「工学」であり、前者は 1960

年度のシェアは 55.8%（人文 12.9%、社会 42.9%）

と一番高く、1990年度 54.8%であったが、2010年

度 50.1%そして 2013 年度 47.8%にまで下がった。

後者は同様に、15.4%、19.6%、15.2%であった。逆

にピーク以後 20 年間ほどシェアを増加させてき

たのは「保健」であり、1990 年度 5.9%から 2013

年度は 11.5%ほぼ２倍になっている。他の分野は

1990年度以降若干の変動があるだけである。ただ、

２.で新名称学部は急増していることを述べたが、

それらの学部は伝統的な学部分類に入らないもの

が多く、それが「その他」の分類に入っている。

「その他」のシェアは 1990 年度 1.6%から 2013年

度 6.7%に 5%以上増加しているがおそらく新学部

名称からして学際型、課題型は伝統的な学問（科

学別）分類に位置づけしにくいため外してあると

思われる。「保健」や「その他」の分野のシェアが

増えてきた要因は社会の変化（グローバル化、安

全・安心指向、医療・福祉、環境問題など）に対

応できる人材の養成に反応したと推察される。 

次に、学生数ではどの分野も 2000 年度が一番

多いので、この年度以降の増減から特徴（役割）

をもう少し探ってみよう。 

減少幅が大きいのは「人文・社会」と「理学・

工学」でありシェアの減少同様「人文・社会」は

2013年度（1,225,834人）で 2000年度（1,396,596

人）より約 17 万人の減少と最も多く、次いで「理

学・工学」も 8.5万人の減少、合わせて 25.5万人

減少した。一方、この２つの分野以外では、理工

系の分野に入る「農学」が 5,700人ほど増加、「芸

術」が若干減少し、ほかの分野は増加傾向であっ

た。特に学生数が増加したのは「保健」の「（その

他：薬学・医療・看護・福祉系等）」と「その他」

であり、上記の比較年度でそれぞれ14.6万人、11.3

万人増加し「人文・社会」分野の減少のほとんど

を「保健」と「その他」で吸収している。また、

「家政」は 2010 年度から横ばい状態、「教育」は

団塊世代の大量退職が背景にあると思われるが下

がることなく年平均 6,000 人ほどコンスタントに

増加してきた。 

さて、分野別（構成と数）の変化では国公私立

大学全体の中でどの分野が伸び、どの分野が減少

しているのかを確認したけれども、人的資源の供

給で、今課題の地域活性化に役立つ貢献度の高い

教育分野はどれか、それを取り上げて観察する必

要がある。 

なぜならば、GDPの継続的な増加要因には技術

進歩（全要素生産性）の貢献が重要な役割を果た

すのであり５）、1960 年代から 1980 年代にかけて

の経済成長の実現はまさしく技術革新であった。

技術革新の中心的役割を果たしたのは工業部門で

あり、その際の人的原動力の主な担い手は工業高

校や工高専学校及び理工系学部出身の技術者であ

った６）。工業開発をすることで発展してきた地域

は多く、特に地方の工業部門では技術者のほとん

どを地元に立地している上述の教育機関からの人

材を受け入れた。このような人材を技術職と事務

職に分けて大学に限定すると、経済の発展に寄与

する工業部門で働く技術者の出身は主に理学部、

工学部、理工学部、農学部（以上理工系分野また

は理工系学部と呼ぶ）などで、事務職で働くこと

が多い出身分野は文学、法学、経済学などの人文・

社会科学系学部や家政や教育等学部であると思わ

れる。 

ここで、地方経済の発展に貢献してきた理工系

学部を要する地方大学の地域分布から経営（教育）

戦略の方向を探ることにした。 

表７は大学だけであるが、2016年度『大学一覧』

の理工系学部（除く保健）」の入学定員から作成し

た地域別（所在地）設置状況である。現在のとこ

ろ『学校基本調査』からは作成できない。この報

告では地域に立地している私立大学の理工系学部

の役割を見るだけにとどめる。経営という視点か

ら見ると国公立大学の「理工系学部」の状況は国

立大学法人になってからも研究費の支援は私立大

学に比べて潤沢であり、授業料無償化になるため

現在のところ経営上の問題は特にないからである。 

2016 年度の私立大学の理工系学部全体の入学

定員はおおよそ 7 万 2,000 人であるが、国公私立

大学同系学部全体の入学者数（125,175人 2016年

度）の 57.5％を占めている。この７万 2,000 人の

設置地域は 47 都道府県のうち 33件、全く設置さ

れていない地域が 14件ある。この 33地域は大学

設置数の地域分布と重なるように３大都市圏域に

集中し、首都圏 53.0％（地域４件）、次に関西圏

12.7％（同４件）、中部圏 10.9％（同３件）とこの

３大都市圏で４分の３を占め、残り 23.4％が地方

立地（22件）である。地方立地の私立大学で「理

工学部」名を使っているのが７件、「理学部」名６

件、「工学部」名 17件である。「理工系学部」のな

い地域 14件は全て地方である。 
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地域経済と理工系学部との関係を見てみよう。 

ここで問題なのは、「理工系学部」のある地方

の私立大学 22 の存続である。国公立大学の理工学

部は文科省の重点化事業で三つの機能（世界水準

型、特定分野型、地域貢献型）から選択し方向性

がきまり、知の拠点としての基盤は保たれるであ

ろう。しかし地域の発展に重要な役割を担ってき

た私立大学の理工系学部にはそのような配慮はな

く、自ら経営革新をしなければならない。地方こ

そ人口減少と高齢化が進み取り巻く環境も激変し

てくるため地方にある私立大学の理工系分野の人

材養成の使命も変化に対応しなければならない。

例えば工場移転などによって減少した就業機会を

回復させるためには、理工系分野の新発想が必要

である。新しい技術革新（バイオテクノロジー、

新素材、新薬、ロボット技術他等々）は生産から

販売までの「第６次産業」の展開を作り出してお

り、それに合う人材養成が求められている。 

地方にはそれぞれ緊要な課題があり、地域資源

も違ったりする。地域を創成させるにはどのよう

な能力を身に着けた技術者が必要か。地域貢献で

きる技術者養成が必要である。地域資源と地域課

題を結ぶ技術者教育のシステムを開発しなければ

ならない。現在の地方にある 17の理工系学部はそ

の対象になるかと思われる。伝統的な機械工学や

土木工学という縦割りの枠からでて、真に必要と

する課題解決型の応用力のある理工系教育が求め

られる。既に、地方の理工系学部も次代を担う技

術者教育を目指して文科省の教育支援事業（教育

課程、教育方法の改善など）を使い、地域の産業

や行政などの協力も得ながら挑戦している大学も

ある。短期的には成果は上がるのであるが、支援

の継続性がないため、必ずしも定着してないのが

現状である。地域による支援が必要である。 

一方、地方の私立大学で「理工系学部」以外の

人文・社会、保健、教育、家政、芸術など学部の

将来である。分野別の地域別データはないため、

目下のところ特徴を観察することはできない６）。

ただ 47都道府県にない分野はなく、地方でも入学

者数は多いが減少傾向にあるのが人文・社会系、

近年は保健の医療系（看護、リハビリテーション、

福祉、栄養など）、教育が地方でも入学者を増やし

てきた。この知的財産をどのように地域活性化の

要素として活躍させるか、重要な課題である。た

だ地域活性化は「理工系学部」だけが担うことに

はならない。人文・社会系はグローバリゼーショ

ンの時代であり秋田国際大学のような国際的に通

用する人材が必要である。そのほかの分野は、地

域密着型（医療、家政、教育、芸術など）が多い

ため、地域のニーズに合った人材養成モデルが必

要である。 

 

５ 地方私立大学と地域活性化 

地方（大都市圏を除く 36 道県）の私立大学の

中で「理工系学部」を有しているのは 22 地域であ

るが、実際の地域には「理工系学部」だけでなく

「人文・社会・自然系」の学部も含めて 36 地域

227 校あり、学生数も多い。どの大学も人材養成

は存続にとって重要な要素となる。教育課程や教

育方法の工夫や改善による人材養成をすることで

努力している。地域貢献も大学の重要な柱として

教育課程の中に取り込んでいる地方私立大学も多

い。そのための一つとして教員側（又は大学側）

から地域課題を取りあげ、街づくり（中心商店街

の活性化）や商品開発などで役立てないか、演習

などの授業を使い教員とゼミ学生が地域の企業、

NPO、自治体などの協力を得ながら地域の活性化

と地域の人材を養成する取り組みがある。大学側

（学生と教員）から出前講座、商店街の開発や観

光開発、商品開発、販売の開拓、そのほか農業体

験（農家と大学との地域連携）など地域の人たち

と共同してプロジェクトなどを立ち上げて行う地

域貢献がありこのタイプの事例は全国的である。

しかし、全国的に行われているということは特色

なのであろうか。 

大学独自に行う教育プロジェクトも国の教育

支援事業で行う学生の人材養成もそのほとんどが

大学側から働きかける地域貢献である。学生のモ

チベーションの向上と地域活性化に役立つ二つの

メリットがあり、大学の存続にとって意味ある活

動である。ただ、このような教育システムは比較

的少数の演習科目や実習科目で行われており、全

学的に行っている大学は少ないため、また教員の

退職や転属などで単発的になることが多く、継続

性に問題が出てくる。18歳人口減少による私立大

学経営の安定と地域の活性化を同時に達成して行

くのには、地域側からも地元私立大学を積極的に

活用し地域の人材育成を両面から取組ことが不可

欠である。しかし、地域行政側（県及び市町村）

が設置した公立大学には、行政側から地域課題に

取り組むように指導し、国の支援事業（文科省大

学改革実行プラン COC など）にも積極的に申請

することを進めるなど、地域貢献を強く求め、そ

の役割を期待するので、人材の養成と地域貢献と

の関係が緊密である８）。逆に、地方の私立大学へ

の要望は地元志望の学生の機会を確保してほしい
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程度であり、大学独自で人材養成を行わければな

らないのが実態である。もちろん COC などの事

業獲得を試みる大学もあるが、選定されるのは

（2014 年 237 件申請の内地方私立大学は 25 件採

択）少ない。私立大学の中には地元出身者が 5割

以上占めているにもかかわらず経営が困難になっ

ても地域行政側の協力は消極的である（大学側が

介入を歓迎しないケースもあるため）。定員割が起

きている私立大学は私立学校振興・共済事業団の

調査によると平成 27年度で 229校（平成 26年度：

257校）あり対策は急務である。 

地方の私立大学だけでなく、地域農業、地域工

業、観光産業、サービス産業など地域経済を支え

る産業の活力の低下、地方財政の逼迫、若者の人

口流出など地域課題はどこも多様性の時代となり、

その解決に人的資源の開発が要になると叫ばれて

いる。地域行政は地元私立大学も「知の拠点」に

なることを認識し活用しなければ地域の活力はま

すます後退しかねない。 

産学及び産学官による教員と産業との共同研

究等事業は地域産業・地域経済の発展に若干貢献

しても、また、学生の参加する事業においても意

識の向上に貢献するけれども、学生の確保になか

なかつながらない。国公立大学との連携だけでな

く地方私立大学との連携を進め、地域自らが大学

に集積している研究者の知識、技術などの成果や

情報を活用することは一つの手段であるが、持続

ある地域の発展を考えるのであれば学生確保につ

ながる魅力ある大学教育の構築が必要である。そ

のために地域の創造に資する学生の人材養成を地

方公共団体や自治体がイニシアティブを持ってあ

たることが必要である。地域活性化ために地域（行

政側、企業側、地域住民など）が必要とする人材

養成とその活用する方向で地方私立大学を指導し

てきた地域は長野県の事例はあるがほとんど見か

けない９）。 

18 歳人口の減少は地方ほど加速されるため、地

方行政側は地域経済の競争力・持続力を確保する

ために高等教育機関である地方の私立大学も国公

立大学と変わらない人材基盤を強化することは不

可欠である。可能な限り競争の波に打ち勝つため

の対策（制度改革）が必要である。例えば、 

①北九州市のような大きな都市では、市の主導で

３大学（九州工業大学、北九州市立大学、早稲

田大学）の一キャンパス集積と産学連携の推進

を行える取り組みをしている。これは研究主体

型のタイプであるが、地方私立大学でも別の視

点から可能である。複数（国公立も）大学の都

心集合、大学間の提携（類似学部調整）や合併

推進による適正規模の達成によって「魅力」あ

る大学群が形成される。それには自治体の指導

と調整を果たすことで学生の確保につながる。

たとえ私立大学法人の理念が違っても、人材養

成の目的に特別に違いはないと考えられる。ど

の学部教育も、論理的思考力や課題解決能力な

ど社会人基礎力を、人間力を授けたいことにな

っているからである。 

②地域経済の活性化の課題には地方の私立大学の

魅力ある大学づくりが欠かせない。例えば学部

の見直し再編成である。社会の変化や学問に未

知な学生の希望に合わせて設置したため選択

肢は大幅に増大、そのため受験者は分散し、定

員割れによる学科の偏在がおきた。地域の資源

（人、自然、産業など）と地域の社会課題があ

るのでその視点に立って学科の整理と、実際必

要とする学部や学科の提案をする。再編成によ

る活躍できる人材の育成は地域に還元するこ

とで地域経済の活力剤になり、自ずと地域活性

化に有形・無形の効果をもたらす。持続ある地

域の安定に貢献する 10）。 

③高齢化社会は、半世紀は続くと予測されており、

その影響は地方都市ほど深刻である。地方私立

大学は社会人入学を一定数受け入れているが、

生産年齢者のリカレント、高齢者にも勉強でき

る柔軟な機会をつくり、地域の大学としての、

地と知の拠点としての役割の構築に協力する

こと。また。就職では行政が大学と直接連携し

て進めることが必要である。これは外からの入

学者もいることから、出身地だけではないが大

学と行政が紹介の態勢を整えることが定員割

れを防ぐ手段になる。（ただ、この問題は国公

立との間で調整が必要である。） 

④女性の社会進出はこれからも増加していく。女

性の大学進学率（2017 年度）は 49％を超え高

学歴化が進行、男子の 55.4％に迫ってきた。併

せて労働力率（20 歳代半ばから 50 歳半ば）も

上昇傾向にある。育児休暇や待機児童の解消な

ど制度上の問題が解決されるのであれば益々

進学率、労働力率も上昇していくと予想される。

地方においても女性の進学率は上昇していく

とこと必然であるが、雇用の場が少ない。②と

関連しているが学部教育が男子に偏在してい

る。地方の私立大学の多くは女性が学びたい学

部教育が非常に少ないため域外流出する女子

が多い。地域活性化のためには女性にも雇用の

創出を図ることが求められるがそのためにも
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女子が学びたくなるような学部・学科の見直し

を自治体等は提言する必要がある。 

⑤専門家の育成と地域活性化 

地域が抱えている課題には異なる課題が併存

している。例えば環境破壊（自然災害、森林伐

採など）、ごみ処理、食の安全、農家の高齢化

と人口減少、障害者の就業、老人介護問題、待

機児童等々多様である。こうした課題を克服す

るのには関係する課題の連携によって解決の

道が開けてくる。例えば農家の問題と障害者の

雇用問題を連携させることである。農業就業者

に障害者を雇用することで解決されるが、その

場合、その二つの問題をつなぐための「農業ジ

ョブトレーナー」が必要となる。しかし「農業

ジョブトレーナー」の専門家は非常に少ない

（東京新聞 2017 年 10 月 1 日サンデー版）。そ

の育成を地方公共団体・自治体は地元の私立大

学と協力して教育システムを作ることが地域

と大学の問題を克服することが可能であり、そ

の他の課題につても検討すべきである。 

 

おわりに 

大学「冬の時代」の到来から十数年たち、ます

ます厳しくなる経営環境となる。国公立大学は行

政の支援の下で学生納付金は低いけれど学生の確

保に厳しい状況ではないため経営に四苦八苦する

ことは現在のところない。逆に私立大学は私学助

成金と基本的に学生納付金で支えられているけれ

ど、立地条件によって適正規模（定員）の確保が

非常に厳しくなり私立大学間の格差拡大が進むで

あろう。特に地方の私立大学では人口規模の小さ

いところに立地し、しかも 18 歳人口の流出の顕在

化から、定員確保は難しいため安定した経営が困

難になる可能性は高い。地方行政は、小・中・高

校の広報活動には熱心であるが大学の宣伝にはほ

とんど関知していない。また、地元の中小企業や

農業開発・観光開発、企業誘致などには様々な支

援活動や広報活動、そして大学との事業連携も積

極的に行っているが、地元に限らず受験生や父兄

の関心を高めてきてはいない。大学自身も教育理

念に照らした新人材教育像の実現のため教育方法

の改善や教員の教育力向上、教育体系の見直しな

どあらゆる努力をしてはいるが、実際は定員の充

足に中々結び付ないのが実態である。つまり１８

歳人口の急激な減少問題を地方の大学自身で解決

する時代ではないほど社会が変化しているからで

はないであろうか。 

地方私立大学は地元の「知の財産」であり、人

材の養成機関である。国が考えるよりも深刻であ

る。不況期だからこそではなく長期的（地域計画）

な視点から地域の「公共（人）財」として地元若

者の人材養成は不可欠である。小・中・高だけで

なく地域大学も地域活性化の重要な事業として地

方自治体による多面的な活用や支援することで持

続ある地域経済が保障されていくのではないであ

ろうか 11）。地方私立大学の知的資産の有用性は地

域発展（産業連関）の一環として考える時代とな

っている。 

 

注 

１）国も 21 世紀に入り、大学生の増大に伴う「質」の低

下を防ぐため、大学生の教育水準（問題解決能力、思

考力、論理力など）の向上や大学と地域との連携の推

進（産学共同研究）など、大学と地域の発展を後方か

ら支援した。国の支援の仕方（大学教育支援事業：特

色・教育・現代GPなど）は 2000年度ごろから始まり、

これまで支援の内容に若干の変化はあるが、非常に多

くの大学・短大で取り組みそれなりの成果を上げて来

た 1）。ただ成果をあげた短大・大学の多くが 4年間と

いう期限であり、費用面などから制約を受けたため、

折角の教育の向上や地域との連携がストップし継続

性に問題を残した。（ＧＰの後出てきた国の支援事業

「域学連携」なども同様である） 

２）私立大学の公立大学化は 2017 年 4 月現在、公設民営

方式の私立大学は高知工科大学・名桜大学など 5 校、

公私協力方式による私立大学は山口東京理科大学、私

立大学は成美大学、長野大学の２校である。二つの方

式による私立大学はほかに 15 校あり、全国に分布し

ている。 

３）「日本私立大学連盟」は私立大学の人材養成について

「活力ある多様な人間の育成と新しい多様な価値の

創造」を掲げていた（日本経済新聞2006年5月27日）。

５００ほどある学部数はまさに多様性に対応した結

果である。本来の教育の目的は多様な人間の養成では

なく多様な変化に適応、対応できる能力を有した人間

である。 

４）日本学術会議は専攻分野の名称の多様化について、専

攻分野の名称は 580（2005年度現在、2010年度 700以

上の予想）種類ほどあり細分化・個別化しすぎていて、

真の学問の進展、学生の学習成果や能力の普遍性が懸

念されるとして学位の在り方（専攻分野の抽象性と通

用性の問題、学問と専攻との違いなど）について検討

審議しその結果が報告されているが、具体的な対策案

は示されていない。多様な専攻が今日の私学の経営に

関わっていることには全く触れていない。「日本学術

会議（大学教育の分野別質保障委員会）『学士の学位
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に付記する専攻分野の名称の在り方について』平成 26

年 9月 17日報告」 

５）全要素生産性（TFP）とは、経済成長の要因には労働

と資本の投入量の二つの生産要素のほか量的変化で

説明できない質的変化がある。この要素は一応「技術

進歩」と言われ、新技術の開発やそれに適応する人材

の知的・技術的進歩の向上（労働や資本に体化された

技術）による寄与である。量的に測定でいないが労働

と資本の投入量の成長率は測定できるため、全体の成

長率の残差として求めることが出来る。この値を全要

素生産性または技術進歩という。ちなみに『経済白書』

2016年版では、日本の経済成長率は労働投入量の減少

傾向に対して TFP の上昇によって支えられていると

の結果である。 

６）もちろん工業部門には人文・社会科学部の卒業生も雇

用されるのであるが、そのほと んどは、事務系であ

り直接工場の技術現場で働く労働者ではないので、技

術革新には直接かかわっていない。 

７）但し学部別都道府県別の学生数からの観察が最善であ

るが不明のため、また、保健（医学歯学を除く）関係

学部の集計は困難なため分析できない。また、理工学

部入学者数での都道府県別統計はない。理工学部の入

学定員から地域別の役割を見るのにはとくに問題は

ないと思われる 

８）総務省と文部科学省が連携して平年 27 度から募集し

た「地方大学を活用した雇用創出・若者定着の取組」

は地方公共団体が積極的に地元の大学を活用し、雇用

の創出と若者の定住を図る取り組みにたいし資金支

援するというものであるが、申請条件の中には、文部

科学省の「地方創成補助事業」や「教育再生プログラ

ム」で採択されていなければ対象にならないことが明

記されており、地方公共団体は採択された大学には積

極的になり地方の私立大学のほとんどは対象外であ

るため、軽視しがちである。 

９）長野県は 2014 年４月から「県民文化部私学・高等教

育課」を設置、2016年５月「長野県高等教育振興基本

方針」を策定した。県内の高等教育機関は地方創生戦

略上重要な役割を担っており、地の拠点としてまた、

人材育成は地域貢献に不可欠である。人口減少社会を

乗り越えるために高等教育機関の競争力は県経済の

競争力につながると言う主旨からである。具体的に実

施するため「信州高等教育支援センター」同時に設置、

例えば県内大学・短大への進学者の増大を進めるため

学部設置や地域連携支援事業、奨学金給付など、積極

的に大学の地域貢献、地域課題解決への貢献を求めた。

試みとして望ましい制度改革であるが、公立大学に力

を入れており、私立大学には具体的な取り組みはして

いない。これから期待したい。轟 寛逸「長野県の高

等教育振興と地域連携」2017年８月１日 IDE『現代の

高等教育』2017年 8～9月号 

10）東京農業大学網走キャンパス（1989年設置）の生物産

業学部（生物生産学科、食品科学科、産業経営学科）

は 2018 年度より同学部を北方圏農学化、海洋水産学

科、食香粧化学科、自然資源経営学科の４学科に再編

成、地域の自然を最大限開発するための研究と教育と

第６次産業化の展開を志向する態勢にする（当大学視

察と大学案内から）。北見工業大学は産業を取り巻く

環境は激変していくと予想しこの変化に対応できる

能力を備えた工学技術者の養成をするため、2017年度

から工学部（機械、電気などの６学科）教育の学問分

野を「地球環境工学科」と「地域未来デザイン工学科」

の二つに再編成した。日本の食糧基地を目指して地元

の地域資源の活用（発掘から解決に至るプロセス）を

工学的に考える応用力を持った技術者の養成であり、

地域だけでなくどの地域でも活躍できる人材の養成

を目指している（日本経済新聞 2017．7.31朝刊から）。 

11）「日本私立大学団体連合会」は地方私立大学に対し、「地

域の特性に基づいた多様な価値の追求によって地域

を牽引するリーダー及び中間層の育成・・・・省略・・・

地域の振興を推進する」社会的責務がある。そのため

には地域で様々な連携（大学間、地域経済間など）に

取り組まなければならない。政府はそのことを推進す

るため支援をする、という中間報告をまとめた。しか

し、この報告書は大学に対して地方創成に積極的に取

組んだ事業に対してであり、意義はあるが地域行政の

役割については全くふれていない。地方にある大学は

地域の知的財産であるため、人材の養成や地域との連

携など地方行政がむしろ積極的に取組むための橋渡

しをすべきである。『地方創成に向けた私立大学の役

割』中間報告（平成 27年 11月） 
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表１ 大学設置数の推移（校） 

 

年度 計
国立
(A)

公立
（Ｂ）

私立
（Ｃ）

 (Ｃ)/(A)
(%)

1955 228 72 34 122 53.5

1960 245 72 33 140 57.1

1965 317 73 35 209 65.9

1970 382 75 33 274 71.7

1975 420 81 34 305 72.6

1980 446 93 34 319 71.5

1985 460 95 34 331 72.0

1990 507 96 39 372 73.4

1995 565 98 52 415 73.5

2000 649 99 72 478 73.7

2005 726 87 86 553 76.2

2010 778 86 95 597 76.7

2015 779 86 89 604 77.5

2017 780 86 90 604 77.4

注：通信教育学部だけの大学は除く

資料：文部科学省『学校基本調査報告書（高等教育機

        関編）』各年度版から引用作成  

表２ 私立大学の設置数の増加分 

（1971年度～2015年度） 

地域 校 ％ 地域 校 ％

北海道 16 5.1 滋賀 5 1.6

青森 4 1.3 京都 11 3.5

岩手 1 0.3 大阪 24 7.0

宮城 4 1.2 兵庫 14 4.4

秋田 2 0.6 奈良 3 1.0

山形 3 1.0 和歌山 0 0.0

福島 4 1.3 鳥取 1 0.3

茨城 3 1.0 島根 0 0.0

栃木 7 2.2 岡山 8 2.5

群馬 7 2.2 広島 7 2.2

埼玉 18 5.7 山口 4 1.3

千葉 17 5.4 徳島 0 0.0

東京 33 10.5 香川 1 0.3

神奈川 14 4.4 愛媛 2 0.6

新潟 12 3.8 高知 0 0.0

富山 3 1.0 福岡 14 4.4

石川 5 1.6 佐賀 0 0.0

福井 1 0.3 長崎 5 1.6

山梨 3 1.0 熊本 5 1.6

長野 6 1.9 大分 1 0.3

岐阜 5 1.6 宮崎 3 1.0

静岡 10 3.2 鹿児島 2 0.6

愛知 23 7.3 沖縄 2 0.6

三重 4 1.3 　合　計 317 100.0

出所：『全国大学一覧』当該年度版より作成  

 

 

表３ 大学学部名称の推移（昼間部）

（ ）内はＢ／Ａで％
Ａ

年度 学部名称数

大学 国立 公立 私立

ａ ｂ ｃ ａ ｂ ｃ

1980 71 41 22 63

57.7 31.0 88.7 0.9 0.5 1.3

2000 228 66 57 185

(28.9) (25.0) (81.1) 1.4 1.2 3.9

2015 496 94 97 412

(19.0) (19.6) (83.0) 2.0 2.1 8.8

注：１）

２）

出所：

設置者ごとに同一名称学部は１学部名称として計算。また、大学全体の学部名称

数も同一学部名称が複数あっても同様でＡはＢの合計ではない（二重合計に

なっていない）。

Ｃは都道府県数47を分母にして割った数である。

資料は文部科学省『学校基本調査報告書（高等教育編）』当該年度版を基に作

成

設置者別学部名称数

Ｂ Ｃ　一地域あたりの
設置者別平均学部
名称数
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表４ 学部名称数（１９８５年度、２０１５年度） 

 

 
 

１９８５年度（71）
教 養 学 部 農 獣 医 学 部 21世紀アジア学部 ビジネス創造学部 英 語 国 際 学 部 管 理 栄 養 学 部
⽂ 理 学 部 酪 農 学 部 アジア太平洋学部 ヒューマンケア学 英語情報ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学部 観光コミュニティ学部

教 育 学 部 ⽔ 産 学 部 アニメーション⽂化学部 フロンティアサイエンス学部 園 芸 学 部 観光ビジネス学部
学 芸 学 部 海 洋 学 部 キャリアデザイン学部 ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ･ﾂｰﾘｽﾞﾑ学部 応⽤バイオ科学部 観光メディア⽂化学部

学 校 教 育 学 部 ⽣ 物 ⽣ 産 学 部 キャリア形成学部 ポピュラーカルチャー学部 応 ⽤ ⼼ 理 学 部 観 光 学 部

⽂ 学 部 繊 維 学 部 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部 マネジメント学部 応⽤⽣物科 学部 観光産業科 学部
⽂ 教 育 学 部 医 学 部 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾒﾃﾞｨｱ･ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ学部 マネジメント創造学部 応 ⽤ ⽣ 物 学 部 企 業 情 報 学 部
⽂ 芸 学 部 ⻭ 学 部 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｽﾀﾃﾞｲｰｽﾞ学部 マ ン ガ 学 部 応⽤⽣命科 学部 危 機 管 理 学 部
神 学 部 薬 学 部 グローバルビジネス学部 メディア･芸術学部 ⼩⽥原保健医療学 基 幹 理 ⼯ 学 部
仏 教 学 部 保 健 学 部 グローバル教養学 メディアコミュニケーション学部 ⾳ 楽 学 部 基 礎 ⼯ 学 部

外 国 語 学 部 環 境 保 健 学 部 グローバル地域⽂化学部 メディアプロデュース学部 化学⽣命⼯ 学部 基 盤 ⼯ 学 部
⼈ ⽂ 学 部 看 護 学 部 コミュニケーション学部 メ デ ィ ア 学 部 家 政 学 群 技 能 ⼯ 芸 学 部
⼈⽂社会科 学部 衛 ⽣ 看 護 学 部 コミュニケーション⽂化学部 メディア情報学部 家 政 学 部 共 同 獣 医 学 部
社 会 学 部 栄 養 学 部 コミュニティ振興学部 メディア造形学部 科 学 技 術 学 部 教 育 学 部
社 会 科 学 部 体 育 学 部 コミュニティ政策学部 モチベーション⾏動科学部 海 事 科 学 部 教育⼈間科 学部

国 際 関 係 学 部 芸 術 学 部 コミュニティ福祉学部 ライフデザイン学 海 洋 科 学 部 教育地域科 学部
産 業 社 会 学 部 美 術 学 部 コンピュータサイエンス学部 リハビリテーション科学部 海 洋 学 部 教育福祉科 学部
社 会 福 祉 学 部 造 形 学 部 コンピュータ理⼯学部 リハビリテーション学部 海 洋 ⼯ 学 部 教 育 福 祉 学 部
法 ⽂ 学 部 美 術 ⼯ 芸 学 部 サービス経営学部 リベラルアーツ学 海洋⽣物資源学部 教 育 ⽂ 化 学 部
法 学 部 ⾳ 楽 学 部 サービス創造学部 リベラルアーツ学 海洋⽣命科 学部 教 養 学 部

法 経 学 部 家 政 学 部 システムデザイン学部 異⽂化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部 外 国 語 学 部 ⾦ 融 経 済 学 部
政 経 学 部 ⽂ 家 政 学 部 システム科学技術学部 医 学 群 学 芸 学 部 空 間 創 造 学 部
政 治 経 済 学 部 ⽣ 活 科 学 部 シ ス テ ム⼯ 学群 医 学 部 学 校 教 育 学 部 経 営 学 部
経 済 学 部 ⼈ 間 科 学 部 シ ス テ ム⼯ 学部 医 薬 保 健 学 域 学 校 教 師 学 部 経 営 教 育 学 部
経 営 学 部 総 合 科 学 部 システム情報科学部 医 ⽤ ⼯ 学 部 感性デザイン学部 経 営 経 済 学 部

経 営 情 報 学 部 図書館情報 学部 システム理⼯学部 医 療 栄 養 学 部 環境・建築 学部 経 営 情 報 学 部
情 報 学 部 シティライフ学部 医 療 衛 ⽣ 学 部 環境ツーリズム学 経 営 ⽂ 化 学 部
商 学 部 スポーツ･健康科学部 医 療 科 学 部 環 境 園 芸 学 部 経 営 法 学 部
商 経 学 部 ス ポー ツ科 学部 医 療 学 部 環 境 科 学 部 経済・マネジメント学群

理 学 部 ス ポ ー ツ 学 部 医 療 看 護 学 部 環 境 学 部 経 済 科 学 部

衛 ⽣ 学 部 スポーツ健康科学 医 療 技 術 学 部 環 境 共 ⽣ 学 部 経 済 学 部
理 ⼯ 学 部 スポーツ健康学部 医 療 経 営 学 部 環 境 社 会 学 部 経 済 経 営 学 部
⼯ 学 部 スポーツ健康政策学部 医療経営管理学部 環境情報ビジネス学部 経 済 情 報 学 部
基 礎 ⼯ 学 部 スポーツ⼈間学部 医 療健 康科 学部 環 境 情 報 学 部 芸 術 学 部
⽣ 産 ⼯ 学 部 ソフトウェア情報学部 医 療 健 康 学 部 環 境 ⼈ 間 学 部 芸 術 ⼯ 学 部

⼯ 芸 学 部 デ ザ イ ン 学 部 医 療 情 報 学 部 環 境 創 造 学 部 芸 術 情 報 学 部
芸 術 ⼯ 学 部 デ ザイ ン⼯ 学部 医療福祉ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学部 環境都市⼯ 学部 芸 術 専 ⾨ 学 群
電 気 通 信 学 部 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部 医 療 福 祉 学 部 環 境 理 ⼯ 学 群 芸 術 ⽂ 化 学 群
商 船 学 部 ネットワーク情報学部 医 療福 祉⼯ 学部 環 境 理 ⼯ 学 部 芸 術 ⽂ 化 学 部
鉱 ⼭ 学 部 バ イオ ・化 学部 医 療 保 健 学 部 看護ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学部 健康・スポーツ科学部

農 学 部 バイオサイエンス学部 映 画 学 部 看 護 医 療 学 部 健康プロデュース学部

園 芸 学 部 バ イオ 環境 学部 映 像 学 部 看 護 栄 養 学 部 健康メディカル学
獣 医 畜 産 学 部 ビジネスマネジメント学群 栄 養 科 学 部 看 護 学 部 健康医療科 学部
獣 医 学 部 ビ ジ ネ ス 学 部 栄 養 学 部 看 護 福 祉 学 部 健 康 医 療 学 部
畜 産 学 部 ビジネス情報学部 英語キャリア学部 看 護 保 健 学 部 健 康 栄 養 学 部

出典：『全国⼤学⼀覧』当該年から作成
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 ２０１５年度（496）

健 康 科 学 部 国 際 学 部 社会ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ学部 ⼈ ⽂ 科 学 部 総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学部 新潟⽣命⻭学部 福 祉 社 会 学 部
健 康 管 理 学 部 国際環境⼯学部 社会システム科学 ⼈ ⽂ 学 群 総 合 科 学 部 ⽇ 本 ⽂ 化 学 部 福 祉 情 報 学 部
健 康 ⽣ 活 学 部 国 際 観 光 学 部 社 会 安 全 学 部 ⼈ ⽂ 学 部 総 合 管 理 学 部 ⼈ 間 栄 養 学 部 福 祉 ⼼ 理 学 部
健 康 福 祉 学 群 国 際 関 係 学 部 社 会 科 学 部 ⼈⽂社会科学部 総 合 経 営 学 部 ⼈ 間 科 学 部 福 祉 総 合 学 部
健 康 福 祉 学 部 国 際 教 養 学 部 社 会 学 部 ⼈ ⽂ 社 会 学 群 総 合 社 会 学 部 ⼈ 間 開 発 学 部 仏 教 学 部

建築・環境学部 国 際 経 営 学 部 社 会 環 境 学 部 ⼈ ⽂ 社 会 学 部 総 合 情 報 学 部 ⼈ 間 学 群 ⽂ 化 学 部
建 築 学 部 国 際 交 流 学 部 社 会 情 報 学 部 ⽔ 産 学 部 総合⼈間科学部 ⼈ 間 学 部 ⽂ 化 教 育 学 部
現代ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学 国 際 資 源 学 部 社 会 福 祉 学 部 政 経 学 部 総 合 ⼈ 間 学 部 ⼈ 間 環 境 学 部 ⽂ 化 ⾔ 語 学 部
現代システム科学 国 際 社 会 学 部 獣 医 学 群 政 策 科 学 部 総 合 数 理 学 部 ⼈ 間 看 護 学 部 ⽂ 化 構 想 学 部
現代ビジネス学部 国 際 情 報 学 部 獣 医 学 部 政 策 学 部 総 合 政 策 学 部 ⼈ 間 関 係 学 部 ⽂ 化 情 報 学 部

現代マネジメント学部 国際⾷糧情報学部 ⽣涯スポーツ学部 政 策 情 報 学 部 総合⽣命科学部 ⼈ 間 教 育 学 部 ⽂ 化 政 策 学 部
現代ライフ学部 国際⼈間科学部 ⽣涯学習システム学部 政 策 創 造 学 部 総 合 福 祉 学 部 ⼈ 間 健 康 学 部 ⽂ 化 創 造 学 部
現 代 家 政 学 部 国 際 ⼈ 間 学 部 ⽣ 涯 福 祉 学 部 政 治 経 済 学 部 総 合 ⽂ 化 学 部 ⼈間健康福祉学部 ⽂ 化 表 現 楽 譜
現 代 教 育 学 部 国 際 ⼈ ⽂ 学 部 商 学 部 ⽣ 活 科 学 部 総合⽂化政策学部 ⼈ 間 社 会 学 域 ⽂ 学 部
現 代 教 養 学 部 国 際 政 策 学 部 商 経 学 部 ⽣ 活 環 境 学 部 総 合 理 ⼯ 学 部 ⼈ 間 社 会 学 部 ⽂ 教 育 学 部

現 代 経 営 学 部 国際政治経済学部 情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学 ⽣ 活 創 造 学 部 造 形 学 部 ⼈ 間 情 報 学 部 ⽂ 芸 学 部
現 代 国 際 学 部 国際総合科学部 情報フロンティア学部 ⽣活福祉⽂化学部 造 形 芸 術 学 部 ⼈間⽣活科学部 ⽂ 理 学 部
現 代 社 会 学 部 国 際 地 域 学 部 情報マネジメント学部 ⽣ 産 ⼯ 学 部 多⽂化社会学部 ⼈ 間 ⽣ 活 学 部 保 育 学 部
現 代 ⼼ 理 学 部 国 際 ⽇ 本 学 部 情報メディア学部 ⽣ 物 学 部 体 育 学 部 ⼈ 間 総 合 学 部 保 健 医 療 学 部
現 代 ⼈ 間 学 部 国際福祉開発学部 情 報 科 学 部 ⽣ 物 産 業 学 部 体 育 専 ⾨ 学 群 ⼈間発達科学部 保健医療技術学部

現 代 政 策 学 部 国 際 ⽂ 化 学 部 情 報 学 群 ⽣物資源科学部 知 識 ⼯ 学 部 ⼈ 間 発 達 学 部 保健医療経営学部
現 代 ⽣ 活 学 部 国際⽂化交流学部 情 報 学 部 ⽣ 物 資 源 学 部 知 的 財 産 学 部 ⼈ 間 福 祉 学 部 保健医療福祉学部
現 代 中 国 学 部 国 際 ⽂ 理 学 部 情 報 環 境 学 部 ⽣物資源環境学部 知 能 情 報 学 部 ⼈ 間 ⽂ 化 学 部 保 健 衛 ⽣ 学 部
現代⽇本社会学部 こ ど も 学 部 情 報 ⼯ 学 部 ⽣ 物 ⽣ 産 学 部 地 域 医 療 学 部 農学⽣命科学部 保 健 科 学 部
現 代 福 祉 学 部 こども教育学部 情 報 社 会 学 部 ⽣ 物 ⽣ 命 学 部 地 域 科 学 部 農 学 部 保 健 学 部

現 代 ⽂ 化 学 部 こども⼼理学部 情 報 通 信 学 部 ⽣ 物 地 球 学 部 地 域 学 部 農 ⾷ 環 境 学 群 保 健 看 護 学 部
現 代 法 学 部 ⼦ども育成学部 情報通信⼯学部 ⽣ 物 理 ⼯ 学 部 地域環境科学部 発 達 科 学 部 保 健 福 祉 学 部
⾔語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学 ⼦ ど も 学 部 情 報 ⽂ 化 学 部 ⽣命・環境科学部 地 域 共 創 学 群 発 達 教 育 学 部 法 学 部
⾔ 語 ⽂ 化 学 部 ⼦ども教育学部 情 報 理 ⼯ 学 部 ⽣ 命 医 科 学 部 地 域 協 働 学 部 ⽐ 較 ⽂ 化 学 部 法 経 学 部
交 流 ⽂ 化 学 部 ⼦ども⽣活学部 ⾷ 環 境 科 学 部 ⽣ 命 科 学 部 地域教育⽂化学部 東が丘・⽴川看護学部 法 政 経 学 部

公 益 学 部 ⼦ども発達学部 ⾷ 産 業 学 部 ⽣ 命 学 部 地 域 政 策 学 部 美 術 学 部 法 ⽂ 学 部
公 共 政 策 学 部 ⼦ども未来学部 ⾷品栄養科学部 ⽣命環境科学域 地域創⽣農学部 美 術 ⼯ 芸 学 部 松 ⼾ ⻭ 学 部
⼝ 腔 ⻭ 学 部 産業科学技術学部 ⾷物栄養科学部 ⽣ 命 環 境 学 群 地 域 創 ⽣ 学 群 美 術 ⽂ 化 学 部 未来デザイン学部
⼯ 学 域 産 業 技 術 学 部 ⾷ 物 栄 養 学 部 ⽣ 命 環 境 学 部 地 域 創 ⽣ 学 部 表 現 学 部 未 来 科 学 部
⼯ 学 部 産 業 社 会 学 部 ⾷ ⽂ 化 学 部 ⽣命健康科学部 地 域 保 健 学 域 表 象 ⽂ 化 学 部 未 来 創 造 学 部

⼯ 芸 科 学 部 産 業 情 報 学 部 鍼 灸 学 部 ⽣ 命 ⼯ 学 部 地球環境科学部 不 動 産 学 部 薬 学 部
⼯ 芸 学 部 産 業 保 健 学 部 ⼼ ⾝ 科 学 部 ⽣ 命 ⻭ 学 部 地球社会共⽣学部 服 飾 学 部 理 学 部
⾹ 川 薬 学 部 産 業 理 ⼯ 学 部 ⼼理・福祉学部 ⽣ 命 理 ⼯ 学 部 畜 産 学 部 服 装 学 部 理 ⼯ 学 域
国際・英語学部 ⻭ 科 部 ⼼理こども学部 先 進 ⼯ 学 部 都 市 環 境 学 部 福岡医療技術学部 理 ⼯ 学 群
国際キャリア学部 事 業 構 想 学 部 ⼼ 理 科 学 部 先 進 理 ⼯ 学 部 都 市 教 養 学 部 福 岡 看 護 学 部 理 ⼯ 学 部

国際こども教育学 児童スポーツ教育学部 ⼼ 理 学 部 繊 維 学 部 都 市 経 営 学 部 福岡保健医療学部 流 通 科 学 部
国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学 児 童 学 部 神 学 部 創 造 ⼯ 学 部 都 市 情 報 学 部 福 祉 学 部 流 通 学 部
国際ﾘﾍﾞﾗﾙｱｰﾂ学部 児 童 保 育 学 部 神 道 ⽂ 化 学 部 創 造 理 ⼯ 学 部 都 市 ⽣ 活 学 部 福 祉 環 境 学 部 流 通 情 報 学 部
国 際 英 語 学 部 次世代教育学部 診療放射線学部 総合グローバル学 東京メディア芸術学部 福 祉 健 康 学 部 臨 床 教 育 学 部
国 際 学 群 社会・国際学群 ⼈⽂・⽂化学群 総合マネジメント学部 動 物 看 護 学 部 福 祉 貢 献 学 部 臨 床 ⼼ 理 学 部

歴 史 学 部
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表６ 大学学生数の分野別シェアの推移 

単位：％

人文科学 12.9 13.8 15.2 16.6 15.2 14.7 14.5

社会科学 42.9 40.5 39.6 39.9 34.9 33.1 32.7

理　　　学 2.7 3.1 3.4 3.6 3.2 3.1 3.2

工　　　学 15.4 19.4 19.6 18.9 15.7 15.2 15.2

農　　　学 4.7 3.4 3.4 2.8 3.0 3.0 3.0

保健（医・歯学他） 5.9 6.4 5.9 5.8 9.9 11.5 11.9

商　　　船 0.2 0.1 0.1 0.04 0.0 0.0 0.0

家　　　政 1.4 1.8 1.8 1.8 2.7 2.8 2.8

教　　　育 10.5 7.6 7.1 5.6 6.5 7.2 7.3

芸　　　術 1.6 2.5 2.4 2.6 2.8 2.7 2.7

そ  の  他 1.8 1.3 1.6 2.4 6.2 6.7 6.7

出所：文部科学省『文部科学要覧』平成27年度版から引用作成

2010 2013 2014
　　　　　　　　　　　　年度
 分野

1960 1980 1990 2000
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そのがのそくしｎ 

 

 

 

 

はじめに 

地域の人口出生減と若年人口移出は少子・高齢

化という人口構成の逆ピラミッド型を作り出し、

また地域経済の停滞は地域公共サービスの向上を

遅らせ、IoTやAIの時代の到来は差し迫り、どの

ように対処していかなければならないか、多くの

困難な課題が地域を混乱させている。地域の人口

減少はいわゆる地域市場の需要の減少であり、地

域経済の活力に影響している。一方、18歳人口の

減少傾向は、大学・短大で地域を問わず受験者の

獲得競争が激しくなり、特に地方立地の大学・短

期大学では生き残りをかけた戦略（教育・研究改

革）を立て、学生の確保と経営の安定を図るべく

努力している。既に廃止（経営破綻）した大学は

十数校あり、地方の大学ばかりでなく大都市の新

設大学も含め整理・淘汰が進むのではないかと予

期される。 

国立大学や有力私立大学でも学科の整理と専

門性の高い学科、インターンシップや実習（フィ

ールドリサーチ）を海外で行い国際貢献を特色に

する学部の設置、教養科目を全て英語講義にする

カリキュラムなど特色ある大学づくりをしている。

一方、地方の私立大学では地域資源を対象とした

講義科目（公開講座含む）や実習、教員・学生と

農林水産業者との共同商品開発や地元商業者との

街の活性化の研究、資格中心の専門職大学（学部）

化など様々な取組みが行われ学生確保につながっ

た大学もある。ただし、これらの取組みは地方の

国公私立大学を問わず比較的大学側からの働きか

けるケースであり、地方公共団体、自治体側も協

力する。ただ地域側からまちの将来計画のなかで

大学の教育財産をどのように生かしていくか、と

いう政策的観点から大学の役割を取り入れた地域

は少ない。 

以上のような背景のもとで高等教育機関であ

る大学、特に地方の私立大学の運命は非常に厳し

い状況にある。大学の地域貢献を計る物差しとし

て「地元」卒業の「地元」就職が一つあげられる。

地域経済の効果を上げる手段として地元の大学の

人材の活用は有効であるが、大学の人材養成と雇

用側（求人）との関係がマッチしていなければ地

方での高等教育機関立地の存在価値は低い。地方

私立大学の改革は出尽くした状況であり、大学自

身が行っても学生の獲得に結び付く可能性は低い。

もはや地方にある大学などの高等教育機関は地域

の人材開発、社会開発などの知的基盤であるため

正面から取り上げなければならない時代になって

きた。 

今回は北海道経済の発展に貢献している中核

都市旭川市が、地域振興に公立大学設置の方向を

検討していることから、地方中核都市のなかでの

経済的水準の比較と地域経済活性化の課題、地域

づくりと人材の育成、特に大学での人材の育成に

どのように取組まれてきたのか。長野県飯田市を

参考に、これからの地域の知的基盤の形成には地

域振興計画の中に大学づくり（人材養成）を取り

込むことの必要性を提案した。 

 

１ 高等教育機関の設置比較（旭川市と宮崎市） 

旭川市はほぼ北海道の東西南北のほぼ中心地

に位置し、商業、交通の要所になっている。平成

27年の人口は約34.7万人、札幌市に次ぐ都市であ

るが4分の1以下と差がある。しかし周辺市町村を

網羅した上川地区全体では約50万人、平成24年に

工場立地の集積地域として設定した区域（１市３

町）では37.1万人となる。 

旭川市の同年の18歳人口は少子化によって前

年より若干減って3,005人、10年後（2025年）は現

人口より269人減少2,736人になると予想され、将

来の変動幅は小さくなる傾向である。また、同年

の宮崎市の18歳人口は4,094人で旭川市より1,000

人程多い。 

2000年4月に中核市となった旭川市は、周辺市

町村域（上川地区）の拠点都市として益々重要な

役割を担う都市となった。したがって経済基盤、

社会基盤の整備の充実はもちろん人的資源の開発

と整備は地域の発展にとって最重要課題となる。 

しかし高等教育機関の整備水準をこの都市圏

域でみると、旭川医科大学、北海道教育大学旭川

校、旭川工業高等専門学校（以上国立）、旭川大学

と同短期大学部（以上私立）であり、２大学（除

く分校）、１短大、１高専しかない。同規模の35

万人となって中核市となった時の宮崎市（2006年4

月）の場合、国立大学２、公立大学２、私立大学

３、私立短期大学２と比べて高等教育機関の設置

数では大差である。また、大学数においては旭川

６．地域振興と地方大学 

－地方中核都市「旭川市」を中心に－ 

罍 昭吉（(一財)日本開発構想研究所 客員主幹研究員） 
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市4校（大学３短大１）、宮崎市14校（大学12短大

２）と著しい差である（表１参照）。 

なぜ、旭川市の場合、高等研究機関（大学・短

大）が宮崎市に比べて少ないのであろうか。宮崎

市は県庁所在地であることが第一の理由であると

推察されるが、宮崎市と鹿児島市（政令指定都市

約60万人）との道路距離は約130㎞、車の所要時間

２時間10分程度、特急電車2時間。一方、旭川市と

札幌市（政令指定都市195万人）の道路距離は約

145km、車の所要時間3時間10分程度、特急電車１

時間30分となっている。旭川市（と札幌市）、宮崎

市（と鹿児島市）どちらも時間・空間距離で大き

な違いがない。 

平成28年度の宮崎市内の大学・短大の入学定員

は2,380人に対し、旭川市では同572人と宮崎市に

比べて1,808人少ない４分の１である。また、18

歳人口に対する10人当たりの入学定員は宮崎市で

６人、旭川市２人で３倍の違いがある。これは地

理的条件に大きな差がないにもかかわらず大学・

短大の高等教育機関が宮崎市の方が集積している

からに他ならないが、なぜであろうか。地域経済

の発展にとって人的資源開発は避けてと通れない

ことは経験上明らかである。大学と多様な学部学

科等の設置は、後述するように経済効果の違いに

統計上表れている。 

大学・短大の受験者数の減少傾向は全国的であ

るが、旭川市の大学・短大の減少要因の一つは、

大学・短大が少ないため受験生の多様なニーズに

対し魅力に乏しく、また職場も少ないことも関わ

っていると推察される。平成25年7月の高校生アン 

ケート調査（旭川市内の14校）によると短大・大

学への進路希望は2,857人中1,500人（大学1,436人）

以上いても入学定員が少ないため域外進学が多い

（平成29年11月調査：大学1,399人）。経済活動を

活発にするためには、既存大学の学部教育のタイ

プの増加の検討も一つの方法であるが、新大学・

学部の設置の方が教育基盤は拡大するため人口増、

産業の成長等地域の活性化に役に立つ地域経営戦

略となる。 

 

２ 高等教育の設置と地域産業の発展 

北海道の人口規模（532万人：2016）とノルウ

ェーの人口規模（511万人：2016）はほぼ近いが人

口密度はそれぞれ68人、17人である。ところが、

表１からGDP（円換算2013年）の大きさは北海道

18.3兆円、ノルウェー51兆円、人口一人当たりの

GDP（ドル）は北海道35,327ドル、ノルウェー

70,392ドルと北海道はノルウェーのほぼ半分であ

る。この違いは産業集積にある。特に第一次地場

産業の工業化の発展の違いがある。ノルウェーは

第一次産業と第二次産業すなわち「材料」産業と

「加工」産業がプロセス産業としてつながってい

るのに対し、北海道は繋りが希薄であるため、付

加価値の生産がノルウェーに比べて低い（GDPに

対する第１次産業と第2次産業の割合：北海道

（2008年3.8％、16.1％）、ノルウェー（2006年1.3％、

39.1％））からだと推察される。北海道は自然的・

地理的条件に恵まれているにもかかわらず、第一

次産業とそれを「加工」産業に展開していく技術

や経営的戦略が遅れていることが要因である。北

海道経済もノルウェーのように地域資源の活用に

よる発展は十分可能となる潜在的資源を有してお

り、開発は結果として人口密度の増大にもつなが

る。 

このようなことを実現するためには、基本的に

は人材の供給が必要であり、特に特色ある高等教

育の設置はカギとなる。 

旭川市の第１産業と第2次産業のGDPは2008年

度（2014年度）0.7％（0.6％）、11.7％（10.6％）

であるが北海道全体よりも第2次産業の割合は低

く、製造業の割合も5.9％（北海道8.6％）と低い。

これは第1次産業の先で付加価値をあげる「加工組

立型」産業の出荷額の比重が低いということであ

る。自然・地理条件に恵まれ、すでに木材加工産

業も存在している。しかし、木材加工産業だけで

なくそもそも地域資源の活用を推進するための第

二次産業の割合がノルウェーに比べて20％も低い。

これは産業集積だけでなく次項で取り上げたよう 

 

表１ 国・地域のGDPと一人当たりGDP 

項   目 

 

国・地域 

GDP 

（円換算、兆円） 

2013年 

一人当たりGDP 

（ドル） 

2016年 

ノルウェー（国） 51.0 70,392 

東京都 93.1 73,105 

愛知県 35.4 45,066 

埼玉県 20.7 29,498 

神奈川県 30.2 34,713 

北海道 18.3 35,327 

日 本  38,917 

出典：内閣府『県民経済計算』 

IMF: W.E.Outlook Detabase 
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に高等教育機関の集積が極力少ないことも一要因

として考えられる。従って、旭川圏域内に高等教

育機関の設置、多様な分野の大学、学部の設置の

必要性の理由が挙げられる。旭川圏域内の設置増

は北海道経済全体にも活力を与える波及効果が期

待でき、旭川が革新的地域（基盤）ともなる可能

性があるからである。それは近年の第6次産業化で

あるが旭川市はそもそも技術的水準が低く、流通

販売に関する能力においても遅れているため、い

きなりこの戦略を取ることは難しい。従ってその

ためには人材の育成が欠かせないため高等教育機

関の活用と整備が必要となる。 

 

３ 地方中核都市旭川市の学部設置数と一人当た

り市民総生産 

表２は全国中核都市48市（2017年現在の交付済

み）のうち大都市圏及びその隣接市を除いて旭川

市の人口を基準に地方都市16市を選択し、都市別、

学部別設置数を○と△印で表したものである。△

は学部の複数学科で分野が異なる場合、学部とし

て扱った。 

まず、旭川市（34.3万人）には4学部設置されて

おり、いわき市（34.8万人）、長野市（37.5万人）

と同数、郡山市（33.5万人、3学部）と函館市（26.6

万人、2学部）はそれぞれ旭川市より１～２学部少

ない。一方、それ以外の11市は５学部以上の設置、

特に旭川市に比べて２倍以上設置されている都市

は青森市（28.4万人）、秋田市（31.4万人）、盛岡

市（29.6万人）、前橋市(33.5万人)、高崎市（37.0

万人）、下関市（26.4万人）、宮崎市(39.9万人)の７

市ある。同じ中核市でも開差が顕著である。 

次に、必ずしも相関があると断定はできないが、

学部設置数と人口一人当たりの市民総生産（平成

２５年度）との関係を見ると、 

１）旭川市の一人当たり市民総生産は16市の中で

一番低く299万円である。ほぼ同じ人口数と学

部数であるいわき市に比べて54万円低く、しか

も人口は旭川市に比べて8万人ほど少ない下関

市（26.4万人）は8学部あり、一人当たりの総生

産は340万円と旭川市より40万円ほど多い。ま

た、都道府県でみた県民総生産で沖縄と並んで

低い宮崎県の宮崎市よりも30万円低い。 

2）特に秋田市（学部数12）は旭川市より人口で約

３万人少ないのにも関わらず人口一人当たり

ではほぼ100万円の差があり低い。 

以上のことから学部設置数の多い中核都市ほ

ど総生産は一様に高く、少ない都市は低い関係が

見て取れる。ただ、経済効果の測定を学部数と総

生産との関係だけで見るのには不十分であり地域

産業連関、雇用構造などの分析が必要であること

は当然である。ここでは総生産（付加価値）は当

然、産業活動の成果でありその基盤の担い手とし

てカギになるのは工業であることから工業団地の

設置状況で比較してみた。工業団地数（本来規模

で見るべきであるが）を見ると、表1に記したよう

に工業団地数の多い地域の総生産は一応高いこと

が分かる。 

旭川市の工業団地数は1件、長野市も１件であ

るが、長野市の場合接している市町村に９か所、

前橋市は隣の高崎市の31件もある。旭川市の隣接

地域には2件と少ない。工業団地の雇用は主に地元

の出身者で占めることが多く、職場の少なさは大

学卒業生の就職先が少ないということになり、人

材の確保による成長と高等教育人口の確保は表裏

の関係にあることが類推される。また、卒業生の

地元就職率（市外就職率）の状況次第で具体的に

貢献度が分り、学部数と総生産との相関関係が一

層明らかになるが、今回は調査していない。 

表2から地元産業の発展には大学設置および学

部数の多少が関係していることが示唆される。で

は、実際に旭川市は「まちづくり」の中で産業開

発と高等教育に関してどのようなビジョンを描い

ているのであろうか。 

 

４ 「地域振興」と高等教育の位置づけ 

地域（まち）づくりという視点から地方私立大

学の機能をどのように位置付けるか、について探

ってみた。 

地域経済を活性化するための対策として産学

官共同研究・事業が盛んである。内容に若干の違

いがあるけれども小規模な都市から大都市に至る

まで行われている。中でも筑波研究学園都市など

大学や研究機関の集積した都市で学術都市・研究

都市と呼ばれている地域は全国で５つほどある。

これらの都市の性格は国の科学技術政策の推進の

もとに県や大都市の自治体が協力して形成（集積）

させたケースである。そのほとんどが研究機関の

研究者の知識や技術を活用して新製品開発や事業

開発など最先端技術の開発やその事業化などに結

び付けることである。また北海道の札幌ニュータ

ウンのように大学・研究機関の集積している都市

を通称「研究学園都市」と呼び10地域ほどある。

これらの地域も学術・研究学園都市と変わりはな

いが、特に都市計画（域学連携）の中でより身近

な地域課題（農業問題、商店街の活性、児童との

交流など）など大学と市民や企業・NPO・行政等
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と連携し地域を育てていく事例的事業に取組ケー

スは多い１）。また、研究学園都市に限らず全国の

地方公共団体、自治体でも地域活性化のため大学

（知識や技術等の機能など）など高等教育機関と

連携して地域課題を解決し経済力を高める事例は

一般的である。 

ところが研究学園都市でも通常の都市でも将

来の地域計画に知的財産となる学生の確保や人材

養成の取組みは入っていない。地域づくりで農

業・観光・環境・商店街・イベント・子供（教育）・

健康などの推進活動、起業家の育成等々で関わる

方々と学生や教員との交流、連携を進めながら地

域力創造を図ってはいる地域は多い。学生の専門

的な知識の向上や体験による社会人基礎力の修得

などで人材の育成に一定の効果がある。にもかか

わらず連携は地方の私立大学の学生の減少の歯止

めになっていない。地域課題解決のために大学を

誘致したけれど域外からの転入、卒業後転出はよ

くある。これは、大学教育における人材養成は地

域が取組む積極的な理由はなく大学側の本業だと

理解しているからであろう。しかし人口減少、高

齢化などから地域の経済力の再生は必死であり、

そのために地域資源の開発を最大の課題にする地

域は多い。それには地元での有望な人材の確保が

必要不可欠ではないであろうか２）。旭川市では、

地域計画で高等教育の人材養成にどのように取り

組んできたのであろうか。 

旭川市は平成23年3月『都市計画区域の整備、

開発及び保全の方針』を策定し、旭川圏都市計画

区域（旭川市、鷹栖町、東神楽町）の整備の方針

が打ち出した。 

この策定では、平成32年を目標として人口、就

業人口、工業出荷額、商業販売額など規模水準は

平成17年より減少すると予測。市街地、商業、農

業、工業、道路（交通）および土地利用など開発

の方針や地場産業の振興、工業開発のためのリサ

ーチパークなどの整備と産業集積を目指すとして

いる。高等教育に関しては旭川医科大学の移転と

病院機能の充実を図る方針としているだけで、特

に具体的な計画はない。（資料１）参照） 

また、旭川地域産業活性化協議会は『旭川地域

産業活性化計画（旭川市、鷹栖町、東神楽町、東

川町の1市3町）』に基づき平成25年1月から5年間、

圏域内産業の開発とそれに係る支援事業などの措

置を行ってきた。計画では、各産業の技術者、人

材の育成に関しての支援事業が盛り込まれ、主に

地域内立地の大学などの研究機関と産業が連携な

どをしながら進めて行くプロジェクトである。具

体例では技術者を大学などの試験研究機関に派遣

研修させハイテク技術者や産業デザイン技術者等

の人材の育成、技術理解のためのカリキュラムの

作成と習得した人材の育成等があり、そのための

支援が行われている。 

産業中心の開発計画とは別に旭川市では、平成

28年に策定した『第8次旭川市総合計画』を翌年の

平成29年2月に『旭川市都市計画マスタープラン』

として改定した。このマスタープランでは社会環

境の顕著な変化（少子・高齢化、ネットワーク化

など）に耐えうる都市を建設するため産業開発の

推進、都市機能の高度化（土地利用、交通整備な

ど社会資本）、居住環境の整備などを取りあげ、地

域別に適正に整備し、いわゆるコンパクトシテイ

を目指すという計画のようである（資料3）参照）。

この策定の中で地域の活性化に絡んだ高等教育の

整備に関する計画はない。つまり各種研究機関を

利用して労働者の技術水準の向上を図る試みはす

るが、「地域計画」の中で高等教育機関の位置づけ、

つまり大学における人材の育成については直接、

取り上げていない。 

長野県飯田市では地域活性化の対策として『産

業振興と地域振興に寄与する学術研究の「知の拠

点」整備構想』を平成27年6月に策定した。内容を

若干紹介すると、この整備は市のリーダーシップ

のもとで、産業振興では大学との連携による研究

開発や人財の育成による新産業の創発、雇用の創

出などを進める（既存大学の活用）。事業創造のた

めのインキュベート機能の整備や飯田産業技術大

学の人材育成をはかる。地域振興では、世界に活

躍できるグローバルで高度なデザイン力を持った

人材の育成のための高等教育機関の設置。複数の

大学の研究室の設置とその研究室間の連携を促進

させて知の集積（インセンティブ）を作り専門的

な知見を活用する（産業振興や地域振興に役立た

せる）（（資料6）参照）。飯田市は小さな都市であ

るけれども地元に知の創造や集積を作り出して、

地域の持続的な発展を図ることを目的にしている。

高等教育について地方自治体が自ら発意し主体的

に地域の活力を探り出すために取組む事業は地域

住民、企業等の意識変化や受験生の動機の変化に

影響を与え人口増に与える可能性がある。 

旭川経済がこれからも発展しようとするので

あれば、飯田市のように高等教育機関の人材を地

域の公共財として捉えた取組みを真似することも

価値がある。各地域で「域学連携」事業が盛んに

行われているが、それには高等教育機関の基盤整

備が先である。産業開発と人的資源の開発のバラ
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ンスをどのようにとるか、その取り方次第で決ま

ってくるであろう。 

自治体による大学の活用や人材の育成は中長

期的に産業の発展の基礎となるため必要な取組と

して次の計画に入れることが要となる。 

 

５ 旭川市の大学教育像と地域振興 

上述で地域が行う高等教育機関の活用は、研究

者や技術者の養成が中心であり、地域の様々な地

域振興プロジェクトに学生も参加させての人材養

成であった。つまり市場を通しての養成である。

地域で必要とする学生の獲得とその人材養成のた

めの供給プロジェクトではない。旭川市はこれか

らの地域振興に高等教育機関の設置とその人材養

成が重要な戦略になるとして、現在、私立大学の

公立大学化で検討中である。 

『旭川市における高等教育機関に関する調査

報告書』（平成26年３月）から見てみよう。 

この報告書は人口や産業構造、高等教育機関の

現状についての調査およびこれからの高等教育の

役割（経済効果など）、運営の仕方、資金や就職問

題などを評価し方針を並べており、大学設置に重

要な情報である旭川市内高校生の進路状況などの

アンケート調査も行った。もう一つは高等教育の

将来像について、学識経験者で構成する懇談会を

設け、検討した結果をまとめた「旭川市の高等教

育を考える会議報告書（平成27年３月）」である。

この二つの報告書で高等教育での人材養成は次の

ように位置付けている。 

高等教育の理想的なビジジョンは二つとも共

通している。地域の資源を有効に開発し、地域の

活性化に貢献できる人材を養成することにあると

するものである。具体的には高度な専門的職業人

（主にものづくり系大学での教育）の養成が必要

であり、それには特定の地域資源（木材）を開発

するための高等教育機関の設置することが望まし

いとした。 

しかし、地域の特定の資源開発で設置した専門

の高等教育機関（私学）で成功した事例は見当た

らない。旭川市の望んでいる大学教育の核心的部

分は「ものつくり系」の大学で学ばせたい人材養

成にあるが、小さなマーケットを対象に設置する

ならば市（県）立大学校でよい。そもそも高等教

育の人材養成は地元だけでなく、広範囲な地域か

ら転入学してくる者も対象として設置しなければ

大学教育の水準だけでなく、運営そのものも困難

になりかねない。その視点からの接近でなければ

ほとんど意味はない。報告書には大学設置のビジ

ョンで「地域に根差した人材」と「グローバルに

対応した人材」を育成できる大学の設置が必要で

あると提案されている。まさにその通りである。

しかし、地域に設置する高等教育機関でどのよう

な能力を身に着けさせる大学教育でなければなら

ないかは、学部づくりが先ではなく、地域づくり

（例えば第６次産業化に対応できる特色ある教

育）で必要とする能力は何か、それを明確にしな

ければならない。そのような記述はない。既存の

専門学部分類で勉強したい関心のある分野を選択

させたアンケートであるが、地域と関係ない。地

域づくりと人材養成がマッチする教育とは何か。

そこから分野がハッキリしてくる。若者が学びた

い、真に身に付けたい能力は何か。そのニーズ（専

門分野の希望調査ではなく地域貢献、社会貢献な

どの意識調査）を詳しく調べることによってどの

ような分野が妥当かわかる。地域の18歳人口の半

分は将来を担う女性（女性の社会参加の増大）で

占めていくこと間違いなく、報告書でそこに焦点

を当てた項目はない（次の調査でもされてない）。 

この二つの調査からほぼ４年後の平成30年２

月『旭川大学の公立化検討に関する有識者懇談会

報告書』がまとめられた。前調査に比べて具体性

があり議論が集約の方向が一応示されている。こ

の報告書で重要なところは、前調査のコメントで

上述したようにどのような人材を養成するかにあ

り、そのためには地域のニーズとくに学生の進路

調査が重要であることを指摘した。この調査から

高校生の進路したい地域は、現在の私学を公立大

学化にしても５割近くの者が域外と回答した。ま

た、教員7割以上の先生から魅力ある学部・学科の

設置が必要であるとの回答である。つまり、魅力

のある学部学科が少ないため域外に出てしまうと

いうようにとれる。さらに、問題なのは「ものつ

くり系学部」の設置について、良いと回答したの

は教員では15％（高校生5割以上、おそらく高校生

は漠然と答えたと思われる）に達していない。ど

の調査報告書も「ものつくり系」の教育する学部

の設置を強く求めているけれど、特定の地域資源

開発のための教育であるため、専門性すぎること

から教員・学生の意見や意識と計画したい側の人

材養成ビジョンがかみ合っていないと推察される。

背景として北海道東海大学芸術工学部の廃校もあ

り、ものつくりに対する関心が薄いことや工学部

とどこが違うのかなど影響しているかもしれない。

どの市町村にも産業開発を先行させる政策が多い

が、マスタープラン（まちづくり）の中で、ビジ

ョンから実施計画まで若者が学びたくなるような
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教育内容（地域と若者のニーズを取り込んだ大学、

学部づくり）をはっきりと位置づけることである。 

地方の私立大学の多くは18歳人口の増加傾向

の中で1970年代以降設置された新設が多く、地域

に人材を供給してきたことは否めない。しかし全

入時代に入り独自の大学改革では従来の経営の維

持はできなくなることは自明である。すなわち、

飯田市のケースの様に私立大学も含めて高等教育

機関の設置は「地域づくりの側からの視点」で構

築する発想の転換が必要である。問題は旭川市の

将来の地域振興計画と高等教育機関の設置計画が

リンクするようにすることで、人口減少問題を解

決できるのではないであろうか。 

 

６ 地域資源としての地方の私立大学 

地方私立大学の性格は何か。モノやサービスの

ように市場で取引される私的財ではないというこ

とである。大学教育全般に当てはまる事であるが、

教育機関は社会資本であり公共財である。にもか

かわらず同一規模同志（大規模大学、中小規模大

学、小規模大学）、地域間（都市間、地方間、地方

と都市）、地域内同志、国立大学間、私大間、国公

立と私立等々、競争は複雑で単純に似た大学間同

志の競争だとは言えない状況にある。今日、過当

競争的市場が形成され、受験者獲得のためにカリ

キュラム、入試、就職など改善して広報活動を懸

命に行っている。いわゆる大学改革である。ただ

このような競争を煽り立てているのが国の政策で

もある。過去の過密分散政策から都心回帰の政策

転換が再び競争的となり、それだけでなく研究費

の獲得では、基本的に資本力がある大学が獲得し

やすく、大規模私立大学の経営の安定の理由の一

つである。国の建設プロジェクトで大手の建設企

業が入札されるのとよく似ているが、地方の私立

大学では研究費の獲得に取組む余裕のない大学が

多い。 

18歳人口の減少対策に大規模私大でも地方私

立大学の市場にまで参入し、優秀な人材を確保す

ることは自由であるため、地方私立大学はますま

す経営が厳しくなる。この問題の解決には、大学

設置基準には大規模小売店舗法や独占禁止法など

の制度的な公正競争の保証はなく、認可ばらまき

が現在の私学の経営破綻を惹起していることから

制度の検証が必要である。 

高等教育を授けられた人材は社会の財産であ

り、地方においても同様である。国立大学であろ

うと私立大学であろうと公共財であり、私立大学

の場合は法人の性格上、準公共財として位置づけ

される。地方に立地している私立大学は準公共財

に当たり、地域社会が一つの重要な方針を持つ必

要がある。経営破綻しそうでも知らんふりはでき

ないのである。私学を公立大学化にすることが近

年増えてきている。単純な発想である。準公共財

であれば様々な形で支援できるはずであり、今で

も①地域経済の発展に繋がる研究費の補助や人材

養成に対する開発研究をさせることや、②地域と

大学の関係循環をつくるために地域産業と学生と

の交流の仲介、さらに国の推進する地方創成推進

事業に頼らず③地方自治体が自ら私学の授業料を

補助（例えば3分の1）し受験生の確保に協力する

など、人材養成に役立つ多くの支援策行われてい

る。 

しかし、①、②の場合、多くの実践例はあり地

域経済の活性化に貢献してはいるが、必ずしも学

生確保に繋がっていないのが現状である。③に場

合では、東京都は大阪府に次ぎ私立高校の授業料

の無償化を進めるため第1弾として平成29年度か

ら授業料を44.2万円にまで助成することを決めた。

その結果、都立高校の志願者数の減少が起き（私

立高校の専願率の上昇にともなう経営の安定）、都

立高校では再募集するという状況になっている。

このケースは国公立大学や有力私立大学（都心の）

に人材が奪われることによる地方私立大学の経営

不振を解決（学生確保につながる）する手段とし

て参考となる。また、人材養成の内容にもよるが

地方私立大学に対しても、1年間の海外留学資金

（例：50名×100万円＝５千万円）を支援する（グ

ローバル人材の育成）。公立化する投資額より資金

はむしろ少なくて済み、結果として、若者の定着

率や流入を高め、人口流出の歯止め、産業開発へ

の人材供給によって地域経済の活性化に役立つと

推察される。 

人口規模が小さいどこの地方の私学も教育課

程や入試制度、支援の仕方等改革をしてはいるけ

れども、自治体からの介入には防御的（大学自治

の尊重のため）である。これからの時代は大学教

育も地域資源の対象であるため、地方自治体自ら

地域経済の発展に結び付く高等教育計画の策定と

実践しなければ、人材の蓄積は困難になるであろ

う。 

旭川市の大学づくりの構想は上述のような視

点から検討することが知的財産の獲得と地域の発

展にとって有益となるであろう。加えて、例えば

魅力ある大学を作るためには地域資源全体を研究

対象とする総合的な大学を目指すことも戦略であ

る。人文科学、社会科学、自然科学の分野に関係
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した応用学部や学際学部の設置によって若者の域

外流出の歯止めや域外から流入も期待でき入学定

員2,000人の確保はできる。例え単科系大学でも分

散している大学を都心に集積、また合併などで魅

力ある総合大学ができるため教育・研究の相乗効

果と地域経済効果も期待できる。知識基盤社会の

構築には地方自治体が地域づくりのリーダーシッ

プとイニシアティとのバランスをとらなければな

らない 

 

注 

１）北海道でも函館市が「函館国際水産・海洋都市構想」

を実現するため事業組織を設置、大学等の知的資源を

活用する産業振興策を作成、事業ごとに予算化し、新

製品、事業化など効果を上げ地域活性化に成功してい

る。ただ、活用しているのは国公立機関がほとんどで

あり、地元の私立大学の活用は少ない。また、札幌市

の場合では平成16年に「札幌市科学技術振興ビジョ

ン」を策定し、集積している大学等の研究機関を中核

的研究拠点に位置付けて新しいまちづくりの計画を

立てたが、その後の展開はない。 

２）様々な地域で地域課題解決のために大学と組織が研

究・事業（例：地域観光、第1次産品の商業化、耕作

放棄地の活用、環境保全、ブランド（米、家具など）

の開発等々）で連携はするが高等教育機関の人材育成

計画は取り入れられていない。自治体が中心となって

地域全体のニーズ（例えば人材養成）に対応するため

大学などを地域計画に取り入れて策定した公共団体

は長野県飯田市くらいである。 

 

資料（参考文献等）： 

１）旭川市『都市計画地域の整備、開発及び保・全の方針』

平成23年3月29日決定。このマスタープランでの旭川

圏都市計画区域（旭川市、鷹栖町、東神楽町）は１市

２町 

２）旭川地域産業活性化協議会『旭川地域産業活性化計画』

の基本計画は企業立地促進法に基づき平成25年４月1

日国が同意した。計画地域は旭川市、鷹栖町、東神楽

町、東川町の1市3町。計画期間は平成30年３月31日ま

でで、目的は産業の活性化である。 

３）旭川市『旭川市都市計画マスタープラン』平成29年２

月『第８次旭川市総合計画（平成28年）』を改定。 

４）旭川都市圏：旭川市、鷹栖町、東神楽町、当麻町、比

布町、愛別町、東川町の１市６町 

５）旭川市総合政策部政策調整課『旭川市における高等教

育機関に関する調査報告書』平成26年３月 

６）旭川市の高等教育を考える会議『旭川市の高等教育を

考える会議報告書』平成27年3月 

７）旭川市総合政策部政策調整課『旭川大学お公立化検討

に関する有識者懇談会報告書平成30年２月 

８）長野県飯田市『産業振興と地域振興に寄与する学術研

究の「知の拠点」整備構想』Ｈ27年8月7日全員協議会

資料№８－1 

９）『北海道民経済計算、旭川市市民経済計算』 
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そのがのそくしｎ 

 

 

 

 

１．はじめに 

 

(１) 研究の目的と背景 

平成27年（2015年）版高齢社会白書（内閣府発

表）の高齢化の現状と将来像を見れば、65歳以上

の高齢者人口は過去最高の3,300万人であり、総人

口に占める65歳以上人口（高齢化率）は26.0％で

ある。世界一の高齢化率はこの伸び率で2060年ま

で同38.1％に上昇すると推計されている。また、

平成28年（2016年）簡易生命表によると、日本人

の平均寿命は男性が80.98歳、女性が87.14歳で、

2015年と比較して男性は0.23年、女性は0.15年上

回った。栄養状態や医学の進歩により長寿化が

年々進んでいる。それらのことも一つの要因とし

て、医療・看護や介護が国民レベルで質・量さら

に高度化が必要となってきていることは明らかで

ある。その状況により増々、医療（医学部の新設

は規制されている）・介護が全国的に必要となり日

本全体の地区にそれらの将来に備えるべく看護学

部/看護学科が国公私立大学で新設されている。 

この状況の中で建築計画的見地から、新設の看

護学部/看護学科に関する建築計画は看護教育の

監督官庁としての厚生労働省及び文部科学省の看

護学部/看護学科新設はどのような設置基準のも

とに計画され、どのような建築計画がなされてい

るかを知り、看護教育の中で最も臨床的に重要な

役割を果たす実習施設の在り方を近年20年間の設

置された公立大学６校、私立大学11校を無作為に

抽出し、それらの看護実習室の面積、それに付随

する準備室・関連必要室面積を取り上げ、それぞ

れの看護実習室の学生一人当たりの面積単位を明

らかにすることを目的とし、建築計画上の看護学

部/看護学科の看護実習室の計画上の基礎資料を

得ることを目的とする。 

 

(２) 論文の構成と研究方法 

まず、日本の現在の医療・介護の現状を示し、

医師と看護師の人口当たりの数を世界の中での位

置づけを明らかにする。さらに日本の看護師資格

と教育のシステムを概観し、それらの現状を把握

する。また、ここで取り上げた公立大学6校と私立

大学11校、計17校の設立年度、学年定員、実習室

数、実習室・実習室関連準備室総面積、その学生

一人に対する実習室・関連室の面積、看護学部/

看護学科の実習室として必須の基礎看護実習室の

面積とそれらの学生一人当たりの単位面積を算出

して、それらの最大値、最小値、平均値を求め最

新のデータを取得する。 

 

(３) 本研究の位置づけと新規性 

看護教育で多くの時間を割く患者に対する最

も重要な看護の臨地実習やそれらの事前事後の実

習教育の施設空間を建築計画的側面から下記11の

看護学実習領域の実習室が単独か共用・併用か等、

如何に確保され、また、それらがどの様な組み合

わせで計画されているか、さらに学年定員に対す

る実習室面積と一人当たりの面積を知ることにあ

る。各看護学類に対応する実習室等（基礎看護実

習室、成人看護実習室、小児看護実習室、母性看

護学実習、老年看護実習室、精神看護学実習室、

在宅看護実習室、看護の総合と実践実習室、公衆

看護実習室（主に保健師教育）、地域看護実習室、

助産実習室（主に助産師教育））の全てが独立して

配置されておらず、共用・併用利用室名として計

画配置されており、それらの現状も各大学様々ま

ちまちであり、新しい看護系大学計画の計画資料

として明らかになっていない。また各実習室が学

生一人足りの如何なる面積であるかも建築設計上

の計画原論が明らかになっておらなかった。本論

ではそれらを明らかにし看護教育の実習室計画の

建築計画的資料を提供するという他に例を見ない

新しい知見資料を得ることが可能である。 

 

２．日本の看護教育と医療・看護の現状 

 

(１) 少子高齢化の進展と看護の役割変化 

日本看護協会の「2025年に向けた看護の挑戦

『看護の将来ビジョン：いのち・暮らし・尊厳を

まもり支える看護』2015年」によれば、地域包括

ケアシステムの構築が進むにつれ、これまでの病

院を中心とした疾病や障害の治癒・回復を目的と

した看護ケアの提供から、生活の質（QOL）を重

視したものへと、病や障害を抱えながらも、その

人が住み慣れた地域の住まいで自立し、その人ら

しく暮らすことを守り、支援していくものへとシ

フトしている。その為にも看護師は、医療・福祉・

７．看護教育における４年制大学の実習教育施設に関する調査報告 

 

奥山健二（学術博士・一級建築士 (一財)日本開発構想研究所 客員主幹研究員） 
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介護と連携を強化し、疾病の予防や健康維持・増

進を幅広く支援し、その人の生活の質の維持・向

上に寄与していくことも重要な役割となっている

と宣言している。 

 

(２) 看護師の人口当たりの数 

2014年医師数・看護師数の国際比較（OECD諸

国の健康資料）によれば人口千人当たりの医師数

では、日本は2.4人であり、対象国35ヵ国中下から

6番目であり、少ない部類に属し、イギリス・アメ

リカでは2.6人から2.8人と日本よりは多く、ヨー

ロッパの医療先進国では3.0人から4.0人と日本よ

りはかなり多い数値であり、日本の医師数が少な

いことがあきらかである。看護師数では千人当た

り日本は11.0人であり、35ヵ国中12位であり、世

界の中でほぼ中位の状態となっている。高齢化率

で日本は先進国中最高となっており、医師や看護

師のサービス対象者も多くなっており、医師・看

護師数のレベルは先進国中で少ないといえる。 

 

(３) 看護師資格と教育のシステム 

看護について語るには近代看護学・衛生理論確

立の第一人者であると云われているフローレン

ス・ナイチンゲール（イギリスの看護師、1820年

フィレンツエ生まれ）についてその貢献度を知ら

なければならない。30歳の彼女は看護婦を目指し

ドイツの看護学校で体系的に理論を学び、1854年

34歳でクリミヤ戦争に総婦長として看護婦を連れ

従軍し、食事、衛生や治療などの点で様々な改善

提案や統計に基づく医療衛生改革並びに病院管理

改革を行った。その結果病院死亡率を劇的に低下

させた。1960年にはナイチンゲール看護学校を設

立し近代の看護師養成体制を整えた。13章で構成

されている「看護覚え書」及び「病院覚え書」は

筆者ら建築に携わる者として病院建築に多くの示

唆を与えられている。例えば、病室は①間仕切り 

 

（図－１）医師数・看護指数の国際比較 

（OCED諸国 2014年） 
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無しのワンルーム、②患者のベッド１つにつき１

つの窓、③ベッドは病室の左右にそれぞれ15ずつ

並ぶ、④高窓を取り換気を行うなど。これらは現

在の病院計画にも基礎となり参考にされている。 

 

(４) 看護大学の近年の動向 

健康な若年の労働人口数が少子化で数を増せ

ず、医療の高度化や健康志向により高齢人口が増

加し、それに伴い医療費の増大をもたらし、財政

は厳しい状況にある。高齢者が増加すれば老齢の

為のケアや医療介護の増加をきたし、医療関係施

設や設備及び医療関係者の増加は必然となる。医

者と看護師の対人口比を見ると、医者数の伸びは

現在の日本では医学部の新設を認めず、その数は

延びていないが、それに比べ近年の看護教育施設

新設の伸びは著しい。それは医療の高度化や看護

教育の高度化の必要性は近年になってからであり、

看護教育が、日本独特の看護師の医者の手伝い、

医療補助的に考えられており、４年制大学での看

護師養成は少なかった。高校や専門学校、短大で

の養成が多く、高度医療の必然性として、医療・

介護の幅広い領域と高度医療に役立つためには４

年制大学での看護師養教育が不可欠となり、高度

専門の看護理論と技術を学ぶ４年制教育施設の増

加が著しい。 

文部科学省による（保助看法第５条、同６条）

医療関係技術者養成制度開設（第４表）の看護師、

准看護師の養成機関施設数とそれぞれの入学定員

数をみると、看護師養成機関である、文部科学大

臣指定・大学（255施設、22,486人）短期大学（18

施設、1,650人）高校専科（６施設、285 人）高校

及び高校専攻科（78施設、4,239人）専修学校（11

施設、949人）、並びに知事指定養成所（695 施設、

37,422 人）総合計（1,063 施設、67,042 人）であ

る。また准看護師養成機関である、文部科学大臣

指定・高等学校（15施設、820人）知事指定・養

成所（211施設、9,343人）総計（226施設、10,163

人）である。（図－２） 

国家試験受験資格を得るための看護師養成機

関として、４年制看護系大学、３年制短期大学過

程及び看護師養成所、２年制看護系短期大学過程

及び看護師養成所並びに５年一貫教育の高等学校

専攻科があり、准看護師養成機関としては、高等

学校衛生看護科、准看護師養成所がある。 

近年４年制看護学部学科の新設が（図－３）の

様に平成18年から平成28年の10年間で110校新設

され毎年約10学部/学科の新設がなされている。 

 

（図－２）看護師、准看護師の教育システム 

ダイヤグラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図－３）看護系大学数と学年定年数の推移 

 

 

３．看護教育における実習教育の役割と実習時間 

 

(１) 主な看護実習科目 

看護学は看護師を養成するための学問であり、

看護の為の学習の基本となる看護理論と看護技術

を学ぶ「基礎看護学」、実際に患者と接する臨床と

いう場を視野に入れた看護理論を扱う「臨床看護

学」、様々な生活スタイルや病状の患者が存在する

地域社会の中で患者の生活の質を上げていく看護
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理論を学ぶ「地域看護学」とで構成されていると

いってもよい。看護学実習は看護学を構成する主

な科目に整合した学問と実践を実習するための学

内での実習室の役割と病院などの臨地実習で学ぶ

実習で構成されている。 

厚生労働省指定看護教育（保健師助産師看護師

法、昭和 23年第 203号）の別表３の看護師教育の

基本的な考え方、留意点等によれば、基礎分野（科

学的思考の基盤、人間と生活・社会の理解）13単

位、／専門基礎分野（人間の構造と機能、疾病の

成り立ちと回復の促進、健康支援と社会保障制度）

21 単位、／専門分野Ⅰ（基礎看護学、臨地実習）

13 単位、／専門分野 II（成人看護学、老年看護学、

小児看護学、母性看護学、精神看護学、臨地実習）

38 単位、／統合分野（在宅看護論、看護の統合と

実践、臨地実習）12単位、／総計 97単位であり、

／3,000 時間以上の講義・実習を行なうものとす

るとあり、下記に示す様々な看護学及び実習を行

わなければならず、それぞれの学問・理論の実習

室が備えられねばならない。下記に主な看護実習

室を示す。 

①基礎看護実習室 

実際の病院と同等の設備を備えた実習室。患

者の療養生活を安全に安楽に送れるよう援助

する為の看護技術や医療行為を行う上で必要

な専門技術（バイタルサイン（体温・脈拍・血

圧・呼吸））等を学ぶ実習室。備品としてベッ

ド、モデル人形、車いす、その他医療測定機器

等。 

②成人看護実習室 

病気を抱える患者の急性期・慢性期に必要な

看護技術や身体的機能低下を理解し、生活支援

の方法を実践的に学習するための設備備品を

備えた実習室。疾患に合わせた看護ケアを体感

できる高度シュミレーターやベッド、酸素吸入、

吸引、車椅子、医療測定器具等を設備。集中治

療室（ICU）のモデル設備等。 

③小児看護実習室 

新生児の沐浴や子どもの発達にあわせた援

助を臨地実習の前に備えて学ぶための実習室。

子供の発達段階ごとの人形モデル、子供のフー

ドモデル、新生児沐浴槽、小児ベッド、未熟児

の保育器等備品としての装備、道具、器具等を

設備。 

④母性看護学実習 

褥婦、産婦、妊婦、新生児、正期産等の分娩

各期の看護に必要な設備機器と出産後の母子

の看護に必要な沐浴槽と新生児ベッドや乳幼

児人形を設備。 

⑤老年看護実習室 

実際の家庭を想定した和室、キッチン、洗面

所、風呂、電動介護リフト等を設備し、日常生

活の高齢者に必要な介護・看護に必要な器具、

道具を完備。 

⑥精神看護学実習室 

家庭での看護援助の実際を学べる空間装備

とカウンセリングやグループワーク等でコミ

ュニケーションの技術を高めることができる

空間と設備備品を装備。 

⑦在宅看護実習室 

自宅で過ごす高齢者や障害者を想定した和

室・洋室のモデルルームで、台所、トイレ、浴

室等を設備配置し、高齢者や障害者が日常生活

を送れるような援助・治療を行える設備備品を

装備。 

⑧看護の総合と実践実習室 

臨床実践に近い状況を作り、複数の患者への

看護を通し、総合判断や対象の状況に合った援

助を看護チームメンバーの一員として、看護師

の役割を理解し、優先順位や管理の必要性を学

ぶための実習室。臨床病床とカンファレンス空

間設備配置。 

⑨公衆衛生看護実習室（主に保健師教育の実習） 

個人・家族・集団・組織を含むコミュニティ

（共同体）及び地域を構成する人々の集合体の

健康増進・改善をめざすアプローチの基本的な

考え方を学ぶ内容で実習室空間は他とも兼用

可能、臨地実習が主である。産業保健・学校保

健の活動も含む。 

⑩地域看護実習室（主に保健師教育の実習） 

様々な生活スタイルや病状の患者が存在す

る地域社会の中で患者の生活の質を上げてい

く看護理論を学び、それぞれに対する実践を想

定した打ち合わせや軽易な作業を可能とする

空間を設ける。 

⑪助産実習室（主に助産師教育の実習） 

･ 妊娠期のケア、分娩期のケア、産褥期のケア、

新生児期、育児期のケア 

助産学実習は妊娠期から産褥・新生児までの

周産期における実習であり、妊娠期の健康診査、

経腟分娩の介助、褥婦・新生児のケアや保健指

導を実施し、周産期におけるケアの主体的な実

践をめざす実習である。それらに対応する設備

備品を設置する。 

⑫その他の実習室として 

㋑基礎医学実習室、㋺解剖組織実習室、㋩中
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枢神経機能解析実習室、㋥環境適応機能解析実

習室等がある。 

 

(２) 看護実習室の設備され方 

看護学部看護学科の設置基準による校舎面積

に関しては、文部科学省大学設置基準「別表第三・

学部の種類に応じ定める校舎面積」に新設なる看

護学部/学科の校舎面積は、 

〇収容定員200人までは3,966㎡、 

〇同400人までは（収容定員－200） 

×992÷200＋3966、 

〇同800人までは（収容定員－400） 

×1984÷400＋4958、 

などと収容定員が増すごとに計算の割り増し

を行うことになっている。同基準には個々の教室

の要求面積は決めてない。 

そこで看護学部看護学科の前身である看護師

等養成所の運営に関する指導要領を見てみると、

看護教育施設に関しては「看護師等養成所の運営

に関する指導要領」（平成14年改正）の 

第６：施設設備に関する事項（建築施設関連のみ

抜粋、抜け番号は省略）の 

１：は土地建物の所有等、 

２：教室等の 

１）同時に授業を行う学生の数は原則として

40人以下とすること、 

２）省略 

３）図書館の面積は学生の為に十分な広さを

有すること、 

４）実習室と在宅看護実習室とを兼用はよい

が、設備、面積、使用は専用とすること

が望ましい、（５、６省略） 

７）調理実習室、実験室、視聴覚室、演習室

及び情報処理室を設けることが望ましい。 

８）臨床場面を疑似的に体験できるような用

具や環境を整備することが望ましい、な

どなど。 

５：看護師養成所の（３，４は省略） 

１）専門領域の校内実習を行うのに必要な設

備を備えた専用の実習室を有すること。 

２）実習室には、学生４人に１ベッド以上確

保し、１ベッド当たり11㎡以上の広さを

有すること。なお、実習室には備え付け

の沐浴層、手術用手洗い設備、給湯・給

水の設備等を設けるとともに、校内実習

に要する機械器具、リネン類等を格納す

る場所を備えること、とある。 

第７：実習施設等に関する事項の（１～３は省略） 

４：看護師養成所の 

実習施設として、基礎看護学、成人看護学、

老年看護学、小児看護学、母性看護学、精

神看護学及び看護の統合と実践の実習を

行う病院を確保すること。また、在宅看護

論の実習については、病院、診療所、訪問

看護ステーションの他、地域包括支援セン

ター等の実習施設を確保すること。 

とあるが看護師養成の施設設備指定は最小

である。 

上記の指導要領から1学年40人の看護実習を

計算してみると1ベッド当たり4人の学生を配

置すると10ベッド必要となり、11㎡/ベッド×

10＝110㎡ この実習室面積は最小限の面積と

思われる。 

４年制看護系大学学部学科の施設設備基準

はこれらの最小限の基準と看護師教員の各実

習の経験値から実習室の計画及び面積等は決

められていると思われる。 

そこでこの調査研究は近年新設なった看護

学部学科の実習室の数及び各実習室の実面積

は学年定員数に対して如何なる面積を取って

実習授業を行っているかを明らかにして、これ

から新設する看護系学部学科の実習室計画の

新たな知見を得ることを目的とする。 

 

４．近年新設された看護学部学科の実習施設の現

状 

この調査研究報告で取り上げた公立大学6校及

び私立大学11校の入学定員数は、40人から120人ま

での学年定員で、8０人学年定員が17校中10校と最

多で、次に100人定員が3校、120人が2校、40人、

50人がそれぞれ1校である。公立の学年平均定員は

75人、私立のそれは89.1人であった。ここで取り

上げた看護学部看護学科の学年定員は私立大学の

学年定員が公立大学の平均値より14.1人多いこと

が知れた。 

 

(１) 公立大学６校と私立大学11校の実習室数 

公立大学と私立大学に設けられた実習室の数

は３室から６室であり、両領域大学の平均は4.2

室と同じ実習室であった。３つの実習室を設けた

大学は5校、４室は７校、５室は２校、６室は３校

であった。41％の大学が４室の看護実習室を設け

ていることが理解できた。 
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(２) 実習室全体の総合面積と学生一人当たりの

面積 

看護学科の看護実習室は３) (１)に挙げたよう

に①から⑫までの種類があるが、日本看護協会の

「新たな医療の在り方を踏まえた看護師の役割と

働き方」には①から⑧までの基礎・専門の看護学・

論に対する実習時間が挙げられ、それに対する知

識・技術を看護実践の場面に適用し、看護の理論

と実践を結びつけて理解できる能力を養うための

実習室が必要とされている。下記の（表－1）に示

す如く各校が備えた①から⑪までの実習室に準備

室、機械器具、模型等、具体的にはベッド類、実

習用モデル人形、看護用具等、処置用具等、機能

訓練用具、在宅看護用具、リネン類、人体模型等、

栄養指導用フードモデル、視聴覚教材、PC・印刷

機、図書等の実習に使われるものの収納・展示ス

ペースが必要であり、それらを含めた総合面積を

集計した数値を表している。 

各校の看護学科の実習室総面積を見ると、学年

定員が最大の120人の（私－１）校は2,124㎡と最

大である。学生一人当たりの面積は私立校では

17.70㎡/人と最大であるが、公立大学を含めると

（公－4）校の19.60㎡/人の次となる。同公立大の

平均は14.10㎡/人で、同私立大学の平均は11.93㎡

/人とその差は一人当たり2.17㎡/人であることが

明らかになった。なお、17校の総合平均値は12.68

㎡/人である。 

 

(３) 基礎看護実習室の面積と学生一人当たりの

面積 

さらに、看護教育の最も基礎的で重要な実習が

学習・実践できる室として基礎看護実習室が代表

的な必須の実習室である。そこで取り上げた各校

の基礎看護実習室の面積を検討すると、公立大で

最大面積は476.0㎡、最小で262.0㎡、私立大の最

大は645.0㎡、最小は123.0㎡、またそれぞれの学

生一人当たりの単位面積は公立大最大は7.19㎡/

人、同最小は3.28㎡/人であり、私立大の最大は

6.30㎡/人、最小は1.23㎡/人であった。公立大の

平均は4.86㎡/人、私立大の平均は3.88㎡/人であ

り、その差は0.98㎡/人であった。全体の基礎看護

実習室の学生一人当たりの面積の平均は4.22㎡/

人であることが明らかになった。 

 

（４）11種類の看護実習室の共用・併用の組み合

わせの現況 

実習室は専門科目ごとにそれぞれ実習内容が

異なることは明瞭であるが、各教科に対応して取

ることが理想であるといえる。また、実習室は各

大学とも様々な状況により教育利用に支障のない

限り、また設置基準や指導要領を満たす限り、小

さくすることは可能であると考えられる。ここで

取り上げた各大学の11種類の看護実習室の共用・

併用はどの様な看護実習が組み合わせて取られて

いるかを17校について調べたところ（表―１）の

備考欄（実習室共用と組み合わせ）のようなこと

が明らかになった。 

 

－①基礎看護実習室を単独で取ったもの10校、 

①②組み合わせ4校、①②⑤の共用２校、 

－②成人看護実習室単独1校、②⑤共用６校、  

②⑤⑦共用1校、②③1校、②⑥1校、 

－③④小児・母性の併用14校、③④⑪小児・母性・

助産の組み合わせ2校、 

－⑤⑥⑦（老年・精神・在宅）1校、⑤⑥⑦⑩2校、

⑤⑦1校、⑤⑦⑩1校、 

－⑥精神看護2校、⑥⑦，⑥⑦⑨、⑥⑦⑩、それぞ

れ1校、 

－⑦在宅看護単独５校、⑦⑩4校、 

－⑨公衆衛生単独1校、 

－⑪助産単独2校、 

－小実習室4室、 

－多目的2室を取った校それぞれ1校、シュミレー

ション室を取ったもの1校。 

ということが明らかになった。 

 

これらの組み合わせ結果は、カリキュラムの組

み合わせ方、時間割の取り方、学内実習と臨地実

習との時間的組み合わせ方、また、実習関係教員

の経験によっての組み合わせ等での決定が考えら

れる。 

これら実習室の実利用時間を調査・収集するこ

とによって更なる看護実習室の利用を充実するこ

とが図られると思われる。 

 

５．まとめ 

この調査研究で明らかになったことは下記の

ごとくである。 

 

１）今回取り上げた新設看護大学17校の学年定員

は40人から120人であり、80人定員が10校と一

番多く、約59％であった。また学年定員数の平

均は公立大で75人、私立大は89人であり、私立

大のその平均が14人多いことが明らかになっ

た。 

２）公立大と私立大に設けられた実習室の数は３ 
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室から６室であり、両領域大学の平均は4.2室と

同じ実習室であった。３つの実習室を設けた大

学は５校、４室は７校、５室は２校、６室は３

校であった。17校中41％の大学が４室の看護実

習室を設けていることが明らかになった。 

３）実習室総面積を見ると、学年定員が最大の120

人校は2,124㎡と最大である。学生一人当たりの

面積は私立校では17.70㎡/人と最大となる。公

立大のそれは19.60㎡/人であり、同公立大の平

均は14.10㎡/人で、同私立大学の平均は11.93㎡

/人と、その差は一人当たり2.17㎡/人であるこ

とが明らかになった。なお、17校の総合平均値

は12.68㎡/人である。 

４）基礎看護実習室の面積は、公立大の最大面積

は476.0㎡、最小で262.0㎡、私立大の最大は645.0

㎡、最小は123.0㎡、またそれぞれの学生一人当

たりの単位面積は公立大最大は7.19㎡/人、同最

小は3.28㎡/人であり、私立大の最大は6.30㎡/

人、最小は1.23㎡/人であった。公立大の平均は

4.86㎡/人、私立大の平均は3.88㎡/人であり、

その差は0.98㎡/人であった。全体の基礎実習室

の学生一人当たりの面積の平均は4.22㎡/人で

あることが明らかになった。以上の事から、実

習室面積は公立大が私立大より余裕をもって

計画していることが知れた。 

５）看護実習室は専門科目ごとに取ることが理想

であるが、各大学とも様々な状況により教育利

用に支障のない限り、また設置基準や指導要領

を満たす限り、小さくして計画する傾向である。

ここで取り上げた各大学の11種類の看護実習

室の共用・併用は全大学で行っていることが明

らかになった。しかしながら、看護実習の基幹

となる基礎看護実習室単独10校（58.8％）と最

も多かった。次は在宅看護実習室単独で５校

（29.4％）、更に、小児看護と母性看護を共用・

併用した大学は14校（82.3％）あり、その関連

する内容から当然といえる結果が明らかにな

った。 

６）看護の実習室の図面見取りから特筆できるこ

とは大きな実習室（30ｍ×15ｍ、実習ベッドが

12～15配置）で実習内容の詳細を学生に周知さ

せるのは容易でないと思われる。そこでこの調

査資料の大学の中でそれぞれの実習室に隣接

して実習デモ講義室が配置されているのが見

いだせた。教員の患者に対する所見や処置行動

を詳細に近くから観察できることが理解でき

た良い空間配置といえる。（図―４） 

 

（図－４）看護実習室とデモ室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これから筆者の建築計画学・建築デザインの専

門家として考えられる課題は、①調査対象の大学

サンプル数を増やす、②看護実習室での授業体制

をより詳細に調査検討する、③実習担当教員の実

習室の使い方・使われ方の現状聞き取り調査、④

実習室の利用に対するアンケートを学生及び教員

に行い利用に関する問題点を明らかにすること、

⑤看護学教員からこの調査研究に対する意見を伺

うことなどを継続して研究し、また、学んでいき

たい。 
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「学士課程においてコアとなる看護実践能力」の習得

を目指した学習目標～ 平成29年10月 

４） 看護関係統計資料集 日本看護協会出版会 編集 

（平成28年） 

５） 2025年に向けた看護の挑戦『看護の将来ビジョン』（い

のち・暮らし・尊厳をまもり支える看護） 日本看護

協会   （2015年6月） 

６） 厚生労働省白書 厚生労働省改革元年 （平成22年

版） 

７） 「看護師等養成所における実習に関する調査」結果に

ついて 日本医師会 （平成26年6月） 

８） 建築設計資料（3・老人の住環境、11・病院、22・保

険・健康施設、34・老人ホーム、38・精神医療・保健

施設） 建築資料研究者 1985年～1992年 

９） 「新たな医療の在り方を踏まえた看護師の役割と働

き方」日本看護協会 （2019年1月）資料１ 

実習デモ講義室

看護実習室



90 

そのがのそくしｎ 

 

 

 

 

本稿は、大学、学部、大学院研究科の設置調査

研究の基礎となる設置の動向を概観し、大学、学

部学科や大学院研究科の設置構想、計画の留意点

を示し、現在の大学の学部学科等の審査とリスク、

設置の構想と計画について、一実務者がその考え

を述べたものである。 

 

大学等の設置申請と審査の状況、推移 

 

大学等の設置状況を概観するが、国（文部科学

省、大学設置・学校法人審議会）の設置審査を受

ける公立私立の大学の件数、定員の規模、その推

移を中心にみる。 

 

この直近５年間(平成25年から29年)に新設され

た公立私立大学や学部学科、大学院や研究科の設

置件数は、認可・届出を合わせて895件であり、年

平均179の学部学科等が生まれている（届出とは、

設置計画の認可審査が不要な手続きである。ただ

し、学位の種類、学位の分野をその大学が授与し

ていることを条件とする。学校教育法第四条第二

項第一号参照。また公立大学の学科の届出は、こ

こで言う学則変更の届出となるため、件数に含ま

ず。）。 

 

平成25年以前の５年間（20～24年）では、1,390

件、年平均278件と直近と比較して総数で500件、

年間で100件ほど多い。 

さらに届出制度が創設された平成16年まで遡

る、そこからの19年までの４年間では、1,699件、

年平均339件と次の５年間と比較して総数で300件、

年間で60件ほど多い（図表－ア）。 

平成16年からの４年の状況と直近５年の状況

との比較では、総数と年平均で半減した。この間

18歳人口は、141万人から120万と20万人（15％）

減少したものの、大学入学者数は60万人から63万

人と３万人（５％）増加した（図表－イ）。 

 

要因は大学合格率、大学進学率がともに10ポイ

ント増加したことであるが、これを押し上げたも

のは、大学入学者に対して新しい大学や学部学科

が2,300以上も提供されたこと、それに伴い女子な

どの学生ニーズが掘り起こされたことと推測でき

る。 

（この背景には、公立私立の大学の学部学科等

の設置が急激に進んだこと、それは届出という手

続きの簡素化［設置趣旨、教育課程や教員組織の

審査の省略、設置経費の縛りの軽減等］、設置認可

の負担の代替があったことも一因にある。） 

さて、もう少しだけふれる。 

設置の認可件数は、16年からの４年間の559件

からその後の５年間40％減、さらに５年後に50％

減である。届出件数の推移は16年からの４年間

1,140件から８％、46％の減となった。 

認可・届出の設置とも、この５年間では15年前

と比べると半減している。 

ただそれでも毎年平均109の学部学科が設置さ

れており、現在の公私立大学数約700校中、その1/4

に教育研究組織の少なからぬ変化が生まれたこと

となる。 

 

申請準備から審査期間、リスク 

 

大学や学部学科、そして大学院や研究科専攻修

士・博士課程は、設置を行うために大学の設置者

の意志決定から始まって、設置計画策定と申請か

ら認可、開設に至るまでに数年間におよぶ時間と

億単位の費用と概ね専任教員数10～14人以上（大

学設置基準の人文社会系、専門教育のみ。他の学

問分野によってはこの２倍程度も）の人員を必要

とする。 

そもそも大学は公教育、公益教育であるため、

税の優遇や国からの交付金、助成金の支援、大学

教職員の独特な組織編成、ステークホルダーとな

る学生を抱え、地域の企業や団体への人材の供給、

地域やその自治体への知的貢献等さまざまな活動

を行っている。 

特に公立や私立大学は、国立大学の国策を活か

す、遂行する人材教育や研究活動と異なり、地域

の人口規模や産業集積等の大小はあるものの地理

的文化的社会的な地域特性を背景とする大学の活

動が大学の評価・価値や大学の地域社会での必要

性を問う場合に非常に大きな要素となる。 

ただこの公立、私立の大学が計画する学部学科

等は、その申請を行えばすべて認められるかと言

うと、そうではない。届出の計画を除き（平成15

８．大学等設置計画考 

 

加藤平和（(一財)日本開発構想研究所 理事 高等教育研究部部長） 
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図表－ア 大学等の設置認可・届出の総件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－イ 18歳人口と高等教育機関への進学率等の推移 

 

 

大学・短大 155 ( 1) 249 (194) 213 (165) 315 (260) 224 (175) 218 (174) 189 (146) 164 (134)

大 学 院 123 － 223 ( 82) 179 (100) 167 ( 96) 129 ( 68) 127 ( 84) 124 ( 89) 118 ( 89)

うち公立 31 ( 1) 32 ( 12) 27 ( 10) 47 ( 37) 30 ( 20) 41 ( 31) 32 ( 20) 21 ( 16)

うち私立 247 － 440 (264) 365 (255) 435 (319) 323 (223) 304 (227) 281 (215) 261 (207)

大学・短大 124 (102) 105 ( 87) 116 ( 93) 117 ( 85) 99 ( 68) 101 ( 75) 113 ( 77)

大 学 院 83 ( 53) 131 ( 96) 69 ( 46) 68 ( 37) 70 ( 38) 66 ( 42) 76 ( 51)

うち公立 13 ( 7) 18 ( 14) 15 ( 12) 14 ( 6) 15 ( 11) 15 ( 9) 11 ( 4)

うち私立 194 (148) 218 (169) 170 (127) 171 (116) 154 ( 95) 152 (108) 178 (124)

(注１) 件数は、設置組織数ベース。
(注２) 事項別内訳の（　）内は、届出による内数。
(注３) 平成18年度開設の薬学関係学科については、形式的な組織改編を伴わない修業年限変更も含む。
(注４) 平成24年度開設の薬学関係博士課程（4年制）については、形式的な組織改編を伴わない修業年限変更も含む。
(注５) 平成26年度開設の公立大学2校と私立大学1校による共同専攻（届出）については、公立大学として計上。
(注６) 平成26年度開設の放送大学大学院文化科学研究科文化科学専攻（博士後期課程）（認可）については、公立大学として計上。

資料：「設置計画履行状況調査の結果について（平成29年度）」（文部科学省高等教育局高等教育企画課大学設置室）

開設年度

認　可

届　出

設置総件数
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年

資料：「学校基本調査報告書」（文部科学省）

短大入学者数（万人）

専修学校（専門課程）入学者数（万人）

大学・短大進学率
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注： 義務教育学校は含まない。推計値は文部科学白書による。

平
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年度以前はすべて認可申請）、設置認可（新設の大

学はもとより、既設の大学に学士、修士、博士の

学位を出す学部等の教育組織と文学や経済等の学

位の分野を持っていなければ、設置認可の申請が

必要となる）は、現在学部等で５ヶ月、新設の大

学・短大等で10ヶ月の審査期間がかかる（大学は

開設前々年度の10月末申請、同前年度８月末認可、

学部等は開設前々年度３月末申請、同前年度８月

末認可）。今から20年前の申請審査は、大学学部で

16ヶ月、学科で９ヶ月の期間を要した。 

この審査期間は、できる限り短いということが

望まれるだろうか。もしそのようになれば、ひと

つに設置計画の十分な審査と検討の時間が不足す

る、これに対する回答の時間も足りなくなり、再

度の審査期間も不十分な吟味となり、結果として

新しい大学や学部学科の瑕疵が大きくなり、大学

運営や学生の教育そのものに影響が出る。また校

舎施設の建築期間は最低でも10ヶ月は必要であり、

それよりも短い申請審査期間では、各審査過程の

審査結果を見ながら校舎施設・機器等の仕様・内

容の変更を行うことや専任等の教員採用の変更の

余裕が取れず、多大な損失のリスクが発生する恐

れもある。現在の審査期間は、学部等の場合、年

度替わりを控える３月末の提出の時期から夏季休

暇中の認可の時期までであり、この双方に問題が

あると言わざるを得ない。申請時期は学校法人の

決算が固まる５～６月以降（現行の審査期間以前

は、この時期であった）、認可は推薦入試に間に合

う９月～10月で、新設大学の審査期間は12ヶ月、

学部等は10ヶ月程度の改変、これが望ましい期間

ではないか。この期間であれば建設スケジュール

や教員組織の変更等に大きな障害、リスクが減る。 

これ以前、今から20年前の平成10年前後の審査

期間は２年審査であった。これだけ時間がかかっ

てしまっては、大学や学部が対象とする分野や領

域が、福祉や看護の喫緊の分野である場合、養成

人材の供給数、その知識や技術面等が遅れてしま

うことや先端先進の技術、情報化多様化複雑化を

対象とする教育研究の場合、時代遅れの科目立て

や教育内容となる懸念があった。短さや長さより

も、審査に必要な時間と対応、修正する期間を積

み上げて検討することが必要である。 

 

一次認可率と東京を含む３大都市圏 

 

この損失のリスクをはらむ状況、つまり設置計

画の申請を出した後の設置認可の状況は、どのよ

うなものであるか。 

この５年間の大学、学部学科、大学院等の申請

総件数は、311件（申請した入学定員18,323人）で

ある。この内、大学、学部学科のみを取り出すと

154件（同17,085人）であり、大学、学部学科の年

平均30.8件（同3,417人）である（図表－ウ、エ）。 

これに対して大学、学部学科の審査結果は、設

置認可のスケジュールとして予定されている審査

日程（26年申請までは同年５月申請10月認可、27

年申請からは同年３月申請８月認可）の通常認可

率（ここでは一次認可と称す）は、70～80％（認

可入学定員15,995人）である。ちなみに新設大学

の一次認可率は77％であり、ほぼ年間４校ペース

で増えている。 

大学、学部学科の一次認可ではない残りの案件

は、二次認可14％、三次認可0.6％と極端に低くな

る。この認可からもれた案件は、申請校による取

り下げが８校ある。 

同じくこの５年間の大学院、研究科専攻、博士

後期課程の申請総件数と認可は、157件に対して一

次認可126件（認可率80％）、二次三次の認可審査

の途中で14件（９％）の取り下げがみられた。約

1/10でリスクが発生した。 

申請総件数（全国）から、東京・大阪・愛知の

３大都市圏と東京を抜き出してみると、直近５年

間の大学・学部学科の申請総件数は、東京15件、

３大都市圏40件であり、全体に占める割合は、東

京約10％、３大都市圏26％となっている（図表－

ウ）。 

東京・大阪・愛知の３大都市圏の設置申請件数

は、全体の1/4を占めている。しかし３大都市圏の

入学定員の割合は私立大学の入学定員総数の半分

を超えている（29年度、53％）。割合面だけ比較す

れば、３大都市圏の申請件数の全体に占める割合

は同都市圏が占める入学定員構成比の半分にも満

たない。 

３大都市圏は、生産人口、産業規模等が大きく、

大学への入学者数も元々大きく、５年間の新たな

設置計画策定の必要性が小さかったと考えられる。 

この大都市圏の審査結果は通常認可率（一次認

可）は、東京60％、３大都市圏72％であり、上述

のように大学、学部学科の認可総数と比べて東京

は10ポイント以上低い結果となっている。このこ

とは大学入学者について、東京という地域の優位

性と他地域からの流入の大きさに頼った設置計画

であるなど、学部学科の人材、特色やニーズの検

討が不十分であったり、計画策定内容の低さを表

わしている。 
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図表－ウ 大学等設置計画の諮問と認可（一次認可率、総数及び５年平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－エ 大学等設置計画の諮問と認可（定員、総数及び５年平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査の警鐘と審査結果 

 

次いで設置計画を審査する側である。文部科学

省および諮問機関の大学設置・学校法人審議会が

審査を担うことになるが、審議会はこれまでの申

請における審査から下記のような警鐘と注意点を

公表している（「大学の設置等に係る提出書類の作

成の手引き」平成29年度改訂版大学設置室）。 

・認可申請又は届出に当たり、略、依然として

明らかに準備不足の申請がある。 

・設置計画後の調査では、計画時の見通しの甘

さ、設置計画の大幅な変更、設置認可制度の

理解不足による必要な手続きの不履行の事

例がある。 

・設置認可申請に係る審査において、審査の判

断に関わる重大な誤りや虚偽の記載が判明

した場合は、審査の中止や不認可の判定がな

される。 

・申請に係る書類の作成にあたって学位の真正

性の確認に留意が必要（ディグリー・ミル）。 

近年の取り下げ等の設置申請事例では、専任教

員の個人調書の職歴事項の虚偽記載、不実記載が

露見して、共同専門職大学院や学部申請の取り下

げが行われた。 

このことに伴う損失は当該大学に対する数年

間の学部学科等の設置申請を認めないと言うペナ

ルティが所管の文科大臣から科せられる。 

またこの内容が文科省のホームページに公表

されることも、大学の信用・信頼の失墜に繋がる

こととなる。 

このような損失のリスクに繋がりかねない設

置の審査結果の理由は、他にもいくつかある。 

例えば、大学の理念、目的、学部学科や研究科

専攻の主要分野の定義・理由が明確ではない、学

術的に問題がある、教育課程と人材像に乖離があ

る、教育課程の領域・分野の根拠の乏しさ、実習

の質的担保がない、学位の名称の学術的裏付けの

なさ、専任教員の履歴・業績の虚偽、申請書全体

の整合性のなさ・不備等の内容であり、客観性が

乏しいこと、比較対照や検証をしない主観的独善

総数 5年平均
A諮問 B 認可 B-A B/A A諮問 B 認可 B-A B/A

総数
東京・
大阪・
愛知

東京 総数
東京・
大阪・
愛知

東京 総数
東京・
大阪・
愛知

東京 総数
東京・
大阪・
愛知

東京

総数 311 (85） 37 290 (74） 32 -21 0.93 62.2 (17） 7.4 58.0 (14.8） 6.4 -4.2 0.19

大学 22 (6） 1 4.4 (1.2） 0.2
一次 17 (2） 1 -5 0.77 3.4 (0.4） 0.2 -1 0.15
二次 1 (1） 0 0.2 (0.2） 0
三次 0 (0） 0

学部学科 132 (34） 14 26.4 (6.8） 2.8
一次 106 (27） 8 -26 0.80 21.2 (5.4） 1.6 -5.2 0.16
二次 21 (5） 4 4.2 (1.0） 0.8
三次 1 (1） 1 0.2 (0.2） 0.2

大学院研究科 157 (45） 22 31.4 (9.0） 4.4
一次 126 (32） 15 -31 0.80 25.2 (6.4） 3 -6.2 0.16
二次 16 (5） 2 3.2 (1.0） 0.4
三次 2 (1） 1 0.4 (0.2） 0.2

※文部科学省高等教育のHPより。

　　　　　　年度
種別

総数 5年平均
A諮問 B 認可 B-A A諮問 B 認可 B-A

定員増
(人)

定員減
(人)

定員増
(人)

定員減
(人)

定員増
(人)

定員減
(人)

定員増
(人)

定員減
(人)

定員増
(人)

定員減
(人)

定員増
(人)

定員減
(人)

総数 18,323 △ 5,667 17,124 △ 5,378 △ 1,199 289 3,665 △ 1,133 3,425 △ 1,076 △ 240 58

大学 3,000 0 2,285 0 △ 715 0 600 0 457 0.0 △ 143 0

学部学科 14,085 △ 5,523 13,710 △ 5,158 △ 375 365 2,817 △ 1,105 2,742 -1031.6 △ 75 73

大学院研究科 1,238 △ 144 1,129 △ 220 △ 109 △ 76 248 △ 29 226 -44.0 △ 22 △ 15

※文部科学省高等教育のHPより。
※通信教育課程は除く。但し、放送大学は含む。

　　　　　　年度
種別
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的、虚偽過失等さまざまな原因である。 

さて取り下げではなく、総力を上げて認可を受

けた二次、三次の認可はどのようになるかである。 

通常のスケジュールでは一次認可のあとは、次

の結果まで約二ヶ月程かかる。つまり募集要項の

配付、志願受け付け、入試の期間が順次遅れる結

果へとつながる。 

そもそも大学は申請後にスケジュールどおり

認可されるものと信じて新しい学部学科に関する

オープンキャンパス等を開き、高校生等に広報活

動を行ってきており、法人、学園や大学のホーム

ページでも学部学科のＰＲをしてきており、さら

に高校の現場にも説明を行ってきているため、こ

れらへの募集要項の配付の順延や入試活動の延期

は、大きな手間と作業と時間がかかる。 

大学の学部学科、大学院研究科の申請校の10～

15％は、設置審査結果後に、上述の費用、人員、

事務作業、時間等の増大増加のリスクを負ってい

る。 

 

設置構想と計画、留意すべきこと 

 

続いて大学、学部学科や大学院研究科の設置を

構想して、計画を立てて実施することについて、

考えてみる。 

一般に家やビルを建てるとき、その工程は次の

ようなものである。 

①生活する、働く場所として建てる 

②場所の環境を考える 

③資金の調達と規模を考える 

④設計施工管理の業者をきめる 

⑤施工１（地盤調査、基礎・屋根・外壁工事） 

⑥施工２（断熱・設備工事） 

⑦建物の完成 

⑧引越、入居 

上記の①②③が構想段階、④～⑦が計画推進・

実行、⑧が計画完成となる。 

経営や事業業務の計画では、Plan-Do-See（計画、

実行、評価）や PDCAサイクル（Plan（計画）→ Do

（実行）→ Check（評価）→ Act（改善）の 4段

階の繰り返しによる業務の継続的改善）の手法が

知られている。 

それでは大学や学部学科の構想や設置の計画

は、どのように立てるべきか。 

大きな流れは、建物や事業業務の計画と同様で

あるが、一番肝心なところは「誰のための計画か」

である。 

家やビル、事業等はそれに直接関わる人達のみ

の利益や活動のためにあり、それは生活する、働

く、ものを作る・売る、経済活動そのものである。 

大学、学部学科は、校地や校舎、施設や校具機

械器具、図書や学術雑誌等は、確かにそこで学ぶ

学生、教職員にとって必要なものであるが、その

目的と効果が決定的に異なる。目的は、計画を構

想して策定して推進して実行することにより、社

会や地域で活躍し支える人材を養成する、教職員

の研究活動や地域活動により成果を社会や地域に

役立てることである。これを継続して安定して行

うように運営していくことである。 

家やビルの工程と一部同じであるが、大学、学

部学科の計画は次のようなものとなる。 

①地域のために学ぶ、研究する、活動するため

に構想する（目的） 

②地域、社会の必要とする学びを考える（需要） 

③資金の調達と規模を考える（設計） 

④教員組織と教育課程・方法、校地校舎施設等

を考える（計画） 

⑤計画策定１（申請の検討） 

⑥計画策定２（申請書の策定、建築等ハード、

学部学科等のソフトの確定） 

⑦計画の申請、審査（申請書の提出、審査意見

への対応） 

⑧認可、学生募集、入試（募集） 

⑨学部学科の開始（開設） 

⑩完成、学部学科の完成と卒業生の輩出（完成

と継続） 

上記の①～③④一部が構想段階、④一部～⑨が

計画推進・実行、⑩が計画完成となる。 

ただし、⑩は⑧⑨を繰り返し行うため、本当の

計画完成ではなく計画の継続ということとなる。

この時に先に紹介したPDCAサイクルの取り入れ、

計画の構想の改善、改善計画の推進、実行となり、

大学の教育研究と地域の活動が将来亘って続いて

いくこと、これが計画する上で最も気をつける点

である。 

そして留意点である。それは前述した設置の審

査結果の理由、２次３次認可や取り下げの要因と

なる原因を取り除くこと、さらに設置の構想、計

画を検討する時間を確保することである。 

社会や経済が大きく変動しても、科学技術の進

展が激しくても、大学の役割や目的（人材養成、

研究活動、地域貢献）とその本質は不変であり、

長く責任を果たしていくものである。今起こって

いる事象や変化に即対応することは不可能である。

人材輩出も学術研究の貢献も一定の時間を要し、

さらに継続して行っていくことが求められる。こ
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のような役割、目的、活動、貢献、継続を十分認

識し、必要な時間を確保して設置の構想、計画を

立てるべきである。 

 

設置を計画すること、そして考えること 

 

最後に。 

大学や学部、学科、大学院や研究科の設置を計

画するとき、最初に検討することは前述した「地

域のために学ぶ、研究する、活動するために構想

すること」、「地域、社会の必要とする学びを考え

る」ことをあげた。 

だが、これと異なる事情、他の分野を作りたい、

大学の規模を拡張したい等様々な理由や動機また

は学生募集が振るわないため改編せざるを得ない

が抜本的な改革は難しい等のやむを得ない事情か

ら行うことも考えられる。 

等しくその設置の効果は、学生数や新たな学生

層の確保、新たな教員組織の編成と大学内への刺

激・効果の期待、そして学納金収入に伴う運営の

安定化、活性化があげられる。しかしこのような

直接的なプラスの効果とやむを得ない事情に係る

マイナスの効果もある。 

たとえば、新学部の設置による効果が限定的で

ある場合、学生が見通しどおりに入学せず大きく

定員割れとなり、教員組織や校舎・施設への投資

回収がはかどらず、設置者としての理事会が責任

を問われ、その刷新を迫られるケース。また有名

難関の中学高校を擁する法人が、新設した大学の

入学者の減少に歯止めをかけることが困難となる

ばかりか、回復を見込めずに廃止することとなり、

中学高校の存続による法人の維持、発展を図るケ

ース。意図することころであったかどうかに関わ

らず、法人を立て直すチャンスととらえる効果は

ある。しかし間違えば、法人そのものの解散、学

校閉鎖のリスクもある。あくまで、再度の設置計

画を立てる余地のある場合に限られる。 

大学や学部学科の設置計画を起こすとき、また

は立てて推進実行する場合、最も重要なことは「地

域のために学ぶ、研究する、活動するために構想

すること」、「地域、社会の必要とする学びを考え

ること」である。 

その具体的な理由、動機、目的、考えはどうい

うものであるか。いくつか、あげてみることとし

た。 

・計画は大学の理念、ミッションに基づくもの

である 

・計画は新しい分野の取り組みにより大学の規

模が大きくなる 

・資金が有り、校舎や教員組織を新たに整備し

て、大学にない学部をつくる 

・これから社会・地域に求められ分野に応える

人材を養成する 

・入学者減が続く学部等の基幹部分を基礎とし

て刷新して、新学部をつくる 

・近隣や隣接県に流れる学生を留めるために、

同系の分野をつくり、地域に輩出する 

・これまでに無い学部等をつくり、大学の特色

とユニークさをアピールする 

・女子大学を共学化して男子学生を呼び込める

学部をつくる 

・人文系または社会科学系、理系のみの大学の

ため、他の系をつくり総合大学化する 

・通学生の大学のみではなく、昼夜開講制の大

学院や全国に大学をもとめる通信制の分野

をつくる 

上記にあげた理由、動機や目的はいずれもこれ

まで多くの大学で考えてこられた計画であろう。

いずれも選択されても、複数に該当させても構わ

ない。 

２つの事例をみてみる。 

中部圏のある私立大学は、平成３年当時、人文

と社会科学系の２学部で運営していた。ここから

法人、大学の両面で計画を推進し、中核の理事、

職員が中心となり、その後20数年に亘り、社会科

学系の充実、人間健康系の学部増、国際文化、現

代社会の各学部を備え、また大学院の設立、修士・

博士課程の開設と拡大と高度化を続け、収容定員

６千人の中堅大学へと躍進を続けている。経営、

運営、教職員の総合力を集めた成果を示した。 

一方で関西圏の私立大学では、リーダーシップ

に優れ、中央の委員会の経験を持つ学長を迎え、

平成11年当時、文系の１学部から、心理、福祉、

文化の分野の学部学科を設置して学生層の開拓を

行い、さらに大学院修士、博士両課程の開設を行

い、周辺の大学から頭ひとつ抜けつつあった。し

かしながら、学長というトップマネージャーの転

出とともに、大学の理念と改革の精神の継承がで

きず、学部学科の刷新に時間を浪費し、学生数の

減少が続き、今現在沈滞している。 

前者はどの大学にも起こりうるものではない。

後者は一時的な成功（大学自ら努力した成功と偶

発的な成功などを含めて）を得たケースであり、

どの大学にも起こりうる。この両ケースは極めて

近しく相似している。 

公立は勿論私立大学は、ひとりの学生が入学し
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て、４年間継続して籍を置き大学やキャンパスで

過ごし授業料等を納めてくれなければ、安定した

経営、運営は出来ない。 

成長するか否か、計画が成功となるか否かは、

企業存立と存続の理屈と同じである。 

 

何が違うだろうか。 

違いは、学生に教育を提供し、教職員の研究や

活動を生み出し、学生が社会に出て働き、教職と

ともに社会や地域を豊かにして、それぞれの生活

を営むための基礎を作ること。「学ぶひと」「学ぶ

関わり」「学ぶ時間」「学ぶ環境」「学ぶ果実（学内

外へ）」をつくること。これが大学の使命であり、

設置の発火点であり動機ではないか。 

 

実際の大学での学部や学科等の計画を立てる

考えや目的は、これまでの設置計画の助言、検討、

調査、策定の実務、実際からは述べられることが

ある。 

学生に有償無償（学生が出すか国が出すかでは

なく）の教育研究を与える、その分野を設置計画

する。その効果は、学生の生涯にわたって社会や

地域や生活そして、大学に環流する。これを支援

する学部学科をつくること。設置計画することで

ある。 

分野・領域は設置をするために選択すること、

そのためにある。 

文学部、外国語学部、教養学部、教育学部、看

護学部、管理栄養学部、薬学部等の女子学生が多

く進学する分野、経済・経営学部、法学部、社会

学部、理・工学部、農学部、情報科学部等の男子

学生が多く進学する分野、音楽学部、美術学部、

デザイン学部等の男女の学生が進学する分野、医

学部、歯学部等の偏差値の高い分野。 

繊維学部、都市科学部、21世紀アジア学部、映

画学部、マンガ学部、キャリアデザイン学部、公

益学部、世界共生学部、地域共創学部、不動産学

部、未来デザイン学部等々2,300を超える学部の中

でも、オンリーワンの分野の学部は369（全学部数

の15％）ある（図表－オ）。

 

図表－オ 全国唯一の名称の学部一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進学需要の多寡をとるか、進学層のニッチをと

るか。さまざまな検討も必要である。 

主なオンリーワン、唯一学部である繊維学部の

ように入学定員を堅調に集めているところや国の

地域創生政策に応えた「地域共創学部」のように

定員割れの学部などがあり、一様に評価が難しい。 

唯一の学部であろうが、学問分野として多数の

需要のある学部であろうが、社会や地域に大きな

貢献をする学部であろうが、多種多様な考えを持

っても悪くない。 

どのような分野の学部であっても、その大学に

身を置いた学生が生涯にわたり職業人として市民

として人生を生き抜く力や知識を得られる教育・

研究の学部をつくる。大学に関わる者は、大学や

学部学科、大学院などの構想と計画を作りあげて、

設立された大学の使命や目的、考えを理解し矜持

し共有し、これからの設置の構想と計画の底に持

つこと、これが最も重要である。 

この一文で本稿を終える。 

No. 大学名 学部名 学科数 入学定員 入学者数 学部設置年度 学部設置場所 備考

1 国士舘 21世紀アジア 1 350 411 (H29) H13.12.20 東京都
2 法政 キャリアデザイン 1 294 311 (H29) H14.12.19 東京都
3 法政 グローバル教養 1 100 △90 (H29) H20.4.1 東京都 Ｈ31.4立命館大学同学部開設予定
4 京都精華 マンガ 2 232 237 (H29) H18.4.1 京都府
5 東京未来 モチベーション行動科学 1 60 77 (H29) H24.4.1 東京都 別途通信教育課程有
6 立教 異文化コミュニケーション 1 145 152 (H30) H20.4.1 東京都
7 日本映画 映画 1 125 129 (H30) H22.10.29 神奈川県
8 秀明 学校教師 1 200 220 (H29) H19.12.3 千葉県
9 秀明 観光ビジネス 1 70 86 (H29) H21.4.1 千葉県

10 東北公益文科 公益 1 235 △223 (H29) H16.11.30 山形県
11 成城 社会イノベーション 2 240 305 (H29) H16.11.30 東京都
12 金沢工業 情報フロンティア 3 240 △226 (H29) H16.4.1 石川県
13 名古屋外国語 世界共生 1 100 114 (H29) H29.4.1 愛知県
14 崇城 生物生命 2 160 184 (H29) H17.4.1 熊本県
15 信州 繊維 4 280 294 (H29) S36.4.1 長野県
16 愛知淑徳 創造表現 1 300 363 (H30) H28.4.1 愛知県
17 大阪工業 知的財産 1 140 △135 (H30) H14.12.19 大阪府
18 札幌 地域共創 1 900 △694 (H29) H25.4.1 北海道
19 横浜国立 都市科 4 248 △241 (H29) H29.4.1 神奈川県 国費・政府派遣による留学生数1含めず
20 明海 不動産 1 180 △164 (H30) H3.12.20 千葉県
21 北海道科学 未来デザイン 2 130 △123 (H29) H20.4.1 北海道
22 中村学園 流通科学 1 220 280 (H29) H11.12.22 福岡県

※各大学ＨＰ及びH29年度大学一覧より
※△は入学定員未充足
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追記）本稿執筆にあたって、データの収集・作成、図表の

作成の協力をいただいた高等教育研究部の大倉由美

子さん、髙橋茉生さんに心より感謝いたします。 
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・「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引き」（平成30

年度改訂版）、文部科学省高等教育局 大学設置室 

・「平成２８，２９年度 私立大学・短期大学等入学志願
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・(一財）日本開発構想研究所 高等教育研究部 ネットワー

ク基礎データ 
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の特殊コレクションを引き継ぎ、財団法人日本開発構想研究所（現・一般財団日本開発構想研究所）にお

いて開設）2013年から、下河辺淳氏の主要な業績である戦後の国土計画に関連する資料について、その一

部を、「戦後国土計画関連資料アーカイヴス」として公開しています。 

1．著作物・関連資料の展示 

 著作物、資料、関連情報等を収集・保存・管理するとともに、広く公開しております。 

公開時間：平日（月曜日～金曜日）１０：００～１７：００ 

※書誌をご覧になりたい方は、事前に電話（03-3504-1760）でご連絡下さい。有料になりますが、出来る

だけコピーの便宜はお計りいたします（コピー不可の書誌があります）。 

2．ホームページ上での文献データの公開 

< 下河辺淳アーカイヴスアドレス(URL) >http://www.ued.or.jp/shimokobe/ 

３．下河辺 淳アーカイヴス・レポートの発行 

 2009年春から本レポートを発行しております。（Vol.9から「アーカイヴス・レポート」に名称変更） 

Vol.14 2018・06 首都機能移転と「下河辺メモ」 Ａ4版56頁 

Vol.13 2017・06 追憶―異彩のプランナー下河

辺淳氏を偲ぶー 

木幡和枝、今野由梨、富田玲

子、中村桂子、比屋根米子他 

Ａ4版52頁 

Vol.12 2016・06 下河辺淳の地方へのまなざし 榛村純一、辻一幸、戸沼幸市 Ａ4版47頁 

Vol.11 2015・06 震災復興～阪神・淡路大震災 20年の教訓～ 五百頭真、御厨貴 Ａ4版40頁 

Vol.10 2014・06 下河辺淳所蔵資料にみる「沖縄」 御厨貴、江上能義他 Ａ4版41頁 

Vol.9 2013・06 戦後国土計画関連資料アーカイヴスの開設 Ａ4版41頁 

Vol.8 2011・12 「頭脳なき国家」を超えて 小川和久氏との対談 Ａ4版29頁 

Vol.7 2011・06 38億年の生命誌 中村桂子氏との対談 Ａ4版25頁 

Vol.6 2010・12 日本経済 香西泰氏・小島明氏との鼎談 Ａ4版27頁 

Vol.5 2010・06 日本列島の未来 御厨貴氏との対談 Ａ4版35頁 

Vol.4 2010・03 水と人のかかわり 青山俊樹・定道成美氏との鼎談 Ａ4版27頁 

Vol.3 2009・11 クルマ社会の未来 志田慎太郎氏との対談 Ａ4版21頁 

Vol.2 2009・07 日本の食と農を考える 石毛直道氏との対談 Ａ4版21頁 

Vol.1 2009・03 21世紀の日本とアメリカ 山本正氏との対談 Ａ4版21頁 

４．文献データの内容 

(1)下河辺 淳アーカイヴス 

下河辺 淳氏の著作物、ならびに資料、関連情報等の登録総数は、2017（平成 29）年 6 月現在で 8,349

件です。「下河辺 淳 アーカイヴス」では、これらを発行年別、役職別（所属先・肩書き）、資料別（単行

書、新聞、雑誌など）、発表方法別（論文、講演会、座談会、インタビューなど）、分野別に分類し、書誌

情報として文献検索システムを構築しています。 

(2)戦後国土計画関連資料アーカイヴス 

戦後国土計画関連資料アーカイヴスは、下河辺淳氏が国土庁時代に整理・保管されていた資料群を再

整理し、その書誌情報を公開するとともに閲覧に供するものです。現在、当研究所にて再整理と目録デー

タの構築等を進めており、2013年7月より、その一部を公開しています。 
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「下河辺 淳 アーカイヴス」分類内訳［分野別］ 
*登録総数 8,408点（うち公開件数 8,155点）。点数は登録総数にて集計 
*1件につき 2分野まで付与。数値は延べ数 

「戦後国土計画関連資料 アーカイヴス」分類内訳［分野別］ 
*登録総数 1,340点（うち公開件数 1,236点）。点数は登録総数にて集計 
＜分野別分類＞ 
1 国土総合開発法 33 

2 国土利用計画法 34 

3 戦後諸構想 28 

4 人口関係／人口推計 15 

5 定住圏センター 13 

6 土地問題／地価対策次官会議／土地信託 100 

7 国土構造 19 

8 列島改造 179 

9 地域開発制度 33 

10 国土開発制度／国土行政改革 56 

11 全国総合開発計画（新全総、三全総、四全総、全総総点検、五全総、国土審調査部会） 237 

12 新産業都市 42 

13 工業基地 21 

14 行政改革 34 

15 川崎・尼崎臨海将来像 15 

16 国土計画会 95 

17 首都移転（審議会、調査会、有識者会議、東京問題、ドイツ・ボン、移転費用、地震防災、
候補地、一国の首都、移転事務局、各種提案、移転法・国会、NIRA、下河辺メモ） 

386 

18 国土利用計画（国土利用計画、大規模開発プロジェクト、公共投資、その他） － 

19 JAPIC（東南アジア2020年、大プロジェクトJAPIC、ロイヤルセンター、土木技術センター） － 

20 空港 － 

21 港湾 － 

22 社会資本 － 

23 四日市 － 

24 矢作川 － 

25 むつ小川原 － 

26 河川審議会 － 

27 食の祭典 － 

28 文化首都 － 

29 古地図 － 

    計 1,340 

分     野 点数 分     野 点数 

国土論、国土開発・計画 1,138 社会論、未来論、歴史・伝統 678 

都市、首都、東京 718 価値観、ライフスタイル 144 

地方・地方都市、地域開発 2,251 ジェネレーション、ジェンダー、家族 372 

土地、建築、住宅 162 情報、メディア、ネットワーク 290 

災害、防災 769 科学、技術 397 

経済 195 文化、デザイン 175 

企業、経営 195 生活全般 195 

産業 184 シンクタンク 696 

交通 204 政策、政治・行政 1,086 

自然、環境、エネルギー 566 人物、人物評 316 

国際関係、世界、民族、宗教 1,450 その他 112 

計 12,293 
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下河辺淳 －その歴史、その仕事－ 

1923（大正12）年東京に生まれる。東京大学在学中に終戦となり、戦災を受けた東

京の都市社会調査を行う。1947（昭和22）年同大学第一工学部建築学科卒業。同年

戦災復興院技術研究所に勤務し、住宅問題、都市計画の調査・研究を手がける。 

1952（昭和27）年より経済審議庁に出向し経済計画の策定に参画。 1957（昭和32）

年からは建設省で、特定地域の総合開発、特に河川総合開発計画に着手。東京湾、

伊勢湾、大阪湾、瀬戸内海、有明海等の内海の総合調査に取り組んだ。 

1962（昭和37）年に工学博士。経済企画庁総合開発局へ。同年策定の全国総合開発

計画（一全総）から1998（平成10）年の第 5次全国総合開発計画（五全総）まで、一貫して国土政策・国

土行政に深くかかわる。1977（昭和52）年国土事務次官、1979（昭和54）年退官。 

1979（昭和54）年、認可法人の政策研究機関である総合研究開発機構（NIRA）の第

2代理事長に就任。12年間の在職中に、世界のシンクタンクとの研究交流の輪を広

げ、また国内シンクタンクの協力を得て、約450余の研究プロジェクトを手がけた。

総合的なプロジェクトとして取りまとめたものに『事典 1990年代日本の課題』『事

典アジア太平洋－新しい地域像と日本の役割』がある。また大都市問題（東京論、

土地・住宅問題、首都機能、世界都市）も力を注いだ研究のひとつである。 1991

（平成3）年退任、翌年まで顧問を務める。  

1992（平成 4）年、株式会社東京海上研究所会長・理事長に着任。企業の未来についてさまざまな視点か

ら研究を進め、近年深い関心を寄せたテーマ「ボランタリー経済」については三部作（『ボランタリー経

済の誕生』『ボランタリー経済学への招待』『ボランタリー経済と企業－日本企業の再生はなるか？』）

をとりまとめた。2001（平成13）年より研究顧問、サロン会長を務め、2003（平成15）年6月退任。 

1994（平成6）年には、これまでの国土政策を集大成し、国土計画の歴史から21世

紀の国土に至る長期的視点を盛り込んだ『戦後国土計画への証言』を出版。また、

1995（平成7年）から1年間にわたって、阪神・淡路復興委員会委員長を務め、同

地域の復興施策をまとめ上げた。このほか、日中経済知識交流会顧問、日英 2000

年委員会委員、日米欧委員会日本委員会委員、社団法人日本プロサッカーリーグ（Ｊ

リーグ）裁定委員会委員など、各種団体の要職を務める。 

2003（平成15）年7月より、下河辺研究室会長、有限会社青い海会長に就任。 

2014（平成26）年6月、下河辺淳氏の個人事務所「下河辺研究室」「有限会社青い海」を閉じられた。 

2016（平成28）年8月 13日逝去（享年92歳）。 

＊「下河辺淳アーカイヴス」では、下河辺氏に関する関連資料や情報等について、随時収集を行っており

ます。本件についての情報提供、資料のご寄贈等ございましたら、下記までご連絡いただきますようお

願い申し上げます。 

一般財団法人日本開発構想研究所 「下河辺淳アーカイヴス」 TEL：03-3504-1760   FAX：03-3504-0752 

                             E-Mail:shimokobe-arck@ued.or.jp 
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復刊ＵＥＤレポート バックナンバー 
（敬称略） 

2017・06 下河辺淳とその時代を語る～

下河辺淳研究の勧め～ 

Ａ４版 

100頁 

1 鼎談 1 対談 6 論文収録〔大西隆・栢原英郎・

蓑原敬氏鼎談、今野修平氏、川上征雄氏、大内

浩氏、後藤春彦・鈴木輝隆氏対談他〕 

2016・06 地方再生と土地利用計画 

―地方再生のための“土地利用

計画法”の提言― 

Ａ４版 

102頁 

2 会議録、6論文収録（土地利用計画制度研究会

梅田勝也、水口俊典、土屋俊幸、蓑原敬、安曇

野市・篠山市・桜川市の土地利用計画事例） 

2015・06 戦後 70 年の国土・地域計画の

変遷と今後の課題 

Ａ４版 

86頁 

1 鼎談 7 論文収録〔今野修平・薦田隆成・川上

征雄鼎談、北本政行、梅田勝也、浜利彦、阿部

和彦、小畑晴治、橋本武〕 

2014・06 土地利用計画制度の再構築に

向けて－人口減少社会に対応した

持続可能な土地利用を考える－ 

Ａ４版 

72頁 

巻頭言・7論文収録（土地利用計画制度研究会、

大村謙二郎、交告尚史、高鍋剛、梅田勝也、阿

部和彦、西澤明・明石達生・大橋征幹） 

2013・06 大學の国際化とグローバル人

材の育成 

Ａ４版 

54頁 

巻頭言・6 論文収録（戸沼幸市、潮木守一、吉

崎誠、森田典正、南一誠、藤井敏信、角方正幸） 

2012・06 大震災後の国づくり、地域づく

り 

Ａ４版 

78頁 

巻頭言・7 論文収録（戸沼幸市、国土交通省国

土政策局、大和田哲生、橋本拓哉、中山高樹、

阿部和彦、小畑晴治、今野修平） 

2011・06 みちを切り拓くコミュニティ

の力－超高齢化・人口減少の中で、

未曾有の大震災と遭遇－ 

Ａ４版 

68頁 

巻頭言・7 論文収録（戸沼幸市、広井良典、森

反章、檜谷恵美子、浜利彦、長島有公子、村井

忠政、巽和夫） 

2010・07 地域経営 

 

Ａ４版 

94頁 

巻頭言・8 論文収録（戸沼幸市、平松守彦、望

月照彦、西尾正範、鈴木豊、三輪真之、大和田

哲生、橋本拓哉、西澤明） 

2009・11 大都市遠郊外住宅地のエリア

マネジメント 

Ａ４版 

94頁 

巻頭言・1 会議録 7 論文収録（戸沼幸市、小林

重敬、中城康彦、西澤明、小畑晴治、吉田拓生、

梅田勝也、佐竹五六） 

2009・03 ネットワーク社会の将来 

 

Ａ４版 

96頁 

巻頭言・1対談8論文収録（石井威望×戸沼幸市、

斉藤諦淳、吉田拓生、西澤明、小畑晴治、澤登

信子、藤井敏信、杉田正明、橋本武） 

2008・07 グローカル時代の地域戦略 

 

Ａ４版 

88頁 

巻頭言・1対談8論文収録（下河辺淳×戸沼幸市、

吉田拓生、大村虔一、石井喜三郎、京極高宣、

今野修平、罍昭吉、橋本武、小畑晴治） 

2008・01 諸外国の国土政策・都市政策 

 

Ａ４版 

86頁 

巻頭言・9 論文収録（戸沼幸市、城所哲夫、片

山健介、小畑晴治、橋本拓哉、村上顕人、大場

悟、阿部和彦、橋本武、大木健一） 

2007・07 大学改革と都市・地域の再構築 

 

Ａ４版 

88頁 

巻頭言・10論文収録（戸沼幸市、天野郁夫、福

井有、鈴木正、牧野暢男、鎌田積、加藤平和、

阿部和彦、橋本武、小畑晴治、長島有公子） 

2007・01 人口減少社会の研究－人口減少

社会の将来像、国のかたち、地域の

かたち 

Ａ４版 

74頁 

巻頭言・10論文収録（戸沼幸市、阿部和彦、正

岡寛司、京極高宣、坂田期雄、天野郁夫、今野

修平、篠崎敏明、橋本武、吉田拓生） 

 

※2008・01号「諸外国の国土政策・都市政策」、2011・06号「みちを切り拓くコミュニティの力」

を除き、若干の余部がございます。ご希望の方は、（一財）日本開発構想研究所総務室まで

ご連絡下さい。 
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一般財団法人日本開発構想研究所 

当研究所は、昭和 47年 7月からの 40年の歴史を

踏まえ、平成 24 年 7月に、財団法人日本開発構想

研究所（特例民法法人）から、国の「公益法人制

度改革」に伴い「一般財団法人日本開発構想研究

所」に名称を変更いたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織及び調査研究スタッフ 

（平成30年6月） 

 

 

設立年月日 昭和 47（1972）年 7月 5日 

移行登記年月日 平成 24（2012）年 7月 2日 

基本財産      100,000千円 

 

 

評議員及び役員等一覧 

（平成30年6月） 

【評議員】   

 天 野 郁 夫 東京大学名誉教授 

 
荒 井 克 弘 独立行政法人大学入試セ

ンター客員教授 

 今 野 修 平 元大阪産業大学大学院教授 

 
村 山 邦 彦 元独立行政法人都市再生機構 

理事長代理 

 
牛 窪 恭 彦 株式会社みずほ銀行 

執行役員 産業調査部長 

 
松 本 久 長 新日鉄興和不動産株式会社 

常務執行役員 

   

   

【 役 員 】   

代 表 理 事 戸 沼 幸 市 早稲田大学名誉教授 

業務執行理事 阿 部 和 彦  

理 事 田 畑 貞 壽 千葉大学名誉教授 

 小 林 重 敬 横浜国立大学名誉教授 

 鳥飼玖美子 立教大学名誉教授 

 鎌 田  積  

 小 畑 晴 治  

 加 藤 平 和  

 鈴 木  正  

 大 場  悟  

   

監 事 相田康幸 元日本開発銀行企画部長 

元産業基盤整備基金監事 

 山 下  恒 新日鉄興和不動産株式会社 

開発企画本部 

プロジェクト開発第二部長 

   

【 顧 問 】   

顧 問 吉 田 拓 生 元財団法人日本開発構想研究所

副理事長 

   
 

基本理念 

 一般財団法人日本開発構想研究所は、くにづく

りから、まちづくり、ひとづくりまで、活力に満

ちた明日の社会の形成に役立つ学際的な研究調

査を、人と人とのふれ合いを大切に、地道に進め

るために設立された研究機関です。 

そのため、多彩な研究者からなる内部スタッフ

を擁し、必要に応じて外部専門家の協力を得つつ

総合的かつ実践的な研究を行うシンクタンクと

しての歩みを進めています。 

 

部 長 加 藤 平 和  
副部長 鈴 木  正  

山 田 直 彦  
長島弥史郎 
佐々木友紀 
猪瀬由紀子 

 

宗 川 玲 子 

荒 井 弘 道  
菅 原 健 太  
加 藤 晴 美  

 

林  博 之  
上 甲 智 史  
大倉由美子 
高 橋 茉 生  

部 長  大 場  悟 

副部長  浜  利 彦 

長島有公子 

大 橋 俊 平 

本 多 立 志 
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